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ま え が き

当財団では,昭 和43年 以来,6年 にわた り,情 報処理育成事業の一環 とし

て,初 級,中 級,上 級 の 「情報処理技術者育成指針」(た だ し,上 級のみ標

題 は 「情報処理技術者研修 ガイ ドブ ック」 となってい る)を 作成 してきた。

この うち上級情報処理技術者育成のための指針については,情 報処理技術 の

著 しい進展 によ り,全 般 的な見直 しが必要 となってきた。

このため,昭 和51年 度 か ら3カ 年計画で,こ れ までに作成 した初級 中級

両指針 との関連 を考慮 し,同 時に,現 在 および今後数年間 に想 定 され る環境

に も調和で きるよ うにとの考 え方に もとつ いて,新 しく 「上級情報処理技術

者育成指 針」(以 下 「本育成指 針」 とする)の 開発 を進めて きたが,こ れが

完成 のはこび となった。

本育成指針 は,個 々の企業内や,一 般 の企業人向け教 育機 関などにおいて,

さまざまな形 で行 なわれ てい る上級情報処理技術者 の教育 に対 して,標 準的

なカ リキュラム を示 し,情 報処理技術者の養成 を効果的に推進す るこ とを,

そのね らい としている。

本育成指針の内容 は,「 総論」および,分 野別 に編集 された各論,す なわ

ち 「組織 システムの分析」,「システム開発運用 の背景」,「コンピュータおよ

び情報処理技術」,「情報 システムの開発」 の,合 計5分 冊か ら構成 され てい

る。この利用 に当っては,ま ず総論 を参照 し,必 要に応 じて各論の関連部分

を参照 され るよ う希 望 したい。

なお,こ の事業実施 にご尽力いただいた関係各位 に心 か ら感謝の意 を表 わ

す とともに,こ の指針 が各 方面 で利用 され,情 報処理技術者育成の一助 となる

ることを念願 す る次第 である。

昭和54年3月

財団法人 日本 情報処理開発協会

情報処理研修セ ンター

所 長 吉 野 元 之 助
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本書は,上 級情報処理技術者育成指針(以 下 「本育成指針」という)の うち,「 情報システ

ムの開発」に関連 した分野の教育に有用と考えられる資料類 を,整 理 ・編集 したものである。

本書の内容は,次 の4っ の単元に分かれている。

単元D1:情 報分析

単元D2:シ ステム設計

単元D3:開 発プロジェクト

単元D4:コ ンピュータ部門の運営管理

これ らの単元は,教 育の計画や実施などにおける一つの作業単位であ り,本 書ではこれをさ

らに幾つかの章に分けて解説 している。

上級情報処理技術者の育成を,実 際に計画 し,ま た実施 しようとする場合には,本 育成指針

のうち 「総論」をまず参照されたい。総論は,本 育成指針利用のための案内書であり,技 術者

育成の体系的な計画,教 育の目標,そ れに至るための教育内容や教育方法,な どに関 して方向

づけを与えるものである。

本書は,下 記の方々の執筆または協力と,本 育成指針作成小委員会の監修を得て作成された

ものである。

(敬 称略,50音 順)
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第1章 シ ステム ライフサ イクル概論

キ ー ワ ー ド

シ ス テ ム'ラ イ フ サ イ ク ル(systemlifecycle),情 報 分 析(informationanalysis) ,

シ ス テ ム 設 計(systemdesign),ロ ジ カ ル 設 計,機 能 設 計(logicalsystemdesign)
,ブ イ

ジ カ ル 設 計 ・ 機 構 設 計(physicalsystemdesign),シ ス テ ム ズ ・ア プ ロ ー チ(systemsap-

proach),シ ス テ ム 分 析(systemsanalysis)

目 標

本章は,シ ステム開発の学習 の全体的骨格 を把握す るための導入部である。

システム開発は,一 貫性 のある全体像でとらえ られるべ きではあるが
,学 習の便宜上,こ れ

をその過程にそ って,前 半 と後 半に分けて,D1とD2で 学ぶ 。即 ち前半では情報分析(ロ ジ

カル設計)に 重 点をお き,後 半ではシステム設計(フ ィジカル設計)に 重点 をお く
。 したがっ

て この章では,こ れ らの学習の全体の見通 しをまずは じめにっ けてお くことを主眼 とす る
。

システム開発 のアプローチには,シ ステム分析 とい う考え方 が出発点 となる。これについて

は,既 にA1及 びA3な どで学習 してい るが,こ こではそれ らの知識が ,シ ステム開発の学習

にどのよ うに結びつ くものであるかを再び説明 し,考 え方の足場をはっきりさせる。そのため

には,シ ステム開発の過程 が,シ ステム ・ライフサイクルとい う概念に ,ま とめられ るように

なった由来な どを説明 して,シ ステム分析 の考え方の大略 を理解 させるのも一方法 である。

分析的 アプローチをシズテム開発の過程 に適 用 したものが,シ ステム ・ライフサイ クルの概

念である。この章 では システム ・ライ フサイ クルの概念の大要 を説 明す る。D1,D2の 章 ・

節の組立が,シ ステム ・ライフサイクルに準拠 して構成 されていることを指摘 して,学 習体系

の概要 を,あ らか じめ学習者に把握 させ るこ とが ,本 章の主目標である。

システム開発費用の増大などの動向 との関連で,シ ステム ・ライフサイ クルの概念が最近重

視 されつつ ある理 由にふれるこ とも必要である。

内 容

1.1シ ステ ム ・ライフサイクル

システム ・ライ フサイクル とは,シ ステム開発作業 を全体 と して把握す る概念である。単元

D1及 びD2に わ たって,シ ステム開発について学ぶ が,そ のための各章節の分割 は便宜的に

一1一



システム ・ライフサイクルの段階に準拠 している。第1章 ではその導入部 と して ,シ ステム ・

ライ フサイ クルの概念 を理解 させる。

システム開発の過程には,ま ずその要望 を感知 し,新 たにシステムを開発する ことの可否や

その可能性 を検討 し,さ らに具体化 の作業 を進 め,そ の作業 の完了に続 いて システムの リプ レ

イスをおこなうとい う一連 の作業の段階があるが,こ の開発作業を全体 として把握す る概念 が
,

シ ステム ・ライフサイ クルであ る。この考 え方は ,米 国におけるシステム開発の経験 と研究が

蓄積 され て,整 理 された ものである。

この考 え方の中心になる思想の一つは ヨーロ ッパ社会の近代化の基底 にある解析原理であ る
。

即 ち複雑 な現象 も細分化すれば単純な法則 が見出される とする思想である。システム開発の出

発点 として・ システム分析 を重視す ることは,こ のためである。さらに もう一つ として ,目 的

原理がある。即ちシステム設計 をお こな うには,は じめにその意図 と目的 を明 らかに して,開

発に着手する前 に,環 境や技術 に対する予測 を十分におこない,必 要 な機能 の設計 と,そ れ ら

の相互の関係 を構造化 し,こ れ を共通 の 目的にむけて結合 してゆくとい う方向づ けである。

前者は帰納的アプローチで あ り,後 者は演繹的アプローチである。単元D1で は前者に重点

をお き,単 元D2で は後者 に重点 をおいて学習す る。

システム分析 とは,要 約 していえば,と らえどころのない現象 を把握す るには ,ま ずは じめ

にその現象 を,詳 細に具体的に記 述す ることか ら出発 しようとする態度 である
。

システム設計 の考え方の中には,産 業革命以来,ヨ ー ロッパ の生産社会 でつ ちかわれた標準

化の思想 が重要な位 置を しめている。

以上二つの重要な思想傾向,即 ち解析原理 と目的原理に焦点 をあててシステ ム開発 の全体像

を把握 させ る。

まず は じめに,カ リキュラムの基底にな っているシステム ・ライフサイ クル とい う概念 を理

解 させ る。この概念 を解説 してい るものは,参 考文献にあるよ うに,各 種 の ものがあるが,そ

の要点 をあげれば,次 の ようになる。

・システム設計の段階分け

・中心円をなすシステ ム ・ライフサイクル概念による各作業 ステ ップの統制

・システム ・ライフサイ クル概 念を中心 として動 く衛星群 としての各作業ステ ップとその相

互関係

・最終 ステ ップ(実 施 と運用)か ら再び第一ステ ップ(問 題 の提 示とニーズの把握)へ の回

帰

システム ・ライフサイ クル概念の理解 をたす ける概 念図 の一例 と してRubinの も のを,図1-

1に 示す 。
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問題の提示

ニーズの把握

シ ス テム

ライフサイ クル

システム設 計2

設 ジカ鉛

システム設 計1

ジ カ詳)

図1-1Rubinの システム ・ライ フサイクルの概 念図

システム ・ライ フサイ クルの説明については,単 なる開発 ステ ップ論 ではな く,こ の概念 が

必要 とされ るようにな った背景 につ いて も説明す る。次にあげるような事項 である。

・システ ム開発 コス トの増大

ハー ドウエア ・コス トに対 して,シ ステム開発 コス トを含 めたソフ トウエア関連 コス トが

増大の一途 をた どってい る事実 。

・システム開発 コス トに対 す る資金制約

コンピュータ関連費用の うち,新 規開発 に向 けられる資金は限られているこ と
。既存 シス

テムの操業,メ イ ンテナ ンス関連費用は削減困難 なこと。

'長 期間多人数 のシステム開発要員 を作業 に拘束 する必要のあること
。

・異質のメンバーの協 同作業であるため
,そ の間の情報交換や管理統制が困難 になること。

・以上の諸点か らシステム開発 の リスクが増大 していること
。

これ らの状 況を説明するために使われる図表 として次のような ものがある。

(Basili,R.andBaker,T.のStructuredProgrammingTutorialの 図 表に準拠)
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開

発

工

数

↑

嗣 シ ステ ム計 画 システム設計
一一 時 間

検

討

詳 細 設 計 プログラム作成

及 びユニッ トテス ト

総 合 テ ス ト

計 画 イ ンプ リメ ンテ ー シ ョン テ ス ト

図1-2シ ス テム開発工数 の内訳

1.2シ ステム ・ライフサ イクルの各段階

システム ・ライフサイ クルの段階分けについては,各 種 の説 があるが、前掲 の図1-1に よ

って,そ のあ らましを述 べれば次のようになる。

(1)問 題 の提示 とニーズの把握

システムズ ・アプ ローチにおける,ニ ーズの明確化の重要性 を説明する。問題 の提 示はコ

ンピュー タ部門外 か ら行 なわれる場合 と,コ ン ピュー タ部門内から発生す る場合 がある こと,

提 示 された問題解決 には,新 規 システム開発に待 たねばな らない場合 と既存システムの改善

で解決 出来 る場合 があるこ とな ど,実 務 に則 して説明す る。問題 が提 示 された時,本 質的な

問題 が隠 されている場合 もあ り,又 利害相反す るユーザ間 の調整 を待たねばならない場合 も

ある。出来れば実例 をもって説明す るのが良い。

(2)予 備 校 討

予備検討 は,シ ステム化の可能性や実用性 を探 るた めの予備的検討 であ る。この段階 が承

認 され ると具体的な システム設計 に入る。 この段階で システム上の欠陥が指摘 されずに,以

下 の工程 に入って しま うとリスクは極 めて大きい。
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予備検討の 目的 は以下 の点であるこ とを説 明す る。

① 解決 すべき問題点の摘 出

② 摘出 した問題 をど う解決す るか

③ システムの可能性 や実用性に照 して,コ ン ピュータ化 が適切か否かの検討

④ ユーザに対す るプ ロポーザルの提示

予備検討 の内容 と して は,

① 現行 システムの現状 と特徴

② 新規又は改善 システムの構想

③ 実施上 の問題点

④ 新システムの開発実施計画

であることを説明する。

(3)ロ ジ カル設計(機 能設計)

予 備検討が承認 されると機能 設計 に入る。機能設計 において は,

・提案 された解決 案を
,ど のようにコンピュー タシステム上 に機能 設計すべきか。

・次工程の フィジカル設計(機 構 設計)に 耐え うるシステム仕様書 の作成

が 目的 となる。

ロジカル設計(機 能 設計)と フィジカル設計(機 構設計)と の区別は,前 者 が主 と してシ

ステム化 の対象 との関連 にお けるシステ ムが持つべき機能 の設計 であるのに対 し,後 者 はコ

ン ピュータ ・システム との関連 におけるハー ドウエア,ソ フ トウエア等 の機構 の設計 である。

(4)フ ィ ジカル設計(機 構設計)

システム仕様 書 をうけて,コ ンピュー タ処理 のためのハー ドウエア,ソ フ トウエア面での

機構 設計 に入る。 フィジカル設計の主た る業務 は

・ハー ドウエア,ソ フ トウエアの選択 と評価

・入出力の設計

・ファイルの設計

・ソフ トウェアの設計

である。

(5)プ ロ グラ ミング

フィジカ ル設計 を うけて,プ ログラム開発 に入 る。主 たる業務は,

●システム設計 の
,プ ログラム開発の側面 よ り見たチェ ックと内容 の確認

'プ ログラム ・ロジ ックの開発

●プ ・グラム作成
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●プログラム ・テス トとプ ログラムの手直 し

である。

(6)実 施 と 運 用

主たる業務は以下の通 りである。

・システムの最終テス ト

'シ ステム ・インス トール

'シ ステ ム切換 え

・ユーザ ・オペ レータ訓練

'処 理 の開始

・運用

・運用後 の評価 と修正

以上 で1サ イ クルが完結す る。経営環境の変化,状 況の変化,シ ステムの陳腐化な どの要

因で,新 たなニーズが発生す ると,シ ステム も再 び(1)か らの新 しいサイ クルか ら検討 さ

れることになる。

1.3シ ステム ・ライ フサ イクル とシステム分析

システム分析は,現 代社会の複雑 な問題 を解決するための体系的 な方法である。その内容は,

シ ステムの 目的 を的確に記述 し,複 数の解決案 を目的に照合 して比較検討 し,最 適な案を選択

するとい う方法である。 この考 え方は,米 国のTheRANDCorporationな どの思考 グループ

に よって研究 され整備 されたものであ って,シ ステム ・ライフサイ クル概念の成立の過程で も,

そ の考 え方の源流 となって,シ ステム開発 のための方法の一部として吸収 されている。

分析的な考え方はサイ クルのフェーズ分けの中にも,開 発のための方法 の中に も含 まれてい

る。㎜,SDC,GEのTEMPOセ ン ターなど}こよりてなされたシステム分析の方法論の整

備 と,シ ステム ・ライフサイ クル概念の成立の経過を歴史的 にふ り返 って見ることによって・

システム開発に必要な考 え方の基礎事項 を認識 させることができる。

システム ・ライフサイ クル概念 の特徴 は,か な り明示的にシステムズ ・アプローチを導入 し

ていることである。以 下の各車 の進め方 のベ ースになる考え方であるので,そ の基本 を理解 さ

せる。

システムズ ・アプ ローチの特徴 を以下の点で説 明す る。説明にあた ってはクェー ドの定義 が

参考になる。

・可能 な限 り分析的な概念の枠組 を利用す る。

・目的 と代替案 を探 求す る。
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'適 切 な フレーム ワー クを使い
,予 想 される結果 と比較分析 する。

・行動選択 を援助す る体 系的 なアプローチである
。

又,分 析す る場合の要素 としては,

・ 目的

・代替案

・費用

・モデル

'評 価基準

を上げてい る。模式化 して図示する と図1-3に な る。

1

目 的

Ψ

問 題

＼ ↓

代替案の考察 プ ロ セ ス

爪

↓

結果および費用

評 価 基 準

満 足

システム ・ライフサイ クル

次 の段階 へ

'(議 二::撰 ㌶ 場合り

図1-3シ ス テ ム ・ラ イ フ サ イ ク ル に お け る シ ス テ ム ズ ・ア プ ロー チ

指導上の留意点

(1)単 元D1と 単 元D2の 構 成 を全体 としてあらか じめ理解 させることに焦点 をあて る。そ
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のための下敷がシステム ・ライフサイ クルの概念である。

(2)シ ス テ ム ・ライ フ サイ クルの段階分けの議論を詳 しくする必要はない。む しろ学習 のポ

イ ン トは,

情 報分析 → ロジカル設計

システ ム設計 → フィジカル設計

と対 比される分析と設計 の性格の差 をはっきりと認識 させ,単 元D1で は前者に重点があ

り,単 元D2で は後者 に重点があ るこ とな どを示す程度でよい。

(3)第1章 は単元D1の 序 章 としての位 置づけで もあるので,こ れから学ぶことのうちの重

要な項 目について概説す る。例 えばシ ステム開発過程 の各段階の特徴 ・システム分析 の必

要性な どの要点を説 明す る。

(4)シ ス テ ム ・ライフ サイクル概念 とか システム分析の ような考え方 を理解 させるには,そ

れを完成 された定義 とか規範 として説明するよ りも,歴 史的な成立過程 をたどって,次 第

に形 をな してきた状況 とともに説 明す る方が望 ましい。

参 考

1.シ ス テム ・ライフサイクルの段階分 けについて

(1)Rubinの 段 階分け

リ へ

・コ ン セ フ ソ ヨ ン

・プ レ リ ミ ナ リ分 析

・シ ス テ ム 設 計

・シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ ム

・シ ス テ ム の 文 書 化

・シ ス テ ム 設 置

・シ ス テ ム運 用

・シ ス テ ム の終 結

(2)Benjaminの 段 階 分 け

・フ ィ ー ジ ビ リテ ィ ・ス タ デ ィ

・シ ス テ ム ・ス ペ シ フ ィ ケ ー シ ョ ン

・シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ

・シ ス テ ム 開 発

・イ ン プ リ メ ン テ ー シ ョ ン

・オ ペ レ ー シ ョ ン
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(3)通 産省情報処理技術者用の段階分け

・問題 の提示 とニーズの提 示

・対象 システムの 目的 の解明

問題 の認識,確 定

実情 の把握

・新システムの基本設計

電子計算 の役割 り

基本的手段の設定

シ ステム内での機械化分担の決定

・EDPシ ステム設計書の作成

入出力の決定 ・

ファイルの設計等

他 システムとのイ ンター フェイス

・プログラムのモ ジュール化

プ ログラム間のイ ンターフェイ ス

入出力の設計

フ ァイルの確 定

・電子計算機処理 のための プログラム仕様 の決定(プ ログラム設計書 の作成)

・プログラム設計書 に基づ くプ ログラミング

フローチャー ト及び コーデ ィング

その他の文書化

・プログラムのデバ ッグ

テス トラ ン

・プロダクシ ョン(実 際運用)
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2.シ ス テ ム ・ラ イ フ サ イ ク ル の詳 細 の 一 例

J.Kanter,"Management-orientedManagementInformationSystems'1よ り

開 発 の サ イ ク ル

プログラムの

仕 上 げ

有効性評価
性 能 評価

最 適
コ ン ピュー タ

選 択

入力

出力
処理
の仕様

コ ン ピ ュ ー タ

ア プ ロ ー チ

最適案
選 択

理
案
価

処
替
報情
代
評

3.解 析 原理に基づ く方法の二三の例

(1)デ カル トの方法序説

古典的 アプローチ としてデカル トの方法論があげ られる。(デ カル トの 「方法序説」第2部)

① 私 が明証的 に真であるとみ とめた上でなくてはいかなるもの も真 として受け入れない

こ と 〔明証 の規則〕

② 私 が吟味する問題のおのおのをできるか ぎり多 くの しかもその問題 を最もよく解 くた

めに必要 なだけ数 の小部 分に分つこと 〔分析 の規則〕

③ 私 の思想 を順序 に従 って導 くこと,最 も単純 で最 も認識 しやすい ものか らは じめて・

少 しずつ いわば段階をふんで最も複雑 なものの認識にまでのぼ ってゆ くこ と 〔総合の規則〕
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④ 何 ものを も見落す ことがなかったと確信 しうるほ ど完全な枚挙 と,全 体にわ たる見直

しとをあ らゆる場合 にお こな うこと 〔枚挙の規則〕

(2)ケ プナ ー ・トリゴーの問題分析法

典型的 な帰納的方法 を定式化 した一例として,ヶ プナー,ト リゴーの問題分析法の要約 を

紹 介 してお く。

(C.H.ケ ー プナー,B.B.ト リゴー 「管理者の判断力 」産業能率短 大出版部)よ り

〈問題分析の過程 〉

状 問 重 考 最 具

一 一〉?
、一 を一2一 篇
問 れ れ 改

況 題 題 る ら 善
原 し
因 い
問
題

〈問題とは〉

で,ご 、の/原 因不明の変化

時間的流れ

何事もなければ当然X

そ うなるべき状態

Y実 際に起 っている状態

逸脱=問 題

〈問題分析の手法〉

① あるべき姿と実際の姿の比較

② あるものとないものの比較

③ 実際と推論の比較

最もそれ らしい逸脱の原因は問題の明細書にあらわれる事実をすべて説明するものでな

ければならない。
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ケ プ ナ ー,ト リ ゴ ー の ワ ー ク シ ー ト

逸 脱 あ る な い ある固有の差異 その中の変化

何が
何が逸脱か 〔

逸脱の対象物

どこで

対象 のどこで

みられた場所

い つ
何 時

期 間

どの

程度

量

数

テス トす べ き もの

原 因 ら し き も の

メモのためのスペ ース

この ワークシー トがデカル トの方法序説 の中の4っ の規則に合致 して いる点は興味あ

るところである。

(3)ナ ドラーのワークデザイ ン

方 法 としては,帰 納的方法 とい うよ りはむしろ演繹的設計法 ではあるが,考 え方の中核に

やは りヨーロッパ社会の解析原理がある点 に注 目すべきであろ う。

(ジ ェラル ド・ナ ドラー:「 理想システム設計 」東洋経済新 聞社)よ り

ナ ドラーの ワークデザインの中核部分 は機 能展 開の プロセスである。その思想 と手法を要

約 してみ ると,

① 小 さなシステ ムをSoと し 、その機 能 をFoと した場合,下 記のよ うな対 応がある。

So<Sl<S2… …<Sn

Fo〈Fl〈F2… … 〈Fn

② 機 能 の系列 を先にきめれば,シ ステ ムの系列は 自動 的にきまる。(こ の機能の系列 を

決 めて行 くことを機能展開 とい う。)

③ 機能展開の手続 きは,手 掛 りになる小 さなサブシステムを一つ選ぶ。次にそ のシステ
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ムの直接的な機能 を一つ決 める。次にこれに続 くその次の機能を決める。繰返 して次の機

能 を決める。

注意事項

機能展開の ガイ ドとしてホ ッパー表現 を提案 している。

∪

い
↓ 機能展開のレベル

↓

機能展開で次の レベル をひ き出すのには大 きくジャンプしないよ う心 掛ける。

次の レベル を引 き出す ための試みのための問いか け

(D～ と いうのはど うい うことか?

Oi)～ を言い換 えてみ るとどうなるか?

⑱ ～ は何 のためにあ るのか?

⑩ ～ をす る目的 は何 なのか?

機 能表現 は特定的(specific)に す ること。しかし限定的(limiti㎎)で あっては,い け

ない。
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〔2〕Hartman,W.,Matthes,H.andProeme,A.,"ManagementInformationSystems

Handbooki'McGraw-Hill,1968
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〔33〕R.N.ア ン ソニ ー 著(高 橋 吉 之 助 訳)「 経 営 管 理 シ ス テ ム の 基 礎 」 ダ イ ヤ モ ン ド

社,1968

〔34〕J.Kanter"Management-orientedManagementInformationSystems"

Ludedition,1977

〔1〕 ～ 〔10〕:シ ステム ・ライフサイ クルについての参考

〔11〕～〔19〕:シ ステム分析 についての参考

〔20〕～〔33〕:教 材 としての参考
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第2章 シ ステム ・ライフサ イクル管理

キ ー ワ ー ド

シ ス テ ム 開 発(systemdevelopment),プ ロ ジ ェ ク ト管 理(projectmanagement
,project

control),組 織 の 役 割(organizationalbehavioreffects),要 員 管 理(managingPerson

nelmanagement),文 書 化(documentation)

目 標

前章で学んだことは,シ ステム開発の段階 と手順であるが,そ れに対応 して,本 章で学習す

ることは,そ のステ ップに従 って,シ ステム開発 を実行 に うつす方法である。

システム開発 の実行 には,通 常プロジェク ト管理 とい う形 式剤 乗用 され る。 ここでは主とし

て,そ のプロジェク ト管理の概要を説明す る。

プロジェク ト管理 とい う新 しい方法が発達 して来た 由来 を,シ ステム ・ライ フサイクル概念

の形成過程 と結 びつけて説明すれば,シ ステムの本質がさらに明確に理解 されるよ うになるで

あろう。

従来 の機能的定常的な管理方式 と,新 しい形式 としてのプロジェ クト管理方式 との対比な ど

も説明 して,シ ステム開発 の性格 をあきらかにす る。

プロジェク ト管理は,シ ステム開発 を実行する際の人 間の役割に光 をあてた,新 しい視点で

ある。このよ うな視点 は行動科学の研究等に触発 された点 も多い。この意味でB2の 学習 との

関連がある。且つ また,D3の 演習 に入るための予備知識 の整理 としての位置 を占めている。

システム開発 のための業務管理の面 を明示 した ものが,プ ロジェク ト管理で あって,そ れ を

さらに具体的に形にあ らわ した ものが、文書 である。この章では システム ・ライ フサイ クル管

理のための文書化の問題 を特に重点的に学ぶ。

本章 は,第1章 とともにD1,D2の 全体に対す る導入部であ る。さらに第3章 に対す る導

入 として,シ ステム分析 の必要性 について も若干触れてお く。

なお,文 書化 について は,そ の技術的側面の考察は,D2の1章 でもと りあげてい るので,

本 章では,そ の管理的側面に焦点 をあてて とりあつか うものとする。
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内 容

2.1プ ロジ ェク ト管理

システム開発 をプロジェク トとして とらえ,そ のプロジェク トの生成 よ り完成 に至る過程 を

一貫 して管理す るのは
,コ ン ピュータ部 門管理者 の必要な基本業務である。ここでは,プ ロジ

ェク ト管理 の 目的,プ ロジェク ト管理 の対 象,プ ロジェク ト管 理のための手 法 を理解 させ

る。

(1)プ ロジェク トとは

プロジェク ト ・マネジメン ト或いはプロジェ ク ト・コン トロール とい う形態は,わ が国 で

は比較的新 しい分野で ある。システム開発に対 して,こ の形態がとられ るよ うになった経緯

とその必要性 を説 明 して、伝統的な 「タテ」型 のマネジメ ン トと異なるその性格を明 らかに

する。

プロジェク ト概 念の発生 の背景 には,米 国におけるTVA,マ ンノ・ッタン計画,SAGE

計 画,ア ポ ロ計画 と続いた一連の ビッグプロジェク トの経験 と,F.W.テ イ ラーの 「科 学的

管理 の諸 原則 」に始 まる管理論の発展の二つの系譜 があるこ とを指摘 し,そ の発展 に伴 って

形成 されたシステム概念が,そ れ以前の社会の常識であ った成 り行 き(ordinarycourse

ofthings)に まかせて自然発生で出来あがった ものと質的に相異す る点があることに注意

を うなが し,シ ステ ム とい うものが もってい る人工的性格 が プロジェク ト管理を必然 的に要

求す ることを認識 させる。

プ ロジェク ト管理 が,方 法 として さらに明確な形態 をもつ に至 った経緯 も,シ ステム ・ラ

イ フサ イクル概念の成立 と平行す るもの として説 明す る。即 ち,OR,QC,IE等 の分野にお

ける各種技法の発 見とその精密化 や,コ ンピュータの発達な どが技術的側面 とな り,石 油精

製,石 油化学,原 子力発電,天 然ガス液化 などの巨大プ ロジェク トの発生が需要面か らの刺

激 とな り,プ ロジェク ト管理は現代 を代表する組織形態 の一分野 とな った。特にコンピュー

タ利用 のシステムを開発す るためにはかかす ことの出来 ない管理形式 として定着 しつつあ り,

そ の方法論 としての細 目が検討されつつある。第2章 ではこれ らの発展の概要 をふ りかえる

ことによって,プ ロジェク ト管理の 目的の本質的な ところを把握 し,次 にシステム ・ライフ

サイクルの各段 階と対 応させて,管 理対象の細 目を把握 させ る。さらに現在 までに開発 され

た技法 の二三の例を学習す る。

(2)プ ロ ジェク トの特徴

まずは じめにシステ ムのもつ性格 をあきらかにす る必要 がある。そ してそのシステムを開

発する方法 としてのプロジェク ト管理はどうあ らねばな らないかを考察す る。
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システムにはい くつかの特徴 が考 えられる。例えば

・未知 の要素 が多い。

新 しい技術分野に対する技術予測が必要 になる。

開発に要す る資源,経 費,要 員の見積 りが困難である。

・時間経過 とともに変化 する。

開発の進展につれて要求され る組織や要員等が質量 ともに変化す る。

・ひとつの 目標がある。

新 しいシステムを作 る とい うことは,何 をや りたいか とい うことがはっき りしてい ること

を意味する。この一つの目標 にむか って各種の機能 を結合 させたものがシステムであって,

これ を実現 させる方法がプロジェク トである。

・制約がある。

プロジェク トとは,限 られた資源,手 段,要 員の制約 のもとで,決 められた期 限内に 目標

のシステムを作 りあげることである。

別の表現 をすれば,シ ステムとは人工的で,不 確実で,や り直 しがきかない.新 しい もの と

い った性格 をもってい る。このためにこれ を開発するためのプ ロジェク ト管理には,目 的を明

らかに して,着 手する前にあらか じめ考え られることを十分に予測 し,計 画 を綿密 にたてて,

そ の計画に沿 って開発作業 の管理を し,協 同作業者同志 のヨコの連絡をとり,計 画路線か らは

ずれそ うになる時 は直ちに軌道修正をお こない,計 画通 りの期 限内に,目 的とす るものを完成 さ

せる,等 々の注意が必要 になる。 これ らの多 くの事項 を体系的 にまとめたものがプ ロジェク ト

管理である。

制度 としてプロジェク ト管理を見た時には次 のよ うな特徴があげ られ る。

① 職能別管理制(functionalorganization)と 異 な り,課 題中心の一貫担 当とな り組

織 としてヨコ割 り型 の臨時編成 の性格 をもつ。この組織は タスク ・フォースとか プロジェ

ク ト・チームと呼ばれる。

② 人間中心,能 力中心 の創造主導型 とな る。 したがって従来の組織中心 の人間歯 車型 と

性格 が相反す るもの となる。

③ 期間,資 源,要 員の配分に制約が生ず る。 したが って これ らの配分問題 の検討や決定

が重要な技術問題 と して注 目される。

④ 開発 管理の手順 として工程の段階 区分を明確にすることが重要 にな る。このことはシ

ステム ・ライフサイクルの概念 と一致す るところである。且つその進捗管理 の手段 として

文書 の役割 を重視す る。表面的に見れ ば文書管 理がプロジェク ト管理であるかの観 さえあ

る。
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(3)プ ロジェク ト管理の 内容

プロジェク ト管理の内容はそれ 自身で多 くの学習すべき項 目をもってい るが,こ こでは末梢的

な部分にとらわれることな く,シ ステ ム開発に不可決 なもの として の本質的な部分のみを把握

すればよい。

学習項 目として整理す ると

・計画

・組織及び要員

・管理

・コミュニケーション

等の区分が考え られる。

次にその細 目の例 をあげる。

① 計画

開発 目的

システム仕様書,そ の他 の仕様書

システム分析,機 能設計

開発スケジュール

各種見積,技 術 予測

② 組織 と要員

タテ組織 とヨコ組織(プ ロジェク トの性格)

専 門家集 団,委 員会

プロジェク ト・マネージ ャー

プロジェク ト・チーム

組織の流動性

作業分担

③ 管理

狭義の プロジェク ト・コン トロール

工程管理,進 捗管理

原価管理,開 発費用管理

テス トと品質管理

文書管理

新シ ステムへの移行

評価システム
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④ コ ミュニケー シ ヨン

ヨコ組織 における コ ミュニケーション

開発管理 に必 要な情報

文書 の役割

2.2プ ロジェク トの計画 と管理

プロジェク トの具体化には,ま ずそ のプロジェク トの スコープを明確にすることが必要 であ

る。開発 目的の定義 が不明確 であった り,方 針が設定 されていなかった り確認 されていなか っ

た りす る と,プ ロジェク トがそ の開発の途上で空中分解 にさらされる危険がある
。プロジェク

ト計画 で最 も重要な事項は開発 目的の明確化である。

プロジェク トを実行す る組織は,従 来 のピラミッド型 の組織 ではな く
,ヨ コの関係 を重視す

る能力 中心 の遊撃隊になることが多い。このために人間関係や情報交換が重要な役割 をはたさ

なければな らないこ とにな る。管理の確実さを期す るためには,情 報交換は記述 された文書に

よらなければな らない 。

以上述べたよ うなプ ロジェク トの計画 と管理での重要事項(目 的 の明確化 ,文 書に よる情報

交換)は,わ が国での実状では いずれも苦手 とす る習慣であるので ,特 に強調 して教育す る必

要 がある。

(1)プ ロ ジェク トの計画

プロジェク ト計画 について学ぶべ きことを重要 さの順に列記す ると次の ようになる
。

① プ ロジェク トの採 りあげ方にっいて

・能力 の限界 を考える

コンピュー タで何が出来 るか?

実 体のシステム とそれ を支 える情報 システムとの間 の関係を明らかにす る。

・システムの改廃について考える

開発 のあとの保全 はどうか?

前進は易 しいが退却は難 しい。

・技術的知識 と環境の知識 のバ ランスをとる

習慣性 か ら人工性への変革 には抵抗がある。

無理に作 りあげた ものは くずれやすい。

十分す ぎるほどの技術 的知識が必要である。

② 目的の設定 について

・システム計画の必然性があるか?
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・経済的に妥当であるか?

・目的 が仕様書 の形 に記述できるか?

・システム開発 をす ることの意味 ,可 能性,副 次効果,反 作用等 を多面的に評価す る。

③ 計画 の作成 について

・開発計画 ,導 入計画 を記述す る。

・主要マイルス トーンを決定す る
。

・ワーク ・ロー ドを推定する。

各種の見積 方法,推 定 のための基 準値を整備す る。

・システム要件 を決定す る。

◎}一 一 ・一 一
・プロジェ クト ・チームを編成する

作業分担 を決める。

情報ルー トを定める。

ドキュメンテーシ ョン ・プランをたてる。

・スケジュールを決定す る

実施計画 の 日程表を作 る。

(2)プ ロジェク トの実行

システム分析 ・システム設計の作業 とプロジェク ト管理 とは表裏一体の ものである。プ ロ

ジェク ト管理 を実務手順 として分解 する と次のよ うな項 目が ある。

① 開発 要求書検討

② 開発 プライオ リティの決定

③ 開発所要時間 ・必要資源の推定

④ タス クリス トの作成

⑤ 要員配置

⑥ 開発 スケジュールの作成

⑦ テス トスケジ ュー ルの作成

⑧ 報告制度 と文書管理 の制定

⑨ 進捗管理

⑩ テス ト管理
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⑪ 新 システムへの移行

⑫ 評価 ・監査

⑬ 開発費用 の配賦

以上はプロジェク トの進行 に沿 って抽出 した項 目であ るが,視 点 を変えて横断的にみると,

・要員管理

・要員教育

・作業管理

・品質管理

・文書管理

・開発支援活動

などのさまざまな情報網力泌・要になる。 これ らの活動 をささえる ものには,ミ ーティングのよ
、

うな無形の情報も重要であるが,プ ロジェク ト管理 として最 も重視 される ものは,文 書である。

さらにプロジェクト管理を実施す る人間 の側の問題 として,そ の組織について も検討 してお

かなければならない。即 ち次の諸点である。

・開発部門の位置づけ

・開発部門の内部編成

・要求部署 との関係(受 託 ・協同 ・相談)

・委員会組織 との関係

③ プロジェク ト管理の手法

管理技術の面 からみて,プ ロジェク ト管理 を実行す るための手段が,手 法 として各種開発

され試用 されている。例 えば,

① ネ ッ トワーク表現

PERT,CPM

② 予算配分

PPBS

③ 予 測 とコントロール

FAME

④ ス ケジュー リング

ガン トチャー ト

山積み,山 崩 しのシ ミュ レーシ ョン

⑤ 最適化 計画

⑥ 報告制度の 自動化
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⑦ 文書作成の自動化

⑧ 評価制度の自動化

プロジェク ト管理の性格 を明らかにするために

実務とを結びつけて説明す ることが望ましい。

,こ れ らの手法 と先に述べた計画 と管理の

2.3プ ロ ジェク ト管理 と文書

システム ・ライフサイクル を具体的に示す ものは,そ の各段階の区切 を表 現す る文書 である。

プロジェク ト管理は,プ ロジェク ト・メ ンバーの能力に依存す る面 が大 きいため,何 らかの方

策 を講 じない限 り,開 発 内容の実体が把握 しに くい とい う弱点がある。このため コミュニケー

シ ョンのルー トを十分に整備す る必要がある。即 ち次の ような情報交換網 を固めなければなら

ない。

① 各個人の作業継続 のための情報

② プロジェク ト・メ ンバー相互間の情報

③ プロジェク ト・メンバ ーと管理者間の情報

④ プ ロジェク トとプ ロジェク ト外部間の情報

プロジェ ク トは分業 と統制によってシステム開発 を進行 させ るものである。この役割 をはた

すた めに必要 な位置 を占める ものは,③ のルー トである。且つ またシステムの完成 のために重

要な情報は,プ ロジェク ト ・チームとそ の外部 との交流である。このために必 要なルー トは④

である。これ らは文書 のもつ役割 の うちの管理的側 面で ある。これ に対 して,前 の二者①② は

技術的側面 とい うべ きものであ る。文書の役割 のうちの技術的側面については単元D2で 学 習

す る予定である ので,こ こでは文書の役割の管理的側面に焦点 をあてて学習す る。即 ち指示書,

報 告書,仕 様書,計 画書等について検討する。夫々の文書の様式の具体例等 につ いては単元D

4で 目にふれ るであろ う。

システム ・ライフサイクルの各段階を区切るもの としての文書は即 ちその各段 階の性格 を表

現す るものでもある。そこに記述 されている項 目が何 を表現 し,な ぜその項 目が必要であるか

を,シ ステム ・ライ フサイクル管理に照 らして研究す るように指導する。

システム ・ライ フサイクルのフェイズ区分 との対照 で,各 文書の役割 を図示 した例 を次にあ

げ る。各文書に記述すべ き項 目は,夫 々のフェイズの設定理 由と密接に関係す る。
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ベ ン ジ ャ ミ ン(Benjamin)

R.1.Benjamin,

t℃
ontroloftheInformationSystem DevelopmontCycle"か ら

事 前 調 査

FeasibilityStudy ProjectOutline

CostEvaluationR)rm

FeasibilityStudyReport

シ ス テ ム 仕 様

SystemSpecification

TaskList

Questiomaire

MatrixDesignTechniques

シ ス テ ム 設 計

SystemEngineering

FlowDiagrams

ImplementationPlanningTable

FileCreationDataSourceMatrix

SystemSpecificationReport

プ ロ グ ラ ミ ン グ

Programmingand

ProcedureDevelopment

設 置

Implementation

TaskList

SystemModularization

SimulationofPrototypeSystems
Specification

ConversionTimetable

TaskList

ProgramConstructionConventions

TestConstructionConventions

ProcedureConstructionConventions

TaskList

MeasuringtheCutover

シ ス テ ム 実 施

SystemOPeration

ControlofChange'

SystemImprovement

図2-1 局 面 間のイ ンターフェスとしての文書
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ク ラ ウ ス(Krauss)

LI.Krauss,t'TheCompanyDataProcessi㎎Function"か ら

Phase1。 問 題 の 定 義 と 分 析

問 題 提 起
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24プ ロ ジェク ト・チーム

プ ロジェク ト・チームによるシステム開発 の場合 は,シ ステム ・ライフサイクルの各局面 に

お いて,各 々の局面に適応 した メンバーに編成 しなお して開発に従事す ることが理想 である。

そ の連続性 を保証するためには,前 に述べた文書に よる管理体系が確立 され ていなければなら

ない。且つ また局面に即応 して編成 され るチームメンバー同志の意気 があ っていなければなら

ない。 コン ピュータ ・シ ステムの開発の場合は,通 常,シ ステム分析,シ ステム設計,イ ンプ

リメンテーション,テ ス トの4段 階程度にわかれていることが普通の形であろ う。 この種の段

階わけに基づいて各 グループの作業分担及びその構成 メンバーの あるべ き姿等を考察 してみる。

(1)シ ス テム分析 グループ

(シ ステム仕様書 を作成す るグループ)

わ が国の実状ではこのグループは明確 には存在せず,シ ステム設計者 がこれを兼ねることが

多い。このよ うに システム仕様書 が独立 に存在しないためにお こる開発途中の問題点を指摘

し,シ ステム分析の局面 が分離独立す ることの必 要性 を認識 させる必 要が ある。あわせてシ

ステム分析 とは何 であるか を教育す る。

(2)シ ス テム設計 グループ

(プ ログラム設計書 を作成す るグルー プ)

(3)プ ロ グラム開発 グループ

(プ ログラム作成 をす るグル ープ)

(4)オ ペ レーシ ョン ・グルー プ

(シ ステムテス トをす るグルー プ)

通常 オペ レーシ ョン ・グル ープ とは,新 システム移行後 の実施 をおこな うグループと解 さ

れているが,こ こではむ しろ,プ ログラムとシステムテス トとを異なる グループで行 うこと

の利 点 とその必要性 を強調す ることをね らい とす る。

以上のよ うな考察のほかに,プ ロジェク ト・マネージャーの資質 と役 割,プ ロジェ ク ト・メ

ンバーのあ り方などについても考察をお こない,異 質の メンバーの協同作業 とい うプ ロジェク

ト制によるシステム開発 の もっている人間的側面 の重要性 について認識させ ることも重要であ

る。

このことは単元D3に よる実習に対す る準備で もある。

指導上の留意点

(1)シ ス テ ム ・ライ フ サイ クル概 念 とプロジェク ト管理 とは表裏一体の思想で あることを理

解 させる。
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(2)プ ロ ジ ェ ク ト管理技法については,D1,D2を 通 じて以降の章で詳細 にふれ ることが

ないので,こ の章で実例によってやや詳 しく学習 して もよい。特にネ ットワーク表現 による

スケジ ュー リングとコントロールなどは,単 元D3に 対 する予備知識 として必 要である。

(3)文 書 を通 じて の プロジェ クト管理の体系 を教育 の縦糸 として全体像 を示す。即ちシステ

ム ・ライ フサイクルにお けるフェーズ分割 の重要性 などに重 点をお く。

(4)プ ロ ジ ェ ク ト管 理 の実務的な詳細には立 ち入 らな くて よい。

(5)シ ス テ ム分析 の 思想 としての要点を説明 し,第3章 に対す る導入 をおこな う。

参 考

1.プ ロ ジェク ト管理のための報告制度

プロジェク ト管理 を円滑に行 うためには,業 務 の進捗状況の把握がその基本 になる。その他,

ユ ーザ部門 ・コンピュータ部門間の意思伝達方法の確保,作 業計画改訂に ともな う問題処理等,

日常管理業務 の遂行には文書 による報告制度 の整備 が不可欠 となる。ここでは,代 表的 な管理

のための帳票について説明する。

(a)業 務 依 頼 書

ユーザ部 門か らコンピュータ部 門に対す る業務依頼 であ り下記項 目を含 む。

・業務 の概 要

・業務 ニーズの説明

・希望す る業務処理 内容

・期 限その他要望事項

⑥ 業 務 受 託 書

コン ピュータ部門か らユーザ部 門へ返送 され る。通 常見積書を兼ね,ユ ーザの希望通 りの

条件で受託できない場合 は,そ の旨記載 され る。

・開発 コス ト推計(職 種別所要要員 のマン ・ア ワー,単 価,労 務費,ハ ー ドウエア使用

費,単 価,機 械使用費,総 開発 コス ト)

・運用 コス ト推計(運 用要員の労務費,使 用ハ ー ドウエア費,通 信費,保 守費その他 の固

定費割掛分,総 運転 コス ト)

・依頼業務 の諾否

・その他特記事項

(c)シ ス テム開発計画表

・要員名別業務分担表

・業 務 推 進計 画 表(業 務 名 称 ,担 当,所 要人数,目 標 達成 日,関 連業 務 との相互関係)
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(d)プ ロ ジェク ト進捗 状況表

・(月 ,週 間)業 務進捗報告書(当 初 目標,実 績進捗状況,遅 延 ・トラブル等 あればそ

事 由,担 当者名)

●システム設計進捗状況表

・プログラム開発進捗状況表(プ ログラム名 ,プ ログラマ,プ ログラム状況)

2.シ ステム ・ライフサイクル管理のポイン ト

(1)予 備 検討

① 予備検討問題の定義

代 替案 の

考 察

評価と

承 認
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システム提案書

1.予 備 検 討 の 要約

問 題 の 概 要

b.問 題 に対 す る対 策

c.今 回 の提 案

2.提 案 す る シ ステ ム の説 明

提 案 す る シ ステ ム の 目的 と,解 決 され る問 題

b.提 案 す るシ ス テ ム の概 要

シ ステ ム ・フ ロー ダ イ ヤ グラ ム

イ ン プ ッ ト/処 理/ア ウ トプッ ト

3.提 案 す るシ ステ ム の コ ス トと評価

開発 コ ス ト

b.運 用 コ ス ト

費 用,効 果分 析

シ ステ ム 開発 計 画

シ ステ ム 開発 ス ケ ジ ュー ル

b.要 員 及 び そ の他 資 源 投 入 計 画

c.今 後 の推 進体 制
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(2)シ ステム設計

承認されたシステム提案書

＼1

① ロジ カル ・シ ステ ム設 計

Ψ

② システム仕様書 の作成

③
ユーザー/ア ナ リス ト/

プ ロ グラマ に よ る承 認

＼

④ ブ イジカル ・システム設 計

⑤ システム設計書の作成

⑥
DP部 門管理者/
アナリスト/プ ログラマ
ーよる承認

プ ロ グ ラ ミ ン グ へ
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(3)プ ログラム作成

①

システム設計書の

確 認

プ ・ グ ラ ム

個 別 テ ス ト

参 考 文献

〔1〕 宮川公男 「意思決定論」 丸善,1975

〔2〕 占部都美編 「経営学 のす すめ」 筑摩書房,1970

〔3〕 後藤幸男,小 林靖雄,土 屋守章,宮 川公男 「経営学 を学ぶ」 有斐閣,1971

〔4〕 アーネ ス ト・デール,L.C.ミ シ ュロン著(北 野利信訳)「 現代経営 の方法」

評論社,1968

〔5〕 荒川幾男 「管理社会」 講談社,1970

プ ロジェク ト管理を学ぶた めの前提 として,一 般に上記のような組織 論の常識 を概観

してお く。

〔6〕Lecht,C.P.;`TheManagementofComputerProgrammingPr;ojects;'American
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ManagementAssociation,1967

〔7〕Benjamin,R.1.,"ControloftheInformationSystemDevelopmentCycle';John

Wiley&Sons,1971

〔8〕Hartman,W.etal.,"ManagementInformationSystemsHandbook;'McGraw-

Hill,1968

〔g〕Krauss,LI.,"AdministeringandControllingTheCompanyDateProcessing

Function:'Prentice-Hall,1969

〔10〕Brandon,D.H,"ManagementStandardsforDataProcess輌ng;VanNostrand

Reinhold,1963

〔11〕Gunther,R.C.:`ManagementMethodologyfOrSoftwareProductEngineeringl'

JohnWiley&Sons,1978

〔12〕Gray,M.andLondon,K.,"DocumentationStandard,"Auerbachpublishers,1969

〔13〕Kuehne,RS.,Lindberg,H.W.andBaron,W.F.,"ManualofComputerDoc-

umentationStandardswithFormsl'Prentice-Hall
,1972

〔14〕Walsh,D.A.,"AGuideforSoftwareDocumentation,AdvancedComputer

Techniques';1969

〔15〕Katzan,H.1`SystemsDesignandDocumentation;'VanNostrandReinhold,1976

〔16〕Mckeever,J.M.;`ManagementReportingSystemsl'JohnWiley&Sons,1971

〔17〕Weinwurm,G.F.,"OntheManagementofComputerProgramming;'Auer-

bachPublishers,1970

〔18〕Szweda,R.A.,"lnformationProcessingManagementI'AuerbachPublishers,1972

〔19〕Albrecht,L.K.,"OrganizationandManagementofinformationprocessing

Systems;'TheMacmillanCompany,1973

〔20〕Brandon,D.H.andGray,M.,"ProjectControlStandards;'Auerbachpublis-

hers,1970

〔21〕 川 原 裕 「オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 導 入 の た め の ド キ ュ メ ン テ ー シ ョ ン 」 企 画 セ ン

タ ー,1974

こ れ ら の 参 考 文 献 を み れ ば,文 書 と プ ・ ジ ェ ク ト 管 理 の 密 接 な 関 係 が わ か る で あ ろ う 。

こ こ に は 単 元D2で 学 ぶ べ き,技 術 的 に 詳 細 な 文 書 も 含 ま れ て い る 。

〔22〕Ackoff,R.L.,・AConceptofCorporatePlanninま ・JohnWiley&Sons,1970

〔23〕Brooks,F.P.,・TheMythicalMan-Month,"Addison-Wesley,1975

(山 内 正 訳 「ソ フ ト ゥ 「エ ァ 開 発 の 神 話 」 企 画 セ ン タ ー)
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〔24〕Simon,H.A.,TheScienceoftheArtificial,MITPress,1969

〔25〕Weinberg,G.M.,"AnIntroductiontoGeneralSystemsThinking;'John

Wiley&Sons,1975 　
〔26〕Matthies,L.H.;`TheManagementSystem:SystemsAreforPeople,John

Wiley&Sons,1976 カ
〔27〕McLean,E.R.andSoden,J.V.,"StrategicPlanningforMIS,JohnWiley&

Sons,1977

〔28〕McRac,T.W.,"ComputersandAccountingl'JohnWiley&Sons,1977 　
〔29〕Murdick,R.G.1`IntroductiontoManagementInformationSystems,Prentice-

Hall,1977

〔30〕Newlland,A.andSimogH.A.1`HumanProblemSolving;'Prentice-Hall,1972

〔31〕Orlicky,J.;`TheSuccessfulComputerSystems:It'sPlanning,Development

andManagementinaBusinessEnterprise;'MbGraw-Hill,1969

〔32〕"BusinessEnterprise'IMcGraw-Hill,1969

Ramsgard,W.C.,"MakingSystemsWork:ThePsychologyofBusinessSyste-

ms';JohnWiley&Sons,1977

〔33〕H.A.サ イ モ ン 著(高 宮 晋 監 修)「 シ ス テ ム の科 学 」 ダ イ ヤ モ ン ド社,1969

(〔24〕 の 訳 書)

〔34〕 松 田 正 一 「シ ス テ ム の 話 」 日 本 経 済 新 聞 社,1973

〔35〕 中 根 千 枝 「タ テ社 会 の 人 間 関 係 」 講 談 社,1976

〔36〕 川 喜田二郎

〔37〕 川 喜田二郎

〔38〕 川 喜田;郎

〔39〕 加藤秀俊

〔40〕 会 田雄 次

〔41〕 関 計夫

〔42〕 江 川 朗

〔43〕 小林 茂

〔44〕 三浦大亮編

〔45〕 南 條 優,保 坂岩男

〔46〕 大 日方 真

ここに あげた文献は,プ ロジェク ト管理に関連 して,シ ステムの一般的性格を論 じてい

「パーテ ィ学」 社会思想社,1956

「組 織 と人間」 日本放送出版協会,1966

「チ ーム ワー ク」 光文社,1966

「人 間関係 」 中央公論社,1966

「合理主義」 講 談社,1966

「人 間関係の幾何学」,1970

「プ ロジェク トチーム」 日本能率協会,1970

「創造的経営」 マネージメン ト出版部,1967

「シ ステムの分析 と設計 」 オーム社,1973

「シ ステム開発 と運用」 オーム社,1972

「プ ログラム開発の工程管理 」 情報処理Vol12,Vol13
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るものと,プ ロジェク ト開発 を人 間的側面 からとりあげている もの とに焦点 をあてた。

34



第3章 基本的な分析手法

キ ー ワ ー ド

分 析 と総 合(analysisandsynthesis),帰 納 と演 繹(inductionanddeduction),面

接(interview),予 測(forecasting),モ デ ル 化(modeling,modelbuilding),分 析

手 法(analysistools,techniquesforanalysis),予 備 調 査(preliminaryinvesti-

gation),実 現 性 検 討(feasibilitystudy),事 務 分 析(officeworkanalysis,job

analysis),ネ ッ ト ワ ー ク 分析(networkanalysis),シ ス テ ム提 案(systempropo-

sal),デ ィ シ ジ ョ ン テ ー ブ ル(decisiontables)。

目 標

本章 では,シ ステム分析 ・設計 の基本的 な考 え方 と,そ の具体的な方法の全体的な把握 を行

な う。

システム分析 とシステム設計 とは,シ ステム開発 の方法 としての一貫性 か ら考 える と,別 々

に分離 して学習 しに くい面 もあるので,こ こで とりあげる項 目は,D2の 第1章 で再び学習す

る内容 と重複 する。 ここでは,シ ステム分析 の うちで,目 標志向的な面に重点 をお く。問題解

決的 な面 にっいては,D2の 第1章 で採 りあげる。

システム分析の方法 の特色 は,目 標 に対す る接近法 が反復的であることを指摘 し,シ ステム

・ライ フサイクルの性格 をあきらかにす る。 この章の内容 は,A1の 第3章 の各論で もある。

システム分析 の手法 の詳細 を,3章,4章,5章 で学習するが,そ の全体 に対する概論的 な

把握 をこの章で まず と りあっか う。特 にその中で,問 題の発見,ニ ーズの把握,シ ステムの 目

的の解 明などの事前調査に必要な手 法に重点 をおいて学習す る。 システ ム分析 の基 本要素のう

ち,目 的 の考察 と,モ デル化の役割 につ いて研 究す る。

各種 の分析手法 を例示 して,そ れ らが どのよ うな場面で使 われるかを考察 させ る。 これによ

ってシステム分析 の意味 をより深 く把握 させる。

内 容

3.1シ ス テ ム 分 析

システム ・ライ フサイクルの出発点は,シ ステム分析 である。方法論 としてのシステム分析

は,米 国における国防問題 に研究 の端 を発 し,そ の後「般に民間でも,複 雑 な問題 を解決す る
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ために普及 す るよ うにな った体系的な手法である。そ の形 をな した歴史は まだ 日が浅 いために,

人 によって解釈 はまちまちであるが,そ の考え方は ヨーロ ッパの近代社会の歴史 とともに育 っ

た解析原理 を母体 とす る思想であるので,解 釈 に対 して細 かな差異はあ っても根底 では一致す

るものを もっている。 システム分析の基本的 な特徴 をあげ ると次の ような諸点 である。

① システム をその背景 との関係で構造のあるもの として とらえる。(構 造)

② 問題 の本質 を細 分化す ることに よって明 らかに しよ うとす る。(解 析)

③ 問題 の不確実性 を認識 して,解 決法 を唯一つだけあげ ようとせず,代 替案 を多 くと りあ

げて検討す る。(不 確実性)(誤 謬)

④ 解決の方向 として,与 えられた問題だけを考 えるのではな く,そ の目標 にまでさかのぼ

って考 えてみて,よ り根本的な解決 を見出そ うとす る。(目 的)

システムを構造 のある体系 と して見 よ うとする態度 の根底 には,欧 米人 の考 え方の中にあ る

ギ リシャ以来 の思潮が ある。即 ち一見混 み入 っているように見える もので も,よ く分析 してみ

れば,そ の中にはかならず整 った原理 とか体 系が存在 している筈 であるとする信念が これにあ

た る。 システム分析 につ いて云 えば,対 象 を階層 をも った構造 的な体系 としてとらえ,そ の問

題 がそれ をとりまく全体 の中のどの階層にあるのか?上 下の結合関係 は どうなっているのか?

と考 えてみる方法 がこれにあたる。

分析 の方法 として,問 題 を細分化 して,分 割不可能 な基本の要素 に到達 しよ うとす る態度 も,

ヘ レニズムの伝統 に基づ くヨーロ ッパ的思考 プロセスの基本形である。問題 の不確実性や人間

の もつ錯覚 を認識 して,で きるだけ多 くの代替案 を考 えてみるとい う態度 も,デ カル トの 「ま

ず疑 うことか ら始 める」 という方法であるし,フ ランシス ・ベ ーコンの 「ノブム ・オル がヌム」

の中で述 べ られている先入観 に対 する警告 としてのイ ドラの思想 である。

これ らの考 え方は,自 然科学の方法 としてその後洗練 された もので もあるが,よ り広 く経験

世界 の問題 に適用 され て,帰 納法 として近代思潮 の源流 となった思考形式である。

特 に注 目しなければな らないのは,こ れ らの思考形式や分析手順 は,単 に頭脳 の中でのプ ロ

セスではなく,か ならず記述 された ものと して客体化されていなければ ならないとする点であ

る。

このよ うにふ りか えってみ るとシステム分析 の特徴 は,と りたてて新 しい方法 とい うべ きも

の ではな く,昔 か らものを考 える人 々の間で くり返 し検討 された問題 である。

システム開発 とい う新 しい需要 に呼びお こされ て,昔 か らの思考方法 が,現 代的に整理 され

て,手 法 として再認識 され た ものがシステム分析 である。目先の与 え られた問題 を,試 験問題

を解 く学生 のよ うな受身の態度で即答するのがシステム分析 ではない.な ぜその問題 を解 かな

ければな らないのか?そ の問題 の本質は何かPな どと問題 の奥 にある原因や,シ ステムの
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目的 を追求す るところか ら出発 するのが,シ ステム分析の方法である。

特徴 の項で述 べた① と③はシステムに対 する認識 に関す る部分であ り,② と④は方法 として

の分析 に関す る部分である。

システム分析 の学習では,考 え方の根底 をまず身 につけるこ とが大切であって,「 だれそれ」

の唱える方法 は 「か くか く」であると諸説 をひろいあげて,そ れ らをおぼえるのは無意味であ

る。

システム分析 の方法 としての性格 を さらに述べ ると漸近的,反 復的,改 良的 とい うことがで

きる。 とりあつか う問題 は一般 に自然科学の問題 のよ うに一義的に解答が得 られ るもの とは異

なる。解 決案 を得 るための道筋 は比較検 討の積み重ね による螺線状の軌跡になる。そのために

比較検討 の判断基準 として目標が必要になる。厳密 にいえば検証不可能 な性質 をもつものが多

い。このような状況 下での判断 のための方法 と して整理 され たものが システム分析 である。そ

の方法 を具体的に述 べてみ ると次のよ うになる。

① 目的 を的確に定義す る。

② 代替案 を比較検討する。

③ 代替案の中から 目的に照ら して最善 と考 えられ る案を選択する。

即 ち,シ ステム分析 の考 え方の中の重要なキーワー ドは目的 と代替案 である。

システム開発 の出発点又 は準備 として,問 題点 の理解 を確実 に しよ うとする方向が,こ の分

析 の作業 であって,問 題点へ のアプローチは帰納的 方法 である。単元D1で は この方向での研

究態度 を中心 に して学 習する。(分 析が帰納的方法 を中心 とするのに対比すると,設 計は演繹

的である とい うこ とが出来 る。単元D2の 課 題 は,分 析 とは逆 に,い かに総合 し,一 つの具体

的システムを構成す るか とい うこ とである。)

システム分析 を学 習するには,ま ずは じめに上記 のよ うな考 え方 としての本質的 な ところを

確実 に把握 してお くことが大切 である。

3.2シ ス テム分析の要素

システム分析 の主要 な構成要素は次の ようなものである。

(1)目 的

(2)代 替案

(3)モ ァル

(4)費 用

(5)効 果

⑥ 評価基準
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これ らの構成要素がシステム分析 に対 して どんな役割 を占めるか を,さ きに述 べたようなシ

ステム分析 の性格 と照合 して考察す る。ここでの学習は,次 章以降のD1の 各論 に対す る序章

で もある。

次 にシステム分析 のプ ロセスの標 準的 なパ ターンについて概略 を把握 し,基 本的 な分析 手法

が何 であるかを学習する。分析 のプロセスを模式化す ると,次 のよ うなス テップになる。分析

の反復的 な性格 か ら,こ れ らのステップはループ状 に何回 も繰 り返 え され る。

②

③

④

⑤

問題の明確化(仮 定の再吟味)

目的の選択

代替案の作成

データの収集

モデル化

費用効果分析(評 価)

分析 のプロセスの骨格 を確実 に把握 した後 に,個 々のステ ップに適用 される各種の分析手法

を学習す るべきである。

システム分析 を進 める上で,重 要な役割 を果 たす ものはモデル化の方法 である。この分野 の

研究 はシステム工学で早 くか ら実用化 されている方法である。システム分析におけるモデルの

機能 を図式化 すると次 のようになる。

回 画
図3-1モ デ ルの機能 と効用

調査のためのモデル化は,問 題 にっ いて理解 を深 めるために必要である。要因によって生 じ

る変化 をこれによって予測す ることが出来 る。選択のためのモデル化 は,現 実 の場 での高価な

試行錯誤 をさけるために必要 であ る。前者 を規範モデル,後 者 を最適化モデル と呼ぶこ ともあ

る。モデル化 の技法 はORの 分野で発達 している。システム分析 に も,問 題 の本質 を把握す る

ために,こ れ らの技法 は活用 されなければ ならない。

以上の基礎事項 を概説 した後に シス テム分析 の具体的作業内容に も言及す る。基本的分析手

法が,こ れ らの作業 の局面で どう生か されるかの理解 を助 けるための程度 でよい。

次 のよ うな作業内容 がある。

1)シ ス テムの範 囲の位置 づけ

システム対象 を定義する。
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2)シ ス テムの構成要素の決定

設備,人 間,組 織,時 間,空 間,情 報

3)開 発 の立場 を明 らかにす る

現状改善か,新 システムの開発か。

全体 システムか,部 分 システムか。

4)業 務 分析,予 備検討 をおこなう

・マスター ・プランを作 る

要望 と制約 の調整

範囲,目 標 の設定

システム実現のための環境 を保証 する。

・予備検討

必要性,実 現可能性,継 続保守 の保証

サブシステム,開 発 スケジュール

・承 認

現状分析 → モ デル作成 → システム提案

3.3各 種 の分析手法

(1)面 接 の技術

システム ・ライ フサイクルの第一段階,予 備検討(フ ィージビリテ ィ ・ス タデ ィ)で の情

報収集活動 において,面 接 は効果的 な方法である。又,シ ステム ・イ ンプ リメンテーシ ョン

に至るまで,ユ ーザ部門 との折衝 は多 い。

面接 の技術 はIBM社 のSOP(StudyOrganizationPlan)に お いて・取 り入れ ら

れ て以降,シ ステム ・アナ リス トのマスターすべき要件 とな りつつある。コミュニケーシ ョ

ン理論 の発展 とも無縁 ではない。又,そ の背景 には,国 際化 の進展による異文化圏 に属す る

人 々の間の コミュニ ケーシ ョンの重要性の認識 がある。この理論 を応用 すれば,シ ステム ・

アナ リス トとユーザ間 の意志疎 通 に大 いに役立っわ けである。

ここでは,コ ミュニケーシ ョンの理論 を参照 しながら,面 接の基本 を学ばせ る。

次 のような項 目が考 え られ る。

・情報収集方法 のなかの面接 の位置 づけ。

・面接 の方法,面 接の実際 手順 。

・コミュニケーシ ョン理論,例 えば一般意味論 。

(2)情 報 整理の技術 と発想の 技術
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現行 システムに関 する実態調査が進展 した段階 で,収 集 した情報の整理 を行 う。この整理

の過程での工夫 が,次 の発想へ と結びつ く。ここでは情報整理 と,整 理 した情報 か ら提案 を

導 きだす技術について説 明する。

次 のよ うな人 々の提案 が参考になる。

・梅樟忠夫

・川喜田二郎

・渡部昇一

・中山正和

・オズボーン

・ウィ リアム ・ゴー ドン

・デ ・ボノ

(3)事 務 分析

ここでは,問 題 の発見 と現状 分析に役立つ事務 分析 フローチャー トを中心 に説明する。体

系化 された事務 分析 手法 の例 として,IBM社 のSOP(StudyOrganizationPlan)

な どが教材 として適切 である。

事務分析のための フローチ ャー ト作成 は,コ ンピュータの利用以前 か ら用い られている。

そのため,旧 来の事務分析 フ ローチャー トは,電 子計算機時代 の,電 子計算機 主体の事務の

流れ を描 くの は不便 な点 もあるが,事 務 の基本 を理解 し,手 作業 部分 の抽出 と実態把握には

不可欠 の手法 といえる。

フローチ ャー トの書 き方には,NOMA式,日 能式,能 大式等 がある。

(4)lE的 分析手法

生産 工程での生産性 向上 と管理の レベルア ップに,情 報処理技術 が適用 され る度合が増大

するにつれ,情 報処理 技術者が生産能率向上のための技術,IEの 基礎知識 を必要 とする場

合 が多 くな って いる。生産性向上運動 は第二次大戦後急速に盛 んにな り今 日におよんでいる。

情報処理技術 を用いて生産工程 の合理化 をはかろ うとする ものに とって,い わば古典 に相当

するIEの 基礎理論 は避 けて通れない知識 といえる。

ここでは,IEス ペ シャ リス トとプ ロジェク トチームを構成 し,生 産工程 での合理化 を推

進す る立場 の情 報処理技術者が最低 限要求 されるであろ う基礎知識 を中心 に,IEの 基 本的

なアプローチの仕 方について理解 させ る。

次のよ うな学 習項 目がある。

・特性要因図

・パ レー ト図
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・工程分析(作 業分析,動 作 分析)

・価値分析(V .A.)

・ワーク ・デザイ ン

(5)予 測 の手法

システム分析 の基礎知識 として予測 の手法が要求され る場合 が少 な くない。例 えば,経 営

環境 の認識 のための予測,技 術 進歩 に関するサーベイ的 な予測,需 要予測,さ らには予測的

接近 をしたいのだがどの様 な分析 手法 を用 いたら良いか と云 った選択 の場合 とか,将 来 に予

想 され るデータ量増大の予測 とか,シ ス テム ・コンフィギュ レーシ ョンが将来 の業務量増大

に耐 え うるか といった具体的 問題 に至 るまで,予 測 を要求 され る場合 が少な くない。

この節では,予 測 の手法の概要 を「般 のシステム ・アナ リス トが必要 とする程度 において

学習 させる。 したがって手法 の技術的側面のみの学習ではな く,ど ういう場合に利用 され る

か,そ の場合の前提 は何か,そ の手法の限界 は何 か,と いった側面 を理解 させることが肝要

であろ う。

次にあげ るよ うな各種の予測 手法 がある。

・客観的予測

客観的 予測 とは,統 計的処理 と,OR的 処 理ができる対象 についてい う。時系列 データ,

過 去のデータを分析 し,将 来に外挿する といったアプローチを取 ることなどを説明 し,

主 要な手法の概要,特 徴 を理解 させ る。

グラフ化,指 数平滑法,季 節調整法,回 帰分析を用いての予測,微 分方程式による決定

論的予測,確 率モデルに よるものな ど。

・主観 的予測

計量化 できない現象に対 して適用 され る場合 が多いが,積 極的 に学識経験者,ス ペシャ

リス トの意見 を取 り入れ て予測 を行 う場合 も多 い。

アンケー ト調査,デ ル ファイ法,関 連樹木図 による予測な ど。

・システム的予測

種 々の要因が複雑 にか らみ あっている問題 に対 する予測で コンピュータの利用 が可能 に

なってから特 に発達 した技法 である。

次 のよ うな例 があげ られる。

① 計量経済学モデル

対象 は経済,地 域経済,産 業,個 別 企業 など。

② 産業関連 モデル

③ システムダイナミックス
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④ クロス ・イ ンパク ト・マ トリックス法

⑤ シナ リオ ・ライテング

⑥ 各種 シ ミュレーシ ョン

(6)シ ステム開発技法

内容的には単元D2で と りあつか う 「設計」 に関す る技術 が,分 析 の段階 と不可分に一体

化 されて,シ ステム開発技法 として提案 されている。これ らは ソフ トウェア工学 と呼ばれ,

最 近注 目をあびている分野 である。 この中 には,多 くの基本的分析手法 が含 まれている。

次のよ うな ものの中に参考になるものが多い。

・IBM社 のIPT

・ミシ ガン大学 のISDOS

・TRW社 のSREM

・SofTech社 のSADT

・BOEING社 のSSDM

これ らはシス テム分析結果 の集約 としてのシステム仕様 を,ど のよ うに表現すべ きか とい

う点に焦点 をあでている。

⑦ 分析結果の整理及 び表現

分析結果 の整理表現 には次の ような方法 が有効な ヒン トを提 供する。

① ディシジ ョン ・テー ブル

ディシジョン・テーブルは,複 雑な ロジックを記述す るのに有効な手段である。流れ図だ

けでは一読 して理解 が困難 なロジックで も,デ ィシジョン'・テーブル を併用す ることに より,

容 易に理解 す ることが可能 となる。

② マ トリックス ・デザ イン技法

マ トリックス ・デザイ ン技法の簡単な例 は縦軸 にイ ンプッ ト・エ レメン トを記述 し,横

軸 にアウ トプ ッ トや ファイル名 を記述 したマ トリックスを用 いてイ ンフォメーシ ョンの整

理 を行 うものであ る。こうす ることによ り,シ ステム設計の完全性 を保証 するわけである。

IBMのTAG(TimeAutomatedGridsystem)は このマ トリックス ・デザイ ン技

法 を活用 した1例 である。

③HlPO

H.IPOは 図 形 表示 を多用 した文書化 であ り,文 章表示 を少 な くし,図 的 一覧 表示 に

よ り,個 々の機能 を明確 にする。あわせて階層構造 を導入 している。

④ 川喜 田二郎のKJ法

A型 図解,B型 文 章化
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⑤ ナ ドラーの ワークデザイン

ホ ッパ ー図 によるシステムの機能階層 の説 明は,シ ステムの もつ階層構造に着 目した も

のである。

指導上の留意点

(1)良 きシステム分析者 は彼が分析 しよ うとする対象 について学ばねばな らない だろ う。又

その対象 をシステム化す るに要す る手段,手 法について知 らねば ならない。両者が相まち

完全なシステムが可能 となるのである。第3章 でとり上げた手法 はこの辺 の事情 を反映 し

てい る。すなわ ち断片的 な技術教育に しない。分析対象物 との関係 を出来 るだけ具体的 に

取 り入れる努力 をす るとい うことである。

(2)し たがって個 々の項 目についての取 り上げ方は,許 容 され る時 間配分の中で工夫が必要

とされる。例 えば,

・技術的な堀 り下げ はどこまで必要か。

・全体系 をどう説明す るか。

・重点的な取 り上げ方 をするとすれば どこを中心 とするか。

・具体的事象 として何 を与えた ら適切か。

な どであ る。

(3)又,指 導 上ある程度は避 け得ない偏 りについても考慮す る必要がある。

例えば,い わゆる

・事務分析系統

・IE的 分 析系統

・OR的 分 析系統

などである。理 想的に言 えば,こ れ らの狭い系統 を脱 したところの 「システムズ ・アプロー

チ」で構成 され ることが期待 され る。

参 考

1.帰 納 法 と演緯法

システム分析,シ ステム設計 を進め るための方法 として,帰 納 法 と演繹 法 とがあることが一

般 にみとめ られ る。帰納法 は現状 の調査分析 か ら出発 する設計方法である。演 繹法 は現状 に と

らわれ ることな く,対 象 システムの本質的 な機能や役割 を追求 して,合 目的 な理想 シ ステ ム

をえがいてその実現 を求める設計方法である。この二 つの態度 を比較 す ると,問 題発見,問 題

形成 の段 階では,帰 納法(分 析)に 重点があ り,問 題解決 の段階 では演繹法(設 計)に 重点 が
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あることが多 い.

帰納法的設計は,リ サーチ ・アプ ローチと呼ばれる経験的方法 でもあ り,対 象 が経験 的に安

定化,ル ーチ ン化 している場合 に有効 である。事務 処理 システムの設計 な どの分野にその例 が

多い。演繹 的設計は,デ ザ イン ・アプ ローチ と呼ばれる理想 システムを想定す る一 つの方法で

あ り,技 術開発分野にその例が多い。

新 しいプログラム開発技法の考 え方に対 する傾向 の中には演 繹法的 に設計 を進 める思想が含

まれてい る。例 えばtop-downintegrationandtestingの 考 え方 はシステム設計 の進

め方にお ける演繹法的方法に共通 する性格 をもっている。 これ らの新 しい傾向は各種 のシステ

ム開発技法の中に標準化 され て採用 され つつある。例 えば,ナ ドラーのワークデザイン,IBM

社 のIPT,SofTech社 のSADT,BOEING社 のSSDMな ど。

帰納法 と演 繹法の両者 を夫 々の性格 にあわせて適所 に使用 することを提唱 している例 として

川喜 田二郎のKJ法 が ある。

W型 問題解決ステップ

思考 レベル

問題 推 論 結 論

探
鹸 欝 鱗 験 塁 ⑧

経験 レベル
野 外 実 験

KJ法 の特色はここに示す後半部分の帰納,演 繹 の使いわけの提 唱部分ではな くて,む しろ

それよ り前の段階の現状把握,本 質追求の ラウン ドにある。 これに 「探検」 「発想」 とい う独

得の性格づけをした点 である。

川喜田二郎の文化人類学分野 での探検 の体験 に もとつ く各種の提 案は,示 唆に富む ものが多

く,シ ステム分析 に対 する ヒン トとして も有益 な考 え方を提供 している。 「発 想法 」そ の他 の

多 くの著作 に発表 された方法 は,KJ法 と呼ばれ る体系的 な方法論 として整理 され,企 業内で

の問題発 見や システム分析 に活用 されている。

2.lE的 分 析手法

IEの 源 流 はテイラーの時間研 究で あるが,こ の方向の分析手段 を詳細化 した例 として次 の

ような例 があげ られ る。

・ギルブ レス夫妻が考察 したサ ーブ リック分析作業 を構成 する動作要素(search・find・
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select等)に 夫 々名称 と記号 を与 えて これによって,分 析対象 の作業 を記述す ることに

によって分析 を進める。

'ワ ーク'フ ァクター分析

・マンデルのメモ ・モ ーシ ョン分析な どの分析 もこの系統 の延長である
。

・マク ドノウの 「情報 の経済学 と経営 システム」(第1章 参考文献)の 中 に述 べ られている

経 営システムの記述用述語体系 の考 え方 も,ギ ルブ レスの考え方 をさらに大 きな範 囲に拡

大 した ものと見なす ことが できる。

3.分 析 の図式表示

システム分析の表現 には概念 の明確化 のために各種の図式表示が用 いられ る。次にその2,

3の 例 を示 す。

・特性要因図
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・パ レー ト図

問題が発見 され る と,次 はどこか ら改善作業 に着手す るか とい うことになる。とか く枝

葉 末節にとらわれがちにな る点 を,パ レー ト図 を描 くことによ り正 しい着手順序 を知 るこ

とが出来る。 度 数 累 積 度 数

100%

50

40

30

20

10

80

60

40

20

・事務分析の図式例

得意先 輸 送 課 販9売 課 経 理 課 記号 記 号 説 明

発注⑩
1受注台帳1

1..納 品 書 控

2.納 品 書

3.物 品受 領 書

.

甲

⇔

⇔

†

♪
⑭

◇
↓

十

帳 票

転 記

事務 機 に よる転 記

検 印,承 認,検 討

昭Aハ、、 ロ

ー時保管 ファイル

最終保管

電 話

上記以外の執務

以下省略の意

帳票の分割

2.3

起票 。

⑨受注内

2部 上伝 容記帳

納品
準備

注:納 品書
3納 品塾

2.3 訂
-

1

(

陣頭

出庫記帳

↓3
遍 台帳1

ウ ②

2 舘
納品確認

2

売掛記帳 。
月末の〆

部屋求書1

起票
o

{

2支り 。入金記帳
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メ ッセ ー ジ用紙 フ ァイル用 紙

INPUT!

OUTPUT

一

フ ァイル手 段

一

オペ レーシ ョン用 紙

.

＼ /
1/0 一 処 理 一 手 段

活 動 用 紙

＼

一 一

l

l

1
売上 請求

lll
1

売掛

ll
| 1 1l

lllHllll彦 勿」l
IIIIlI

lll口 口llい

＼

資源使用用紙

組織 図ll
I

l:1中
、
「「[コ

口 口
亡]白 亡]吻 ≦

要 員 z
機 械 %
原材料 〃 一
在 庫 z

＼
SOP文 書 化の模式図
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4.価 値 分 析

価値分析VA(ValueAnalysis)は,L.D.Milesを 中心に して,ア メ リカのゼネ ラル ・

エ レク トリック社で始 められた価値分析活動 を緒 に してひろまった考え方で ある。

不必要 な コス トを分析的 に明 らかにす るこ とによって企業活動 が欲す るコス トダウンを達成

す る技法である。価値 を使用価値(usevalue),貴 重 価値(esteemvalue),コ ス ト価値

(costvalue),交 換 価値(exchangevalue),な ど と分析的 にとらえて,よ り安 いコス ト

で同等 の性能 を追求す る.「 何 か他 にそれ に代 るものがないか?」 と質問 をすることによって

目的 を達 しよ うとする手法である。その手順 として,

① 機能 を明確 にする。

② 比較 による機能評価 。

③ 価値 の代替品を考 える。

という段階によ って分析作業 をお こな うIE的 手 法 である。

マイルズは,次 の13の 着 眼点 をあげて いる。

1)一 般性 を排除する

ji)す べ ての利用で きるコス トを考 える。

iii)最 善 の情報源のみ をたよる。

iv)ま ず一切 を破壊 してか ら創造 し洗練す る。

V)真 の独創力 による。

vD障 害 物 を明 らかに してそれ を取除 く。

vの 専 門家 の知識 を活用する。

viiD重 要 な公差 を金額換算する。

ix)業 者 の機能製品 を利用 する。

X)業 者 の熟練や知識 を利用す る。

xD専 門的生産工程 を利用す る。

xiD利 用 す る標 準品 を活用す る。

xiii)自 分 の金だったらどうす るか を考 える。

価値工学VE(ValueEngineering)は 上記のVAを 発展 させた技術 である。

参 考文 献

〔1〕Couger,J.D.andKnapP,R.W.1`SystemsAnalysisTechniques:'Wiley,1972

〔2〕Davis,G.B.andEyerest,G.C.,"ReadingsinManagementInformationSys-

tems;'McGraw--Hill,1976
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〔3〕Grindley,K.,"Systematics:A.NewApProachtoSystemsAnalysis'1,Mc-

Graw-Hill,1975

〔4〕Hare,V.,"SystemsAnalysis:A.DiagnosticApProach;'HarcourtBrace

andJanovich,1976

〔5〕IBMCorporation,"BusinessSystemsPlanning:InformationPlaming

Guide:'ApPlicationManualGE20-0527-],IBM,1975

〔6〕Pollack,S.L.,Hicks,H.T.Jr.andHarrison,W.J.,"DecisionTables:The-

oryandPractice;'Wiley,1971

〔7〕 マ ク ミラ ン ・ゴ ンザ レス 著(野 々 口格 三 ・守 谷 栄 一 ・丹 羽 明 訳)「 シ ス テ ム 分 析 」

鹿 島 出 版,1975

〔8〕C.W.チ ャー チマ ン著(竹 内 靖 雄 訳)「 シ ス テ ム科 学 へ の挑 戦 」 竹 内 書 店,1970

〔9〕 企 業 会 計 臨 時 増 刊 「シ ス テ ム科 学 と会 計 」 中央 経 済 社,1970,22巻13号

〔10〕 深 尾 毅 「シ ス テ ム の数 理 」 筑 摩 書 房,1975

〔11〕 松 田 正 一 「シ ス テ ム 理 論 序 説 」 オ ー ム 社,1971

〔12〕 日本IBM社 「SOPの 考 え方 」rSOPの 手 法 」 「SOPの 手 法 と文 書 化 の 手 引 き」,

1972年 翻 訳

以 上の参考文献 は1章,2章 の参考文献 に対する追加 として引用 したものである。シス

テム分析に対 しては,1章,2章 の基本的 な文献 を同 じく参考 にする必要 がある。

〔13〕Rogers,C.,"ClientCenteredTherapy;'Houghton-Mifflin,1951

〔14〕 産 業訓練特別資料NagrActiveListening」 日本産業訓練協会,1972

〔15〕S.1.ハ ヤ カワ 著(大 久保忠利 訳)「 思考 と行動にお ける言語」 岩波書店,

1951

〔16〕S.1.ハ ヤ カワ 著(四 宮満 訳)「 言語 と思考」 南雲堂,1972

〔17〕 井 上 ・福沢 ・平栗 著 「一般 意味論」 河野研究所出版部,1974

〔18〕 斉藤 美津子 「話 しことばの科学」 サイマル出版社,1968

〔19〕 斉藤 美津子 「きき方の理論」 サイマル出版社,1972

〔20〕NHKrア ナ ウンサー読 本」 日本放送出版協会,1955

〔21〕 松 野善 弘 「正 しい話 し方」 明治書院,1970

〔22〕D.C.バ ー ンラン ド著(西 山千訳)「 日本人 の表現構造」 サイマル出版社,1973

〔23〕 ジ ョン ・コン ドン 「こ とばの世界 」 サイ マル出版社,1972

〔24〕 内川 ・岡部 ・竹内 ・辻村編 「現代 の社会 とコミュニケーシ ョン」 東京 大学出版会,

1973
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〔25〕 飽戸 弘 「コミュニ ケーシ ョン」 筑摩 書房,1972

〔26〕 入谷敏男'「 ことば の生態」 日本放送出版協会,1968

〔27〕 芳 賀純 ・安本美典 「ことば,文 章」 大 日本図書,1968

〔28〕 荻 昌朗 「耳学問」 日本経済新聞社,1972

〔29〕 野 田孝 「会議術」 日本経済新聞社,1971

〔30〕 ロバー ト・L.ホ ワイ トサイ ド著(石 川弘義訳)「 フェイス ・ランゲージ」 読売新

聞社,1975

〔31〕 ジ ョー ジ ・バー ド著(桑 名一央訳)「 絵 と図形 による伝達技術」 産業能率短大出

版部,1973

〔32〕GI.ニ ー レンバ ーグ ・H.H.カ レ ロ著(上 田敏 晶訳)「 ひ との心 を読む技術」 日

本生産性 本部,1973

〔33〕J.L.ア ラ ングレン著(藤 竹暁訳)「 人間 コミュニケーシ ョン」 鹿 島出版,1971

〔34〕 加 藤秀俊 「自己表現」 中央公論社,1970

〔35〕 加 藤秀俊 「取材学」 中央公論社,1975

〔36〕 川 喜田二郎 「野外 科学 の方法 」 中央公論社,1973

〔37〕 板 坂元 「日本人の論理構造」 講談社,1971

〔38〕 入 谷敏男 「ことば と人間関係」 講談社,1971

〔39〕 入谷敏男 「ことば の生態」 日本放送出版協会,1968

〔40〕 鈴 木孝夫 「ことば と文化」 岩波書店,1973

〔41〕 川 本茂雄 「ことば とこころ」 岩波書店,1976

面 接 の技術 に関連 す る文献 は無数 にある。米 国 の 出版 物 の中 に は,カ ー ネ ギー の

(PublicSpeaki㎎andInfluencingMeninBusiness)に 代 表 され るよ うな口頭

コ ミュニケーシ ョンをとりあつ かった本が非常 に多 いが,こ こではそれ らは除いて,コ ミ

ュニ ケーシ ョンを考 える上で興味 ある資料 をあげた。

〔42〕 棍 棒忠夫 「知的生産の技術」 岩 波書店,1969

〔43〕 渡 部昇一 「知的生活の方法」 講談社,1976

〔44〕 川 喜 田二郎 「発想法」 中央公論社,1967

〔45〕 川 喜田二郎 「続発想法」 中央公論社,1970

〔46〕 オ ズボー ン著(上 野一郎訳)「 独創 力を伸ばせ」 ダイヤモン ド社,1958

〔47〕W.J.J.ゴ ー ドン著(大 鹿譲 ・今 野正訳)「 シネテックス」 ラティス社,1964
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〔48〕 ヴ ァンファンジェ著(加 藤八千代訳)

〔49〕 中 山正和 「発想 の論理 」 中央公論社,

〔50〕 中 山正和 「カンの構造 」 中央公論社,

〔51〕 多湖輝 「企画力 」 光文社,1969

〔52〕 北川敏男編 「創造工学」 中央公論社,

〔53〕 小林茂

〔54〕 小林 一作

〔55〕 井 上如

〔56〕 加藤秀俊

〔57〕 加 藤秀俊

「創造性 の開発」

1970

1968

1971

「組 織蘇生学」 ごま書房,1971

「情 報選択 の技術」 日本経済新聞社,1969

「情 報のよみ方」 日本経済新聞社,1972

「整理学」 中央公論社,1963

「情 報行動」 中央公論社,1972

岩 波書店,1967

情 報 を的確 に把握 す るための手法は,発 想段階 から整理段階 までにわた って,数 多 くの

工夫がある。文化人類学 の分野では,探 検資料 の整理 に対す る必要か らこの問題 に対する

研究 も盛 んであ って,多 くの重要な資料 が得 られ ている。KJ法 の開発 も,こ のような活

動の副産物 といえる。直接的 な参考文献 ではないが,2,3の 探検記 の例 を引用 してお く.

〔58〕 梅 榑忠夫 「モ ゴール族探検記」 岩波書店,1956

〔59〕 中根 千枝 「未 開の顔 ・文明 の顔」 中央公論社,1959

〔60〕 泉 靖一 「フィール ド・ノー ト」 新潮 社,1967

〔61〕 川 喜田二郎 「ネパ ール王 国探検記」 光文社,1956

〔62〕 グ レァム ・ク リパ リー著(斉 藤仁夫 ・亀谷悟 郎訳)「 重役室 の中 の呪術」 講談社,

1972

〔63〕 本 多勝一 「極限 の民族」,朝 日新聞,1967

〔64〕 板 坂元 「考 える技術 ・書 く技術」 講談社,1973

〔65〕 大 出晃 「日本語 の論理 」 講談社,1965

〔66〕 清水幾太郎 「論文 の書 き方」 岩波書店,1959

〔67〕 八 杉龍 一

〔68〕 鈴 木孝夫

〔69〕 本 多勝一

〔70〕 山 中秀男

〔71〕 丸 谷 才一

「論文 ・レポー トの書 き方」 明治書院,1971

「閉 ざされた言語 ・日本語 の世界」 新潮社,1975

「日本語 の作 文技術」 朝 日新聞社,1976

「技 術文書 のまとめ方」 東洋経済新報社,1971

「文 章読本」 中央公論社,1977

書 く技術に関す る文献 を追加 した理由は,シ ステム分析 とは,記 述す ることである とい
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う着眼点からである。

〔72〕L.D.ミ ル ズ著(産 業能率短大訳)「 価値分析 の進 め方」 日刊工業新聞社,1962

〔73〕 三 浦宏文 「シス テムと評価 」 共立出版,1969

〔74〕 エ ンリッヒ ・ヤンツ著(マ ネ ジメン トセンター訳)「 技術予測」 マネジメ ン ト・

センター,1968

〔75〕 牧 野昇編 「技術予測 入門」 日刊工業新聞社,1970

〔76〕 斉藤嘉博 「予測」 日科技連,1970

〔77〕NASAア ポ ロ計画部編(渡 辺茂訳)「 情報管理 システムFAME」 東洋経済新

報社,1970

そ の他の個別の分析手法 に関 しては,各 種 のハ ン ドブ ックを参考にすれば よい。次 のよ

うなハン ドブ ックがある。

・情 報 工 学 ハ ン ドブ ッ ク

・電 子 計 算 機 ハ ン ドブ ッ ク

・MISハ ン ドブ ッ ク

・共 立 総 合 コ ン ピ ュ ー タ辞 典

・情 報 処 理 ハ ン ドブ ッ ク

・コ ン ピュー タ ・マ ネ ジ メ ン ト ・サ イ エ ン ス ・ハ ン ドブ ッ ク

・シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア ・ハ ン ドブ ック

・EDPシ ス テ ム 設 計 ハ ン ドブ ッ ク

・ ドキ ュ メ ン テ ー シ ョン ・ハ ン ドブ ック

・OR事 典

・研 究 開 発 ガイ ドブ ック

森北出版

オーム社

日本経営出版

共立出版

オーム社

オーム社

オーム社

日刊工業新聞社

東京電機大学出版部

日科技連

日科技連
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第4章 システム代替案の検討

キ ー ワ ー ド

代 替 案(alternatives).目 的(objectives),要 望(needs),制 約(constraints),PP

BS(planningprogrammingbudgetingsystem),評 価(evaluation),手 動 と 自 動(ma-

nualversusantomated),汎 用 と 専 用(generalizedversustailored),分 散 と 集 中

(disaggregationversusaggregation,decentralizedversuscentralized)

目 標

本章 では,シ ステム分析の基本要素 の うち,シ ステムの 目的 と代替案の考え方につ いて,さ

らに くわ しく学習す る。

システム分析 の中心的 な方法に,代 替案の比較検討 とい うアプローチがあるが,こ の方法が

なぜ重要であるのかとい う点 をさらにっ っこんで,シ ステ ムのもつ不確実性 とい う本質 を認識

させ る。

代替案 とい う考 え方が意識的に採用 され,さ らに明示的 な方法にまで作 りあげられ た経緯 と

して,PPBSや ラ ン ド・コーポ レーシ ョンの研究 のはた した役割が大 きいが,こ れ らの概 要

もあわせて学習 し,こ れ によって,シ ステム分析 の考 え方は,完 成 された ものではな く,い ま

まさに作 られつっある進行形 のものであることを認識 させる必要 がある。即ち,学 習のあ り方

としては,出 来 あが ったものを受動的 に うけ入れ る態度 でな く,な ぜ代替案 を考えなければな

らないか とい う研究的態度 がまず要求 される。

各種 の代替案 を,シ ステム開発 の各段階や各要素 に対応 させて例示 し,こ れ らの検討 を通 じ

て,シ ステム評価 の視点の次元 が多面的であることを認識 させ る。システムの採用に際 しては,

代 替案 の評価が,仮 定や判断の立場に依存 して大 き く変 る ことを理解 させ,科 学上の問題 の解

のよ うに一義的 に決定で きるもの と異な る面があることを学習 させ る。これによって,シ ステ

ム分析 にお ける問題構造 の理解 が重要 であることを学ぶこ とが,本 章 のね らいである。

内 容

4.1シ ス テムの 目的 と代替案

問題 の本質は分析 のプロセスで次第にあきらかにされてゆく。評価基準につ いても,は じめ

か ら明 らかなのではな く,分 析に よってそれが発 見 され る。目的 と手段 とは相互作用関係にあ
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る。一定 の目的 に対 して最 善の手段 を選択 するとい った単純 なプロセスではないのが普通 であ

る。表面的に代替案 を選 ぶ ように見える問題 も,そ の実は 目的の選択の方が本 質的 であること

が多い。システム分析 とは,こ のよ うな目的 と手段 の関係 をあきらかにすることである。

ラン ド・コーポ レーシ ョンでシステム分析 をまとめたクエー ドは,シ ステム分析 を次 のよ う

に定義 している。

"適 切 なフレーム ・ワークを使 い ,意 思 決定者の直面す るあらゆ る問題 を調査 し,目 的 と代

替案 を探究 し,代 替案 とそ のもたらす結果 を比較す ることに より熟慮 した判断 と直感的洞

察 をもた らし,行 動進路 の選 択 を援助する体系的 なアプローチである。"

目的の選択は決定的 な重 要性 をもっているが,代 替案の設計 もその分析 と同程度 の重要性 を

も っている。

4.2代 替案の開発と選択

システムの目的が設定され,そ れが分析的に記述 されると,代 替案 を列挙することになる。

代替案の列挙は種々の異なる観点から考えなければならない。機能の代替案,活 動の代替案 と

より細分化された代替案を並行的に開発する。各種の代替案を列挙することは,シ ステムの不

確実性に対する弾力性 を確保するためにも必要である。

代替案の開発は,は じめから最適なものが得 られるとは限らない。その代替案を分折 して考

察することによって,さ らによい代替案に近づいてゆ くというプロセスが必要になる。これは

開発の不確実性によるものである。

評価基準についても不確実性が存在する。測定尺度の異なる有効度を出力するような代替案

について判定しなければならない時に,こ のような状況になる。

評価基準には,

・最適化基準

・満足化基準

がある。最適化基準の場合には,あ らゆる代替案を比較することが可能な「組の最適基準があ

ること,そ して問題の代替案がこの最適基準によって他の代替案に対 して優れていることが要

求される。

これに対し,満 足化基準は,最 低満足な代替案 を記述する1組 の満足基準があり,問 題の代

替案がその満足基準を満たすか,そ れ を越える場合に採択 される。

費用と効果の視点から見た代替案の選択モデルを図4-1に 示す。

代替案の選択問題をオプトナーはシステム変換のプロセスとしてとらえて次のように3種 類

の代替案があると分析している。
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(1)現 行 の方法 を続 ける

現行 システムが,す べての出発点 となる。又,種 々の代替案 を考 慮 した後,あ らた めて現

行へ回帰 し,現 行 システムの利 点,問 題点 を再考す る。

(2)1つ ずつ変換 す る

システム を構成 する要素 を1っ ずつ変換 してい く方法は,最 も良 くとられ る代替案 の例で

ある。あたかも,故 障 の部品 を1っ ずっ取 り替 えてい くアプ ローチに似 ている。

(3)新 システムを設計す る

費用負担の限度(予 算)

選択可能域

最適化

1●'

4L.

棄却域

効果達成の最低要求水準

● 印は代替案の

分布を示す
図4-1代 替 案の選択域

4.3代 替案の類型

代替案 とは何か を,よ り具体的 に把握 するために,代 替案 に関する各種の類型 を列挙 し,そ

の内容 をさらに細 分 して,代 替案 の比較検討 をいろいろな視点か らお こない,シ ステム分析 に

おける代替案の重要性 を認識 させることも必要 である。

代替案 の類型 とは例 えば次のよ うな ものである。

・自動 と手動

・管理者 の要求に関 して ,リ スポ ンス効率 など

・言語 について,自 然 言語 と形式言語

・汎用 と専用

・図形 と文字 と音声
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・要求報 と配布報

・情 報検索 と問題解析

・集 中化 と分散化

・データの取扱 いの各種

・機能要求 と経済的制約

・人間による判断 と自動判定

さらに細分化 して検討す る と,シ ステム ・ライフサイクルの各 局面に対 応 して,さ らに多様

な代替案がある。

・目標 の差異によるもの(性 能,費 用)

・開発 上の制約 の差 異によるもの(要 員,期 間)

・資源 制約の差異 による もの(ハ ー ドウェ ア,ソ フ トウェア)

・イ ンプッ トの内容,方 法,サ イ クルの差異による もの

・ファイルの形式,媒 体 の差異に よる もの

・アウ トプ ットの内容,方 法,サ イクルの差異によるもの

… 一 ドウェァの結合,効 率 の差 異によるもの

・ソフ トウェアの言語,形 式 の差異によるもの

・回線の方式の差異 によるもの

・端末 の種類 の差異に よるもの

代替案の類型 の分類 は,上 記 の各要素 の組合せで,多 様 な複合 的なもの となる。個 々の代替

案 を局所的に比較検討 していては,判 断 が不可能 になることが多い。 このような選択問題 は一

義的に定式化出来ないこ とが多 い。システム分析 に対す る需要は,こ のために発達 したと考 え

られ る。小規模 な問題 について代替 案の比較 をお こなって,選 択問題 の困難 さを実習 させるこ

とは有益である。

4.4PPBSと システム分析

代替案の選択問題 は,シ ステムの規模 が大 きくなる と,そ の困難 さが幾何級数的に増加する.

それに対する解 決案 として整備 された システムがPPBSで あ る。PPBSと はPlaming-

Programming-BudgetingSystemの 頭 文字 で,直 訳すれば,基 本計画 ・任務別計画 ・予

算編成 システムとい うことにな る。 ミサイルの出現 によって戦略概念 に大 きな変化 がお こった

ため,米 国の国防省 が予算改革 のために採用 したシス テムであ る。従来 の陸 ・海 ・空の三軍 に

対する別個 の予算 ワクのわ りっ け方式 を改め,長 期計画 の下で,予 算や資源 を合 目的,効 率的

に配分する方式 である。 このシステムの採用 には,マ クナマラ長官 の依頼 によ って,ラ ン ド ・
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コーポ レーシ ョンのチャールズ ・J.ヒ ッチが そ の案 の作成 をおこなった。 この経緯か らも推

測 され るように,PPBSに は,ORの 手 法やシステム分析がその基本思想 として存在 してい

る。 換 言すれ ば,シ ステム分析 の手法 を予算編成 の運用形式の中にもち込んだ ものがPPBS

で あ る。

PPBSの 基 本計 画のプロセス を図式化 する と次のよ うになる。

目 的 の 定 義

」/

目的達成のための

諸代替案の作成

↓

←

一

→ 各案のE/Cに ょ
る評価選択

↓
目的,分 析前提に

対する疑問

ヰ
↓

新代替案の作成1

図4-2PPBSの 基本計画 のプロセス

この図によってわかるように,有 効性 と費用(E/C)と い う尺度 による評価,目 的 の再検

討 とい うル ープによって,さ らによい代替案 に接近す るというプ・セスは,ま さにシステム分

析その ものといえる。

PPBSの 任 務別計 画は,基 本計画 の重点が 目標設定におかれていたのに対 して,方 策手段

の決定 に重 点がおかれている。即 ち代替案 の開発 そのものである。そのプロセス としては,計

画要素 の細分化に よる費用分析 と,そ の再積 上げ による計画費用 の見積 りが骨子になっている。

任務別計画 に採用 されている諸案は この章 での学習項 目に合致するものが多 い。

予算計画に使用 され る文書等 も参考 になるものが多い。代替案 のモデル化,モ デル選択 の評

価基準等 にさま ざまな工夫 がこらされ ている。

PPBSは 国 防省 で採用 された後,行 政全部門に実験的 に導入 されるにいたっている。行政

機構 に組 込 まれるに ともなって,シ ステムとしての硬直化 も発生す るであろ うし,中 央集権化

に よっておこる欠陥 も予想 され るが,こ こではそれ らの現象面 の問題 ではな く,代 替案の列挙

と選択 とい うPPBSの 特 質にっ いて技術的な検討 をお こなうことを学習の焦点 とする。特 に

費用効果分析の精密化 はPPBSの 普及 とともに脚光 をあびた課題 であ る。
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参 考

1.代 替 案の具体例

(1)目 標 と代替 案

目標 のたて方 によ り,シ ステム計画案 の方向は大 き く異なるものになる。

例 えば次の様 な例 である。

(例1)

マネ ジメ ントの要求が,収 益 の拡大 であるときに,目 標 を,(a)販 売 の拡 大,㊤ 製造 コス

トの削減,(c)間 接 部門 コス トの削減,④ 販売直接費の削減,の どこに設定す るか。シ ステ

ム化の対象 をどこまで取 り込 むか。

(2)与 件 条件 と代替案

与件条件 の認 識の仕方や,資 源制約条件の認識 の違 いの下での代替案の選択 可能性に変化

がお こる。例 えば次の様 な例 である。

(例2)

社 内にはone-for-one変 換 ですまそ うとい う雰 囲気 が強い。 この とき・(a)社 内 経理制

度の改変。(b)社 内報告制度の変更,(c)コ ー ド体系 の変更,な ど,ど こまで とり込んで考 え

た ら良 いか。与件 と思われ た もの 自体 も,シ ステム計画 案の代替案 とな り得 ること。すな

わち,絶 対的な意味 での与件条件 とは何 か。

(例3)

資源 制約 とい う与件条件の もつ絶対性 と可変性 の範 囲の認識 の違いに より・代替案 は異

なるものになる。

例えば,次 の資源 の利 用可能性 と代替 案セ ッ トとの関係 について考 えてみ よう。

・利 用可能な システム開発要員数

・利用可能な機益

・開発工期

資源制約条件 の絶対性 とは何か。他 の資源流用 による代替案作成 の可能性 も考 えてみる と

よい。

(3)イ ンプ ット設計 にお ける代替案検討

① イ ンプ ッ ト内容 の代替案

・インプ ット項 目/非 イ ンプ ット項 目

プアイ ル参照項 目は何にするか。

・固定長/可 変長
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・数字/英 字/カ ナ文字

・意味あ りコー ド/意 味 なしコー ド

② イ ンプ ッ ト方法の代替案

下記 のイ ンプ ット方式の長所 と短所,コ ス トの費用別概算見積 り,処 理能力,チ ェ ック

方式 とその精度は,代 替案検討のきめ手 とな る。

・カー ド

・紙 テープ

・マークカー ド,マ ー クシー ト

・OCR,MI

・ カセ ッ ト・テープ

③ イ ンプ ッ トの運営方法の代替案

・発 生個所別個別イ ンプ ッ トか,集 中インプ ット方式 か

・イ ンプッ ト・サイ クル

・イ ンプ ット時期

・イ ンプッ ト収集方法

人が運ぶ/社 内便/郵 送/テ ープ送付/テ レックス/テ レタイプ/伝 送

・チェ ック方式

・原始 データに よるチェ ック

・送付 時/受 付時

・機械 に よるチェックとその程度

・訂正方法

・訂正伝票による方法

・再イ ンプッ ト/リ ラン

・訂正 サイクル

(4)フ ァイル設計における代替案検討

① ファイルの種類決定にお ける代替案

・マス ター ・ファイル/ト ランザクシ ョン ・ファイル

・各 ファイル種類別にフ ァイルする項 目

・前提 となるデー タ量,発 生 サイ クル,ピ ー ク時負荷 の考 え方

② ファイル項 目

③ 専用 ファイルか統合フ ァイルか

次の観 点か らの評価 と選択
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・処理効率

・オペ レー ションの難 易度

・プ ログラムの難易度

・データ管理

・デー タ格納 効率

④ ファイ ル処理方式の代替案

・シークエンシャル処理

・ランダム処理

ファイル活動率か らの評価 と選択

⑤ フ ァイル編成における代替案

下記 フ ァイル編成方式 の特徴,す なわちファイル領域の使用率,プ ログラムでの取扱い

の難易度,デ ータの追加 削除方法,フ ァイルの処理時間などは ファイル編成 を決 める要因

とな る。

・シークエンシャル編成 ファイ ル

・ランダム編成 ファイ ル

・イ ンデックス ・シークエ ンシャル編成 ファイ ル

⑥ ファイル媒体の代替案

下記 フ7イ ル媒体につ いては,そ れ ぞれ代替案の候 補とな り得 る。それぞれの媒 体の長

所 と短所,コ ス ト,容 量,処 理能力,フ ァイル編成の特徴,保 管,オ ペ レーシ ョン等 は媒

体選択に必要な項 目である。

・磁気テープ

・磁気 ディスク

・磁気 ドラム

⑦ フ ァイルの運営に関す る代替案

次の項 目につい て代替的考 え方 がとれ る。

・保存する日数

・世代管理

・保管方法

⑤ アウ トプット設計 にお ける代替案検討

① アウ トプ ットの内容 におけ る代替案

種 々の代替案が考 え られ る。

・使用 目的別ア ウ トプ ッ ト
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管理 用か,事 務担当者用か,操 業用かその場合の

・帳票種類

・使用部署

・時強,サ イ クル

・アウ トプ ッ ト方法

・全数 アウ トプ ッ トか/サ マ リー使用か/例 外管理用ア ウ トプットか

・1アウ トプ ット帳票様式

・フォーム印刷

・応用用紙

② ア ウ トプッ ト媒体に関す る代替案

・帳 票

・CRT

・COM

・プ ロッター

・漢字プ リンター

③ レポー ト作成方法 におけ る代替案

・個別にプログラムをつ くる。

・汎用の レポー トジェネ レー タ等 を活用する。

・情報検察す る。

④ アウ トプッ トの運営方法にお ける代替案検討

・アウ トプ ット発送方法

'

人/社 内便/郵 送/テ ープ送付/伝 送

・保管責任 区分

秘扱/普 通

・保管期 間

⑥ リアル タイム設計 上の代替案検討

① 信頼性確保に関す る代替案

リアル タイム ・システム設計 にあた っては,信 頼性の確保 が極 めて重要 とな る。適用す

る業務の重 要度,マ シンダウンした場合 の損失の大きさ,中 断が許 され る許容時間の大 小

によ り,障 害対策 に関す る種々の代替案 を考慮す る必 要がある。

(a)機 器 構 成

コァ記憶装置,処 理装置,チ ャネル制御装置,フ ァイル,フ ァイル制御装置 などの多
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角的構成(polymorphism)に よ る信 頼性 向上対策 。

'タ ンァム

・衛星方式

・共有フ ァイル ・システム

・並列方式

・二重化

・ツイン

㊤ フォールバ ック処理

・予備 ファイルの持 ち方

・予備機益 の持 ち方

(∋ バイパス処理

・ハ ン ド処理

・支店処理

・その他のバイ パス処理

② 人間 と機械 の処理方式に関す る代替案

(a)機 益 構 成,

人 間の介入の程度 に応 じて種々の構 成が考え られ るが,そ の特徴,対 象業務特性 との

関係な どを考慮 した代替案 がある。

・DDC(DirectDigitalControl)

・制 御機益 設定

・シー クエ ンス制御

・オペレー タ ・ガイ ド方式

・オンライ ン管理方式

・ハイラキー ・システム

.TSS

(1))適 用 業 務

人間 と機械の共存 システムは単なるバ ッチシステムの代替案 と考 え られる。

・座席予約 システ ム

・問題向け言語

・情報検索

・プ ログラム ・デバ ッグ

③ 通信 回線に関す る代替案検討
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(a)伝 送 速度

通信 速度 のちがいから,A規 格 ～Z規 格がある。

㊤ 通信 サー ビスの種類

・データ通信 回線 サー ビス

・特定通信 回線

・直結方式

・分岐方式

・集線方式

・公衆通信 回線

・加入電話回線

・加入電信回線

・デー タ通信設備 サー ビス

・特 定システム

・共同利用 システム

@通 信回線 の形態

・直線回線方式

直結でセンター と結 び,デ ー タが多量 で応答時間の即時性 が要求 され る場合 に適 し

ている。

・分岐回線方式

1回 線に複数端末又は複数集信装置 を結合す る。通信回線網回線料金の経済化 がは

かれ る。端末利用率が低 いこ と,即 時性に劣 る。

・集線方式

同一地域 内の 多端 末が要求 され る場合,集 線装置で集約することに よ り,回 線料金

の経済化 がはかれ る。

・加入電話回線

公衆電話回線 ネ ・ ト・一クの利用 ・伝送速度・使用殿 上の問題 ・ な どが ある三

・加入電信回線

テ レックス ・ネ ットワークの利用,伝 送速度,コ ス トなど。

⑥ 各種 コー ド

④ データ伝送端末装置

'デ ー タセ ット

●鍵盤 だけの伝送端末装置
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'鍵 盤印刷機

・せん孔紙 テー プ伝 送端末装置

・せん孔 カー ド伝 送端末装置

・CRT端 末 装置

・磁気テープ伝送端末装置

・電算機伝送端末装置

具体的 には下記特 性の差異

・トラフィックの量

・動作速度

・符号化

・チェ ックの方式

・画像,画 面利用 の効果

・イ ンテ リジェ ン ト機能 の有無

・取扱いの容 易性

・特殊端末での安全性

'バ ンキ ング ・システム

・キャッシュ ・デ ィスペンサー

・端末バ ッファーの有無

・ソフ トコヒ。一

・ノ、一 ドコ ヒ。一

更に,最 近の事例 として,端 末装置の多様化 がある。

.POS

・イ ンテ リジェ ン ト・ター ミナル

・ブ ッシュ ・ホン

(7)デ ー タ ・マネ ジメン トの代替案

・デー タの構造

・線型構造,木 構造,網 目構造

・アクセス方法

・シングル ・アクセス

・マルチ ・アクセ ス

・デー タ ・ベ ース言語

・パ ラメータ言言吾
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・手続 き言語
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第5章 システムの経済性評価

キ ー ワ ー ド

情 報 の 価 値(valueofinformation),費 用 効 果 分 析(cost-benefitanalysis),シ ス

テ ム の評 価 尺 度(measuresofsystemperformance),シ ス テ ム の コ ス ト(costofsys-

tem),直 接 効 果 と間 接 効 果(directandindirectbenefits),コ ン ピュ ー タ サー ビ ス の費

用(costsandpricingofcomputerservices),費 用 分 析(costanalysis) ,VA(va-

1ueanalysis)・ シ ス テ ム 有 効 度(systemeffectiveness)
,シ ス テ ム 導 入 の 採 算(andit-

ingsysteminstallation),開 発 費 見 積(costingofsystemdevelopmenteffort)
,

運 用 費 見 積(costingofsystemperformance),定 性 的 評 価(qualitativeevaluation) ,

定 量 的 評 価(quantitativeevaluation),評 価 基 準(criterion,criteria)

目 標

本章では,シ ス テム評価 の考 え方を掘 りさげて学習する。システムの費用 ・効果 の分析 をお

こな うための足場 として,ま ず,情 報の価値 とい うものの本質的 な吟味 を行 い,情 報 を経済財

と見た場合 の特徴 を調 べ る。次にシステムの評価尺度 にっいては,金 額的尺度 にのみ とどま ら

ず,シ ステムの持つ多様 な機能 に対する尺度 について も説明す る。システムの効果 については
,

直接効果,間 接 効果 の他 に,計 量 できない効果に対 する接近 の仕方について も研究す る。

実務 面について,シ ステム評価の体系 を全体的 な視 点か らの説明 をお こな う。 シス テムの開

発過程 に沿 った体系 を考 える と,事 前評価 と事後評価 のステ ップがあるが,こ こでは事前評価

を詳細 に検討す る。 この際,シ ステム有効度の考 え方な どもあわせて説明する。事後評価にっ

いては,D2の 第6章 で再び学習する。

本章 では,特 に費用 の考 え方 を,体 系的に全体にわたって説明することが望 ま しい。ここで

学習 した知識 は,D2の 第2章 でのシステム設計のための資料 となる ものである。 したが って

実務的知識 よ りも,考 え方や全体 の構成 を中心 に して説明する ものとす る。実務的運用 につい

ては,D4の 第4章 で具体例 を検討する。

内 容

5.1情 報 の 価 値

システムの経済的評価について検討す るに先立ち,情 報の価値その ものについて理解す る。
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近年,社 会 にお ける情報の役割 りが増大 してい る。この情報 とい うものは,他 の経済財 とど

う異 なるのか とい う基 本に立ち帰 った理解 をす る必要がある。なぜな らば,情 報 のサー ビス,

情 報の生産,加 工,流 通 とい う供給 サイ ドの問題は,増 々コス トの巨大化 を伴な う情報 システ

ムの供給問題 に対 して どう対処 した ら良いか という基本問題 であるか らであ る。又,情 報の受

け手 としての情報 サー ビス購入者,自 社 内情報 サー ビス利用者 の立場 か らの"需 要"の 問題 も,

情 報ニーズの増大,利 用形態の多様化のなかで,便 益最大 を考 える必 要があ り,情 報 の価値 問

題 として体系的 な理解 が必要 とな っているか らである。

情報の価値 の検討 に入 る前 に,情 報 に関する基礎的 な知識 を整理す ることも必要 である。情

報理論 に もとつ く情報量の概念,情 報処理 の基本構成,現 代社会におけ る情報 の役割 などにっ

いて考察 し,情 報の分類 に関 する諸説 を研究 することは,以 降 の学習のための足場 を与 えるこ

とにな る。例 えば,次 のような分類 がある。(野 口による分類)

(a)不 確実性 を減 らす情報

(i)プ ロ グラム情報

体系的知識の増加 で促進 された技術 進歩 によ りもた らされた産出高の増分が,こ の場合

の情報の価値。

(iDデ ー タ情報(資 本財的 デー タ情報)

不確 実性の支配す る環境 での意思決定に,情 報 がどれ だけその期 待効果 を高 めるかによ

って決 まる価値。

㊤ 不確実性 を減 らさない情報

サービス財的情報

個人が消費財的 に消 費する情報 で,そ の価値は個人の効用関数 に依存す るもの。

上記分類に従 えば,我 々が取扱 うのは資本財的情 報であることがわか る。

資本財的情報 には次の ような特徴 がある。

・情報 の生産 では,同 一情報 を生産す る場合においてはその限界生産 コス トがゼロである。

一旦生産 された情報は複製 ができ ,フ ァイル ・コピーとか,ハ ー ド・コ ピーのよ うなわず

かな費用 で供給 され る。

・流通は不可逆的 であること。

一旦取消 された情報は取 りもどす ことはで きない。 この性格は サー ビス財 と共通する。

・情報の生産構造は,そ の種類 によ り投入産出構造が大 きく異な る。

又,労 働,資 本の投入構造 も異 なること。当然 のことなが ら投入産 出構造 の改 善 と,労 働,

資 本な どの経営資源節減が課題 となる。

・情報の使用価値は外部効果 が大 きい。情報 の使用者が既 にどれだけ当該情報 についての知
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識 をもっているか,情 報の活用 にっいて どれ だけ強 いイ ンセ ンティブを持 って いるかによ

り使用価値 が異なること。

・情報財の分割 は出来ない。簡易に言えば半分の情報は
,全 体の価格 の半分の価値を持ち得

ぬこと。

資本財的情報 の中には,財 務的 に も資産 であるものがある。 しか し,一 般的には経費 として

扱 われ ることが多い。

情報 を経済問題 として とらえる必要 がある場合 には,当 該情報 を分類 した後 ,そ の生産構造,

需 給構造,流 通 の仕方 を基本 にさかのぼ り分析 する姿 勢を身につけ させ る。

モ ー トンは・情報 の意思決定 に及ぼす力 に注 目し,情 報 の仕様 を表5-1の よ うに整理 して

いる。

表5-1情 報 の 要 件

情 報 の 性 格 蛛 ㌶ ナル;諮 び 戦略的計画

情 報 の 源 泉 内 部 情 報 ←一一一→ 外 部 情 報

情 報 の 範 囲 定 義 され て お り狭 い ←一ーー一→ 非 常 に 広 い

情 報 集 約 の程 度 デ ィテ イル一 件別 情 報 ← 一ー一一→ ア グ リゲイ ト集 約 情 報

情 報 の時間的展開 履 歴 、 情 報 ←一一 一→ 未 来 情 報

情報の新 しさの必要性 最 新 情 報 一 → 非 常 に 古 い

要求 される情報の精度 高 精 度 ←一ー一 → 低 精 度

情 報 使 用 の 頻 度 非 常 に 高 頻 度 ←一一 一一→ 低 頻 度

必要 とされ る情報 は・情報処理 カテ ゴリーの属性 と,そ の場合の情報 の性格 を認識す ること

によ り規定 され る。

情報 の価値 は,そ の受 けとり手によって相対的に変化する。

5.2シ ス テムの評価基準

システムの費用効果分析 に入 る前 に,ま ず評価 の基準 とな るものは何 かについ て説 明す る
。

(1)経 済 的評価尺度

費用効果分析では最終的 に金額で計測 され た尺度 で評価す るのが望 ましい。 しか し多 目的

な 「システム」 とい うプ ロジェク トの評価 をする場合 ,計 測技術的に常に単一尺度 が有効 と

は限らない。

評価尺度 を分類すると次の ように なる。

(a)金 額 に よる評価

・市場価格がある もの
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・市場価格はないが管理的な価格が設定できるもの

・なんらかの型で金額換算するもの

・金額換算が困難なもの

旧 その他尺度による評価

・数量化できるもの

・数量化が困難なもの

金額によっに評価できるものについての評価尺度は次のものによる。

・利 益 額

収入から支出を引いた利益額で表わす何 らかの尺度

・利 益 率

投資額に対する収益の比率を表わす何らかの尺度

・回 収 期 間

投下した投資額を収益で回収するに要する期間の長さで表わす何らかの尺度

具体的な評価方法については,効 果と費用を検討した後に扱 う。又,金 額換算が困難なも

のについての考え方についても,次 節以降でやや詳しく扱 うことにする。

(2)性 能評価尺度

① 時間的尺度

タイムリーであることを要求 される業務とその時間的尺度にっいて説明する。

業務の例としては・

.照 会から応答までの時間の短縮によるサービスの向上

・同上待ち時間短縮によって得られる回転率の向上

.処 理時間の短縮によって得られる処理効率の向上

など。

尺度の例 としては,

・応答時間

・アクセス時間

・経過時間

・アーンアラウンド・タイム

・処理時間

時間の逆数 を用いた尺度

・処理件数

・回転数
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・待ち行列長

② 正確性に関する尺度

正確性の向上によって得られる効果とその尺度について説明する。

効果の例としては,

・正確性向上によって得 られる金銭的 ロスの減少

・顧客信用の維持

・訂正処理業務の減少等事務の合理化

尺度の例 としては,

・間違い発生件数

・訂正処理件数

・誤インプット率

・誤差率

・有効ケタ数など

③ 信頼性尺度

業務処理の安定運用のための各種尺度について説明する。

効果の例 としては,

・中断による経済的損失の減少

・中断により失なわれる信用の対策

尺度の例としては,

・故障率

・MTBFな ど

④ 柔軟性尺度

・例外処理の容易さ

・中断時の切替え処理の容易さ

計数的尺度は作成困難であるが,業 務の中断時間により表わされる。

・システム拡張時の切換作業の容易さ

コンバージョン・コスト

コンバージョン作業人

⑤ 安全性,機 密性尺度

・事故に対する安全性

・機密に対する安全性

具体的尺度は社内標準とい う型でもうける場合が多い。
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対象 別にシステムの安全性 が考慮 され る。

・物的施設

・組織 と要員

・バ ックア ップ。とリカバ リー

・磁気テープ等記憶媒体

⑥ 余裕に対す る尺度

・稼動率

・ピー クロー ド時余格率

・容量,機 器 台数 と平均負荷率,最 大負荷 率

(3)業 務 目的別の評価尺度 について

業務 システムの評価にあた っては,当 該業務 を評価す るのに適 した レベ ルまでブ レークダ

ウンし,き めの細かい尺度 を適用すべ きである。 ここではケー ス ・スタデ ィとしてMISを

評 価す る場合の基準 と,シ ステム監査の立場 か らの評 価基準につ き説明す る。

①MISに 関 する評価基 準

MISを 評 価す る基準と してAmstutzの 方法が参考 になる。AmstutzのMISに 関 する

評 価基準 を以 下に示す。

(a)MA(ManagementAccess)

基 準 データを取 り出すのに要す る時間

⑮IR(InformationRecency)基 準

事象が発生 してからデータをコン ピュー タに格納す るまでの時間

(c)IA(InformationAggregation)基 準

デー タの集約度 に関する基準。例 えば在庫 ファイ ルでは最 も低 い集約度 が要求 され る。

片や,マ ーケッ ト・シェア等 を知 りたい場合 の検索 では,月 間で集約 された レベルで良

いな ど集約度に関 する基準。

((DAS(AnalyticSophistication)基 準

単な る統計処理 しか出来 ない システムか。分析 や,能 動的 なヒュー リステ ィックな処

理 まで出来 るシステムか。 システムの高度化 を評価す る基準。

(e)SA(SystemAuthority)基 準

経営者 のコン ピュータに対す る信頼度や コン ピュータ部門 に対する権限の委譲 の程度

を評価するための基準。信頼度の程度は,低 い ものか ら高い ものへ次 の順序で示 され る。

i.デ ー タの検索

ll.デ ー タの合計

一72一



ii卜監 視

iv.監 視 結果に もとつ く次の行動指示

v.行 動

Vl.将 来事象 の予測

vil.学 習(過 去に学 び,将 来を予測 しつつ,前 提条件 を変更 し次の行動 を行な う)

Amstutzは,コ ン ピュータ ・システム としてSA基 準 を重視 している。特 にSA基 準 の

vi,Vllの 予測,学 習 レベルへ の到達 を望ま しい水準 としている。

② システム監査の立場か らの評価尺度

システム監査の立場 か らの評 価基準である。システム監査 は,完 成 されたシステムの品

質 を対象 とす るのみでな く,シ ステム製作過程をもその対象 とし,監 査範 囲は広い。

監査の対象 とその場合 の監査 の観点 を以下に示す。

(a)マ ネ ジメン ト監査は採算性中心 に行 う。

●リソー ス ・マネジメン ト

'コ ス ト・マネジメン ト

'リ スク ・マネジメン ト

(b)セ キ ュリテ ィ監査は安全性中心に行 う。

・エフー

'フ ィジカル ・セ キュリテ ィー

'コ ンピュー タの悪用

(c)会 計 システム監査は信頼性中心 に行 う。

(ω オンライ ン ・リアル タイム ・システムや,コ ンピュー タ ・ネ ッ トワーク ・システム

等高度なシステムの監査は信頼性 中心 に行 う。

⑥ プライバシー保護のための個人 データ監査は準拠性,機 密性 を中心に行 う。

又,シ ステムの企画 か ら稼動に至る過程の全業務 を監査の対象 とす る一般基準 と,稼 動

時にお ける システ ムの品質 を保障す るための品質基準を以下に示す。

一般基準

・準拠性

ポ リシー,法 律,規 定その他 のルールに対する準拠性である。

・採 算性

・適時性

・生産性

開発,稼 動,保 守 にお ける効率性
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品質基 準

・安全性

人為的,自 然現象的事故 に対する保障

・信頼性

ハー ドウエ ア,ソ フ トウエアの信頼性

・機密性

プライバ シー,企 業機密 の保障

以上2つ の特殊事 例 をあげたが,一 般業務 システ ムにおいて も,業 務 目的にそ った具体

的 なシステム評 価尺度 の設定 が望 ましい。

5.3シ ス テムの効果

ここでは システムの効果 を認識 し,そ の内容 を理解す る。ついで計 量方法 を考 え,数 量化で

きないメ リッ トについて も考察 を行 う。

(1)シ ステム効果の認 識

システム効果の把握 の仕方 を理解 させ る。

(a)目 的 との関連における効果

・主要効果

・副次効果

効果 の積算 において両者の区分 をしてお く必要がある。 メ リッ ト的に限界的 なプ ロジ

ェク トの場合,副 次効果 の評価の仕方が大切 となる。

⑮ 直 接 効 果

システムの稼動によ りもた らされ る直接的な効果であ る。下記の例 で説明す る。

(i)
、金 額的に計測 できるもの

例えば,

・情報処理サー ビスの社外への販売

(市 場価格に よる)

・情報処理 サー ビスの社内組織への内部取引販 売

(社 内仕切 り価格による)

・コンピュータ費用,通 信費用のコス ト・ダウンに よる経費の節減

・事務 費用 のコス ト・ダウンな ど。

(ii)物 量 で計測 され るが,金 額 換算ができるもの

例えば,
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・システムに よる省力化効果

事務員 の削減

操 業度 の削減

・システムに よるその他投入資源 の削減

(例1)コ ン ピュータ ・コン トロールによる燃焼制御 でエネル ギー を節減 す

る。

(例2)材 料 計画の合理化や工程管理の合理化による使用材料 の原 単位 を削

減 す る。

@間 接 効 果

システム稼動に より,間 接 的にもた らされ る効果 であ る。

(例)適 切な雄 管理システムが導入 されたことによ り在庫が削減 され事務処理 の

要員負荷が軽減 された場合 を考えると,こ の場合の直接効果は在庫減少にとも

なう金利負担の減少,倉 敷料の減少,事 務経費の削減などであるが,間 接効果

としてはディリバリの迅速化による顧客サービスが向上 し,誤 った指図が減少

するなど各種のメリットをカウン トすることが出来る。

(d)数 量化又は金額換算が困難な効果

数量化又は金額換算の困難な効果については,数 量化 をして効果を評価するための工夫

が必要である。数量化の困難な効果としては次のようなものがある
。

① 迅速性

迅速な情報処理が可能になった。

② 正確性

正確な情報が得 られる様になった。

③ 信頼性

システムが安定してお り,中 断することが少ない。

④ 安全性,機 密性

天災,人 災から安全である。機密の漏洩がない。

⑤ 余 裕

現在及び将来にわたり,多 少の負荷の増大に対しては対処出来る。

(2)数 量化困難な効果の評価について

数量化が困難な効果をどう評価 したら良いか。ここでは一つの考え方について説明し,数

量化できないものに対する認識の仕方について理解させる。

数量困難な効果の評価の例として,
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・情報 を早 く得 ることによる利益 をどう評価すべきか。

・正確な情報 を得 ることの価値 をどう評価すべきか。

などがあ る。 この場合,シ ステムとしての総効果は次の様になる。

総効果=効 果 一費用=(数 量化出来る効果+数 量化 できない効果)一(変 動費用+固 定

費用)

こ こで効果 の計 測の仕方に2つ の考え方 があることを説明す る。

・保守的 な計上

・積極的 な計上

保守的 な計上は,数 量化できない効果は計上 しないとい う考 え方である。 システム化に よ

り現実に,あ るいは確実に,金 銭 として回収出来ない ものは この際計上 しない。その結果,

確 実な リターンが期待 できるものに対 してのみ投資す るとい うことになる。又,回 収期間の

観点か らも短期間 で回収 できる効果のみを評価す るとい った場合 もある。

積極 的な計上 は,こ れと対照的である。計量化 できない ものも,企 業戦略上必要な ものは

積極的 に計上する。現 在のみの観 点だけでな く,将 来のニーズを先行 して取 り込み,将 来の

ポテ ンシャル もあわせ評 価す るといった立場であ る。

保守的な計上の場合は次のようにな る。

数量化できない効果=0

この場合 コス トに対 して もリスク ・ミニマムが とられ る。すなわち,開 発 コス トや機益導

入等に よる初期費用の最 小化がは かられ る。 これ らの固定費は リスク回避の観点か ら,

固 定費→0,な い しミニマム化

がは かられ る。

保守的な計上 の欠点は,効 果が確実であって も,金 額換 算 しに くい性格の ものは実現 しに

くいことであ る。

次に積極的 な計上の例 を,グ レゴリー とバンホーン〔11〕の提示 した分析 モデルで検討 す る。

グレゴリー,バ ンホー ンによると,シ ステム ・デザイナーが考慮 しなければな らない6つ

の数 量化 できない ものの評 価に関す る問題 は,

① 正確性

② 状態(STATUS)に 関 す るレポー トの新 しさ

③ 操業 に関す るレポー トの新 しさ

④ 予測可能性

⑤ 適切性

⑥ 結果 の重要性
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であるという。

情報の価値Vは,次 の一般型で表現できる。

V-K[t£ ∫(A,T.・,・)-9(・.・)]-h(・.・,・)

n=1

こ こで.

V=(一 定期間 の情報 を用いて得 られ る価値)

K=(正 しい決定 を下す ことによって得 られ る利益)

Aニ(情 報 の正確 さ)

T=(情 報 を得 るまでの時 間的遅れ)

Y=(期 間 内に行なわれ る決定 の回数)

Pニ(情 報 がな くても正 しい決定が下せ る確 率)

F=(情 報 が使 われ る期間)

で あ る。Vの 第1項 は情報の効果 を示 し,第2項 は情報 のコス トを示す。 この関数の持つ特

徴 を記述す ると次のようにな る。

(a)情 報 の正確 さ(A),情 報 の時間的遅れ(T)と 情 報の効果の関係 は,図5-1で 示 さ

れ る。

・情報 の価値は,正 確 さ(A)の 増加関数である。

・正確 さ(A)に つ いて考 えると
,そ の情報 がな くと も正 しい決定が下せ る確率(P)

情報の効果

0

P(%)

T=O

T=1

T=2

100%

情報 の正確さ

図5-1情 報 の効果の線型衰退
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のところまで下 った ところで,そ の情 報の効果は ゼロになる。

・情 報の効果は ,情 報の時間的遅れ(T)の 減 少関数である。

⑮ 情 報の コス トに関 しては,次 式 で示 される。

h(A,F,T)-C・+C・
F

こ こで,

CT=(リ スポ ンス ・タイムに関す るコス ト)

CA=(正 確 な情報 をつ くるのに要す るコス ト)

コ ス ト関数 の特 徴 としては,

・正確 さ(A)の 増加関数 であ る

・時 間的遅れ(T)の 減 少関数であ る ,

こ とが想定 され,図 示す ると,図5-2(a),(b),の よ うな曲線になる。

図5-2(a)の よ うなコス ト曲線 を想定す ると,T=0,即 ち時間的遅れ0で は,情 報

の正確 さがa点 以下 では情報 コス トが情 報の効果 を上まわるが,a点 とb点 の間で情報

効果が情報 コス トよ り大 となる。更 にb点 以上の正確 な情報 を求めると再 びコス トが効

果 を上 まわ る結 果 となることがわかる。

更に図5-2(b)の よ うな効果,費 用 曲線 を想定す ると,情 報の遅れ ゼロ(T=O)

の場 合には,情 報 コス トが情報効果 を常 に上 まわ り,情 報の価値がないことになる。逆

に,情 報の遅れ が1(Tニ1)の 場 合には,情 報の効果が費用 を常に上まわ る結果,情

報 の価値が明 らかな場合 となる。

具体例 として,Tニ0の 場合 をオンライ ン ・システムの導入による迅速 な応答 を可能

にす るケース,T=1を バ ッチ処理 システムのケー スとすれば理解 しゃすいで あろ う。

グ レゴ リーとバ ンホーンのモデルは,情 報 の効果及 び費用 曲線 を極めて単純 化 してい

るが,情 報の価値 の性格を理解 させ るのに役 立っ こ とと思 われ る。なお次 のような考察

をす るの も良い。

・情報は,時 間経過 とともに効果 を減 少 させるが,こ の曲線は直線なのか,EXPO-

NENTIALな 減 衰曲線 なのか,上 に凸な衰退 曲線なのかとい った問題。

・正確 な決定 によって得 られる利益 の具体例は何 かとい った問題など。

なお,リ スポンスを早 めるための情報 コス ト,正 確 さを増すための情報コス トにっい

て考 えると,以 下 の様な実際 の例 が考 え られ る。

・リスポンス時間 向上のための所要コス ト

・電話回線 コス ト

・計算機の能 力増コス ト
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情報 の効果 とコスト

情報の効果と費用

ぎ
♪

羅
漢
o
"

γ

Pab100%

図5-2(a)情 報 効果 と情報 コス ト

情報の正確さ(旬

P100%

図5-2(b)情 報 の効果 と費用
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・オペレーシ ョン効率化の コス ト

・オペレータ増員等人件費の増加

・正確性向上のための所要 コス ト

・ベ リファイ機器導入のコス ト

・ジ ュプ レックスす るための費用

・監査す るための費用

・データ ・チ ェック等のための人件 費の増加な ど。

5.4情 報 システムの費用

システム部門の費用管理 も,他 の経営活動一般 の費用管理 と異なるところが少ない。特殊化

せずに オー ソ ドックスな分析手法 を理解 させ ることを第一に考 えたい。基本 を正 し く学ば せる

のが第一 となる。

(1)情 報 システムの原価計算 の目的

原価計算 の目的 を以下の項 目別に説 明す る。

① コス トの集計

② コス トの管理

③ 情 報システムに関す る種 々の方針 をきめ るに必要な基礎 データの提供

コス ト管理 につ いては ,誰 が責任 を持 ち,誰 が管理 の権限をもつ か,効 果的 に コン ピュー

タ資源 の活用 をはかることの意義 と必要性 について説 明す る。又,方 法 として,管 理 のた めの

標準値設定 の必要性について も述べ る。システ ム開発,運 用にお ける対標準値 との差異分析,

差異発生 の原因の追求 とその改善につ いてもふれ ると良い。

方針決定 のための基礎 データの提 供につい ては,業 務推進計画,設 備投資計画,要 員計画

との関連 について説明す る。

(2)コ ス トの計 算方法

原価計算についての概 要 を説明す る。

① 費 目別原価計算

② 部 門別原価計算

③ プ ロジェク ト別原価計算

の手順で計算 することと,内 容につい て説明す る。

費 目別原価計算 は,シ ステム部 門にお ける原価の種類(費 目とい う)別 計 算で,労 務費,

経 費,材 料費 といった区分 がこれに当る。

部門別原価計算 は,原 価の発生場所別把握 である。原価の発生場所別管理や,間 接 費の プ
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ロジェク ト別配賦に是非必要 となる。

プ ロジェク ト別原 価計算は,プ ロジェク ト管理 のた めに必要 とな る原価計算である。又,

完 成 したプ ロジェク トを販売 した り,ユ ーザ部門に費用付替 えす る場合 にも必要 となる。

以下の項 で,シ ステム部門 を対象 にやや詳 し く説明す る。

(3)情 報 システムの費 目別原価 計算

費 目別原 価の体系 とな る費 目分類 について説明す る。 システム部門の費 目分類 をその一例

として示す と以 下の様 になる。

直 接 費

・直接材料 費

・直接労務費

システム ・アナ リス ト労務費

プ ログラマー労務費

コー ダー労務費

・直接経費

TSS使 用 料

外部計算機使用料

・外 注 費

その他の直接経 費(調 査 費,資 料費等 プロジェク トへ直課 されるその他の経費)

間 接 費

・間接材 料費

・間接労務 費

データ部門労務費

オペ レータ労務費

・間接 経費

コン ピュータ ・レンタル料(又 は,リ ース料)

コ ン ピュー タ機益減価償却 費

そ の他機器賃借料

保険料

修繕 費

備品及 消耗 品費

用 紙,テ ープ等

電力料
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雑 費

又,上 記費 目については,

・変動費

・固定費

区 分

・管理可能費

・管理不可能 費

区分 があ ることを理解 させ る。

(4)部 門 別原価計算

部門別原価計算の 目的は,

・プ ロジェク ト別原価計算のための配賦 を行 うこと。

・部門別の原価管理 を行 うこと。

であることを理解 させ る。

システム部門 の部門区分 としては,

.シ ス テム管理部門

・データ処理部門

・システム企画部門

な どがあ り,

・直接部門

・間接部門

区分があることを説明す る。

間接部門費は直接部門へ配賦 され る。配賦の基準は,コ ン ピュータ使 用時間 などが使われ

ることを説 明す る。

(5)プ ロジェク ト別原価 計算

プロジェク ト原価計算 の手順 と方法について理解 させ る。

① 部門別計算 を行 わない場合'

② 部 門別計算 を行 う場合

両者 を図示す ると図5-3に な る。

③ 間接 費のプ ロジェク ト別配賦

間接費の配賦 につい ては以 下の点を理解 させ る。

・間接 費を一括配 賦す るか,又 は要素別配賦 をす るかの決定は,管 理 の目的による。

'間 接費の配賦基準につい ては
,時 間基準や数量基準等が考 え られ る。
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① 部門別計算 を行わない場合

図5-3プ ロジェク ト別原価計算

・間接費の配賦基準にっいては,時 間基準や数量基準等が考えられる。

・間接費配賦率の求め方については,実 績を毎月求めこれを適用する実際配賦率と,一

定期間の予定間接費と予定基準数量によって求められる予定配賦率とがあること。

5.5シ ステムの費用効果分析

システムは大 別す るとハー ドウエ ア,ソ フ トウエア,ア プ リケーシ ョンウエ ア(ヒ ューマ ン

ウエア を加 えて も良い)か ら成 り立つ。 システムの費用効果分析 を行 う場合,ま ず個 々の コン

ポーネ ン トの効率追求がなされ,次 いで全体 としての効果が検討 され ることにな る。

ここでは,マ クロ的な見地か らコンピュー タの費用効果について考 え,最 後 に費用効果分析

の一般的な手法について説 明す る。

(1)コ ン ピュータ ・システムの経 済性 評価

ここではハー ドウエア自体の経済性評価につい て検討す る。

① コ ンピュータの規模 の利益

大規模 システム程,単 位 処理 量あた リコス トが安 くな ることを規模の利益(Scaleof

Economy)と い う。コンピュータについてこの原則 を定式化 したのがグロシュの法則 である。
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グロシュの法則

C=kVE'

こ こで,C=(コ ン ピュー タのコス ト)

E=(シ ステムのパー フォーマ ンス)

シ ステムのパ ーフ ォーマンスとしては,

ス ループ ッ ト

処理 スピー ド

等 を考えれば 良い。

グロシュの法則 を図示 したのが図5-4(a)(b)で あ る。

まず(a)図 の方は,パ ーフ ォーマンスEが 増加 しても,コ ス トは1/2乗 で しか増加 し

ないことを示す。単位パー フォーマ ンス当 りコス トで見たい場合 は両辺 をEで 割れば良 く,

Ck

E-di

とな る。

これ を図示 した のが図5-4(b)で あ る。すなわち,単 位パー フォーマ ンス当 りコス ト

(C/E)は,規 模 の大 きさを示すパーフォーマンスが大 き くな る程小さ くなることがわ

か る。

(a)コ ン ピュー タ規 模 と コス トの関係 図

コ ン ピ ュー タ の コ ス ト(C)

0 パー フォー マ ンス(E)
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(b)単 位処理量当りのコストの逓減図

パー フ ォー マ ン ス当 りコ ス ト

(C/E)

0パ ー フォーマンス(E)

図5-4グ ロシュの法則

規模 の利益 が成立す ることは経験的 にも言 えるのであるが,こ れ を実証 したものとして

ソロモン〔15〕が ある。

② メモ リーの経済性評価

記憶媒体 ごとの経済性 につ いて説 明す る。

以 下メモ リーの,単 位 ビッ ト当 りコス トの概略 をお さえる。

・磁気テープ

・磁気 ディスク

・磁気 ドラム

・コア記憶装 置

・バ ッファー記憶装置

③ 技術進歩 と経済性

コン ピュー タの技術進歩は著 しい。新 旧システムの コス ト採算性の趨勢 を正 しく理解 さ

せ る。

次の点 を指摘 する。

・技術進 歩は カレンダ ・イヤーの関数 である。毎年 一定率で向上す る。

この場合 の技術進歩は,

(コ ス ト)/(パ ー フォーマ ンス)

で計測すれば良い。図5-5参 照 。

・技術進 歩は,コ ンピュー タを構成するい くつ かの コンポーネ ン トから合 成 されたある
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関数である。

・技術進歩は,あ る種の技術革新が導入 された時に起 る。

・技術進歩は1/O機 器 よ り,メ モ リー,プ ・セ ッサ においてよ り大 きい。

④ コンピュータのパーフォーマ ンスにつ いて

コンピュータのパーフォマ ンス当 りコス トとか,パ ーフォマンスの良 し悪 しを論ず る場

合 のパ ーフォマンス とは何かにつ いて簡単に説明す る。

コスト

1

VIO

レ/IOO

レて)機器

単位 パー フ ォー マ ンス比 コ ス ト

CPU

単位 パー フ ォー マ ン ス比 コ ス ト

年

1020

図5-5技 術 進歩 とパー フォーマ ンス比 コス ト

(司 簡単な指標 を用いる場合

経験的な方法 である。例 えばCPUに つ いては,

E=M・N

を用いる。こ こで,

Eニ(効 率)

Mニ(内 部記憶装置の容 量)

N-(材 クル数)

=(サ イ ク ル,タ イ ム の 逆 数)

旧 イ ン ス トラ ク シ ・ ン ・ ミ ・ ク ス を 用 い る場 合

用 途 に 応 じ,

'サ イ エ ン テ ィ フ ィ ッ ク ・ミ ッ ク ス

・ コ マ ー シ ャ ル ・ ミ ッ ク ス
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を用い る。

代表的な命令 としては,

・固定長加算 と比較命令

・浮動演算加算

・乗算 と除算

・移 動命令

などが使 われ る。

@カ ーネル法(KernelTimingEstimate)

核 とな る代表的な業務 にお ける処理時間の比較でパー フォーマ ンス を求 める。

核 とな るモデル業務 としては,

・逆行列計算

・平方根 の数値解法

・フィール ドの移動

・エデ ィテ ィング

・ブイー ル ドの比較

・社会保 険税計算

な どが用い られ る。

(d)ベ ンチ ・マークに よる方法

カーネル法の欠点は,1/Oを 含 めた システムとしてのパーフォーマ ンス測定に不向

きな ことであ る。ベンチ ・マー ク法は システムとしての トータルな効率測定 を行 う。

比較 の対照 とな る業務は,

・シークエ ンシャル ・ファイルの更新

・ラ ンダム ・ファイルの更新

・分 類

・逆行列計算

・LP計 算

等が使われ る。なお業務の選択にあた っては,

・自社 内の運用実態 を調 査 し
,偏 りのない分野か ら選択す るこ と。

・フ ァイル を用 いる場合には,処 理データの状態等,後 の分析 に役立つ と思われ る内

容 を記録 してお くことが必 要であ る。

(2)全 体 システムの経済性評価

対象 となるシステムの効果及 び費用 の見積 りが出来 た後の総合評価 をどの ようにす るかに
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ついて説 明す る。

① 収益額 による法

代替案A,Bが あ った とき,'そ れ ぞれの収益 を計算 し,比 較選択す る方法 であ る。表5-2

は システム化 にお ける効果お よび費用 を簡略化 して示 した ものである。安 中のシステム化

収益(PニS-C)で 判 定す る。

代替案A,Bが 狙 う効果は同 じで,た だ手段 が異な る故 の費用のみが異なる場合には・

単純な原価比較法 に帰着す る。この場合 にはCの 大 小に よって判定す る。

表5-2シ ス テム化損益表

シ ス テ ム化 に よ る効 果 S

直 接 費

材 料 費 M

労 務 費 L

経 費 E

間 接 費

部 門間接 費 O

他部門配賦額 OT

資 本 費

償 却 費 D

利 子 1

シ ス テ ム 化 費 用 C=(M十L十E)十(O十 〇T十D十1)

シ ス テ ム 化 収 益 P=S-C

② 資 本 回 収 法

毎 年 の 回 収 額 をP(P=S-C),当 初 の投 資 額Kをn年 で 回 収 す る とす る。 投 資 の 利

回 り をrと す る と,回 収 額 の 現 在 価 値K'は,

K・-P(1+・)-1+P(1+・)-2+・ 一一… …+P(1+・)-n

1-(1+r)-1
ニP

r

回収額 の現在価値 と,初 期 投資額の大小で,投 資の有効性 を判定す るのであるが,資 本

回収法は種 々の経済計算 の基本 となる。 したがって応用 が可能 でな くてはな らない。例題

を用意す るの が良い。

又,こ の手法 の長所,欠 点 も指摘 してお く。

例えば,

長所:時 間価値 を考慮 してい ること。

欠点:投 資 の効率的使用 とい う規準が入 っていないこ と。又,投 資の利回 りを適正に決

定す ることの困難性 な ど。

③ROI法(ReturnonInvestment)



資本回収法では欠けてい る投資の効率的使用 の観 点 と,投 資の利回 りについて補充す る

方法 であることを理解 させ る。

ROI法 は,

K=P(1十r)-1十P(1十r)-2十 … ……P(1十r)『n

か ら,投 資の利回 りrを 求める。代替案 ごとのROIを 計 算 し,最 も利 回 りが高 く効 率的

な投資案件 を選択す る。

④ 回 収 期 間 法

初期投資額Kを 回収す る期間Tの 短 い ものを優先実施す る方法である。毎年 の回収額 を

P(P=S-C)と したとき,回 収期 間は,

T=K/P

とな る。 この方法の長所,欠 点を理解 させ る。

長 所

・概念 がわか りやすい。

・プ ロジェク ト選択 にあた り,リ スクを小 さくしたい場合 に適 してい る。

・投 資枠に制約があ り,限 られたプ ロジェク トに資金投資 し,早 期に回収 したい場合

に適 してい る。

短 所

・時間価値 を考慮 していない。

・回収期間 を終 ったあ との価値を無視 している。

などをあげれば良い。

⑤ その他 の方法

その他 の方法 として,

・投資収益率法

・投 資額一定の もとで,毎 年 の回収額最大 をとる方法

・毎年 の回収額一定の もとで,初 期投資額最小 を とる方法

な どい くつかあるが,上 記① 一④ の応 用問題 として理解 させ ることができる。

指導上の留意点

(1)シ ステムの経済性評価 を行 うときに求め られ る能力 は,シ ステム ・アナ リシスにおけ る費

用 効果分析 を正 しく行え る能力 といえる。第5章 全体の構 成は かかる観点 でな され てい る。

(2)5.1情 報 の価値 は,評 価の対象 とな る情報 を経済財 とい う観点か ら再構築す るこ とを狙い

としたい。
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(3)5.2シ ステムの評価基準においては,多 次元の 目的関数 があることの事実に加え・ システ

ムの多様化 に対応 した新たな視点 からの評価が可能 であることを示 したい・ システム監査 に

かける評価基準やMISの 有効度評価のための基準の例 を加 えたのはその点 を意図 とした も

のである。

(4)5.3シ ス テムの効果におい ては,特 に金額換算 が困難 な効果に対す る考え方につい て理解

させたい。金額換 算の手法は未 だ トライ アルの段階にす ぎな く,本 文中の事例 も一 つの考 え

方 と しての提示にす ぎないが,基 本的な取 り組み方の事例 としてグレゴリー,バ ンホー ン ・

モ デルを引用 した。

(5)5.4シ ステムの費用においては,効 果把握の場合 とは対照的 に,伝 統的 なコス トアカウン

テ ィングを主体 とした。効果把握 とは異な り,費 用把握後の部門別管理,プ ロジェク ト管理

が正 しく行 えることが 目的 となるか らである。

(6)5.5シ ステムの費用効果分析では5.3,5.4で カ バー出来な かった事項の整理 と,経 済性

評価手法の レビュー を行 う。

参 考

1.シ ス テムの有効度

完全 自動化装置でない限 り,す べての システムには何 らかの形 で人間系 の関与 がある.情 報

処理 システムの場合 は特 に人間の関与 に関す る考慮 が必要な ことは言 うまで もない。米国にお

ける宇宙開発計画 に伴 って検討 された各種の評価 手法 の中にはマン ・マシン ・システムの設計

に関 して参考になるものが多い。そ の一例 としてシステム有効度 とい う概念 をとりあげてみ る・

これ は設備 のコンフィギュレーシ ョンの選択 の評価尺度 を数値的 に把握 しようとす る試み であ

る。有効度 の定義については未熟 な部分 もあるが,広 義の設備選択 のための判断 として適切な

ガイダンスになる。これに類似 する概念 として次 のよ うな ものがある。

●システム有効度(systemeffectiveness)

'シ ス テム性能有効度(systemperformanceeffectiveness)

'人 員 システム有効度(perso㎜nelsystemeffectiveness)

'シ ス テム安全有効度(systemsafetyeffectiveness)

'コ ス ト有効度(costeffectiveness)

有 効度 の概念 とともにこれの測定評価の プロセスがさだめ られている。

有効度 の評価要因の例は下記 のよ うな ものである。

近づ きやす さaccessibility

責 務accountability
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離

離

繊

離

離

難

離

離

錐

鋤

搬

縦

雛

錐

雌

正

道

一

恒

制

拡

自

重

保

可

可

判

信

安

安

aCCU「acy

adaptability

cornpatibility

consistency

controlability

expandability

flexibility

interchangeability

maintainability

mobility

portability

readability

reliability

safety

stability 等 々

評価尺度 として有効度 を定義す るためにはこれ らの要因 を構造化 して構 成する必要 がある。

その例 をあげると,

シ ステム有効度

E=f(A,D,C)

E:シ ス テム有効度

A:ア ベ イ ラビ リテ ィ

D:デ ィペ ンダ ビ リテ ィ

C:ケ イパ ビリティ

コス ト有効度

Es_f(P,A,U)E
c=
Ca十CcCa十Cc

Es:シ ス テ ム 性 能 有 効 度

Ca:開 発 コ ス トor取 得 コ ス ト

Cc:運 用 コ ス ト

P:性 能 指 標

A:ア ベ イ ラ ビ リ テ ィ

U:ユ ー テ ィ ラ イ ゼ ー シ ョ ン
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MTTF
A=
MTTF十MTTR

MTTF:MeanTimeToFailure

MTTR:MeanTimeToRepair

有 効度 の考 え方 は,シ ス テムその もののシステム 目的に対す る適合の度合 を定量的に表現 し

ようとする試みである。
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第6章 システム仕様書

キ ー ワ ー ド

シ ス テ ム 仕 様 書(systemsspecification),ロ ジ カ ル 設 計 と フ ィジ カ ル 設 計 の差 異(dis-

tinctionoflogicaldesignfromphysicaldesign)シ ス テ ム 出 力 要 求(systemoutputre-

quirements),出 力 の 方 法 と 様 式(outputmethodsandformats),要 求 仕 様 技 術(require-

mentsspecificationtechnique),TAG,ISDOS,SOP,HIPO,SADT,etc

目 標

このカ リキュラムで は,シ ステム設計 を便宜的 に ロジカル設計 とフィジカル設計の2段 階に

分けている。前者がシステムの機能設計 であるのに対 し,後 者はその機構設計 である。システ

ム開発の段 階わ けとして,ロ ジカル設計 か らフ ィジカル設計への移行に際 して,ア プ リケーシ

ョン中心 のシ ステム ・アナ リス トから,コ ンピュー タ技術中心 のシステ ム ・アナ リス トに,仕

事がバ トンタッチされ る。 この接点にあたる ものが 、システム仕様書である。 まず システム仕

様書 の内容を検討 し,こ の学習 を通 じて,ロ ジカル設計 とフィジカル設計 の質的相違点を理解

させるとともに,D2の 単元 に対する導入部 も兼ね る。

要求仕様技術 としての ソフ トウェア工学の議論 が,最 近活発 になっている。これ らの動向を

この章で概観 してお くと,D2で 学ぶべ きことの将来の趨勢 を知 る上で参考になる。

学習 内容 としては,シ ステム設計の仕様書 の要件 を整理 して把握することに重点 をお く。シ

ステム分析 ・設計 のパ ッケージ化 され た具体例 としてのSOP,HIPO,ARDI,SADTな どに

ついて も,そ の一,二 の検討 をおこな う。

内 容

6.1シ ス テム仕様書

(1)シ ステム仕様書 の目的

システム仕様 書の 目的 を明確 にす る。システムの機能 にっいての ロジカルな設計段階 を規

定す るものであ るので正 しい認識 と位置づけが必 要であ る。

システム仕様 書の 目的は,各 階層の関係者に異なる役割 を持つ ことを説明す る。

例 えば,

① システム部門の管理者には,
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プ ロジェク ト開発の総合管理者 として,管 理下の資源 の有効活用,業 務遂行 の管理 のた

めの 資料 として機能す ること。

② システム ・ユーザ には,

システムに期待 した事が～効果的に正 しく遂行 して くれ ることの保証書であ り,か つ,

新 システムへ の移行時には,運 用要件の記述書 として機能す ること。

③ システム設計者(次 段階の フィジカル設計担当のシステム ・アナ リス ト)に は,

シ ステム ・ニー ズの達成の ために,解 かねばならない課題は何 か,又 その課題解決のた

めの効果的方法 に関する記述書 として機能 すること。又,入 手可能 な資源制約 と環境,満

足規準 を明示す ること。

④ システム運用部門,ハ ー ドウェア管理部門の関係 者には,

現 行のハー ドウエア運用条件 を考慮 し,新 システム移行後の問題 を事前 に提示す ること。

例えば,最 大負荷時への対応,ス ケジ ュール上の特記事項等 を明 らかに し,必 要 な対策 を

たて る上 での条件 を記述 す ること。

な どである。

(2)シ ステム仕様書の記載事項

上記 目的 のために,シ ステム仕様書 を構成す る文書,及 びその文書に記述 しなければな ら

ない内容 について説明する。

主な文書 とそ の記載事項 は以下の通 りであ る。

① システム要約書

・システムの概 要

・システムの 目的

・システムの解答

・コス ト・効果 の評価

・開発 スケジ ュー ル

・システムの評価基準

② 新 システムの機能要件書

・目 次

・ システム ・フローチャー ト

・情報の流れ図

'イ ンプ ットの記述

'ア ウ トプ ットの記述

・ファイル
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・データ ・コミュニケーシ ョン

③ コンバージ ョン(切 替 え)の た めの機能要件書

・コンバージ ョンの概 要

・コンバージ ョン実施計画表

'コ ンバージ ョンの内容

・フ ァイ ルのコンバージ ョン

・データの作成

・コンバージ ョンのためのシステム概要

・コンバージ ョンのた めの教育訓練

④ 経済性分析書

・所要 コス ト

・期待できる効果

・コス ト効果分析

・検討 を行 った代替案 とその コス ト効果分析

⑤ 開発 スケジュー ル表

・開発 スケジュール

・全 体スケジ ュール

・要員スケジ ュール

・設備導入スケジュール

・開発体制

・開発体制,組 織,分 担,要 員

6.2ロ ジ カル設計 とフィジカル設計 の機能分担について

第1章 での システムライフ ・サイ クルの段階分けにおいて,シ ステム開発 を上述 の2段 階に

区分別け した。その際の定義は,

ロジ カル設計 一 機能 の設計(情 報分析)

ブ イジカル設計 一 機構の設計(シ ステム設計)

で あった。ここでは,更 に具体的な例に よって両者 の機能 を明確に させ る。そ うす ることによ

り,両 者の設計 にたず さわ る者に,欠 落のない システムの設計 を行わせることを目的 とす る。

この両者 の性格 の差を把握するには

システム開発過程 の各段階での判断基準を整理 してみ るの も一方法であろ う。

段階区分の一例 をあげ ると
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⑬ 灘 ㌻ 欝 藍 シ。テム計画}情 報分析(・ジ・囎)

灘_}一 一 ・一
⑥ プログラム作成

⑦ システムテス ト

⑧ 本稼動

システム開発のアプローチとして,さ らに概括的に

① 問題発見

② 問題形成

③ 問題解決

と区分する場合 も多い。この場合には,シ ステム仕様書が問題形成に該当する。

(⇔ 艦 竃生

基本設計

⇔{ 詳細設計

問 題 の 発 見

問 題 の 形 成 …… システム仕様書

プ ログラム設計
問 題 の 解 決

プ ログラム作成

図6-1シ ステム仕様書 の位 置づけ

6.3要 求仕様技術

大規模な ソフ トウェアの開発 には,開 発 スケジュールのお くれがしばしばみ られた。この原

因の多 くはシステム設計にあ ったことが指摘 され る。さらにさかのぼれば,シ ステム仕様があ

いまいであったことに根 本原因 があることが多い。初期段階 での要求のあいまい さや記述の不

完全 さが,開 発 の終了段階に近 くな って開発の費用を大幅に増大 させることがある。 このこと

の重大さに対す る認識が高 ま って,最 近要求仕様技術 として研究 されるようになった。仕様化

の方法論 を学習す ることによ ってシステム分析 の性格を把握す ることができる。

要求仕様 技術は具体的な システム或いは規範 として整備 されつつある。それ らの事例 につい

て仕様作成 を実行 してみることも必要で ある。しか し現状 ではこれ らの技術は システム分析の

レベルのものよ りもむ しろシステム設計 レベルの詳細仕様の表現 に適 した ものが多い。 したが

って個 々の技法に深入 りす るの は得策 ではない。む しろそれ らの技術が持つ文書化に関す る工
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夫に ヒン トを得て,明 快で正確 なシステム仕様書を表現す る方法を研究す ることに重点をお く

のがよい 。

SOPIBM社

ARDIPhilips社

SADTSoftech社(Ross)

Young&Kentの 方 法

TAGIBM社

HIPOIBM社

ISDOS(PSL/PSA)ミ シガン大学(Teichrocw)

SREMTRW社

SSDMBoeing社

ADSNCR社

、 このような標準化 されたパ ッケージが開発 されて,試 用 されている。

指導上の留意点

(1)単 元D1の 要約 の章で もある。第1章 か ら第6章 までの要点 をふ りかえって各車の主要事

項 の復習をお こな う。

② システム分析 の結果 を集約 した文書 がシステム仕様書である。 したがってこれに記述すべ

き要件 は,上 記の主要事項がすべて もり込まれていなければならないことを強調する。

(3)単 元D1と 単 元D2と の間の連結章でもある。 したが って分析 と設計の相互の性格 の違 い

を明確に把握 させ るとともに,分 析 と設計 とがシステム開発 の流れの中で一貫性 をもたねば

ならない こともあわせて教育す る。

(4)シ ス テム仕様書に盛 り込むべき項 目(内 容)に ついて説明するだけでな く,標 準的な書式

(形 式)に ついても検討 を加える。

⑤ システム仕様書は伝達 のための文書である。誤 りな く仕様 を伝 える技術 として,ソ フ トウ

ェア工学 の研究 の必 要であることに注意 をむけさせる。
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第1章 基本的な設計手法

キ ー ワ ー ド

文 書 化(documentation),標 準 化(standardization),シ ス テ ム 工 学(systemsen-

gineering),ソ フ トウエ ア 工 学(softwareengineering),図 式 化(graphicrepresentati-

on),ト レ ー ド ・ オ フ(tradeoff),プ ロ ジ ェ ク ト 計 画(projectplanning,技 術

予 測(technologicalforecasting),テ ク ノ ロ ジ ー ・ ア セ ス メ ン ト(technologyassess-

ment)

目 標

本章 では,D2の 単 元に対す る導入部 として,各 車の組立 をシステム ・ライフサイクルに対

応 して説明す る。骨格 はすでにD1の 第1章 で説明 してあるので,復 習程度 でよい。

システム設計 の重点 を説明す る。 この際D1の 第3章 との対比 をお こな って,そ の特徴 を明

確に示 すことが必要で ある。

設計手法 の中で,文 書化 の占める役割 の重要 さを認識 させる。システ ム開発 における管理的

側面 としての文書化 については既 にD1の 第2章 で学習 してあるので,こ こでは主 として技術

的側面 から文書の役割 をつっこんで検討す る。

分析手法 の中心的 な技術 が 「代替案」の検討であるのに対比 して考 えれば,設 計手 法の中心

的 な技術 は 「トレー ド・オ フ」 とい う考 え方 である。 ここでは トレー ド・オ フにっいて詳細 に

検討する。 ソフ トウエア工学 の中の設計手法 に関す る部分 の考 え方 にっ いて概観 す る。

この章 では個 々の手 法 を個別 に検討す るよ りも,シ ステム分析 ・設計 の底流 になっている考

え方 を教育す る。 モデル化 の効用,プ ロジェク ト計画手法,テ ク ノロジー ・アセ スメン トなど

のようなシステム設計に関連す る重要な留意事項にも言及 する。A3,B1の 単 元 との関連 に

も触れて,シ ステム設計 の骨組 を明 らかにす ることを主目標 にす る。

内 容

1.1シ ス テ ム 要 求

第1章 の学習上 の位 置は,こ れ以降で学 ぶシステム設計のための コー スに対す る序章 である。

まず,単 元D1で 学 んだ事項 を,シ ステム ・ライ フサイクルの概念 と結 びつけて復 習すること

か ら着手するのが適切 である。単元D1の シ ステム分析 で学んだことは,結 論 としてのシステ
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ム仕 様書 に集約 され る。 システム仕様書 は,シ ステム要求 を記述 した文書 である。 システム開

発 の成否 を支配するものは,シ ステム要求 が正確 に表現 できているかど うかにかかっている・

ここで システム要求 とは何 か をふ りかえって考 えてみ るこ とにす る。 システム開発 は,お お

づかみに次の三つの型 に分類 で きる。

① ユーザが注 文す るプロジェク ト

② ユーザが吟味するプ ロジェク ト

③ ユーザ とは独立 に実施 され るプロジェク ト

これ らの三つの型 で システム要求 がどの ように して作 られるかを考 えてみ ると、① はユーザ

が独 自で要求 を作 って,開 発 グループに下請契約 を させ る形になるため,要 求 の解釈 で誤 りを

おかす可能性 がある。③ は一般に商 品 としての ソフトウエアパ ッケージなどの開発の場合 で,

ユ ーザの要求 を適切 につか まないことがあ りうる。 したがって望 ましい形は,② であるとい う

ことができる。結局 システム開発のための要求 を用意す るには,何 らかの形 でユーザ を含 ませ

る ことが重要 であるとい うことになる。① の場合 も,③ の場合 も,何 らか の方法 によって② の

場合のようにユーザを要求 作成段階 で深 く巻 きこむ必要がある。

システム設計の出発 点 としてのシステム要求につ いてその意義 を考 えてみ る。

要求仕様技術の学習 です でに学 んだよ うに,要 求記述の重要性 に着 目して,そ の記述の 自動

化には,情 報代数,ADS,TAGな どが開発 されている し.様 式 の制定 には,HIPO,SADT

な ど も考 案 され てい る。 さらに表現言語 としてISDOS(PSL/PSA),SSDMな どの研

究 も進められてはい るが,こ れ らでシステム要求 のすべてが表わ され るとはい えない。 これ ら

の要求仕様技術 がね らってい るものは主 として機能的 な要求 であって,こ のほかの要求,た と

えば システムの信頼性 とか性能(効 率)と かコス トなどにつ いて も記述 がなけれ ばな らない。

システム設計 に着手す る前 に,シ ステム仕様書 に記述 されていることが,シ ステム要件 のす

べてを満 しているか とい う検討 を しなければな らない。ユーザ側 と開発側 との協議 のテーマは,

要 求の正当性 に対す る議論 である。

ユーザは要求 の完全性 と正確 さを調べる責任があ る。

開発側 は実現可能性 と理解 しやす さにっいて調べ る責任 がある。

システ ム設計 の中心 は,後 に述べるよ うに トレー ド・オフになる。 システム要求には,こ の

トレー ド・オ フのための よ りどころになる情報がなければならない。 システム仕様書 に,「これ

これの機能 について,性 能が最大 で,コ ス トが最 小になるようにせ よ。」と書いてあるだけでは・

トレー ド・オフのための判断 にな る情報 を何 も提供 していない ことになる。

システム仕様書の要件 とは何か を,シ ステム設計 の側 から再吟味す るのが,こ の章の学習 の

焦点であ る。
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1.2シ ステム設計の重点

システム設計で最 も重 要なことは,シ ステム要求 を全体 として正確 につかむこ とと,そ の開

発 のための 目標 を設定す ることである。要求 にっいては,前 節 にあらま しを述べ た。 目標 は次

の二つに分 けて考 えるとよい。

① プロダク トの目標

② プロジェク トの目標

前 節で分析 した二つ の立場,ユ ーザ と開発側 に対応 させて考 えれば,① はユーザの立場 か ら

みた シス テムの到達点 を設定す ることで,② は開発側か らみたスケジュール ・コス ト,な どの

程度 や制約 を明 らかにすることである。 この両者 の間の妥協点 を決 めることが,ト レー ド・オ

フである。

この ように要求 と目標 とをどのよ うに設 定す るか とい う技術 が,基 本的な設計手法 である。

図1-1シ ス テム設計の概念

1.3ト レ ー ド・オフ

システム設計 とは,要 求 と目標 との間にある相 反する矛盾点 をどの線 に妥協 させるか とい う

技術 であるとい うこともできる。要求 とは漠然 としたイメージであって,目 標 とは明確 な量的

な規定 であ るとい うこともできる。設計 とは トレー ド・オフであるとい う定義 をさらに あきら

かにするために,Myersの 分 類 によって説 明 を加 えると次のよ うになる。即 ち ソフ トウエア

の目標 には次 のような分類 が考え られ る。

① 信頼性(Reliability).

② 一 般性(Generality)機 能 の数,能 力,範 囲

③ 人間因子(H㎜anfactor)使 いやす さ

④ 適応性(Adaptability)拡 張 性,オ プション追加

⑤ 保守性(Maintainability)修 理 の しやす さ
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⑥ 保護(Security)ユ ーザやデー タの分離

⑦ 文書化([bcumentation)

⑧ 製 品 コス ト(Cost)

⑨ ス ケジュール(Schedule)

⑩ 効 率(Efficiency)性 能(Performance)

これ らの要素の間には相互 に密接 な関係 が
,あって,場 合 によってはその一 つを良 くすれば,

他 の一つが悪 くなるとい うことがある。又 その反対 に一 つの効果 をよくすれば ,そ れにつれて

他 の一つ の効果 もよ くなるよ うなプラス効果 のある もの もある。

過剰な要求 をすれば、製品コス トは高 くな り,開 発期間 も長 くなる。 この間の調整 を して ,

どこに 目標 をお くのか を決 める問題 が トレー ド・オ フである。これ らを実行に移す基本的 な設

計手法は,単 純 に次 のよ うな手順 になる。

(1)プ ロダク トの目標 を書 く

(2)プ ロジェク トの 目標 を書 く

(3)上 記 の 目標 の評価 をする

(4)外 部 設計 をす る

(5)ユ ー ザ ・イ ンタフェースの設計 をする

⑥ 外部仕様 を書 く

これ らの記述にっいて注意 すべ きことは ,「できるだけ良い ものを」 とか 「なるべ く早 く」 と

か とい うよ うな表現 では,何 も トレー ド・オフの検討 には役立たないとい う点である
。

ここで システム分析 と,シ ステム設計 の性 格の差異 にっ いて考 えてみる
。分析 のための中心

技術は代替案 であ り,設 計 のための中心技術 は トレー ド・オフである。

簡単 ないい方 をすれば,前 者 は 「やるかや らぬか?,あ れ か これか?」 の問題 である
。即 ち

Whatで あ る・後者 は 「どの くらいやるか?
,ど うや るか ～」 の問題 である。即 ちHowで あ

る。

前述 した基本的 な手 順 を踏 んで作成 され る文書 がシステム計画書 である。

システムの信頼性 や性能 に対 する要望 と,開 発 費や期間 の制約 との間の相反 する力関係 をど

こに落着かせ るかが基本計画 である。 したが ってその決定 までのプ ロセスは
,シ ステム分析 と

同 じよ うに,や は り反復的,収 敏的 な過程 をた どるこ とになる。このためには ,シ ステム仕様

書 には,ト レー ド・オフのための目安 になるような情報が具体的 に記述 されていることが望 ま

しい。
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1

システム分析

代 替 案

システム設計

あれ かこれか?

適正予算の選択

ト レ ー ド ・ オ フ

ど の ぐ らい?

予算枠内での最

適化

図1-2分 析 と設 計

このよ うな作業 を実施する上 で,そ れ を支援す るための各種 の手法 が開発 されている。例 え

ば次 のよ うなものである。

■

■

決 定 表(decisiontable)

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

見 積 方 法,予 測 技 法

ウ ォ ー ク ス ル ー(walk-through)

原 因 結 果 グ ラ フ

1.4モ デ ル 化

システムには 目的 が存在す る。ある目的 を実現す るために,利 用で きる資源 を活用 し,与 え

られ た制約 の下で,そ の目的 を達成す るシステムを実現化す る方途 を考 えるの がシステム設計

であるが,そ の開発 の途上で,往 々に して見 うしなわれて しまうものが,シ ステムの 目的 であ

る。 システムの 目的 と,シ ステムの特性 とを結びつ けて考察する哲学的資質 が,シ ステム設計

者には要求 され る。

システムの型 の分類 とか,シ ステムの一般 理論 とかは,多 くの場合,出 来 あがったシステム

を後か らながめた観察 にす ぎない もので,シ ステム設計 には役立 たない知識 である ことが多い

が,シ ステムの 目的 をみ うしなわないためには,そ の基本的部分は何か,そ の本質的部分は何

か,と 問いただす とい う考 え方の修練が大切 であ る。

システム設計 で対象 とす るシステム とは,通 常 人工的(ア ーティフィシャル,マ ン ・メイ ド)

と呼ばれる世界 を考 えている。 この分野で重要な考 え方の基礎 はモデル化 とい う概念 で ある。

このためには,シ ステム工学上 の知識 を,シ ステム設計 と結 びつけて、 自分 の頭 で整理す る

必要がある。具体的 な学習項 目としては次 のよ うな ものがあげ られる。
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)

(1)

(2)

(3)

(4)

システム構成の階層性

要素 と全体

システムの レベル

サブシステム

システムの構造

入力 ・変換 ・出力

コン トロールの方式(フ ィー ドバ ックループ等)

モ ジュール

結合方式

システムの進化

代 替 案

システ ムの運用 と保守

システムの改善 ・廃止

部品化 ・標 準化 の役割

独 立 性

汎 用 性

モジュール

システム設計 とは,シ ステムのモデル を作 ることであるといってもよい。概念 の明確 なモデ

ルには,そ れに対応する明快 な図式化 が開発 されている場合 が多 い。前節 の文書化 の考察 と対

応 して,シ ステム構成 やその構造 の表現 のための図式化 について も学習す るとよい。図式化 と

は次の ような もの をい う。

一
集 合

状態

プロセス

コン トロール

構成,結 合

判断

要因

待行列

工程

これ らの図式,図 表 の類 は,シ ステム設計におけるモデル化 の表現の有力 な技法 である とと

もに,場 合によってはモデル化 の思想 そのものであることもある。
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最近 のシステム開発技法に,各 種の図式化 の提案がな されていることに も着 目する必要 があ

る。

ORの モ デルは問題その ものの抽象化 であるが,シ ステムモデルは問題その ものよ りはむし

ろ,そ の問題 を解決す る体系の抽象化 である。 自然あるいは社会 の中に何 らかの人為的な 「し

くみ」(man-madeworld又 はartificialsystem)を 新 たにもた らす時 に,シ ステム設計

が必要 にな り,シ ステムモデルが必要になる。 システムモデルの考 え方の整理には,ORの モ

デルでの研究 は参考 にすべ きところが多い。即 ちモデル化 のための共通的 な性 格につ いて考察

すべ きである。例 えば,

・必要 な条件 を落 ちな く拾い あげること

・目的 を明示的 ,定 量的 に示す こと

・機能 を簡潔 に表現すること

・これ らを一個 の全体 として関連づ けたもの として記述す ること

な どである。

表1-20Rモ ァル とシステムモァル

問題把握モデルの例

決定論的モデル

確率的モデル

日程計画モデル

ンミュレーションモァル

資料検索型,問 合せ応答型

報告書作成型,定 例報処理型

オー トメーション型

自動設計型

マン・マシン対話型

伝達表示型

デミング サークル

LP

ゲ ーム

PERT

GPSS

オ プ トナ ー の フ ィ ー ドバ ッ ク ・コ ン ト ロー ル

サ イ モ ン の 意 思 決 定 の メ カ ニ ズ ム

フ ォ レ ス タ ー の シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ ッ ク ス

1.5情 報 処理系の型

前節で とりあげたシステムモデルとい う設計対象 は,シ ステム設計の 「内容」に よる考 え方

の整理 である。 これに対 して一方 で 「形式」 による考え方の整理 もあ りうる。本節で主 として

と りあつか うのは,情 報処理の方式 や形態の分類に基づ くシステム設計 の型の考察である。



繍 処理系 と燗 行 動系 との結 びつ き方 の組合 せで,情 報処理 の方式 には様 ・な型が存在 し,

それ らの利害得失 も経験的に或程度検証 されつっある
。 これ らの知識 を足場 に して新 たなシス

テムにむか うのが有効 なことは言 うまでもない
。 しか しなが ら様 々な 「形式」の評価 も,現 在

未だ流動的な面 も多 く・今後の技術 の進展 にっれて,変 化する ことも+分 予測 され る.こ の節

でシステム設計の型につ いて研究す る態度 としては
,ま ず さまざまな形 で混在す る情報処理の

形式に関す る繍 を整理 して・基本設計 として役 だ・た もの として把握する。と
,。 。テム目的

に最 も適合する型 を採用するための判断基 準を整理 することな どである
。ここで言 うシステム

設計の型 とい うのは次のよ うな ものである。

・設備系 に着 目した場合

大型 と小型(コ ンピュータ)

集 中と分散

階層 と並存

計算 と通信

・処理手順に着 目した場合

ルーチンとラ ンダム

バ ッチ とイ ンタラクテ ィブ

オ フライ ンとオ ンライ ン

マルチジ ョブ とTSS

メ カ ニカルオー トメー ションとプ ロセス コン トロール

・資源配分に着 目した場合

処理時 間の割合

プ ログラム負荷 の割合

データ領域 の割合

・人間行動系 に着 目した場合

人間系です べて を処理す る場合

マン ・マ シンシステム

完全 自動化系

これ らの システム設計の型 の分類 考察 には まず比較検 討の足場 を明確 にす る必要がある
。実

在す る複合的 なシステム を様 々な分類基準でだだ眺 めまわす だけでは,む しろ混乱の増 した知

識 の累積 に終 って しまう。この ことはシステム設計の内容 につ いて考 察した前節の場合 と同様

である。そこで,学 習 のための着 眼点 を設定す る。

一つ の着眼点は
,こ れ らの処理形態の多様化 をもた らした ニーズは何であったか,こ れ らの
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処理形式 を技術的に可能 にしたニーズは何であ ったか とい う歴史的追跡による把握 である。他

の一つの着 眼点 は,シ ステム設計 の型の多様性 を構成 しているシステム要素の分析 である。即

ち前節の 「内容」 との対応関係 を整理 して考察する とい う方法である。特に後者の方向での学

習の精密化は,シ ステム設計 の基本になる。 したがって重点 を後者 にお くことが望 ま しい。

情報処理系の型 の考察 の場合 も,あ れか これか とい う単純選択 であってはな らない。 システ

ム要素 の配分 を少 しつつ変更 して,次 第 に適正 な ところに追 いつめてゆ く作業 が トレー ド・オ

フである。

特 にマ ン ・マ シン系における人間の役割 をどの ように設定すべきか という配慮 は,こ れか ら

のシステム設計 におけ る重要 な課題 である。

1.6シ ステム設計の文書化

分析の単元で文書化についてすでに学習 したが,そ の時の重点は文書の管理的側面であった。

ここでは上記の学習を補足するために,文 書化の技術側面を学ぶ。即ち設計の内容の表現技術

を学ぶ。内容の記述は短期的にみれば,作 業指示,運 用指導,保 守記録などがあり,長 期的に

みワ 教育酬 シ・り広改善点の指摘な・本 技術的側面のう書化轍 ま・・管理的

文書がその場 か ぎりの性格 が強いのに比べて,何 回 も参照 され る継続的性格 をもつ点である。

しか しなが ら文書 の中に記述 され るものは詳細 であればあるほどいい とい うものではない。

情報伝達 の役割 をはたすためには,多 くを書 くよ りも出来るだけ簡潔に書 く工夫 が必要になる。

文書 作成 のための着眼点 を整理する と次 のよ うになるであろ う。

(1)文 書 化の 目的 に関して

・システ ムの機能,用 途 を知 らせ る。

・システ ムの運用法,管 理法 を知 らせる。

・システ ム改良,変 更の ための資料

・次 のシステム設計 の参考資料

(2)文 書化の方法に関して

・システムの環 境,目 的 との関係 を明 らかに。

・詳細 を多 く書 くよ りもポイ ン トをわか りやす く書 く。

・システムが変更 された時の追従 を容 易に してお く。

・システムの機 能 と方法 の分離 を明確 に してお く。

・システムの構造 と標準共用部分 を図解 してお く。
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(3)時 間,費 用 の制約 に関 して

・文書 の作成には時間 と費用 がかかる
。従 って一般 には一個 の文書 を多 目的に使用す る場

合が多い。 このためその文書 を使用 目的の側 か ら見た場合,帯 に短 かし,裡 に長 しにな

る ことが多い。

・文書化は,シ ステム開発に着手す る前に行 うのが望ましい とされていなが ら,現 実には

事後処理 として作 られ るのが実状 であ り,時 間 と費用 がかかるとの理 由でいい加減 にな

され る結果 に終 ることが多い。

・これ らを解消す るための方策 として ,文 書化 について も,モ ジュール化,標 準化の工夫

が試 み られている。

(4)文 書 化の チェ ックポイン ト

・システムの ライフサイクルの各段階

一ステ ップ との対応 〔区切 をっ けるため〕

・使用 目的 と伝達対象 に合致 した精度

一レベル との対応

・伝達,伝 承のための時間 に対 する考慮

一時間,費 用の制約 との対応 〔間にあわす〕

(5)文 書 化の工夫

・形式 に関する工夫

文章形式(書 式,文 体,用 語,用 字,記 号)

絵 による伝達(グ ラフ,図 表,マ ンガ,写 真)

・表現 に関する工夫

概 要の抽出,条 件の箇条書,全 体か ら部分へ,時 系列 にそ った記述,論 理 形式 に合致

した記述,文 章 の簡明 さ,概 念図や立体図 による全体把握,分 解図 による機構 や 結合

の説 明表や グラフによる計数的整理

・標準書式 の採用

・文書化用器材 の活用

・標準的表現 に対す るなれ

レター,出 願,議 事録 などのま とめ方

システム内容 を説明す るための文書は,伝 達 のために も,

も,技 術伝承 のために も必 要である。

自分自身の考え方の整理のために
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1.7プ ロジェク ト計 画

(1)予 算

システム設計 を開始 す るための意思決定 をす る時 のよ りどころは,具 体的 な形 でいえば,

予 算である。 システム設計 のためのフ.ロジェ ク トの足場は,時 間的制約 と予算 である。 した

がって フィジカル設計 の前提 としての予算決定の しくみのあらま しをあ らか じめ知 ってお く

ことは,シ ステム設計者へ の要請 となる。

目標 に照 らして代替案 を比較評価する方法 を定形化 した ものにPPBSが あ る。PPBSに

直接準拠 しないまで も,プ ロジェク ト計画 の予算化 の考 え方に,合 理的手順 をもちこむこ と

は,シ ステム設計者の立脚 点 を明確 にす ることになる。

(2)日 程

プロジェ ク トの計画手法 として用 いられる ものにCPMが あ る。これはPERTな どと同

様 に作業 をネ ッ トワー クに組 んで,ク リディヵルパ スをもとめて,計 画 と管理 のた めの指標

とす る方法 であるが,こ の時各作業 に対す る費用 を見積 り,プ ロジェク トの コス トカーブを

作 り,日 程計画 を資金効率 の面 か ら評価 し選定 できるよ うにする手 法である。

基本設計 のための トレー ド・オフ技法 として重要なものの一つである。

(3)数 値計画法及 び シミュ レー ション

LPで 代 表 され る最適化技法は,数 式表現 された トレー ド・オフの特殊な場合 と考 えるこ

とも出来 る。 目標設定 のためにこのような抽象化 が可能 なものについては,こ れ らの数式 モ

デルを積極 的に利用すべ きである。

ここにあげた プロジェク ト計画 に関連す る手法は,す でに システム分析 の ところでも学習 し

た ものであるが,シ ステム設計 に とって も基本的 な技術 であ る。

1.8テ ク ノロジー ・アセスメン ト

システム設計は,本 質的 には人工的 なものを,あ らたに人間 の生活の中になかば無理や りに

挿入 するとい う行 為である。 したが ってシステム目的 に対 する適合性 を直接的 に評価す ること

のほかに,設 計 された 「システム」が環境に対 して どの ような影響 を副次的 に もたらす かとい

うこともあわせて考慮 しておか なければならない。システム稼動後の反作用 の予測 をすること

である。

通常のシステム設計 の 「目的 に対する適合性 の評価」 とはまった く別次元 の評価が要求 され

る。所謂公害問題の予測等 の必要性である。 これ を一般 にテクノロジー ・アセスメン トと呼ぶ。

マイナス効果 に対する考慮 と対策 が必要にな りつつ ある現在,テ クノロジー ・アセス メン トの

研究は,こ れか らの システム設計者 の必須課題 になる。
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テ クノロジー ・アセスメ ン トは,技 術予測 を下敷に して検 討 しなければな らない。技術予測

の方法は最近各種の ものが開発 されている。例えば

・デ ル フ ァ イ 法(RAND)

・シ ス テ ム ・ダ イ ナ ミ ッ ク ス(Forester)

・形 態 学 的 検 討

・関 連 樹 木 法

●環 境 ア セ ス メ ン ト マ ト リ ッ ク ス

などである。システム設計は 目的指 向的 なアプ ローチであるが,そ れ と同時 に自らその内容 を

客観点 に批判反省する態度 を同時に養成す るためにテ クノロジー ・アセスメ ン トの節を附加 し

た。 したがって技術予測の技法そ のものに多 くの時間 をさく必要 はない。分析 のための手段 の

一部 としての予測手法については
,す でにD1の 単 元で も学習済 であるので,こ こでは,シ ス

テムの基本設計 の完了 した時点 で,一 歩 しりぞいて今 までと異 った視点か ら,シ ステムの副次

的影響 を客観的 に反省 してみ るこ との必要性 を強調 してお く。

指導上の留意点

(1)ロ ジ カル設計(分 析)と フィジカル設計(設 計)の システムズ ・アプ ローチ としての性格

の差異 を認識 させ る。

② トレー ド・オフの基 本思想 を説明す る。

(3)シ ス テム内容 の表現 に焦点 をあてて,文 書のあ り方 を教育 する。モデル化 の役割 をそれ と

の関連 で説明す る。特 に図式化 の研究 に重点 をお く。

(4)設 計 の良否 は,結 局 は設計者 の洞察 に負 うところが大 きい。これ にはバ ランスの感覚 が必

要になる。近視眼点判断 にお ちいらないためには,両 極的 な考 え方 も知 っていなければなら

ない。情報処理系 にその例 をあげた のはこのためである。

(5)具 体 的な手 法や手順 につ いて も学習する。

(6)シ ス テムは人為的 な技術 であ るこ との認識 もまた必要である。 テクノロジー ・アセ スメン

トの項 目を設けたのはこのためである。

(7)D1で は比較的単純 な単一 システ ムの設計 を念頭 において教育 する。複数 システムの同一

コンピュー タ内での運 用な どのよ うな現実的な応用分野 の問題 にっいては,D4で の学習 に

まつ。

J
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参 考

(1)FAMEに っ い て

FAMEと はForecastsandApPaisalsforManagementEvaluationの 略 で,ア ポ ロ

計 画 の サ タ ー ン ロ ケ ッ トの 生 産 過 程 で,そ の 重 量 管 理 の た め に 開 発 さ れ た 技 法 で あ る 。 ア ポ ロ

宇 宙 船 は 下 図 の よ う に な っ て い る 。

上昇 部 下降 部

脱出システム

司令船

守

一

サービス・モジュール サターンロケット

もし月着陸船 の上昇部の重量 が予定 よ り100kg増 加 した とす ると,月 を脱出するのに100kg

余 分 に燃料が必要 にな り,上 昇部重 量は200kg多 くなる。月着陸のためのブ レーキ分 がさ らに

200kg余 分 にな り,月 着陸船 は総計 で400kg多 くな り,そ のために ロケッ トの一段 目の燃料が

400㎏ 増 加 し,合 計800㎏ 重 量超過 になる。重量 とい う点でみた時,ど のモジュールの分 がど

のモジュールに どれ だけ影響 をあたえるか とい う係数 がtrade-offfactorと してあ らか じめ

設定 されていて(上 の例 ではtrade-offfactor=1と して計算 した)こ れに もとついて,全

体的重量管理がおこなわれ る。

NASAの ア ポロ開発 では,上 記 の各モジュールは,別 々に企業で,平 行 してお こなわれて

いたので,こ れ の全体系 としての重量管理 は重要な問題 であった。各モジュールで の 重 量 を

E/C/A(E=Estimated,C=Calculated,A=Actual)の 三段階にわ けて,製 作工

場 か ら月毎に報告 され る重量 をっみあげて行 き,日 程の座標 の上にプロッ トし,そ の デー タを

使 って先行 予測 をお こない,且 つE→Aの 割合 の増加 にっれ て絶 えず予測の修 正 をお こない,

重 量 を限界内に収検 させるよ うにコン トロールす る。 コン トロール限界 を切 る可能性 が予測 さ

れれば計画 変更 をお こないなが ら全体の開発 を進行 させ る。

FAME技 法 の骨格 は予測技術 の応 用 で あ る が,モ ジュール 間 の重 量 に関 す る関連 性 を

trade-offfactorと して定量的 に表現 し,ダ イナ ミックな管理 に使用 している点 は参考 にす

べき点 であ る。

(2)技 術 資料 の整備について

次 にあげ るよ うな技術資料の整備 は,シ ステム計画 を順調に進 めるための基盤 であ る。

(a)図 書
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・ハ ン ドブ ック,年 鑑,事 典 ,辞 典

・書籍,論 文集

・定期刊行物 ,学 術 誌,雑 誌

・ジャーナル,新 聞 ,ニ ュース

・報告集(学 会 ,研 究所,調 査団体)

・情報セ ンター提供 の特殊文献

・講習会,講 演会の資料

・コンピュータ等の説明書

・パ ンフレッ ト

(b)資 料

・雑誌などか ら抜粋 した コヒ。一

・調査報告,研 究会 ,委 員会資料

・カ タログ

・各種 センターの案内書

・パ ッケー ジプ ログラム説明書

(c)文 書

・開発 プロジェク ト関係文書

・オペ レー ションマ'ニュアル

・教育訓練用マニュアル

・サマ リー リー フレッ ト

・マニ ュアル リポー ト

(d)書 類

'名刺
,名 簿(人 脈 は大切な資料である)

・委員会

・レター

・通知,・依頼

・計画 ・契約

・予算 ・実績

・塾員 ・人事

・外 注

・機械稼動状況

・手順書 ,備 品,用 紙 様式
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これ らの各項 目につ いて,検 索 の容易 さ,個 人用,公 共用 の妥協点,開 発時用,管 理特用 の

妥協点,捨 てる時の タイ ミング,整 理 のための備 品資材 など考慮すべ きこ とは多い。

(3)図 形 の機能 にっいて

表現手段 としての図形 の機能 を,言 葉 の働 き と対比 して考 えてみ る。

thOught

・図形 の特長

幾何学的,ア ナ ログ的,描 写的,視 覚的,全 体認識,ス タテ ィックなパター ン

・言葉 の特長

代数的,デ ィジタル的,記 述的,聴 覚的,時 系列認識 ダイナ ミックな ロジック

図形 の機能 を分析す る と次のよ うな ものがある。

位相(メ ビウスの帯,折 紙,概 念図)

一 ■

撒一 一{

配 置(allocational)

絵(pictorial)

図形 の機能 に色彩の働 きを加 えると,

結 合(系 統 図,組 織 図,リ ン ク 図)

論 理(流 れ 図,結 線 図,ロ ジ ッ ク 図)

順 序(方 向 図,時 刻 表)

幾 何(比 例,写 像,投 影,透 視)

座 標(カ ル テ シア ン表 示,計 算 図 表,統 計 図)

形(shape)

form,fashion,contour,outline,type,mold,

cast

位 置(map)

plan,chart.diagramprojection,elevation,atlas

{餓 …1㍗一ー 一
さらに複雑 な機能構成 とな る。視覚的表現 の問題 は今
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後の技術課題 として研究すべき項目が多い。特に発想のための触媒 としての図形の役割は重視

するに値する。

・図形表現の二三の例

推移 グラフ 。、1(グ)0・9

。.8(担…会z

…Q⊃
。.9

マ ッ チ ン グ の グ ラ フ

Aa

Bb

Cc『

ネ ッ トワ ー ク ・グ ラ フ

トー ナ メ ン ト図

Lg
b

C d ・一

}
Cl

f
I
ー

i

O
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流 れ 図

一
連 統

一
分 岐

繰返 し

巨}一 一巨}一 ー一

巳
口
一一→.一 昼
一ー一一[}Q

ifthenelse

dowhile

dountil

統 計 図

線 グラフ 棒 グラフ 円グラフ

分 析 図

キ ビ エ ッ ト ・グ ラ フ

レー ダ ・チ ャ ー ト
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概 念 図

↑

↑

ターデ

システム全体図

80 00

○
○

KJ法A型 図解
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第2章 システム資源の選択

キ ー ワ ー ド

反 復 性(iterativenature),保 全 性(integrity),シ ス テ ム 設 計 の 型(typesofsystem

design).資 源(resource) ,設 備 計 画(equipmentplaming),ハ ー ドウ エ ア の 選 択(hard-

wareselection) ,ソ フ トウ エ ア の 選 択(softwareselection),設 備 能 力 配 分(equipment

allocation),自 動 評 価 法(automaredevaluationtechniques),・ ・一 ド ウ エ ア の 発 注(hard-

warepurchase),評 価 手 続(evaluationprocedure),競 争 入 札(competitivebidding),

提 案 書(proposal),性 能 表(propertylist),価 格 表(pricelist),カ タ ロ グ(catalogue),

費 用 見 積(costestimating)。

目 標

学習体系 の構成 として,シ ステム設計 の基本事項を次の3章 で分担 する。即 ち、

2章 設備計画(ハ ー ド/ソ フ ト)

3章 プ ログラム計画

4章 デー タの設計

本章 では,シ ステム設計の前提条件 としての比重の大きい基本枠組 に関す る問題 を主 に採 り

あげ る。それ はシステム資源 の選択 の判断 をど う考えるべきか とい う着眼点 の整理 であ る。細

目としては次 にあげるよ うな学習項 目である。

・ハー ドウエア資源 の評価方法

・ソフ トウエア資源 の評価方法

・自動化 され た評価手法

・システム資源 の詳細見積

これ らの学習にはC3,C4で 学 ん だ知識 を前提 として必要 とす る。

D1で の学習 について触れ る と,D1の4章 で,シ ステム開発予算 について学 んでいるが,

予 算 について見 るとD1の4章 で とりあっか うのは,「 予算の決 め方」 であって,こ の章 で学

ぶのは 「予算 の有効 な使 い方」 である。またD1の5章 で,費 用 の考 え方 を学 んでいるが,そ

の際の着眼点は,シ ステムの 「有効性」 に焦点 があてられていた。この章 で学ぶ のは,シ ステ

ムの 「効率」 とい う点か らみ た費用効果 の分析 である。内容的 に重複 す る面 もあるが,着 眼点
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の差異 に留意す る必 要がある。

本章の主 目標 は,シ ステムを成立 させるた めに必要な条件 としての広義 の設備計画(ハ ー ド

ウエア/ソ フ トウエア)の 評価方 法の基礎 を明確 にするこ とである。評価手 法の実例 と,費 用

見積 りの実施例について も触れ る。但 し,見 積 り作業 に必要 な具体的資料等 の例示 にっいては

D4の 単 元 でと りあつ か う。

内 容

2.1ハ ー ドウエア資源の選択

情報処理システムの中心 になるハー ドウェアは言 うまで もな くコ ンピュータ ・システムであ

る。情報処理 の形式 を大別すると,バ ッチ処理 を主 とす るオフ ラインシステムと,リ アル タイ

ム処理 を主 とす るオ ンライ ンシステムの2つ の形態がある。 コンピュー タは歴史的には前者 を

中心 にして発達 して来たため,そ の機器構成 はバ ッチ処理型の ものが主流 になっているが,情

報要求の本質(即 時性 な ど)か らみる と,今 後の設備検討には,オ ンライ ン ・リアルタイム処

理のための機器構成 を重視 しなければならない。設備規模 の検討 は,中 央処理装置の能力の想

定か ら始 めるのが従 来のパターンであるが,む しろ端末 と通信網 の計画か ら出発する方法 も検

討 してみるに値す る。

学習の便宜上,ハ ー ドウェアの選択,ソ フ トウェアの選択,端 末及び通信系の検討 などの項

目にわけて学習するが,こ れ らは個 々独立 に検討すべきものでな く,こ れ らのシステムエ レメ

ン ト間の相補的な関係 の研究 を重視すべ きである。

(1)能 力 の定量的評 価

ハー ドウエア能 力 を静的 に評価するものであ り,カ タ ログ値に もとつ く選択基準の作成 と

もいえる。

学習方法 として,一 定の条件(例 えば,投 下費用,中 央処理装 置の速度な ど)の もとに,

各 社 のカタ ログを取 り寄せて比較表 をつ くることな どが有効 であろ う。

評価項 目としては次 の ようなものがある。

① 中央処理装i置(centralprocessor)

・処 理装置の数

・命令 のオーバー ラップ.機能 の有無

・サイクル タイム

・演算方式

・四則演算 の速度

・割 り込 みの レベル
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・レジスタ数

・命 令 数

・ア ドレス方式

・実時 間回路

などが主要な尺度 である。

② 主記憶装置(mainstorage)

・語 長

・サイ クルタイム

'イ ンタリーブ

・オーバーラップ。

・素子 ・集積度

・記憶容量

・増 設単位
、

・ページ語数

・記憶 保護

・停止時 保護

③ バ ツフア記憶装置(bufferstorage)

別 名 キャ ッシュメモ リ(cashmemory)と 呼 ばれ てお り,主 記憶装置 と中央処理装

置 との間のデー タ転送に使 われている。

この装置 は,処 理 の高速化 に対処す るため考 え出 された もので,採 用 され ている機種 も

ある。

・記憶容量

・サイ クルタイム

・素子 と集積度

など,主 記憶装置 を同様 の尺度で評 価する。

④ 入 出力制御装置(inputoutputcontrol)

・チ ャネル数

・チャネルのタイプと数

・転送速度(transterrate)

⑤ 補 助記憶装置

・記憶容 量

・記憶密度
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・検索時 間(accesstime)

・回転待 ち時間

・デ ィス ク ・パ ックの場合 の取 りはず しの可否

・操 作 性

⑥ 入出力装置

・速 度

・操 作 性

・プ リンタの場合

活字体,複 写,可 能枚数,活 字交換

⑦ 通信制御装置

・直並列 変換

・回線数

・通信速度

・信頼性

・バ ッファ機能

・時分割機能

などがある。

これ らの性能尺度 はその価格 との対比で整理す る必要がある。或 いは傾向 の推移 をみるた

めの尺度 と して,記 憶装置 の1ビ ッ ト当 りのコス トとか演算装置 の1命 令 当 りのコス トな ど

を時系列 にプ ロッ トして,現 在及 び将来の概略値 をつかむ ことも,し ば しばおこなわれてい

る。

(2)附 帯 的条件 の評価

ハー ドウエア選択 についての附帯的条件 について,次 のような項 目を評価する。

① 保有機種 との互換性

プ ログラムの互換性 が最 も要求 され るもの の一 つであるが,

・磁気 テープ

・通信回線

によるデー タ受渡 しの可能性 にっいて も検討す る。

② 導入 に要する期 間

メーカまたは機種 によ り異 なるので検討 を要す る。

③ 設備条件の検討

・設置面積
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・消費電力

・電源条件

・空調条件

・床荷重

・調整期間

・搬入 出条件

④ 保守

・保守費

・保守体制

・保守 の容易性

⑤ 拡張性

各装置の拡張性 を検討す る。

⑥ バ ックア ップ

・他の コン ピュー タの利用 の可否

・導入前のテス トの可能性

⑦ 信頼性

故障 のひん度,修 理に要す る時 間などハー ドウエアの信頼性 を評 価す る。ただし,新 機

種 の場合 は,導 入事例が少 ないため,メ ーカまたは販売会社 か らの情報入手 に努力す る。

(3)処 理 系 としての機 器 の結合方式

(機 能の特性,信 頼性 な どの定量的表現)

(a)単 一 システム

(b)複 数 システムの結合

'機 能分割型

・負荷分割型

・待機 ・予備型

・二重化型

・階層型

・並列型

(c)コ ン ピュータ と通信系 との結合

端末機 器の種類 と数

通信網の結合形式

回線 の種類,媒 体
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集配信,交 換,変 復調の方法

伝送方法の実際例

(4)シ ステム仕様要求 の適合性評価

システム仕様 を設備 要求 の観点か ら検討 し,コ ンピュー タ能力 の定量化 と対応 させて要素

に分解す る。

① システム仕様 に対す るコン ピュータ能力の適合性の判定

・処理速度の要求

・プログラムの大 きさと容量の対応

・データ量 と容量 の対応

・処理 のタイ ミングの適合

・入出力形式の人 間工学的考慮

② 拡張性 に対する予測

(シ ステムの拡張性 設計)

・将来のシステム拡張計画 を想定する。

・システム ・コンバー ジ ョンの手順 を考察する。

③ 信頼性 の予測

(シ ステムの信頼性設計)

・故 障発見の方法 をあらか じめ検討 してお く

・修復の手順 を設 計 してお き,場 合 によっては組込 む等の予備手順 をとってお く

・特 に端末 も含 めて系全体 のMTBF
,MTTR等 を算定 してお く。

Z2ソ フ トウエア資源 の選択

ソフ トウエアについては,個 別機能 の抽出が難 しいため,ハ ー ドウエ ア選択 のよ うな定量的

な尺度 の整理 はあま りお こなわれていない。

(1)ソ フ トウェア単体 の評 価

評価するために とりあげ るソフ トウェアは,次 のように分 けて説明す る。

・オペ レー ティング ・システム

・言語 プ ロセ ッサ

・オ ンライン ・サポー ト・ソフ トウェア

'デ ータベース ・マネ ジメ ン ト・ソフ トウェア

① オペ レーティング ・システム

オペ レーテ ィング ・システムにっいては,そ の発展の経過で,機 能 の多様性 が望 まれ る
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ため,性 能評価 の定量的尺度 は二義的 に考 え られていた。 しか しなが ら今後はその選択 と

い う立場 を考 えると,例 えば オペ レーテ ィング ・システム自身 のレジデ ンスの大 きさとか,

オ ペ レー ティング ・システムの働 きに よる システム性能 の効果 の良否にっ いては,き び し

く検討すべ きである。オペ レーテ ィング ・システムの機能 はそのよ うな項 目に分類 して考

えることができる。

・入出力制御

・タス ク管理

・デー タ管理

・ジョブ 管理

・TSS機 能

さらにっけ加 えると,次 の ような点があげ られ る。

・機能 の特性

・入出力管理

・データ管理

・主記憶域 に対するオーバヘ ッ ド

・常駐域に対す るオーバヘ ッ ド

・各機 能の処理速度

・言語機能

・ライブ ラリの種類

・通信制御機能

・デバ ック支援機能

・使 いやす さ

・メモ リ・サイズ

・障害管理

② 言語 プロセ ッサ

・複雑な プログラムの能力

・オブ ジェク トプログラムの能率

・プロセ ッサのオーバヘ ッ ド'

・プログラム作成 の費用

・コンパイルの時間

・言語 の説明文書

・デバ ッグのた めの支援機能
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・互換性

・デー タ通信 との連結

◆データベースとの連結

・そ の他 ソフ トウェア としての信頼性 な ど。

③ オンライ ン ・サポー ト・ソフ トウエア

・リエン トラン ト機能

・多重度 の管理

・バ ッチ との相互乗 り入れ

・メモ リ管理

・障害対策

・使 用 メモ リ数

・オペ レーテ ィング ・システム との関連

④ データベース ・マネジメン ト・ソフ トウエア

・デー タ ・ベー ス構造

・サポー ト言語

・利用形態

・記憶構造

・障害対策

(2)ハ ー ドウエア との組合せ

ハー ドウエアとの関連 も強 いので,分 離 して ソフ トウエアだけで比較検討 できないことも

ある。

実際的 な評価尺度 として,ハ ー ドウェア とソフ トウェアの組合せ全体に対 して,次 の よう

なチェ ックポイン トを設定す る方 法が習慣的 におこなわれ ている。

① 仕様 に対する応諾(compliance)

② 価 格性能比(price-performance)

③ ス ループッ ト(throughput)

④ 拡 張性

⑤ 信頼性

⑥ ユーティ リテ ィ ・プログラム等(デ バ ッグ支援 も)

⑦ 言語 プロセ ッサ(機 能 と効率)

⑧ オペ レーテ ィング ・システム(機 能 とオーバヘ ッ ド)

⑨ 保守費
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⑩ 記憶装置の拡張性,入 出力装置の拡張性

⑪ 入出力装置の種類,速 度,費 用

⑫ 納入時期

⑬ 命令 の種類 と能力

⑭ 通系制御,マ ルチプ ログラ ミングの機能

⑮ 入 出力チャネルの特性

⑯ 装置の切換(deviceswitching),マ ノレチ プロセ ッサ,共 有 ファイル(sharedfiles

system)な どの能力

⑰ 電九 床面積・空調な どの要求事項(physicalrequirement)

⑱ 内部処理速度

⑲ 他の コンピュータによるテス トの可能性

⑳ バ ックアップ態勢(他 の コン ピュータの利用)

⑳ 保証事項

⑳ レンタル制の場合 のキャンセル等 の契 約上の制約条項

⑲～⑫はメーカーに対す るチェ ックポイン トである。

2.3シ ス テム効率の評価

前節で と りあつかったハー ドウェア/ソ フ トウェアの選択手順はシステム設計 としてのオー

ソ ドックスな手続 を踏んだ ものである。 この ような方法とは別に,コ ン ピュー タの能力の評価

方法 としてパターン化 され た各種の方法 が存在 している。 ここではそれ らの うち二三 を学習 し

てみる。

パターン化 された評価方法 とは次 のよ うな ものをい う
。

・ギブ ソンミックス法等

・ベ ンチマークテス ト

・シ ミュレーシ ョン

・自動評価 のパ ッケージプログラム

●コンピュー タ稼動診断

これ らの評 価方法 を説明す る場 合,長 所,短 所 にっいて も整理 しなが ら解説す る方法 をとる。

(1)ギ ブ ソンミックス法

ギブソンミックス法 はコン ピュータの能力評価の方法 として米国宇 宙局 で開発 された もの

である。基本的 な演算機能 の処理時間 に重み係数 を乗 じてその積和 を計算 してコン ピュータ

の能力比較 の指標 に しよ うとす る考 え方である。ギブ ソン ミックスの係数 では,科 学技術計
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算 の比重 が高いので,事 務計算用 のコンピュー タの評 価にはむかない面 があ る。これ を修正

する意味 で分類集計 の計算機能 に対す る重みづ けを高 くしたコマー シャル ミックス法な ども

提案 された。これ らの評 価法 はコンピュー タの計算能力 のみに偏向 した考 え方であったので,

さ らにこれ らを修正 して,フ ァイル更新能力 を重視す るアウエルバ ッハ法などが提案 された。

これはベー シック ・ソフ トウェアの能力 の評価 も加味 した ものであ る。評 価尺度 の指標 を設

定す るこの種 の方法 は,比 較 評価 を概括的 に行 うのに便利 である。既製 の係数 をそのまま う

のみ にして使 うだけではな く,対 象問題 のシステム設計に対応 させて最 も適 合す る係数 を新

たに設定 する とい う試 み も学習 の一助 となる。

(2)ベ ンチマーク ・テ ス ト法

ベ ンチマー ク ・テス トとは,実 際の業務 をそのままに反映 させ るよ うな標準問題 を設定 し

て,そ のプログラムをそのまま コンピュータで処理 させてみ て,そ の総合的 な処理能力 を判

定す る方法 である。 コンピュー タの能 力 を要素毎 に評価するのではな く,全 体 としての処理

時 間,使 い易 さ等 が把握 できる とい う利点があるが,難 点 として標準問題 の設定が難 しい と

い う点 と,テ ス トに使 用出来る コンピュー タが実在 していない場合 には不可能 であるとい う

点がある。候補機種 を実際 に使用 して優劣の比較 が出来 る とい う点は最 も確実 な評価方法 で

ある。 システム設計 が十分 に進行 した段階 で,そ のプログラムを使 って確認 す ることが出来

れば最 も確実 な評 価方 法になる。対象 システムに適合す る標準問題作成 のための着眼点な ど

を整理 してみるのもよい。

計測 には,オ ペ レーテ ィング ・システム組 み込みの ソフ トウエア(SIP)に よ る カウン

トとハー ドウエア計測機(HIP)に よ る計測があ り,次 のよ うな点 を比較す る。

平均命令実行時 間

オペ レーティング ・システムのCPUオ ー バヘ ッ ド

フ。ログラムのCPU利 用 率

1/Oの 利 用率

ターンア ラン ド(ま たはELAPSED)時 間

バ ッファ ・ス トレージがある場合のHIT率

コ ンパイル,ア セ ンブル時間

(3)シ ミュ レーシ ョン法

シミュレー ションに よる予測 は,シ ステム条件 の中の不確実 な部分 を確 めたい時,あ らゆ

る分野 で利用 出来 る。ハー ドウエアの機能,ソ フ トウエアの機 能 の両面 に利用出来 る。複雑

な処理系 を考 えた場合 の総合的 な応答時 間の推定 などには待行列 のシ ミュレーションが使 わ

れ る。 シミュ レー ション ・モデルの設計の良否 に左右 され るとい う難点 はベ ンチマークテス
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トの場合 と同様である。 シミュ レー ションに使用す るプログラムとして新 たに専用 の ものを

作 って もよいが,パ ッケージ ・プログラムと して用意 され ている汎用 シミュ レー ション ・プ

ログラムを使 う方が能率的 である。

設備検討 のための シミュレー シ ョングラムの使用方法 を研究 してみ る。

(4)自 動 評価 のパ ッケージプ ログラム

自動評 価のプログラムとは,最 近 コンピュー タ ・システムその ものが複雑化巨大化 したた

め,単 純 な評価方法を採用 することが次第 に困難 になったこ との打開策 として開発 された評

価専 用のフ.ログラムを云 う。この種 の評価 プログラムではオペ レーティング ・システ ム等 の

システムプ ログラムの性能評価 も行 える し,コ ンピュー タ ・システムの要素 の組 合せ方や オ

ペ レーテ ィングシステムの各機能の有効 な利用 方法 の探索 に も使 える。 この種 の評価プ ログ

ラムが どのよ うな比較項 目をもっているか を研 究 してみ るの もよい。

SCERT,CASEと い ったパ ッケージ化 された専用 のフ。ログラムが発表 され てい る。

(5)コ ン ピュータ稼動診断

シ ミュ レーシ ョンやベ ンチマー ク ・テス トはテス トのために一定 の環境 を人為的に設定す

るものであるが,稼 動診断 は実行中の通常 の環 境で測定 をおこなうものであ る。自動評 価の

パ ッケージプ ・グラムの場合 は ソフ トウエア ・モニタであるため短所 と してモニタ自身 によ

る外 乱の影響 をまぬがれない し,OSの 変 更に追従するのが困難 になることもあ る。 この短

所 をお ぎな うために,ハ ー ドウエア ・モニタが使用 され る。 コンピュー タのメーカ自身が,

CE用 と して診断用のモニ タを保有 していることが多いが,た とえば一定時 間内 に処理する

業務量 を もう少 し増せ ないか,業 務 の ピーク時 の稼動率 を平均化できないか,結 果が できる

までの時 間を短縮 できないか,な どとい う問題 を検討す るための診断 には,CE用 のハー ド

ウエア ・モニタだけでは不足す る。 これ らの問題解決 のためにハー ドウエア ・モニタと分析

評 価の システムとを組 合せた稼動 診断 がお こなわれる。稼動診断 は次の手順 でお こなわれる。

① 調査 と目標設定

② ハ ー ドウエア'モ ニタによる測定

③ 分析

④ ボ トルネ ック抽出→対策

⑤ デ ータの表示 と記録

6評 価

上記の手順 の うち② と⑤ に稼動診断 のためのハー ドウエアが用意 され ている。

ます ます複雑 になる リアル タイム システムの効率向上 のた めには,今 後 はこのような稼動

診断 も必 要になる。
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表2-1コ ン ピュー タの自動評価法

「 評価尺度の指標化

ギブ ソンミックス法

コマーシャル ミックス法

アウエルバ ッハ法

業務 プログラムによる試計算

ベ ンチマー クテス ト

実 プログラムによるテス ト

シ ミュレーシ ョン

応答時間の予測

業務拡大状況の予測

回線,チ ャネル,デ ィス ク1/Oの 頻度

パ ッケー ジ型評価専用 プログラム

SCERT等

ハ ー ドウエア ・モニ タとの組 合せに稼動診断

実機 に対 し,実 行環境 中での診断

2.4設 備 計 画

システム仕様 を設備要求の観点か ら検討 し,コ ンピュー タ能力 の定量化 と対応 させて,設 備

の選択 をおこない,そ の結論 を記述 した ものが,設 備計画書 である。

設備 計画 の標準的 な手続は次 のように要約 され る。

(1)ハ ー ドウェア/ソ フ トウェアの能力

・コンピュータの能力 をた しか める

・コンピュー タの結合方式 を決 める

(2)シ ス テム仕様 との対応

・システム仕様 をコンピュータの要素能力の表現形式 に分解 する。

・システムの拡張性 を考慮する

・システムの信頼性 を算定する

(3)設 備 要素の能力配分表 を作 る

・設備選択 だけでな く,負 荷配分をあ らか じめ決 めてお く。

・これにはプログラム構造,デ ー タの流れの概略 を想定 してお く必要 がある。

設備計画書には,ど うい う考 え方でその設備 を選 んだか を記述 してお く必要 がある。その一

例 として,シ ステム仕 様か らコン ピュータの負荷 をどう推定 したか とい う点があげ られ る。 こ
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のためには,コ ンピュータ等 の各 ンステム要素 に対す る負荷 の配分表の形 にまとめることが望

ましい。負荷 の配分予定表の形 に表現 しておけば,単 一処理系 による複数 システムの運 営の場

合に も計画資料 として使 用出来 るし,シ ステム実施後 の予定 と実績 の対比検証 の資料 とす るこ

とも出来 る。 システム規模 の拡張 の参考資料に もなる。

設備計画 を行 うためには,上 記のよ うな設備その ものに関す る知識の ほかに,シ ステム設計

の内容 について もあらか じめ概要 をっかんでお くことが必要 になる。

システム設計 の詳細 については今後 の章で学習する予定ではあるが,設 備計画の ための判断

に資する範 囲で最小限次のよ うな項 目についてあらか じめ把握 してお くことも望 ましい。

① プ ログラムの構造 の把握

・プログラムの簡素化(標 準ルーチンの利用)

・メモ リスペ ースの効率的利用(セ グメンテーシ ョン,オ ーバ レイ等)

'プ ロ グラムのモ ジュール構造(リ ロケータブル ・リンケージ等)

'入 出力装置 の割箸 と処理手順(オ ペ レーテ ィング ・システムのタスクコン トロール)

・言語処理プ ログラムの機能

② データの流れの把握

・インプッ トデー タの仕様

・アウ トプッ トデータの仕様

・中間結果

・非同期処理 の状況

これ らに関連 する知識 として

③ オペ レーテ ィングシステム

④ デー タベース管理 プ ログラム

などの性能にっ いて もあわせて検 討 してお くこ とが要求 される。

設備 の選択 は,フ ィジカル設計の出発点である。設備 を決める場合,何 が重要 な要因になる

かどうかとい う判定は,シ ステム設計の考 え方 でもある。

このように,コ ン ピュー タを含む設備計画には、技術的にみて,通 常 の設備計画 よ りも,考

慮 しなければな らない注意事項 が多いが,費 用面か らみれば,通 常の設備投 資計画 のための手

法が適用 できる。例 えば,MAPI法(MachineryandAlliedProductsInstitute)あ る

いは,NewMAPI法 な どによって設備更新の時期 を検討 してみる試みなどは,投 資 がもつ

意味 をっかむ上で有効 である。但 しコンピュー タの場合は一般機械 の稼動劣性 に該当する もの

は陳腐化であるが,こ れ らの推定は難 しい。設備 の更新 についての経済的判断 をどう考 えるか

という点 を学ぶ ことに重点 をお く。システム設計のための設備計画 でもう一つ の難 しさは,八
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一 ドウェァの選択 が
,そ れ だけで独 立に経済評価 が出来 に くい とい う点である。 ハー ドウェア

の選択 が,ベ ーシ ックソフ トウェアの選択 も含んでいて・ しか もその性能 が・以後 のシステム

開発 コス トに影響 をあたえるとい う因果 関係 がある。

機能の価値或 いは投資 の採算性 とい う分析的 な評価方法の他 に,い くつかの評価 要素(安 定

要因,成 長性要因,市 場性要因,経 済性要因な ど)を あ らか じめ設定 しておいて,こ れ らにっ

いて評点法,プ ロファイル法(評 点 をグラフ表現 した もの),チ ェ ック リス ト法 などによって

総合 的にと らえて判定す る方法 などもある。

設備選択の問題 は,以 上の ようにいろいろな方法 があるが最終的 には意思決定の問題 に帰着

して,純 粋 に合理的 に決 められない面 もある。重要な要因は,そ の設 備選択に対 して,シ ステ

ム開発 グループの合意 が得 られているか どうかとい う点である。

設備計画 を順調に進 めるた めには常 日頃機器 に関す るメーカーのカタログ を整理 して収集 し

てお く必 要がある。ハー ドウェア,ソ フ トウェアの性能や機能 を比較検 討す るための一次資料

はこれ らのカタログ類 である。 しか しなが らこの記載 にはメーカーの宣伝的脚色 も含 まれてい

るので客観的比較資料にはな り難 い とい う欠点 も多い。 これ らに対す る補足修正資料 として,

そ の機種 のユーザーか らの情報,他 メーカーからの批判等 が二次資 料 となる。概括的 な比較資

料 として,ア ンケー ト集 計表,ハ ン ドブック等 の一覧比較 表は三次資料 となる。特定 の機能 や

性能 のテス トの実施結果 が学会 な どに公表 され ることもある。

設備計画 の基礎 は実務 上の視 点か らみた場合,結 局の ところ,技 術資料の収集 とその整理蓄

積である。 したがって,こ こでの学習項 目は最終的 には,技 術資料 をどのような方法 で整理 し

ど うやって活用するか を検討す るこ とになる.

・技術資料の分類区分

・収集蓄積方法

・活用のための整理方法

・設備計画に必要とする項目の抽出

2.5設 備 選択の実務

前節 までに学習 した設備選択のための基本は,シ ステム設計 として理想化 された手順にそっ

た もので あった。 しか しなが ら理論に対す る実際 という立場 も忘れてはな らない。 この節では,

実務的 プラクテ ィス を概観 することにする。

(1)シ ス テム評価の体系

コンピュータの実用化の発 展に伴 って,様 々な経過 をた どって,現 在実施 されているシス

テムは,大 型化,複 雑化 し,シ ステム管理の方法の見直 しの必要 が感ぜ られるよ うになって
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いる。 このよ うな認識は,主 として,シ ステム開発費 とその維持管理費 の増大 をくいとめた

い という意図 に発 している。そしてそのた めの対策 として何 らかの システム評価制度 が,組

織的 に実施 されているのが実状である。その骨格 はおおむね次に示すよ うな手順 になってい

る場合が多い。

システム化

要 望

シ ス テ ム 分 析

システム開発構想

シ ス テ ム 設 計

シ ス テ ム 設 置

事 前 評 価

(計画評価)

事 後 評 価

(実績評価)

図2-1シ ス テム評価 の体系

この ような評価 制度 のね らいは,組 織的承認 を明 らかにす ることと,開 発段階 の区切 りを確

認することである。システム評価 制度 は一 つにはこれか ら開発に とりかか ろうとするシステム に

適用 され る場合 と,他 の一つ にはす でに稼動 中の システムに対 して適用 される場合の二通 り

がある。設備選択 の問題 は,こ れか らと りかかるシステムの場合の事前評価 の一部分 に組 込 ま

れている項 目であることが多い。 したがって実務的学習 としては,現 存 している評価制度の中

の具体例について,そ のチェ ックポイン ト等 を調査する ことなどが考え られる。

(2)設 備 計画 の コス ト分析

設備には耐用年数 がある。設備計画の前提 に想定 してお くべ き事項 は,想 定 した耐用年数

に対す る経 済性 の試算 である。即 ち

・設備投資の資本回収計画

・設備の想定寿命,耐 用年数,陳 腐化率

・減価償却の計算

などで ある。購 入 した場合の ソフ トウェア ・パ ッケージなども最近は固定資産 とみ なされる

の で,設 備 とは単純 にハー ドウェアだけ と考 えることは出来ない。

コンピュータの価格にっいては,さ らに詳細な検討 が必要になる。その理 由の一つは,コ

ンピュータ費用に対す る レンタル制の普及 である。 コンピュータの費用については,買 取 り

の場合 とレンタル制 の場合 の比較,さ らには,買 取 りの形の変形 としての リース契約の場合

との比較 なども考慮 しな ければならない。一方 コンピュー タそのものの もつ技術 革新の早 さ

のため陳腐化の速度 も普通の機械に くらべて早 いため,単 純 な経済計算のみで判定出来ない

点があることが,設 備計画 問題 を複雑 にしている。 これ らの事項に関する実務的 な考察事項
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を学習 してお く。

(3)機 種 選定 の実務的手順(提 案書)

システム設計 に基づいて設備 を選定す るとい う手順に したがった理想的な設備計画 の方法

では,シ ステム ・コンポーネ ン トをメーカにこだわ らずに任意 に選択 し,そ の組合せ として

システムを構築す るとい う過程になるはず である。 しかしなが ら実務的 には,こ の ような理

想化 され た手順 をとることはまれである。実際上普通 にお こなわれている設備計画は,機 種

選定のために,メ ーカーか ら提案書 を提 出 させて,そ の内容 を比較検討す るとい う方法が採

られている。この ことは,情 報処理 システムのほとん どの機器が,そ れぞれの メーカーで総

括 的に製造 されているという現状に起因す るものである。このような事務的習慣による 「提

案 書方式」 の実態にっいて一通 りの知識 も心 得てお く必要がある。

この場合,発 注者側 は,シ ステム設計 の概 要 をシステム仕様 として複数のメーカーに明示

し,夫 々の メーカーは提案書 とい う形式 で,メ ーカー側か らみたシステム設計 を提 出する。

その上 で競 争入札に よって最終的 にメーカーを決定す る。

・発注者の システム仕様

システム ・フローチャー ト

システム ・ファイルの詳細

デー タ量 の増加 の予想

・メー カーの提案書

ハー ドウエア

ソフ トウェア

要員

パ フォーマ ンス

拡張性

メーカーか らの開発援助体制

レンタルと買取の価格 その他

(他 の納入先ユーザの状 況)

極 端 な場合には発注者側はみずか らシステム設計 をお こな う必要 もな く,競 争入札のため

設備 費用 も自然に押 しさげ られ,き わめて楽になる方法であるが,こ の方法によって最適 な

システム設計 を得 られ ることは少ない。 しか しなが ら多 くの類似 システムを経験 したメーカ

ーの場合 には無難 な設備 計画 を提案 して来 ることもあるとい う利点がある。
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表2-2設 備 選 択 の フ。ラ ク テ ィ ス

① システム評価 の体系の一部 として

(組 織的 システム評価制度)

・事前評 価……チェ ック ・ポイ ン ト・リス ト

・稼動評価

② 設備計画 のコス ト分析

・耐 用年数 と減価償却

・買取 とレンタル制 の比較

③ 提案書制度

・発注者側 のシステム仕 様

・メーカー側 の提案書

・競争入札

指導上の留意点

我が国でのシステム計画は,ま ず い くっかの主要なEDPS化 対 象 業務 を想定 し,そ れ らの

全部 を消化するのに必要な能力 に幾分かの余裕 をもたせたハー ドウェア計画が先行する。導入

計画にたずさわる人 々の 中で も対象業務にっいての考 え方 に認識の精粗の差があるのが普通で

あるので,コ ンピュータの能力 をどの程度 にすべきか とい う点ではその決定のためのよ りどこ

ろはは っきりしないこ とが多 い。極端 ないい方 をすれば,ハ ー ドウェアの選択に関 しては,そ

の時期での同業他社 の動 向とか,設 備予算の余裕 とか,宣 伝効果 とか,シ ステム設計 とは別次

元の要因で決定 される ことが多 い。ハ ー ドウェアの選択の決定 がまず先にお こなわれて後に,

想定 されていた複数 の対象業務 があらためて検討 され るので,そ れ らの実施 は,プ ログラム作

成の完了 した順に,さ みだれ式 に実行 に移 され る。 したが ってプ ログラム作成のお くれ たもの

ほど,ハ ー ドウェアの容量 の不足や,ハ ー ドウェア/ソ フ トウェアの組合 せの不整合 が多 くな

る。 これ らの不足不整合 がめだちは じめる段階に来て再び設備 の増強が検討 され る。 これ らの

経過 を一言でいえば,ハ ー ドウェアとソフ トウェア(ア プ リケーシ ョンプログラム)の 両者 を

同時に考 えたシステム設計がな されて ない と言 って よい。

システムとは共通の 目的 を達成す るために結合 された多 くの部分 の複合体 である。 システム

の部分集合には,こ の章で と りあつか うシステム資源 としてのハー ドウェアとソフ トウェアの

ほかに,ア プ リケーシ ョンプログラム(次 章以降で学習す る内容)や,シ ステムの運用に関与

する人間,シ ステム運用の操作や手順(広 義 の ソフ トウェア)な どがある。

本章で学習すべ き項 目は,そ の中の基本的ハー ドウェアと ソフ トウェアの組合せ をシステム

目的 に最 も適合 した形 に選択す る方法 を研究す ることである。 この基本線 をあきらかにしてお
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けば,我 が国で実際にお こなわれているシステム計画の実状(一 つ のコンピュータに異質の シ

ステムを乗合 自動車の乗 客のよ うに押 し込 むや り方)に 対 して も実際的な判断基準 をさらに明

確 な形で提供で きるであ ろう。

この節 での学習に最 も関連 の深 い予備知識はC3の 単 元である。

(1)カ リキュラムの中には,や や詳細 にわたる,検 討項 目の例示 がおこなわれているが,こ れ

らの一つ一つ を検討す る必 要はない。設備計画 とは,こ こに例示 してあるような項 目を多角

的に検討す ることが,大 切な点 であることを指摘 し,シ ステム設計の枠組 の大要を教示す る。

(2)シ ステムの効率 を重視す るとい う視点か ら,パ ターン化 された 自動評価手順 を採 りあげて

あ る。 これ らの評 価方法が、 システムの効率 をどのよ うな着眼でみているかを研 究させる。

(3)設 備投 資計画 を費用面 からみて研究す る。即 ち減価償却 とか運営費用 とかにっいて考察 す

る。この章 で学習する費用 の問題 は運用費に重点がある。(単 元D1の 第5章 と対比す ると,

D1の 場合 は開発費 に重点 があ る。)

参 考

MAPl法

M.A.P.1法 と い う の はTerborgが1949年 に 発 表 し た"DynamicEquipmentPolicy"に

述 べ られ て い る考 え 方 を 基 に し て,MAPI(MachineryandAlliedProductInstitute)

が刊行 しだMAPIReplacementManual"(1950)に よ る設備投資 のための方法論である。

MAPI法 は 設 備問題 の考 え方 を数学的 に単純化 して,従 来漠然 といわれていた陳腐化 とい

う概念に計量的基礎 をあたえている。即 ち,稼 動劣性(operatinginferiority)と い う変数

を考 え,設 備 の稼動劣性 は線型(linear)に 増加す ると仮定す る。その年間成長度 を劣 性 度

(inferioritygradient)gと す ると,処 分価格 を0と した時の第1次 近似式は

・一厚 ・AM－ 両+i;・

n:新 設 備の最 も経済的 な使用年数

c:新 設 備の コス ト

i:設 備 投資に用 いる資金 コス ト

ここでAM(adverseminimum)は 稼 動劣性(年 々増大す る変数)と 設備 の年 平 均 資 本 費

(年 々減少す る変数)の 両者 の平均値 の和(AA:adverseaverage)の 最 小値 である。新旧

両設備のAMを 比較 して,費 用最小にするには,

AMo>AM1{0:旧,1:新 を あらわす}

の不等式 が成立す る時 を投 資時点 とす るのがMAPI法 の骨子 である。
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newMAPI法 は,上 記 のoldMAPI法 を発 展 さ せ て,Terborgが1958に 発 表 した 。

"B
usinessInvestmentPolicy"の 考 え 方 で あ る 。 こ こ で は 独 立 投 資 と取 替 投 資 を 同 一

の 基 盤 で 評 価 す る た め の 比 率 と し て,一 種 の 収 益 率(relativerateofreturn)を 提 起 して い る 。

こ の 比 率 に よ っ て 投 資 の 順 序 づ け を お こ な うの で,Terborgは これ をurgencyratingと 呼 ぶ

P1十(R-R,)一(C-V1)
r=

C-R

C:新 設備 の現在価値

P1:取 替 を1年 のば した時の損失

R:旧 設備 の今 日の残価

R1:旧 設備 の1年 後 の残価

V1:新 設備 の1年 後 の残価

これ で独立投資 の場合 はR・=O,R、=Oで

P1-(C-V1)'
r=

C

とな る。

01dMAPIは 設備投資の タイ ミングを考 えるための手法であ り,newMAPIは 投 資の順

序づ けをお こな う手 法である。

newMAPI法 は,

.newMAPIsystem(資 本 回収法)

・newMAPIformula(設 備 減価の減耗率)の 二 つで構成 されている。
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第3章 ソフ トウ ェアの設計

キ ー ワ ー ド

モ ジ ュ ー ル 化(designmodularity) ,サ ブ シ ス テ ム(subsystem),サ ブ シ ス テ ム の イ ン

タ ー フ ェ イ ス(subsysteminterfaces),構 造 化 フ.ロ グ ラ ミ ン グ(structuredprogramm-

ing),モ ジ ュ ー ル の 強 度(modulestrength) ,モ ジ ュ ー ル の結 合(modulecoupling),機,

能(function),性 能(performance) ,構 造(structure),階 層 図(hierarchychart),

機 能 図(factoringdiagram),流 れ 図(flowchart),標 準i手 続(standardprocedure) ,

技 法 集(programmingstandads),コ ー ド設 計(codedesign)

目 標

本章では,ソ フ トウェア設計 の中核部分であるフ.ログラム設計 の技術 を学習す る。

モジュー ル化,サ ブ システム のイ ンターフェイス,プ ログラムの標準化な どの項 目を学ぶ。

特に最近その体系化が進展 しつつあるプログラム設 計手法の大略 を全体的に概観 す る。内容的

にはC4の6章 でと りあつか った事項 の各論 であるが,ト ピックスの紹介 とい う程度 でな く,

そ の底流 にある設計思想 を考察 させ るとい う方向が望 ましい。

設計手 法 としては,D2の1章 で,網 羅的知識 として一応学んであるが,そ れは或意味 では

道具或 いは材料 として の知識 であって,こ の章で学ぶ ことは,そ れ らの材料 をもとに して ,プ

ログラム設計 を構築 す る技術で ある。 ソフ トウェア設計 の成果物は,プ ログラム設計書である。

この章 の主 目標 は,プ ログラム設計書 の要件 を整理 し把握することに集 約 される。

内 容

3.1ソ フ トウェア開発の現状

プログラム開発は,コ ンピュー タで実際 に実行 され るプ ログラムを作成す るこ とであるので
,

そ の内容 は具体的現実的 な方法の集積 である。 ところが,そ の内容 が具体的であるのに反 して,

開発技術 を体系的 に整理す るこ とは最 もお くれてい る分野である。

ここではまずは じめに,こ の点 か ら考 えてみ ることにする。 コンピュー タ技術 は
,誕 生後 日

が浅 く,他 の工業技術 にくらべて熟成 していない面が多い。技術 とい うよ りも職人技能 である

と言われることもあ る。この点は プログラム開発 のようなソフ トウェアの分野で特 に顕著であ

る。
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職人技能 である と指摘 される点 はどんな面だろ うか?そ の理 由は何 なのか?技 能か ら技

術へ昇格す るための改良はできるのか?技 能に とどまるよ うな本質的な難点があるのだろ う

か?等 々にっいて観 察 し,考 慮 してみ ることは,開 発 技術 を深 く学ぶ上 で価値 がある。

着眼点 として次 のよ うな事柄 から考 えてみる とよい。

「プログラム」 を,一 つの生産物 としてみて,一 般の工業製 品と比較 してみ ると,次 のよう

な諸点が指摘 され る。

(1)コ ン ピュータ技術は言語を媒介に して,ソ フ トウエアの 生産 をおこな つている。 この点

で,ハ ー ドウェア を媒介に している一般工業製品 と性格 の違 う面が あ る。 ソフ トウェ ア

(言 語)を 媒介にすることによ って,そ の生産活動 はハー ドウェアか ら独立 し,ソ フ トウ

ェアが ソフ トウェア を生 むとい う増殖系になっている。(工 作機械が機械 を作 り出 し
,そ

の循環が次第 に機械工業 を精密化 した歴 史と似 た点 もあ る。)

… …… プ ログラム開発の現状 を認識する上で
,言 語の研究 と言語の選択 の問題 は一つの重

要なテーマである。 コンピュータ技術 での言語 の発展経過 を概観す ると次の図式のよ うに

なる。

1960 1965 1970 1975

手順向き言語 操作向き言語 デ ー タベ ー ス用 言 語

問題向き言語 コマ ン ド言 語 仕様表現言語

{
操作向き言語:O.SのJCL等

コマン ド言語:TSSや インタラクティブシステムでの指令語など

データ ・ペース用言語:親 言語方式及び独立言語方式

図3-1人 工言語の開発の焦点の移動

プログラム言語,特 に手順向言語それ自身の本質の研究は,プ ログラム開発のための前

提として重要な学習項目であるとともに,ソ フトウェア技術の発展の方向を認識するため

にも有効な学習上の足場である。言語 をプログラムを書 くための単なる道具であると軽視

してはならない。言葉は思想でもある。腕のいい職人は道具 を大切にする。プログラム開

発技法の最近の話題 も,プ ログラミング言語の選択と密接な関係をもっている。

(2)プ ログラムは試作品であり且つ実用品である。工業製品の場合は,試 作品がそのまま商

品として市場に流れ る例は少ない。造船やプラント建設の例のように,注 文 があってその

都度設計 して製作するものの場合でも,設 計段階で数個の代替案に対する試行錯誤がおこ

なわれ,比 較評価の結果製品が作 られる。プログラム開発の現状では,プ ログラム設計に

対して,そ の設計方針のよしあしを論議する習慣が少ない。多くはプログラマの好みによ

って技術的決定がおこなわれる。システム設計の段階では,或 程度の代替案の比較検討が
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お こなわれているにもかかわ らず,最 も具体的で定量的比較 も容易 なはずのプログラム設

計の中味は,そ れ にもかかわ らず比較評価 の外光 の下 に さらされることが少ない。技能 と

呼ばれる所以 の一つが ここにある。現在のプログ ラム開発 は,次 のような経過でお こなわ

れることが多い。

(i)シ ス テム設計仕様書 が渡 されると,プ ログ ラマは,流 れ図を作成 する。

(iDモ ジュール分割が 必要 であると聞か されているので,プ ログラマは前記の流れ図を

大体 の流 れに沿 って適当に分割す る。

(川)分 割 ができる とただ ちに夫 々のモジュー ルの コーディングとデバ ッグにとりかか る。

(iv)作 業 の進行 中に設計変更が次々におこる。

(V)各 モ ジュー ルは設計変更のためのつぎはぎで,予 期以上にふ くれ あが る。

(vi)一 応全体 が完成 し,実 行に移 るとまもな く,さ まざまな理 由でプ ログラム修正の要

求がお こる。

(viDプ ロ グラマは保 守 と修正に明け暮れ る。

(vm)プ ログ ラムの修正 をくり返す うちに,全 体 の関係が こみいって来 て個々のモジュー

ルの修正 では対応できないようにな り,修 正作業 をあきらめる。

(jx)利 用 者 はこのプログ ラムを使 わな くな り,そ のプ ログラムは捨 て られる。

(×)莫 大な量 のプログラムに関する文書 はプログ ラム自身 も含めて誰 からもか え りみ ら

れな い。

このような経過 をた どる間,プ ログラマ以外 の者 にとっては,プ ログラムの中味が どう

な っているのかは結局わか らないままで,た だ現象 としては,プ ログラマのほ とんどの時

間がエラー を直す ことだけに費や され てい るとい う事実 を眺 めた とい うことになる。

………この ようなプ ログラム開発の個人依存を脱却 して,技 術 としての安定 を確保す るた

めに考 えるべ きこ とは何 か?

既 に学習 した 「基本設計 」と 「ソフ トウェアの設計」 では基礎事項の整理 に重点があっ

た。そのためここで指摘 したよ うな具体的問題点については答 えて は い な い。観 念 的 に

「標準化 」 とか 「文書化 」 とい う念仏 で解決で きる問題 ではない。 プログラムの設計過程

を明確に形式化 してみて,一 つ一つ具体的に検討すべき点 を列記 してみることか ら問題点

を整理 してみる必要がある。

・よい プログラムとは何 か?

・プログラムの文書化 は どこに着 目すべきか?

・プログラム技術 を蓄積す るにはどうしたらよいか?

・プログラムの標準化 は どこに着 目すべきか?
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(3)プ ロ グラムの作成 は個人々々の孤立 した思考作業 にたよ つているので,そ の生産性は低

い。適用業務 の範 囲が拡大 しているため,プ ログラム開発の生産性 をあげる必要が急 に高

まっている。一人一人 の生産性 が低 いため,グ ルー プによる共 同作業の必要がお こってい

る。この事情 は100年 前 の機 械工業 の発展過程 と類似 してい る。家内工業的生産 か ら工場

での集団作業への移行期 と同 じである。 コンピュー タのハー ドウェアの発達は ソフ トウェ

アのプログラ ミングの方法の変更 を次 々に要求 し,結 局,ハ ー ドウェアの発展 と需要の伸

展の両者の成長の谷間には さまって ソフ トウェア技術は産業革命期 の幼年労働者 のよ うに

み じめな要求過重 にあえいでいる。期限 も品質 も確保 できないまま不完全な プログラム を

次々に生産 しているのが現状 である。

ソフ トウェアの生産 は,未 だ工業生産 ではないのに もかかわ らず,工 業生産 らしい形 式

を採用 しようとして いるところに無理 があ る。工業生産 の生産性 をあげるた めの基本方式

は,家 内工業か ら現在 の装置産業 まで含めて,工 程 の分割による分業形態の採用 であると

い うことができる。プログラム開発 とプログラム構成 の基本事項 として,プ ログ ラムのモ

ジュール化 が強調 されているこ との由来は,こ の ような工業生産の考 え方に よる ところが

大きい。

プ ログラム開発技術 の現状 を把握す る上で,こ のよ うにプ ログラムを工業生産物 と考え

ることの出来 る面 と,ソ フ トウェア という特殊 性か ら考 えて,工 業生産物 とみなす ことの

できない面 との両者 を正 しく認識 してみ ることが大切であ る。

表3-1ソ フ トウェア開発 の性格

(1)プ ログラムの生産 は言語 を使 ってお こなわれ る。

・人工言語 の研究 が基礎 になる。

(2)プ ログラムは試作品 で且つ実用 品である。

・一個だけ しか作 らないとい う点では工業製 品ではな くて芸術 品であ る。

③ プログラムの生産 は個人の思考作業の生産性 にのみ たよっている。

・共同作業 の場合 で も産業革命前の工場制生産以上の生産性 は望 めな い。

技術 の伝承 が難 しいとい う点 で,徒 弟制生産 と同 じである。

3.2モ ジ ュール化

モジュール化 とは,一 つのプ ログラムを数個 の細 分化 され たプログラム群に よって構成する

こ とをい う。一つ のシステムを数個のサブシステムで構成する場合に も使われる概念 である。

モジュール構造の概念の 由来,有 効性 を研究す ることは,ソ フ トウエアの設計 と作成の基礎 に

なる。
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モ ジュール化 の意味 を研究す るための足がか りとして,言 語 プロセ ッサでのモジュール化 を

ふ りかえってみる。

(1)FORTRANの サブルーチ ン

モジュール化 の基本形はFORTRAN、 文 法の サブルーチンに あ らわ れ て い る
。サブル

ーチン とい う概念 が必要にな った理由は
,次 の2点 であった。

① メモ リ領域 の節約

② 同一処理手順 を何度 も書 く労力の節約

これ らを実現す るための手段 として,FORTRANの コンパイラでは,

⑥ クロー ズ ド・サブルー チン

⑤ オープン ・サブルーチン

の形式 で,夫 々のモジュール の結合 をおこなってい る。前者では,メ モ リの節約 に重点 があ

り,リ ンケー ジのための時間は余分 になる。後者では実行用のフ.ログラムにその都度挿入 さ

れ るので,メ モ リは多 く必要 とするが,標 準的 なルーチ ンが組込 まれ るので,フ.ロ グラマの

負担 にはならず,実 行時間 も速 くなる。

即 ち ソフ トウェアのモジュール化 とは,基 本的に,メ モ リ領域 の節約 と計算時間(フ.ロ グ

ラム作成時 間及びプ ログラム実行時間)の 短縮 とい う二つの制約項 目に対す る解決 の工夫か

ら生れた概念 であ って,さ らに広義 にとらえれば,工 業化社会 の基本技術 で もある。

産業革命以降の機械化の歴 史 をふ りかえってみ ると,20世 紀 に入 っ てか らその発展が急

速 に加速 された一つ の原 因には,機 械 の部品化 とそれ をささえる標準化 の普及 があげ られる。

動力 の伝達機構 の中に組込 まれ てい る歯車,機 械組立 の要素 のネジ,ボ ル ト類の共通性,互

換性 の徹底 が,工 業化の基礎 を作 った といっていいであろう。 ソフ トウェア のモジュール化

の思想 に も,同 じような工業社会 での部品化,標 準化 の考 え方が含 まれ てい る。

サブプログラム単位 にプ ログラム作成 をお こない,こ れ をコンパイラ によって,オ ブジ ェ

ク トモジュール に翻訳 し,次 にそれ をリンケージエディタによって リロケータブル形式 に変

換 し実行 モジュール として結 合 して使用す るという現在の方法は,モ ジュール化 を実現 した

一つ の実行方法である
。

アセ ンブラでは,FORTRANの サ ブ ル ーチンに該当す るものは,マ ク ロライブラ リと

い う呼び方で採用 されている。 これ らは処理手続 のモ ジュール化の思想 である。

(2)COBOLの 作業 分担

COBOLの 文 法の中には,モ ジュール化の もう一つの視点がある。それ は作業分担 の考

え方 であ る。FORTRANの 場 合 と同様に工場生産 の場 での比 喩でみてみ ると工場又 は会

社 での機能別組 織構成 にたとえられる。COBOLで の プログラム作成 には,見 出 し部(i〔ヒー
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ntificationdivision),環 境 部(environmentdivision),デ ー タ部(datadivision),

手続 き部(proceduredivision)に わ けて書 くとい う規約があ る・

(3)OSの 作業 分担

ソフ トウェアのモジュール化 をさらに進展 させた ものは,オ ペ レーテ ィング ・システムの

構成である。オペ レー ティング ・システムの萌芽 は同 じくFORTRANの プ ロセ ッサの中

に含 まれ ていた とみ るこ とが出来 る。即 ちそのIOCS(入 出力制御機構)の 分離 である。

これはその後 オペ レーテ ィング ・システムの中のタスク管理 に発 展 し,現 在 の形式 の,タ ス

ク管理,ジ ョブ管理,デ ータ管理 の多重処理機能 になった とみることが出来 る。これはオペ

レーティング ・システム 自体 のモジュール化 でもある。

(4)ALGOLの フ ロッ ク

モジュールを一 つの機能 として とらえる立場 をさらに立体化 した考 え方が,ALGOL文

法 の中に採 り入れ られている。

ALGOLの プ ログラムはブロック(block)ま た は複合文(compoundstatement)の

形 をしてい る。両者 とも前後 をbeginとendで く くった ものになっている・少なくとも一つの

宣言文 を含 むものがブ ロックで,宣 言文 を一つ も含 まない ものが複合文 である。これ らは見

かけ上 はFORTRANの サ ブルーチンと類似 しているが,本 質的 に異 なる点は,FORT

RANの サ ブルーチ ンが一個 つつ独立 であるのに対 して,ALGOLの 場 合 は,beginとend

で く くられた一塊 が一つ のシステム ・レベル を表現 している とい う点 である。即 ち構造的に

はbeginとendの 間 には幾重 に もまたbeginとendの 組(ブ ロック・複合文)が 挿入 され・

それ らは次 々と一 つ下の レベ ルになってゆ く。begin-endで あ らわされる同一の レベルの

ブ・ック同志は撤 することはない 〔(』gi-d)と なる・とはない・この

場合は,(b・gi}・d)と みなされる・〕ALGOLの 中に含 まれるモジュー

ルに対す る考 え方 は,プ ログラムの構成 に対す る基本 を示す もの として,そ の後 の議論 の出

発点 となった。Dijkstraの 「GOTO文 」 不要論 も,ALGOL流 の ネス トされたブ ロッ

クをプログラムの構造 として前提 に してい る。構 造化 プログラミングの基 本型 はALGOL

の ブ ロック構造 である。その後 に展開 された プログラム開発技法のほ とんどのものにこの考

え方が共通項 として含 まれている。IBM社 のIPTで は 階 層 化 とモジュール化 とが組合せ

られてHIPOと な っている。 システムに対す る考察 でも,例 えばG・・Nadlerは これ をBo-

xeswithinBoxesと 即 物的 に表現 してい る。ワー クデザ インのホ ッパー表現 に も同 じ考 え

方があ らわれ てい る。工業製 品になぞ らえてみる と,FORTRANの サ ブル ー チンが歯車

や 「はめあい」 の レベ ルの互換性や共通性 をね らったものであるのに対 して,ALGOLの

ブ ロックは,機 械 システムの中の部分機能 のパ ッケージ化,ユ ニ ッ ト化 に対応す る。
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(5)自 動 制御系 のブ ラック ・ボ ックス

機能別 にモジュールを分離独立 させて,全 体の構成 を明確 に把握 しようとす る思想 が端的

にあらわれているものは,自 動制御理論 の分野 で使 われているブロック線図 であ る。ブ ロッ

クで表現 され る一つの機能 は,シ ステムの外側 か らみだ一個 の作業分担 であって,そ の内部

の 「か らくり」は,シ ステム全体 を見 る場合 には,そ れ を視野 の外 におこ うとす る考 え方 で

あ る。ブラ ック ・ボ ックス とい う言葉 であらわ され るように,モ ジュール内部 をシステム全

体 の構成 よ りも下位 の次元 のもの としてと りあつか う。 システム全体 を点 と線の網 として考

えた時,そ の点にあたるものがモジュールである。 システム を部分 の集 合体 とみ る管理活動

や,部 分機能 を信号系で連結 した ものとみ る制御 系 としてとらえる場合 に有 効な考 え方で あ

る。経営 活動 の とらえ方 として フィー ドバ ック制御 の比喩が とられ るの もこの例 である。モ

ジュール化 をこのよ うな立場 で とらえる時 は,「 モ ジュール」即 ち 「単 一機能 」 とい うことに

なる。モ ジュールを単一機能 に限定す るとい う考 え方は,シ ステム全体 を理論的 に明快 な構

成 として把握 するためには,大 切 な着眼点 である。

FORTRANの 場合

メインプログラム

メインプログラム

COBOLの 場合

一 見 出 し 部

一 環 境 部

一 デ ー タ 部

一 手 続 き部

と

部

離

部

の

タ

き

分

[

続

デ

手

の
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ALGOLの 場合

begin

begin

begin

end

begin

end

end

end

Nadlerの ワ ー ク ・デ ザ イ ン の ホ ッ パ ー

input

output

図3-1論 理的 モジュール化 の例

(6)物 理 的モジュール化

今 まで考察 した ソフ トウェアのモ ジュール化 の思想は,い わばすべて ロジカル構造 として

のモジュールの問題 である。

モジュール化 の考 察で実際問題 として大切 な もう一つの側面 は,フ ィジカル構造 としての

モジュール化 である。

クロー ズ ド・サブルーチンを使用 して も,メ イ ンメモ リに収納 しきれない程 にプログラム

が大型 になってきた こと,デ ィスク装置等 の外部補助記憶装置が発達 して来 たことの両者が,

フ ィジカル構造 としてのモジュール化 を促 進 した。即 ちセグメンテーシ ョン或 いはページン

グの機 能 などである。セグメンテー シ ョンでは,メ インメモ リに各 セグメン トの交通整理 を

おこな うメイ ン ・ルーチ ンのみ を常駐 させて,補 助 メモ リにある各セ グメ ン トを順次 ロー ド

して計算 を実行す る。(オ ーバ レイ の技法)。 この場合の各 セグメン トは フィジカルなモジュ

ール であ る
。前 に述 べた ロジカルなサブルーチ ンの樹(親 子関係の結合方式)と 似 かよった

点 はあるが,オ ーバ レイの場合 のメイン ・ルーチンとロー ドされている各セ グメン トの連結

の仕方は,本 質的 には異 なるものであ ることをよ く認識す る必要がある。フィジカルなモジ

ュール化のセグメンテー ションは,オ ペ レーティング ・システ ム自身に多用 されている。

オペ レーティング ・システムがV.S.に 発 展 して きたのに伴 って,さ らに機 械的 に画一化

されたモジュール化 の技法が採用 され るようになった。それはページング機能 であ る。補助

メモ リか らの ローデ ィングを能率的 に実行す るた めには,モ ジ ュールその もののサイズが一

定になっている方が取扱いが容易 にな る。ページング機能 とは一定単位 の大 きさに プログラ

ムを分割 して,プ ログラム実行時 のオーバ レイを行 う方法 である。プログラム作成 の段階 で

も,フ ィジカル構造 としてのモジュール化 は,プ ログラムの実行 効率の向上 に対 して最 も重
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要な要因 となる。

データ管理 でのデー タ自身 の階層的 モジュール化は,同 様 に重要 なテーマであるが,こ れ

については 「デー タ管理」 の節 であらためて検討す るこ ととす る。

セグメンテーシ ョン

イ ン

ル ー チ ン

セ グ ン

オ ー バ レイエ リア
主記憶装置

補助記憶装置

ペ ー ジ ン グ

ll-

、

ノ/ペ ージ
、＼ ＼ ＼ ＼ ＼/＼'＼ パ ＼

(、 、 、 、 、 、 、 ]`1

, 参
1.1 」 」 1■` 1

)ノ/・
ノ1/1/1ノ

ノ///////ノ ノ

主記憶装置

補助記憶装置

図3-2物 理 的モジュール化 の例

以上は主 として理論的 な観点 の整理であ るが,そ の他 の問題 として,実 際的 な観点 からの検

討 も,モ ジュール化にっい て考察 を加 えてお く必要がある。例 えば次 のよ うな項 目である。

・プログラムの1モ ジュール として適切 な大 きさ(ス テ ップ数 など)

・階層的構成 での1レ ベルの中に於 ける適切 なサ ブプログラムの数

・適切な レベルの数
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・モジュール としての 「ま とま り」の判定基準

ソフ トウェアの設計の基本的手 法 としてのモ ジュール化に関す る考察 をま とめると,下 に示

す表のよ うに なる。モ ジュール化 の思想 を教育 する方法は,こ の他 にもシステム一般理論か ら

演繹的 に説明す るや り方な ど,い ろい ろあ りうるが,以 上のよ うな説 明が理解 しやすいであ ろ

う。

表3-2モ ジ ュール化の思想

・理 論 的 モ ジ ュ ー ル 化

(1)FORTRANサ ブ ル ー チ ン

オ ー プ ン ・サ ブ ル ー チ ン … … … 時 間 の 節 約

ク ロー ズ ド ・サ ブ ル ー チ ン ・・… メ モ リの 節 約

(2)自 動 制 御 理 論 の ブ ロ ッ ク

ブ ロック線図

(3)ALGOLの ブ ロ ッ ク

ブ ロ ッ ク の ネ ス ト

(4)BoxeswithinBoxes

シ ス テ ム の レベ ル

・物 理 的 モ ジ ュ ー ル 化

(1)セ グ メ ン テ ー シ ョ ン …

機能の明確化

階層構造の把握

レベル毎のモジュール化

(2)ペ ー ジ ン グ ・・

ローデ ィング単位 の プログラム

記憶城 の入換 の単位

・実 際 的 な モ ジ ュ ー ル 化 の考 察

(1)1モ ジ ュ ー ル の適 切 な ス テ ッ プ 数

(2)モ ジ ュ ー ル 中 の サ ブ ・モ ジ ュ ー ル 数 … … ス パ ン ・オ ブ ・ コ ン ト ロ ー ル

(3)モ ジ ュ ー ル の 「ま と ま り」 の 基 準 は何 か?

3.3プ ログラムの設計

プログラム設計には,経 済的制約や物理的制約 を特 に考慮す る必 要がある。 プログラム を内

側からみ る目(作 る側 の視点)と 外側か ら見 る目(使 う側 の視 点)の バ ランスをとることが所

謂 エンジニア リングのセ ンスである。

(1)内 側 の視点

・単純 さ(simplicity)

・作 りやす さ(easiness)

・信 頼性(reliability)

・保 守 しやす さ(maintenability)

(iD外 側 の視点
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・効 率(efficiency)

・使 い や す さ(usability)

・汎 用 性(generality)

・拡 張 性(expandability)

Meyearsは そ の複 合 設 計(CompositeDesign)で,プ ロ グ ラ ム の概 念 を分 析 し て ,プ ロ

グ ラ ム の属 性 に 三 つ の 次 元 が あ る と して い る 。 即 ち,

④ 機 能(プ ロ グ ラ ム の 実 行 す べ き こ と)… … 用 途

(b)性 能(プ ロ グ ラ ム の 作 動 状 態)大 き さ,速 度

(c)構 造(プ ロ グ ラ ム の構 成 法)モ ジ ュ ー ル,イ ン ター フ ェ イ ス

さ ら に プ ロ グ ラ ム設 計 を,モ ジ ュ ー ル 設 計 と して み た 時 の 着 眼 点 を,モ ジ ュ ー ル 強 度(mo-

dulestrength)と 結 合 度(modulecoupling)の 二 つ の尺 度 と して,分 析 して い る 。 即 ち,

(i)モ ジ ュ ー ル 強 度

a)機 能 的(functional)

b)情 報 的(informational)

c)連 絡 的(communicational)

d)手 順 的(prodedual)

e)時 間 的(classical)

f)論 理 的(logical)

g)暗 合 的(coincidental)

(ii)モ ジ ュ ー ル の 結 合

a)デ ー タ 結 合(datacoupling)

b)ス タ ン プ結 合(stampcoupling)

c)制 御 結 合(controlcoupling)

d)外 部 結 合(externalcoupling)

e)共 通 結 合(commoncoupling)

f)内 容 結 合(contentcoupling)

モ ジュール強度 は強 いものが望 ましく,結 合度 は弱 い ものが望ましい。上 にあげた例 はいず

れ も望 ま しい ものが上 の方にかかげてある。モジュール化設計 には,こ のよ うな設 計上 の原則

を頭 に入れてお くことも重要 である。

さらに具体的設計作業 に対す る目安 として,各 種 の標準的 な尺度で検討す ることがある。例

えば次 のよ うな ものである。

a)モ ジュールの大 きさ及 びその数
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b)モ ジュール間 の結合子 の数(結 合の強度)

c)モ ジ ュール内の結合及 びその完全性(integrity)

さ らに一 つのモ ジュールに着 目してその結合 の様式 と度 合をあらわす尺度 として次の項 目が

あげ られ る。

d)流 入 数(fan-in)… … …他のモジュールか ら利用 され る数

e)流 出数(fan-out)・ … ・・他のモジュールを利用す る数

　∴
山…

口

ロー/

エモジュールの大 きさについて さらに詳 しく検討す ると,プ ログラムの分割 をすす めてモジュ

ールの数 を多 くした場合
,夫 々のモジュールの大き さは小 さ くな り,個 別 モジュールは単純 に

な るためそ の開発費 は少な くなるが,反 面結合 の度合 は複雑にな り結合 のための開発費が多 く

なる。全体 の開発費 は個別 モジュールの開発費 の和 と結合 のための費用の総和 になる。 この関

係 を図 に示す と次 のよ うになる。

全体プログラム開発費

個別モジュール開発費の和

最適 モ ジ ュー ル数

㌧

図3-3モ ジ ュ ー ル 設 計 で の 最 適 モ ジ ュ ー ル 数

モ ジ ュ ー ル 間 の階 層 図(hierarchychart)を 考 え る と,そ の 複 雑 さ を しめ す 尺 度 に 次 の 指

標 が あ る 。

f)深 さ(depth)・ ・一 … ト ッ プ か ら ボ ト ム ま で の レベ ル 差
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9)幅(width)あ る レベルでの横 の数

h)ス パ ン(span)… … モジュール同志 の道 の り

(下 図でAとCの スパンは4)

－
Dか た よ り(skew)

幅

図3-4階 層 図 の尺度

かたより 大

深さ

図3-5か た よ りの例

かたより 小

3.4サ ブ システムのインター フェイス

機能 の分化 をお こなってこれ をサブ システムに割 りあてる仕事 は,い わば分析 ,解 析 の作業

である。 このほかにシステム全体 を作 りあげる総合,統 合 の仕 事があ る。これが本来のシステ

ム設計である。 システ ム設計 は分析 と総合の調和の仕 事である。 ここではは じめに検討 したモ
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ジュール化の考 え方 をシステム設計 の統 合化 の作業 といかに調和 させて行 くか を考察す る。そ

れ には次 のような着眼点 が必要になる。

(1)シ ステムとサブシステムの関係

サブシステムはシステムに対 する機能的な分担である。階層的な構成 をもつシステムの場

合は,中 間のサブ システムの レベル毎 の目的を明確にす る必要 がある。 目的に適合す るよう

に組 みあげてゆ くことが統合化 の中心 であるが,共 用的 なサブシステム を使 う場合 などは,

上位 レベルのシス テムの目的 が見失われ ることがある。システムの統合化 の考察の際には,

不 要機能 が混入 していないかというチ ェックポイン トで調 べてみることが大切 である。

(2)サ ブ システムの連結

モ ジュールは出来 るだけ独 立で あることが望 ましい。 このことは具体的 に言 えば,モ ジュ

ール の連結子即 ちインプッ トとアウ トプッ トが夫 々単純 であることを意味 す る。 モジュール

が複合的 な機能 を持 つ時 はそれ にっれて連結子 も複数になる。サブ システム間を結びつける

糸の数 が増 えれば増 えるほ どお互同志 はか らみ あって,結 局 はモジュールの独立性が失 われ

る。モジュールの内容 を一部修正 した場合 に も,そ のモ ジュールの連結 している他 のモジュ

ールに
,思 いがけない波及効 果をあたえることにな る(そ の修正が最初 に意図 した改良点以

外 に予期 しない影響 をお よぼす ことになる)。このために全体 システ ムの改良 が出来 な くな る。

システム全体 をモジュールの組合 せで構成 することの利点は,夫 々独立性 の高 いモジュール

で組み立 て られている場合に,モ ジュール毎 の改良が実行 出来 て、結果的 には全体 システム

の進化が可能 である とい う点 である。

このために もサブシステムのイ ンターフェイスの設計 には特別 な注意 をは らう必要 がある。

ただ漫然 と部分に分割す るとい うだけでは,こ のようなね らいは達成で きない。

(3)構 造 化 プログラミング(structuredprogramming)の 考 え方

構造化 プログラムでのアプローチが,ト ップダウン的 な方法を採用 しているのは,今 まで

述 べたような統合化 のね らいを明確 にす ることを第一義 と考 えたためで ある。部分か ら設計

をは じめるのではな く,は じめにシステム全体 の 目的 をあきらかに しておいて,順 次部分機

能 に分解 して行 くとい う過程 の方 が,個 々のモジュール も単一機能 にな り独立性 も保 てる。

したがってシステムの メンテナ ンス も確実な ものとなる。文書 もシステ ム全体 が出来 あが っ

てか ら書 きは じめるの ではな く,全 体 か ら部分 に,シ ステムの開発 に平行 して(む しろ開発

に先行 してといった方 が適切)作 成 される。

構造化 プログラムにお けるサ ブシステムのイ ンターフェイスを具体的 に学習することが望

ましい。

(4)サ ブ システム間の関係
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/

し
一般 にシステムの構成 を図表化する と次の ようなタイプがある。

㊨ 関係が単純 なもの

⑧ 関係が複雑なもの

この場合注意すべ きことは,汎 用 サブ システムと複合サブシステムは異 なるとい うことで

ある。

下図の ような場合,Dサ ブ システムは汎用であるために,AとBと で共用 されていること

になるが,

内容的には,時 として
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D

π一 コ

CDlD2EF

巳________コ

の ように便宜的にD1とD2の 複 合 である ことが多い。 この ような場合 には,

D2EF

と単 純 なイ ンター フェイスにす ることが望 ましい。共用 サブ システムの設計 で,安 易な寄 せ

集 め機能 で汎用性 をもたせた ものが多いが,こ れはいたず らに ンステム全体 の構成 を複雑に

す る原因 とな る点 に注意 すべきであ る。

3.5ソ フ トウ ェアの標 準化

一般に工業製品の発達 は次 のような発展過程 をたどる
。

(Dア イ デアの段階 …・・製 品 としては未熟 で実用的 には不成功 に終 るものが多い。

Oi)試 作 の段 階……試作的 な商品が市販 され,ユ ーザの批判 や他 のメーカ との競争で改 良が

次々に加 えられ る。

㈹ 大量生産期 ……技術的に安定 し,小 改良がつみか さね られる。 この段階 で標準化がおこ

なわれ,互 換性 のある製品の体系 を形成する。

ソフ トウエアの技術 の場合 にも,上 記の段階 を経過す るとみなす ことが出来 る。但 しゃや異

なるところは,工 業製品 のよ うに同 じような ものが次 々に生産 されることが少 ない とい う点 で

ある。長時間の使用経験 を経て基礎的,共 通的な ものが標 準 として残 るとい うとことは同 じで

ある。

データ処理 の手続 について標 準化 とい う視点か ら学習す るには,現 在標 準化 されているもの

が,歴 史的 に蓄積 をっみか さねて きた経過 をふ りかえ ってみて,そ の中にある本質的 な技術 を

把握す るとい う態度 と,標 準化 されたルーチ ンを有 効に活用 して,今 か ら作成 するプログラム

の開発 を能率的 にお こな うとい う態度 の,両 面か らのアプロー チが必 要である。技術 とは先人

の蓄積 を踏み台に して高 みに登 る方 法である。特 に ソフ トウェア技術 は,未 だ若 い技術 である

ので,ブ ラ ックボックス化 した標準的 な手続 に対 して も,不 断 の検討 が必 要である。
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(1)事 務 処理分野 の標準的手続 き

事務処理分野でのデータ処理 は,各 種事象の コー ド化,デ ー タの分類 な どが作業 の主流 と

なる。次 のよ うな学習項 目がある。

a)コ ー ド体系の標準

b)分 類 とまぜ合 せの基 本的 な手法

c)統 計 計算 の標準形

(2)技 術 計算分野 の標 準的手続 き

技術分野は問題 が広範囲で多岐 にわたるので,全 体 を学習することは難 しい。夫 々の専門

分野 で固有 な形 の標準化があ りうる。一例 としてあげれば次 のよ うな項 目がある。

a)数 値 計算,関 数 近似 などの基礎 ルー チン

b)有 限 要素法 な どのような特定応用分野 の問題処理 のた めの道 具 としてのソフ トウェア

c)作 画 ルーチ ン,イ ンタラクテ ィブ ・グラフィックスな どの手続 きとして頻度 の高い プ

ログラム

(3)プ ロ グラム言語 の標準化

手続 向言語 の標 準化の動向について,代 表的 なもので,FORTRAN,COBOL,AL-

GOL,PL/1な どの標準化にっいて断 えず関心 をはら う必 要があ る。 さらに最近 では,B-

ASIC,APLな どのイ ンタラクティブな言語 の重 要性 も増加 しつつある。応用分野 につい

てはAPT,EXAPT等 のNC言 語,GPSS,DYNAMO,SIMSCRIPT等 の シ ミュ

レー ション。デー タ ・ベースのDML,DDL等 も重要である。ISO/TC97,JISで の

標準化活動,ANSI,CODASYL,CCITTの 活動 などはプログラム用言語 の標準化 に

密接 に関係す るものが多 い。 これ らは,デ ータ処理 の標準化 の基礎部分 でもある。言語 にっ

いては1960年 代 の後 半 に問題向言語 の流行があ り,そ の後そ の反動 と しての沈静化 を経て

特殊分野(プ ロセス制御のPROSPRO,数 式 処理のFORMAC,リ ス ト処理 のLISP,

論 理 処理 のPASCAL)で 標 準的 なものが安定的 な評価 を得ている。 これ らについて も必 要

があれば研究 する ことが望ま しい。

(4)共 用 サブルーチンの整備

ソフ トウェアの生産性 を高 める最 も有効な方法は,既 に開発 したプログラムを使 うことで

ある。このためには何回 も使 えるような共用 サブルーチンを整備 してお くことがまず必要に

なる。 ソフ トウェアの標 準化 の中心主題 は,こ のよ うなサブルーチン,あ るいはサブシステ

ムの検討 でなければな らない。 しか しなが らこの問題は技術的 に困難 な問題点 を含 んでいる。

システム開発は 目的志向 で,ト ップダウン型 の方法が望 ま しいとされ てい る。 これに対 し

て,そ の中に使 われ るサブシステムを,共 用 の標準的な ものに しよ うとす る方向は,本 来矛
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盾 を含んでいる考 え方 である。その相反する二つ の方向 を,ど の点で妥協 させるかが,共 用

サブルーチ ンの整備 の中心課題 になる。

このよ うな考慮 を念頭 においた システ ム設計 の手順は次のよ うになる。

(Dシ ス テム全体 の機能 を明確 にす る。

⑪
.それをサブシステムに分割 して,そ のサブシステムの機能 を設定す る。

⑩ このサブシステムには既存の共用 サブシステムをで きるだけ多 く使 う。(共 用サブシ

ステムには今 までに検討 した標 準的 なもの を使 って もよいし,目 的にあわせて新たに開

発 した ものでもよい。)

⑩ 上記のサブ システム同志は,お 互いに独立 なものであることが望 ましい。

⑰ 共用 サブ システムは,共 用 とい う点 を重視 しす ぎて,汎 用型の手足の多い ものにする

とか えって使 いに くい中途半端 なものになるおそれ があるので特 に注意が必要 である
。

ここに述べた ようなサブシステムの標準化 を蓄積 することが,ソ フ トウエ ア技術 を前進 させ

せる唯一 の方法である。

3.6ユ ー ザー とのイ ンターフ ェイス

システムは業務処理 を目的 とす る。前節までの学習は そのための手段 としての道具 の検討 で

あった。 この節で検討す る問題 は,そ の処理手順である。その中心 をなす ものはプ ロセス ・フ

ローチャー トである。特に ソフ トウエ アとして見 た場合 には,業 務にお けるデータの流れ をパ

ターン化 して把握 することが必要 になる。

業務 処理 のシステム化 を推進す るための手 がか りは,ま ず対象事務 そのものの大網 を全体 と

して把握す ることである。そのた めの有 効な方法 として,「 システムの図表化」 がある。すな

わちプロセス ・フロー チャー トである。業務処理 の フロチャー トの作成 には,プ ログラムの フ

ローチャー トとは異 なる視点 が必要である。

次 のよ うな諸点 を学習す る。これ らの技法 については,基 本的な分析手法,基 本的な設計手

法 などで学習ずみであるが,こ こでは これ らの手 法 を現実問題 に適用す る時の問題 点 を復習 す

る。

(1)業 務 処理 の プロセス ・フローの把握

使用 され る手法には,既 に学んだ事務分析 フローチャー ト,ブ ロック ・ダイヤグラムなど

がある。

(2)入 出 力作業の把握

データの形式,内 容,量,時 期 な どを整理するための標準的な書式 が工夫 されてい る。

(3)シ ステム要素間の関連 の把握
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例 えば次に示す例 のような ものがある。

(i)イ ンプッ トー アウ トプ ッ ト関連図

入力

出力

⊂

⑫ ● ● ●

唖 ● ● ● ●

唖 ●

唖 ● ●

唖 ● ● ● ● ●

介

ぐ二入力帳票類の種類

● 印が関連を示す

出力,表,報 告書の種類

この形式の表現 で大規模 な ものに産業連関分析 がある。

Oi)デ ィシジ ョン ・テーブル

処理手順 を流れの形 で表示す るフローチャー トよ りも,条 件 と結果 の組合せ を表の形式

であ らわした方 が,条 件の欠落な どが一 目でわかる上に,全 体に対 する一覧性が明確 であ

る。その部分を一種のブラ ックボ ックスとしてと りあっか うまとま りもある。

デ ィシジ ョン ・テーブルの基本形 は次の ようにあ らわ され る。

ConditionStub ConditionEntry

ActionStub ActionEntry

(4)処 理手順 の時 系列的把握

関連事項の把握 には,以 上述べた ように,マ トリックス表現 が便利 であるが,こ れは現象

を静 止断面 でとらえようとす る方法で,処 理手順の動的把握には不足す る面 があ る。 フロー

チャー トやブロック ・ダイヤグラムで動的把握 が可能な範囲は,処 理手続 が一次元に逐 次的

手順に従 っている時であって,ラ ンダムに生起 する事象 を対象 に考える制御系な どの システ

ムの場合 には,時 系列上での割込状況 の動的把握 は困難なことが多い。 この場合の システム

の図表化 には,グ ラフ理論 などで使用 され るグラフ図,状 態遷移図な どが便利で ある。生起

事象 のすべてを行 に並べ,時 系列上での割込状 況 を模式化 した割込線表 などが使 われ ること

もあ る。 これ をタイ ミング ・チャー トと呼ぶ。

(5)プ ロ グラムの流れ図

事務計算 を主流 とする業務処理 プログラムの場合の実際的な標準手順 は次 のよ うになって
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い る 。

① コー ド設計

② アウ トプ ット設計

③ イ ンプッ ト設計

④ フ ァイル設計

⑤ チェ ック方式 設計

⑥ エラー修正方式設計

⑦ ドキュメンテーシ ョン

⑧ フ ロー チャー ト設計

⑨ プログラム設計書

流れ図 を中心 とす る伝統的 なプログラム設計の手順 である。 この方法は制御的構造(op-

erationalhierarchy)を 中心 とする設計手順 であ る。これ に対 して最近 になって議論 が集 中

しっつ あるものに,機 能的構造(functionalhierarchy)を 中心 にす る設計手1頂 もある。

(6)機 能 の階層図

流れ図 を中心 とす る従来の プログラム設計 の手順 と異 なる方式が,新 しい開発技法 で多 く

提 案 されている。その手順の要点は次 のよ うになる。

① モジュールの機能 を確認 し,そ の入力 と出力 とをは っき りさせ る。

② 上記機能 を分割 してサブ ・タスクにわける

③ 機能 の分解 図(factoringdiagram)を 画 き,全 体 と部分 のタスク間の関係 を把握

す る。(KJ法 で の 「島づ くり」 と同 じ方法)

④ 機能階層 図(hierarchychart)を 画 き,判 断 と処理 の レベル をあきらかにす る。

⑤ 機能的構造 に基 づいて作 られたモジュールにつ いて,モ ジュールの大 きさや結合 の数

な どの形式上 の尺度 で再検討 してみる。 デー タ構造 の レベルとの対応 も検討 して,経 済

的,物 理的制約 との調整 をはかる。(functionalmodelとphysicalmodelの 間 で

のtrade-off・ ・…….調整)

ここにあげた手順は機能的構造(functiona|hierarchy)を 中 心に したプログラム 設計

の手順 である。新 しい開発技法のほとん どはこの方式 になって いる。即 ちまず 機能中心 にモ

ジュールに分解す る。 この際,機 能 をは っき りさせ るために 「機能 を文章で書 いてみる」と

い う点に注 目す る必 要がある。(ナ ドラーのワークデザイン,川 喜田のKJ法 な ど,機 能把握

に文 章表現 を足 がか りにす る例が多い。……発見,探 索の プロセスに共通す る手段 として興

味深い。)構 造化 プログラ ミングの トップダウン方 式 で 疑似 モジュールを使 う方法 も,文 章

を使 うとい う点 では共 通点がある。入力 →変換→出力 とい う処理は機能 の一部分 ではあ るが,
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機 能その ものではない。 ここまではロジカルに分解 され たモジュールであるが,次 の段 階で

このモジュール をフィジカルな面か らみ て(大 きさや数 にっいて)調 整す る。

⑦ 独立 タスクの集合

制御的構造 を中心 とするプログラム設計 の手順の もう一 つの方法 として,プ ログ ラムの処

理 の流れ を状態遷移 としてと らえて,こ れ を有向 グラフで表 現 してみる方法 があ る。チュー

リング ・マシ ンの原点 に帰 る考え方で もある。この方法は特 に最近,再 たび関心 を増 しつつ

ある視点 である。0.S.の シ ステムプ ログラムのよ うに,お 互 いに独立な タス クの集合 であ

るプログラムや,事 象 の生起 が確率的に発生 するオンライ ン ・リアル タイム処理 のプログラ

ムや,コ ン ピュー タ ・グラフィックスや プロセスコン トロールのプログラムのように割込 処

理 によって,全 体 の処理の流れ が支 配され る場合な どは,流 れ図による把握は無力 である。

この ような場 合には状態遷移図 のようなグラ フ理論的な把握 や表形式の言語の表現 が有力 に

な る。

(8)流 れ 図 と機能 モジュール

流れ図1よ プログラムの各部分の関係 をあ らわす一番自然な方法 である
。コー ディングに

直接反映 できる形 で もあ るので,機 能的構造 を中心 にするプ ログ ラム設計 の場合 にでも
,そ

の部分 と して有効 に使われ る。他人の書 いたプログラムや 自分の作 ったプログラム でさえ も

時間 をおいて見直す時には,流 れ図はプ ログ ラムの論理 を図示する最 良の方法 である
。 プロ

グラム設計の学 習に流れ図 を中心にお くことは基本 として間違 いのな いところである
。 よい

プ ログラムは流れ図 の形 も美 しくなっている ものである
。

制御的構造 は実行 順序 の問題 であるので,機 能的構造 とかな らず しも調和 するとはかぎら

ない。制御的視 点か らはすべてのモ ジュール を リエ ン トラ ン トな形 にす るこ とが望 ましいが,

こ れには全体 の プログラムのオーバヘ ッ ド(overhead)の 増 加が必要にな り,且 つプログ

ラムの統 合(integration)も むずか しくな る。将来 のプ ログラム設計の方向は,デ ータ・ベ

ース の分離独立 とともに
,適 当な機能 のプログラムモジュー ルを任意に結合 して実行す る形

態(プ ログラムベ ース)も 考え られる。

これにはモ ジュール機能の標準化 の整理が必 要になる。

(

3・7プ ログラム技法集の整備

ソフ トウェアの設計 の基 本的 な技術資料 として,既 に開発 された プ・グラ ミング技法の整理

はきわ めて大切 な知識 である。それ らは,技 法 として整理す ることが望 ま しい場合 とサブルー

チン としての標 準形 を用意 してこれ をブ ラックボックス として使用す る場合 とがあるが,い ず

れ の場合 もプ ログラム設計 を効率的 に実行す るためには,こ れ らの基礎的な技術 に精通 してい
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ることが前提 になる。プログラム設計 の基本 はこれ らの知識 を多年 の経験 と学習 によって蓄積

することである。

このよ うな過去 の技術的知識 の集積 の上に乗 っておこな う設計方法 を上昇型(bottom-up)

の ア プローチ とい う。最近 の開発技法 の中心 になっている下降型(top-down)の ア プ ローチ

は問題そ のものに直結す るという点では望 ま しいが,工 業技術 の大局的基盤 は 「失敗」 とい う

経験 を踏 まえたボ トムアップ型であることを認識 して,数 多 くのプ ログラミング技法 を一つず

つ確実 に消化 することを心掛 けなければな らない。

これ らのアルゴ リズム集 も,標 準的手続 きと同 じよ うに,言 語別 の集積 が必 要 になるのが現

実の姿で ある。なお事務 計算 の分 野では,プ ログラム技法の整備 のほかに,コ ー ド設計 がきわ

めて重要 な位置 を しめているので,特 に学習す る必 要がある。

事務処理業務 を能率化す るために,各 種 のコー ドが使用 されている。 コー ド化 による標準化

の考 え方 はPCS処 理 の頃か らの歴史 に立脚 したもので,コ ー ドの種類 の各種 のものが存在 し

てい る。 これ らについて一通 りの知識 を整理 する必要がある。但 し注意すべ き点は コー ド設計

に とらわれす ぎるとシステムが硬 直化 する危険 があるとい う点である。

コー ド設計 について は次の諸点 を学習す る。

a)コ ー ド化 の目的 とコー ドの機能

コー ド化の目的 は,デ ータの体系化 と処理 シス テムの効率化であるが,コ ー ドのもってい

る問題点 も多い。 これ らについてあらか じめ検討 す る。

コー ドの機能 には分類 の機能,標 準化 の機能,区 分の機能 などいろいろの面 がある。 これ

らを十分把握 してお く。

b)コ ー ドの 種 類

順番 コー ド(SeguenceCode)

区分 コー ド(BlockCode)

～

10進 コー ド(Decimal)

桁 別 コー ド(GroupClassificationCode)

数字 表意 コー ド(SignificantDigitCode)

文 字表意 コー ド(MnemonicCode)

c)コ ー ドの 管 理

コー ドブ ック,コ ーデ ィング,デ ィコーディング,コ ー ドのチェ ック

d)コ ー ド設定 の手 順

調査,整 理分類
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e)コ ー ドの標 準化

指導上の留意点

ソフ トウエアの設計 での学習項 目は,実 際上の問題であるので詳細に入 り込 めば際限な く深

入 りする事が考え られ る。学習知識 としては必要最小限度 にとどめ,む しろ既に学ん だ個別 の

知識 をどの ように活用 して具体的な ソフ トウエアをまとめあげるか とい う考 え方の方 に重点 を

お く方 がよい。それには,各 種の標準的な手続 がなぜ使 われ るよ うになったのか
,ソ フ トウエ

アの技法上の特徴 やね らいは何なのか等の考察 に時間をかけた方がよい。 ソフ トウエアの設計

の実習はD3の 単 元 でお こな うので,実 務的 な注意事項は除いて もよい。データ管理 に関連 し

て,デ ータ構造 の研究が必要 になるが,こ れにっいては次の章でまとめて学習す るもの として

ここでは一応 除外 した。

次にあげるような事項 を重点的 に教育す る。

(1)モ ジ ュール設計 の基礎

分離(モ ジュール強度)と 結合(モ ジュール結合度)

モ ジュール設計の 目安(深 さ,幅,ス パ ン等)

(2)プ ロ グラム設計の手順

機能的構造(階 層図)

制 御的構造(流 れ図)

(3)標 準 的技法の集積 一標準化

言語別棟準技法集(COBOL,FORTRAN)

ア ル ゴ リズムの例(分 類,数 値計算)

コー ド設計

参 考

(1)コ ン ピュー タ用言語 の歴史

1954

1956

1958

1959

1961

1961

1962

FORTRAN

APT(Ross)

ALGOL

DYNAMO(MIT)フ オ レ ス タ ー の1.D.に よ る

COBOL(CODASYL)

GPSS(Gordon)IBM

APL(Iverson)
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1962

1963

1964

1965

1966

1966

1968～69

1969

1969

1969

1970

1971

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1976

LISP1.5(McCarthy)

SIMSCRIPT(Markowitz)RAND

BASIC(Dartomouth大 学)

COBOL仕 様 追 加(disk関 係)

IBM360用O.S.

GOTO文 有 害(Dijkstra),2-formationrules(B6hn)

AS1-ST,MARK肌GIS,IMS等

CODASYLのSCに よ るDBMS調 査

DBTGの 提 案

structuredprogram皿ing(Dijkstra)

IBMのGUIDE/SHAREの 要 望

DDLC(デ ー タ記 述 言 語 委 員 会)

chiefprogr㎜erte㎜s(Mills,Baker)IBM

HIPO,Walktru(S.S.D.)IBM

IPT(IBM)

PASCAL(Wirth)

compositedesign(Myers)IBMのS.R.1.

SADT(Bracket)Softech社

PSL/PSA(Teichroew)Michigan大 学

全体的傾向

1960 1965 1970 1975 1980

OS操 作語 デ ー タ ベ ー ス 否 。トワーク、

要求 仕 様

プログラム開発法の議 論
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第4章 デ ー タベ ー ス

キ ー ワ ー ド

デ ー タ ベ ー ス(databaSe),デ ー タ ベ ー ス 管 理 シ ス テ ム:DBMS(databasemanage-

mentsystem),デ ー タ 管 理 者(dataadministrator),デ ー タ独 立(dataindependence),

デ ー タ の機 密(privacyofdata),デ ー タ の 保 護(protectionofdata),DB/DC(data

base/datacommunication),情 報 構 造(informationstructure),論 理 デ ー タ構 造(lo-

gicaldatastructure),物 理 デ ー タ構 造(physicaldatastructure),記 憶 構 造(storage

structure),デ ー タ 記 述 言 語:DDL(datadescriptionlanguage),デ ー タ操 作 言 語:D

ML(datamanipulationlanguage),固 有 デ ー タ構 造 記 述(schema),個 別 デ ー タ 構 造 記

述(subschema),デ ー タサ ブ ラ ン ゲ ー ジ(datasub-language),CODASYL(thecon-

ferenceondatasystemslanguage),リ レ ー シ ョナ ル ・モ デ ル(relationlmodel),エ

ン テ ィ テ ィ(entity),属 性(attribute),マ ッ ヒ。ン グ(mapping)

目 標

本章 でと りあつか うテーマは,デ ータに焦点 をあてた ソフ トウェア設計 である。第3章 がプ

ログラム設計 であるのと対 をなす形で,デ ー タ設計 を中心 に学習す る。

特 にファイル設計 の基 本事項 を体系的 に把握す る。業務側 か らみた立場 として,入 出力仕様

を具体的に決定 すること,コ ンピュータ側か らみた立場 と して,デ ータ管理 の方式 を設定 する

ことの二面 か ら整理す る。

データ ・ベース概念 の成立 の由来 を概観 し,ソ フ トウェア設計 の中心 テーマが,デ ータ ・ベ

ース ・システムの設計 であることを把握 する。データ ・ベ ース ・システムの構築には,必 然的

に,と りあっか う業務 範囲 の全情報 を十分 に分析 して構造 をもった体系 に整理 することが必 要

になる。 したがってデータ構造 の学習に重点 をお く。

データ ・ベース ・システムの学習 には,抽 象的議論 は有効 ではない。現実に稼動 しているD

BMSに つ いて,そ れ を利用 したデータ ・ベ ース ・システムの設計 をおこなってみて,DBMS

の機能 を体得 してみ ることが望 ま しい。

しか し,一 方 ではデー タ ・ベー ス概念は,現 在未完 であるし,問 題点 も含 んでいる。 これ ら

の将来方向 に関す る議論 の一端 にふれ ることによって,情 報処理 システムの本質 を学習する。

それ には手続 表現言語(FORTRAN,COBOL等)→ 操 作表現言語(OSのJCL等)→ デ
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一 夕管理用言語(DBMSのDDL
,DML等)と 発 展 して来た ソフ トウェア技術の重心 の移動

を鳥敵 するのも一方法である。

DBMSそ の ものを学習す るのではな く,道 具 として これ を考 える立場 で研究す る。 しか し

道具 を熟知 しているかどうかは,ソ フ トウェア設計 の巧拙 のきめ手 になる。

内 容

4.1デ ー タ 管 理

コン ピュータをデータ処理の道具 として使用す ることは,伝 票や台帳類 をコンピュータ ・シ

ステムが もっている各種の媒体 の上 で,読 み書 きす ることである。すなわちカー ド,磁 気テー

プ,磁 気デ ィスクな どの媒体 の上 での記録 がデータ管理の実体 である。これ らの媒体 をコンピ

ュータ ・システムのデー タ ・フ ァイル とよぶ 。 したがってデータ管理 の設計 をファイル設計 と

も呼ぶ。

特 定の有意 の情報 を集 めて蓄積 したものがファイルである。実際上 は,貯 え られた情報 のな

かか ら特定 の情 報を とりだ した り,そ の中の一部に変化がある場合,そ の変化 のあ った部分 に

変更 を加 えて報告書 にまとめてアウ トプ ッ トす ることが情報処理 システムの処理の内容 である。

ファイル設計の主眼は,情 報 をある目的にそ って引出す場合に,合 理的で,能 率的に引出 し

やす くなるよ うに設計することにある。

データ管理の設計 が独立項 目として検討 され るようになった由来 は,オ ペ レーテ ィング ・シ

ステムの発達 による。 したがっ
、て,ま ず オペ レー ティング ・システムの概略 の機能 を復習 して

お く必 要が ある。ファイルには プログラムが指示 する形(論 理ファイル)と 磁気 テープ装置や

磁 気デ ィスク装置 のような記憶媒体(物 理 ファイル)と がある。オペ レーティング ・システム

では,こ の両者 の概念 の区別 をつけるために,前 者 をデータ ・セッ ト(dataset)と 呼 び,後

者 をボ リューム(Vblume)と 呼 ぶ。

ファイル設計 の学習には,次 のよ うな項 目にっ いて,単 元C3で 学 んだことを復習 して予備

知 識 を整理 してお く必要がある。

・ファイルの種類

●ファイルの内容

・ファイル装置の見積

・ファイル処理のパター ン

・データ構造

(1)フ ァ イルの種類

a)フ ァイルの内容 に基づ く分類
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・マ ス タ ・フ ァ イ ル(masterfile)

・トラ ンザ ク シ ョン ・フ ァ イ ル(transactionfile)

・記 録 フ ァ イ ル(historyfile)

・合 計 フ ァ イ ル(summaryfile)

・付 加 フ ァ イ ル(trailerfile)

・イ ン デ ッ ク ス ・フ ァ イ ル(indexfile)

・プ ロ グ ラ ム ・フ ァ イ ル(programfile)

b)フ ァ イ ル の ア ク セ ス 方 法 に 基 づ い た 分 類

・シ ー ケ ン シ ャ ル フ ァ イ ル

リ へ・ノ・一ア ィシ ョン ・シーケンシャル ファイル

・イ ンデ ックス ・シーケンシャルフ ァイル

・チェイン ド・シーケンシャルファイル

・ランダム ・ファイル

(2)フ ァイルの内容

・フ ァイル名

・作成 ,更 新サイクル

・種別

・媒体 とファイ リング形式

・件数

・1レ コー ドの長 さ

・固定,可 変の区分

・1レ コー ドの件数,1件 あ た りの桁数

・保存期間

・項 目,桁 数,固 定,可 変等 の仕様

・分類項 目

・ラベルの特記事項

・関連 フ ァイル

(3)フ ァイル装置の見積

・磁気テープ装置

・磁気 ドラム装置

・磁気 デ ィスク装置

・マス ・ス トー レジ装置
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(4)デ ー タ構造

a)デ ー タの論理構造

・データ ・フィール ド,デ ー タ ・レコー ド,セ グメン ト,セ ッ ト

・順次構造(SeqUentialStrUCtUre)

・木 構造(treeStrUCtUre)

・網 構造(networkstructure),(graphstructure)

b)デ ー タの記憶構造

・リス ト構造(liststructure)

・リング構造(ringstructure)

c)デ ー タの編成

・階層順次編成(hierarchicalsequentialorganization)

・階層 索引順次編成(hierarchicalindexedsequentialorganization)

・階層索引直接編成(hierarchicalindexeddirectorganization)

・階層直接編成(hierarchicaldirectorganization)

ファイル設計 の中心 は ファイル編成 の選定である。

目的 の業務 に対 して,ど のよ うなファイル装置 で、 どの くらいの磁 気テー プや ディス クパ

ックが必 要になるか を算 出す る方法 を学習する。業務側か ら検討す るポイ ン トとして,平 常

時 と ピーク時 のデー タ量 の変化,ア クセスの頻度 、同時にア クセ スされるフ ァイルの種類,

ファイルの移動性,拡 張性,活 動性 に対す る考慮,な ども考 えてみ る。この検討 には コンピ

ュー タ側 の見方 と業務側 の見方 の協力 が必 要になる。

データ構 造 をどの ように設計するか とい う問題 は,デ ー タに対するモジュー ル化の問題 で

ある。 ソフ トウェアの設計で考察 した事項 をふ り返 ってみる必要がある。即 ち,デ ータ とプ

ログ ラム との間には相対的な関係 がある。

プ ログラムの設計 でモ ジュール分割の 目安 がつかめず,い たず らに複雑 にな りす ぎる時に

は,問 題 を裏 がえ してみて,デ ータの側 か らプログラムを見なお してみ ることもヒン トにな

る。且つ また プログラムの階層 の設計 に対 して,デ ー タ構造 の階層 のレベル との整合性 を検

討 しなが らプログラム開発 を進 めることも必 要である。この点 の見落 しがある と,後 になっ

て設計変更 が困難 になることがあ る。

(5)デ ー タ管理 のパ ター ン

データ処理 の作業 には,い くっかの基本的パ ターンが存在する。磁気テープが主 な媒体 で

あった時期 か ら磁気 ディスクがフ ァイルの中心 に変 ったのにつれ て,そ のパターンに も若干

の変化 があったことに注意 する必要 がある。
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a)入 力 変換(input)

入力 装置 と外部記憶装置の間に処理速度の違 いがあるために,イ ンプッ トデータは一度

外部記憶装置上 に記録 して,後 の処理にそな えるのが一般的方法である。 これ を入力変換

と呼ぶ。

b)生 成(generation)

1個 又 は複数 のフ ァイルか ら新 しい ファイルを生成することをい う。

C)分 類(sort)

事務 処理の大部分の仕事は,分 類 ・照合 の作業 である。あるキー コー ドに基 づ く分類 を

お こなって作業用の ファイル を作 ることはファイル管理上重要な仕事 である。

d)更 新(update)

フ ァイルの内容 の変更,追 加,削 除の仕事 をい う。 このための技法 として各種 の ものが

考案 されて いる。データ管理技術 の中心 である。

e)出 力 変換(outpot)

記録 されている情報 を,人 間が利用 できる形式で印刷 した り,表 示 した りす る手続 で,

このための専用 のパ ッケージも各種 のものが開発 され てい る。

f)チ ェ ック(checkpoint)

情 報 処理 システムの正確性 と信頼性 は,適 切なチェック機構 がその中に組 ま込 まれて得

られるものである。データ管理の設計 は,こ のチェックポイ ン トの設計で ある とい うこと

も出来 る。

4.2フ ァイルの設計

前節 で復 習 した項 目は,い わば コン ピュータの側 からみたファイル設計のための基礎事項 で

ある。業務内容 の側か らみたファイル設計 が必要になる。次のような検討 が必 要になる。

(1)イ ン プッ トの把握

システム とユーザ との最初の接点 はインプ ッ トである。どのよ うな内容 をどのよ うな仕様

の周辺機器 を介 してシステムに入力す るか を検討 しなければな らない。設備 につ いては2章

で学習 したので,こ こではイ ンプッ ト・デー タの分析 を主とする。細 目として次 の項 目があ

る。

・イ ンプ ッ ト・データの種類

・インプ ッ トの周期

・原始データの内容

・原始データの作成部 門
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・データ量

・項 目,桁 数

これ らについて,選 択 された周辺機器 に対す る適合性 も検討す る必要がある。

入力部門での原始 デー タの作成の手順,チ ェック項 目の検討 などは,ユ ーザ とのインター

フェイス として重要 な項 目である。

イ ンプッ ト方式 の選択 には入力装置の特長 もつかんでお く必要 がある。原始デー タをその

まま入力す るOMR,OCR,MICRや,図 形 デー タを入力するタブ レット,グ ラブイ ック

スな どの端末装置 なども検討する必要がある時 がある。オ ンライン端末 では入出力 を兼ねて

いる場合 が多いのでその考慮 も要る。装置については設備計画のところで既 に検討 したが,

こ こでは,イ ンプッ ト方式 の選択 とい う見方で もう一度それ を見直 してみ るとよい。読取 り

装 置類 のおお よその読取 る速度 を把握 してお くことはイン ピッ トの設計 をおこな う上での基

礎 で もある。

(2)ア ウ トプッ トの把握

アウ トプッ トはそのシステムが本来何 を目的 とする もの として設計 され たものかを示す も

のである。ア ウ トプッ トを必要 とする人 の立場で,そ の形式 と内容 を検討す る必要 がある。

さらにその出力 のタイ ミングは,ア ウ トプ ッ ト・データが,本 質的に情報 としての役割 をは

たすか否かの鍵 になる ものである。検討項 目には次のよ うな諸点があげ られる。

・アウ トプ ット ・データの種類

・アウ トプ ット周期,時 期

・アウ トプ ット ・データの内容 と形式

・作成部数,そ のデー タの量

・配布先,配 布ルー ト

・アウ トプ ッ ト・データの使用 目的→行動

.ア ウ トプ ッ ト・データのチェ ック項 目

・内容の細 目,項 目,桁 数,表 現,集 計 区分

ア ウ トプッ ト・データの送付の時期,方 法の検討は,ユ ーザ とのインターフェイス として

重要 であ る。

ア ウ トプッ ト方式には,通 常のライ ンプ リンターに よる表形式の もののほかに・図形表示

の形式のX-Yプ リンターによる図面,グ ラフや,オ ンライン端末による文字や図形のデ ィ

ス プレイ表示 もある。 これ らは対象業務に効果のある形式 を選ぶことが望 ましい。

(3)中 間結果の把握

インプ ッ ト・データがアウ トプッ トに変換 され る過程は単一 の処理で終 ることは少ない。



その途 中経過 をどの ように構成す るか とい うところが,プ ロセス ・フローで もある。中間に

何段階 もの処理の フェーズが加 わる時 には,そ の中間結果は,全 体のプ ロセス をその まま続

行 して もいいかどうかを確認す るために,出 力 されることもあるし,中 間結果 自身 がアウ ト

プ ッ ト・データとして必要な時 もある。会計業務 処理 などの場合は このよ うな形態 をとる も

のが多い。 この場合 日報,月 報 の類はチェ ックのため と,経 過観察のための二重 の目的でア

ウ トプッ トされ る。

中間結果の検討 は,ア ウ トプッ トの検討 と同様の項 目でお こな う。但 し無用の中間結果 を多

く設 けることは,シ ステム全体 の硬直性 を増す結果になるので,特 に この点に注意す る必要

がある。

さらには,オ ペ レーテ ィング ・システムの発達 の結果,多 重 処理 がお こなわれるよ うにな

ったため,非1司 期処理がおこ りうるので,特 別 な注意 を中間結果 に対 して払 う必要 が生 じつ

つあることに留意 しなければ ならない。即ち中間結果 に対 して書込 みと読 み出 しの要求 が同

時にお こる場合 に論理的に矛盾がおこ らないよ うにしなければ ならない。非同期処理 が可能

な もの と,不 可能 なもの とのお互いの関係 を明 らかに してお くことが,中 間結果の整理 には

特に必要 である。

(4)関 連 の把握

システムの対象 が広範囲にわた るときは,イ ンプッ ト,ア ウ トプッ トを個別 に把握 して も,

全体 をつかむことが出来 ない。単純 な判断作業 の一次元の連続 であるような処理手 順であ ら

わされない システム もある。このような場合には,そ れ らの部分 の関連表 をマ トリックスの

形式 で表現す る方法 が便利である。

オンライン ・システムの場合 には,イ ンプッ ト,ア ウ トプッ トの個別の項 目の検討 よ りも

以前 に,そ の事象の生起 の確率 の推測 などの方が,設 計上考慮すべき点 としての比重 が高 く

なる。これのための準備設計 として,待 行列型 のシミュ レー ションを利用す ることも必要に

なる し,処 理手続 その ものの把握 にも,シ ミュレー ションが用い られる。イ ンプッ ト・ア ウ

トプッ トの把握 の方法 も,一 般業務処理 の場合 と幾分異 なる ところがある。

前節 で学んだ コン ピュータ側か らみたデー タ管理 の機能 と,上 に述べたよ うな業務側 か らの

要求 とを結 合 させるものが ファイル設計 である。 コン ピュータの適用業務 が小規模 な頃 には,

業 務内容 を時系列 に沿 ってそのままプログラムに移せば よく、その場 合はファイルの役割 は,

プ ログラムに対 して従属的 であったが,シ ステムの規模が大き くな り,プ ログラム とデータ と

が互に独立 なシステム ・エ レメン トとして考 えられるよ うになる と,フ ァイル設計 の内容 が大

きく変 った。

ここでは単純 な形式 のファイル設計の基礎事項 を先ず学習 して,次 に新 しいファイル設計 の
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概念 となったデータ ・ベースについて学習す る。

4.3デ ー タ ・ベース概念

(1)デ ー タ ・ベー ス概念 の背景

トータル ・システム(TotalSystem)や,MIS(ManagementInformation

System)が コ ン ピュータの応用分野 の体系化 の考 え方 であるのに くらべる と
,デ ータ ・ベ

ースは
,こ れ らよ りもコン ピュータ技術側 に近い一種 の体系化 を指向 した概念である。この

考 え方は1960年 代 の後 半に生れて,そ の後急速 に具体化 が進展 しつつあるコンピュータの

応用技術 である。

コンピュータによる情報処理の普及 にっれ て
,デ ータ量 の増加に伴 う次 のような各種 の情

報処理上 の難点が指摘 されるようになった。即ち

・データの範 囲の拡大 によるプ・グラム構成 の複雑 さが
,プ ログラム作成費用 を増 大 させ

る。

・デー タの範 囲が増加す ると
,次 にはデータ項 目間に新 たな関係 づけ を追加 したい とい う

要求がお こる。

・個別業務へ の適 用 を,次 々に増加 していると,そ こであっかわれ るデータ同志 の間 で,

お互 に重複 してい るものが発生 し,そ の重複 しているデー タに異 なる値 のものが見出 さ

れるなどで,全 体 としての整合性が失 われ るようになる。

・既存 のデータを利用す るad-hoc的 情 報処理 の要求 が増加す る
。

・データと しては全般 にわたる もの を多角的 に使用 し
,情 報処理の 目的 としては部分的 で

あるような処理要求 が増加す る。

・そ して これ らの情報処理 の要求は プログラムの変更 として
,全 体 に影響す るよ うな手直

しを度 々お こなわなければな らない結果 にな る。

これ らの問題 点 を解決 する手段 として考 えられた一つ の方向が,こ こで学習するデータ ・

ベース概念 である。

データ ・ベース とい う考 え方は,処 理体系 の中でデータ とプログラムをお互 いに独 立に と

りあっか えるよ うに分離 して,全 体の処理系 を拡張性 のある ものに しよ うとするものである。

この考 え方 を実現す るた めの手段 として具体化 された システム ・プログラムが,デ ータ ・ベ

ース管理 システム
,DBMS(DataBaseManagementSystem)で あ る。即 ち,要 約す

る と,DBMSと は ・「定常的 な業務処理 と,ad-hoc的 な要求 との両者 に対 して ,共 有 でき

るようなデー タの管理方法 と して、ランダム ・ア クセス ・ファイル を有効に利用す るシステ

ム」 であるとい うこ とが できる。
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ソフ トウェア設計 の趨勢が、データ ・ベース ・マネジメン ト・システムに依拠 するよ うに

なった経路 には,次 のような三つ の方法があ った。

(a)O.S.の ア クセ ス方式 の延長

(b)デ ー タ ・ベース ・パ ッケージの大型化

(c)情 報 検索 システムの拡 大

データ ・ベース概念 の把握 には、これ らの発展経過 をふ りかえってみ るの も一方法である。

(2)デ ー タ ・ベース概念 の特徴

現在のO.S.に は各種のア クセ ス方式が採用 されている。即 ち

BSAM(BasicSequentialAccessMethod)

9SAM(9ueuedSequentialAccessMethod)

BPAM(BasicPartitionedAccessMethod)

BISAM(BasicIndexedSequentialAccessMethod)

gISAM(9ueuedIndexedSequentialAccessMethod)

BDAM(BasicDirectAccessMethod)

BTAM(BasicTelecommunicationAccessMethod)

QTAM(QuedTelecommunicationAccessMethod)

TCAM(Tele-CommunicationAccessMethod)

これ らの各種のアクセス方式 が出現 した基盤は,結 局メッセージ操作(message-hand-

ling)と メ ッセ一二ジ処理(message-processing)の 両 者 の間 での非同期処理 の拡大 と

そ の精密化である。アクセス方 式の整備 はデー タ ・ベース とい う考 え方 が成立す るための,

技 術的 な背景 である。 しか し,こ のよ うな各種 のアクセス方式 が順次整備 された経過 ではグ

大容 量の ランダム ・アクセ ス記憶装置 の有効活用 とい う技術上 の要求のみ が先行 し,そ の後

でデータ ・ベース概念 が追従 した とい う歴 史的事情か ら,O.S.の ア ク セス方式はかならず

し も現 状 のDBMSに 融 合 しているとはいえない。DBMSは 端的 に云 えば,O.S.の デ

ー タ ・マネ ジメン トの部分 と
,ア プ リケー ション ・プ ログラムのデータ処理部分 を抜 き出 し

て,融 合 させよ うとす る試みであ る。D.B.M。S.が ね らっている ものは,複 雑化 しす ぎた処

理体 系の中か らデー タ管理 の部分 を抜き出 して,処 理系の考 え方 をさらに単純化 しよ うとす

る意 図である。 しか しなが ら,多 年にわた って蓄積 されたアクセス方式 の技術 と無関係 に,

これ を実 現す るのは現実的 には不可能なため,実 際のD.B.M.S.は 既 存 のO.S.の 上 に附

加 されたパ ッケー ジ ・プログラムの形 成 をとってい る。 このためにその意図す るところと反

して,処 理系と してはむ しろ複 雑な間接的構成 にな ってい るものが多い。学習に際 しては,

混 乱 気 味 のDBMSの 構 成 にまどわされ るこ とな く,そ の本質的なね らいであ る単純化 の
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意 図を把握 す ることを心掛 けなければな らない。

(3)DBMSの ね らい

以上概観 したよ うなデー タ ・ベー ス概念 の成立経過 と関連 して、それでは現実 のDBMS

は,シ ステムとしてどのよ うな 目的 と機能 をもっているか を整理 して把握す る。

次 のような項 目をあげて考察 してみる。

a)デ ー タ重複 の排除

b)デ ー タの記述 とプログラムの分離

c)デ ー タの論理構造 と記憶構造 の分離

d)入 力 と出力 の分離

e)デ ー タ体系 の設計 とデー タ ・ベー ス ・システムの運営の分離

D.B.M.S.が 上 記 のよ うな ことを目的 とするシステムであることの必要性 は何 によるも

のであるか をまず検討 し,次 に この目的 をはたすために,ど のよ うな方策 が とられ ているか

を,各 種 の提 案や具体的 なD.B.M.S.の パ ッケー ジについて検討 する。 これ らの学習のた

めの予備知識 として,デ ー タ ・ベー ス ・システムに関す る述語 の定義 にっいて正確に把握 す

るこ とも必要になる。 これにはCODASYLの システムズ委 員会 の調査報告,DBTG(data

basetaskgroup)の 提 案,GUIDE/SHARE要 望 などを参考にす るとよい。

さらに具体的 なDBMSの パ ッケージにっ いて,そ の機能 を検討 してみ るこ とが可能 な ら

ば,デ ー タ ・ベース ・システムの認識 をうるのに有 効である。

DBMSの 機 能 を把握す るた めの着眼点 と して,次 のよ うな項 目がある。

表4-1D.B.M.S.の 機 能

(1)制 御 一同 時 ア クセ ス,排 他制 御,ス ケ ジュ ー リン グ,監 視

(2)言 語 －DDL,DML(親 言語,独 立 言 語)

(3)記 憶 一マ ッピン グ,多 様 な ア ク セ ス,デ ー タ の保護

(4)定 義 一 スキ ー マ,サ ブ ・ス キ ー マ

(5)保 全 一機 密保 持,デ ー タ の保 護,回 復 ・修復

(6)通 信 一 オ ン ラ イ ン,端 末 の多 様 化

(7)デ ー タ ー関 連,非 冗長,完 全,ア ク セ ス,機 密,効 率

(8)そ の 他 一拡 張 性,互 換 性,汎 用 性,問 合 せ応答

4.4DBMSの 導 入計画

データ ・ベースの概念は,こ れか らの ソフ トウェアの開発 に欠 くことの出来ない前提 となる

ものである。今 までのファイル 中心 のアプ ローチ とは異 なる設計上の留意 点 も必 要 と な る。

DBMSは システム設計 に対 してはあ くまで も道具 であるの で,今 までに学習 したシステム設
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計の大綱 はデー タ ・ベース ・システムの場合 に も変化 はないが,DBMSに よ る場合 には,ま

ずこの道具 にっいて,そ の得失 をよく心 得てお くことが必要 にな る。それには実際に使用す る

DBMSの 機 能 を実地 に調査 してみ ることも有効 な学習方法 である。そのためにはまず どのよ

うな点 をね らってデー タ ・ベース ・システムを設計す るのか とい う意図 をはっき りさせ ること

と,デ ー タ ・ベース ・システム を採用 した場合 には どのよ うな問題点が新たに発生す るか とい

うことを考 えてみる必要がある。

(1)デ ー タ ・ベ ース ・システムを採用す るね らい

今 まで述べた ような一般論 としてのデータ ・ベース ・システムの効能書 とは別に,現 在 シ

ステム設計 を意図 してい る問題に対応 させて,デ ー タ ・ベ ース ・システムのメ リッ トを具体

的に想 定 して,そ のためには,ど のよ うなDBMSが 最適 であるかを考察 してみる。即ち

(a)情 報 の総合管理 をね らうのか?

㊤ システムの拡張性 をね らうのか?

◎ 非 定形 の情報要求に応ずるためなのか?

⑩ 情報提供 の即時性に応ず るためなのか?

な どとい うシステム設計上の目的 を明確に して,こ のテー マに対応す ることが大切である。

ものには表 があれば裏 もある。データ ・ベース ・システムの採用 に対 して,そ のメ リッ ト

と共 に,そ れ に伴 う問題点 もあ らか じめ,予 測 して対応策 も考 えておかなければな らない。

デー タ ・ベース ・システムを採用する場合の問題点 と して考 えられる諸点 は次のよ うなも

のであろ う。

(a)効 率 の低下,汎 用的 なものが,専 用的な ものに劣 るのは当然 であって,そ の代 償 とし

てデー タ管理の一元化等の メ リッ トが得 られ るのであるか ら,そ の収支のバ ランスが,

システ ムのね らいにかなっているか どうかを検 討す ることが大切である。

㊤ ファイル中心の方法からの コンバーシ ョン

す でに運用 されているシステムをデー タ ・ベー ス形式 に変更するには,そ のためのコン

バー シ ョン作業 が必 要 となる。 これ らの余分 の仕 事 を追加 してで も,シ ステムの拡張性 を

望むか ど うかが一つの判断事項 となるであろ う。

(c)デ ー タ集中による障害危険の増加

データ ・ベース ・システ ムに移行す ることは,企 業 に とって重要な情報 を集 中化す ること

であるから,そ のための危 険が増加す ることになる。DBMSの 重 要な機能 として機密保護

や デー タ修復 があげ られるのもこのためで ある。デー タの保全対策 について十分な考慮 が

必 要になる。

以上に述べたような諸点 を着眼点 として,DBMSの 機 能調査 をおこなつて・ 目的 とす る
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システ ム設計 に対 応 させた評 価 を実施 してみるとよい。

(2)デ ー タ ・ベ ース ・システムへの移行手順

デー タ ・ベー ス ・システムへ移行す るには,段 階的 な手順 をとるこ とにな るであろ う。そ

の時 に考慮すべき諸点 を学習 してみる。

(a)デ ー タ量 に対 す る考慮

実際 に稼 動 してい るシステムでは,デ ー タ量 に対す る考慮 をお ろそかにす ると,運 用面

で重大 な支障 をもた らすこ とがある。

㊤ デー タの種類 に対す る考慮

特定の種 類のデータに着 目して,順 次移行する とい う方 法 も考 えられ る。

(c)サ ー ビスに対 する考慮

デー タの収集,提 供 の頻度 を考 えて,段 階的に移行するとい う方法 も考 えられる。

◎ 管理体制 に対す る考慮

デー タ ・ベース ・システムでは業務中心 から,デ ータ管理者中心 に移行す る。従 って こ

のための要員 の配置 も十分 に考えて運用 しなければならない。

以上の諸点 を,目 的 としているシステム設計 と関連 させて実地 に検 討 してみ るとよい。 さ

らにそのためのスケジュー ル を作成 してみ ることが望ま しい。

4.5デ ー タ ・ベース ・システムの設計

データ ・ベースの設計 には,論 理構造 の設計 と,記 憶構造の設計 の二つの フェーズがあ る。

前者 は業務側 か らのアプローチにな り,後 者はDBMSの 利 用者(専 門技術 者)側 か らのア プ

ローチになる。 さらにデー タ ・ベー ス ・システムが実施運用 され るよ うになると,デ ー タ管理

者(GUIDE/SHARE要 望 の用語 ではDataBaseManager,CODASYLのDBTG提 案

の用語 ではDataAdministrator)が こ の中間に介入する。

データ ・ベース ・システムの場合 には,一 般 にこのような二重構造 になる面 が多いために,

シ ステム設計にあ っては,問 題把握 のための概 念 を分析的 に明析 に しておかなければな らない。

データ構造 の設計 には,使 用 するDBMSで 固有 な呼び方 をしてい る述語 の意味 をよく把握

しておかない とな らないことが多い。現状 では処理効率 を重視す るた めに,記 憶構造に対す る

配慮 に重点 がかた よ りがちにな るが,シ ステム設計 とい う立場 か ら考 えると,論 理構造 に重心

をおいたシステム設計 が本来の姿であることを忘れてはならない。

データの性格 をよくみきわめて,分 類 し,デ ータ間の関係 づけ をし,そ の使用頻度や処理 の

流れ を考 え,そ のデー タ構造 を決定 し,実 際のDBMSに よ ってそれ を運 用 してみて,従 来の

ファイル中心 のプログラム との差異 を確 めてみることが望 ましい。
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デー タ ・ベースの設計 の場合 でも,従 来の ファイル設計 と,そ の本質 において異 なる ところ

はない。 ソフ トウェアの設計の章 で学んだ ことと同様 に,分 析的なアブ・一チは前提 として必

要になる。特長的な点 は,記 憶構造に関する技術的 な検討に触発 されて,問 題 その ものが もつ

論理構造 が意識的 に採 りあげ られ るよ うになった事である。

この節では特 にデータ構 造に重点 をおいて研究す ることが望 ま しい。

DBMSの 採用 の理 由は,適 用業務 の拡大 に伴 うCPUの 処理能力の限界 に達 したためその

打 開策である場合 が多い。 システ ムの運用 に未経験 であって,或 日突然DBMSを 使 用す る大

規模 なシステムの設計に入 るとい うことは考 えられ ない。 したがって通常の場合 はバ ッチ処理

システム とオンライン処理 システムを合体 して統一的 なデータ ・ベース ・シス テムに移行す る

ことが多い。以上の ような状況 を考慮 に入れ ると,デ ータ ・ベース ・システムの設計 とは,既

存の運用中のシステムか らの移 行計画 であると見て もよい。即 ち次のよ うな手順が考 えられる。

・現行の アプ リケーシ ョン ・プログラムの見直 しをする。

・データの統合 をするこ とを前提 に して考えて,無 駄 の多 いバ ッチ処理部分 を整理す る。

・今 までの個別のプ ログラムで,同 一対 象に対 して異 なるコー ドや用語 を使用 しているもの

に対 して統一的な コー ドや同一用語 を使 う。

・個別 プログラム毎の入 出力部分 を分離 して,デ ー タの直接入力,利 用部 門の直接検索の手

順 を新 たに設計する。

・DBMSで は 通常 入 力 は入 力 待 行 列 に入 り,出 力 は出力待行列か ら端末 に出力 され るの

で,そ れ らの操作 のための メッセー ジを設定す る。(DBMSが 用 意 してあるものを学習

す ることになる。)

・データの階層構造 を設計す る。以前 のバ ッチ処理 の時の形 をそのまま引継 ぐと,応 答 が遅

くなることもあ り得 る。応答の速 さを確保するためには3階 層位 までに編成す ることが望

ま しい。(ス キーマ)

・二重更新 のお こ りうる場合 の調整 も必要である。(や は り応答時間に影響す る。)

・データの保全,機 密 に対す る対 策 を考 える。

・拡張性,変 更の容易性 を考 えて,新 しいデータ ・ベースのデー タを基調に して,よ り有効

な次の新 たな適用 プ ログラム を計画す る。(サ ブスキーマ)

以 上 の手順 を要約す る と次の よ うに整理 できる。

① デー タの分析

i)使 用 デー タの分類(デ ー タの機能)

iDデ ー タ使用方法 の分析(工 程,用 途)

iii)デ ー タ量 の予測(業 務 とデータの対応)
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② データ構造 の設計

D階 層及 びセグメン ト・タイ プ

iD記 憶 構造 の設計

プログラム群 の設計(入 力 プログラム,

安 全 ・機密対策

その他,デ ータ ・ベース管理者 の決定

利用部門 の組織,権 限の制定

DBMS使 用 の効率向上方法の検討

データ ・ベースの保守 の予定

適用範囲 の拡大の計画

この ような段階 は,通 常の システム開発 の手順 ときわめて類似 してい る。

現実的には,は じめから大規模な デー タ ・ベース ・システムの設計に突入す るのではな くて,

まずパ イロッ トとしてのモデル ・デー タ ・ベ ースの設計 と作成 をおこなって,こ れ によって,

デ ー タ ・ベースの創成方法 を検 討 し,効 率チェ ック ・運用 チエ ツクをす るためのテ ス トを繰 り

返 し,そ の後に範囲 をひろげてデー タ ・ベースの設計 とそのためのデー タ収集(或 いは現在運

用 中のシステムか らのデータ変換)を お こなって後 に本稼動に入 るとい う二段階 による移 行計

画 がおこなわれ る。

DBMSの 効 率や応答速度 などは,小 規模なパイ ロットモ デル ・データ ・ベースの場合 と,

実際 の大規模 デー タ ・ベースの場合 とでは,そ の傾向に大 きな差異があることがあ るのでそ の

余裕 も考慮 に入 れ る必要があ る。(応 答 時間 の速 さを維持するために大きい主記憶域 を占有す .

る こともあ り得 る。)

学 習 としてはパイ ロットと してのデータベース ・モデルの作成 をお こな うのが よい。

指導上の留意点

(1)前 章 の学習 がプ・グラム設計 であ るのに対応 して,こ の章 の学習 がデータ設計 であ る性格

をあきらかにす る。

(2)プ ロ グラム重点志向が,デ ー タ重点志向 に転 じた現在 の情報処理技術 の一般動向 について

言及す る。データ中心 の考 え方 が,本 来の情報処理 の本質であることについて も注 目す る。

(3)フ ァイル設計 の標準的 な手順 を基礎 事項 として学習 させる。

(4)デ ー タ ・ベ ース概念が発展 した技術的,社 会的な原因 を検討 させ て,そ れに よって ソフ ト

ウエア技術 がかかえている現在 の問題 点 を認識 させ る。

(5)リ レー ショナル ・モデル等 の新 しい技術 問題 などに も言及 し,現 在 のDBMSの 技 術及 び
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考 え方 などに,未 完成 な側面 もあるこ とを認識 させ る。

(6)デ ー タ ・ベース概念 の発展 がもた らした一つの成 果は情報構造 に対する分析的な視点で あ

る。この意味 で 「データ構造」の研究的学習に或程度 の時間 をわ りあてることが望 ましい。

その場合 は,記 憶構造 の問題 よりも,論 理構造 の問題 に重点 をお く。

(7)DBMSと して重要 なテーマに,通 信技術 との結合があるが,こ れにっいては単元C3で

学 んでい るもの として省略する。但 し情報処理 システムの将来指 向が,コ ミュニケーション ・

ネッ トワー ク主導の傾向 にあ ることにつ いて は,デ ータ ・ベース ・システムの発展の経緯 の

ところで言及す る必 要がある。

参 考

(1)デ ー タ ・ベース概念 の成立 に関係 の深 い二 三の トピックス

a)CODASYL(TheConferenceonDataSystemsLanguages)の 活 動

(i)シ ス テムズ委員会(SC:SystemsCommittee)の 汎 用D.B.M.S.}こ 関 す る調 査

報告

この調査報告 は,デ ー タ ・ベース ・システムの分野 の述語 の標準化 に貢献 している面

が大 きい。1969年 と1971年 の2回 の調査 があるが,特 に後者の調査報告 が,概 念 や

述語 の整理 に役立 っ。

CODASYLの シ ステム委員会が,調 査対象 として採 りあげたDBMSは 次 の10種 類

であった。

表4-2CODASYLのSCの 調 査対象

GIS(IBM)

MarkW-(lnformaticsInc)

NIPS/FFS(DCAIBM,NMCS)

TDMS(SDC)

UL/1(RCA)

COBOL(CODASYL)

DBTG(CODASYLPLC)

IDS(H.1.S.当 時GE)

IMS(IBM,NorthAmericanRockwell)

SC-1(WesternElectric,Auerbach)

1969

1968

1968

1969

1969

1970

1971

1963

1969

1970

(iDデ ー タ記 述 言 言吾委 員 会(DDLC:DataDescriptlonLanguageCo㎜ittee)の ス

キ ー マ,DDLな ど の整 理 活 動 。(こ の 委 員 会 の デ ー タ ・ ベ ー ス用 デ ー タ記 述 言 語 の 報
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告書(1973)は,DBMSの 具体案に関す る報告 である。)

(iii)プ ・グラミング言語委 員会(PLC;ProgrammingLanguageCommittee)のD.

B.T.G.提 案

DML,サ ブ スキーマなどの整理,COBOL仕 様 検討。

b)DBTG(databasetaskgroup)に つ いて

W.G.Simmonsの 提 案によって,CODASYLの 中 のCOBOL言 語 ノ」・委員会 の一環

として リス ト処理作業班が形成 され,そ の後 その グルー プは名称 をデータ ・ベース作業班

(DBTG)と 変更 した(1967)。 このDBTGが,CODASYL言 語 委 員会 に提 出 した内部

報告書(1969年)は デー タ ・ベースの開発 の指針 となった。この報告書 はその後変更や

拡張がおこなわれ1971年 に再 び報告書 が作成 された。 これ らの活動が きっかけにな って,

新 しい委員会DDLCが 出 来 ることにな り,DBTGは 発 展 してDBCTGとDMLTGに

細 分化 された。DBCTGは データ ・ベース概念作業班 であ りDMLTGは そ の後DBL

TG(databaselanguagetaskgroup)と 名称変更 をお こなっている。

CODASYLの 活 動分野 を委員会別 に分類 してみる と,ン ステム委員会 は全体的 な概念

の把握,デ ー タ記 述言語委員会 は独立言語方式 に関連 す る項 目,プ ログラミング言語委員

会 は親言語方式 に関連す る項 目となる。

c)GUIDE/SHAREの 要 望書

IBMの ユ ーザ ・グルー プから提起 されたDBMSに 対 す る要望書 であって,CODA

SYLの 調 査ほ ど組織 だった整理はなされていないが,実 現の可能性 は度外視 して,DB

MSに 対 す る本質的要望項 目に,デ ータ とプログラムとの分離独立 を強 く主張 してい る。

d)リ レーシ ョナル ・モデル(relationalmodel)

E.F.Coddの 提 案す る リレーシ ョナル ・モデルの展 開は,今 後のデータ ・ベー ス とし

て注 目に値す る考え方 である。

従来のDBMSを 順序 ずけへの依存(・rderingdependence)・ ・ インデ クシングへの依

存(indexingdependence),ア クセ スパスへの依存(accesspathdependence)な ど

に とらわれす ぎているとして,ユ ーザか らみて,今 までよ りもデー タの独 立性 の高 い体系

が可能 で ある とい うのが,Coddの リ レー ショナ ル ・モデ ルの提案 である。データのモデ

ルに対す る考 え方 について,情 報構造(informationstructure),デ ー タ構造(data

structure),記 憶 構造(storagestructure)の3っ の レベルを考 える。DBMSの 実 現

のための方法 として,従 来の ようなポインタを使用す るの をやめて,そ のかわ りに,デ ー

タの関係 をあ らわす表(table)を 使 用す る。ユーザか らみて,よ り自然に情報 の体系 を

表現 しうるように した。テーブルで表わ され るものは,ド メイン(domain)(列)と タ ブ
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ル(tuple)(行)で 構 成 され る リレーシ ョンであって,こ の リレー ションの集合がデータ

構造 になってい る。 これ らの リレーシ ョンの間には階層関係 はない。各種 の リレー ション

の中の ドメインにあ らわれ る同 じデー タ項目そのものがおのずか らデー タ構造 を表現 して

いる。このような単純で均質的 なデー タ表現はかえって複雑 な現実問題 のモデル を作るの

に適 している。 この考 え方は今後 のDBMSの 方 法 として期待 がよせ られている。

e)ACM(associationforcomputingmachinery)の 研 究 グルー プの活動 例えば

SDDTTG(storeddatadefinitionandtranslationtaskgroup)で は記憶

構造 の定義 の研究 をお こなっている。

(2)DBMSの 特 徴

a)デ ー タ重複の排除

従来 の方法によると,個 々の適用業務 ごとにデータ ・ファイルが作成 され,そ の中味は

コー ド化 と分類 によってファイルの量が増加す る。

・分類には倍倍 のスペースが必要 にな る
。

・分類のステ ップが増える と必要スペこスは幾何級数的に増加 す る
。

・コー ドの標準化のためにブランクのファイルスペースが増加 する
。

少数 のデータのエ ラーが幾多の計算 ステップの リランを要求す る。

失
敗
し
た
計
算

図4-1エ ラ ー の 伝 播
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システムを更新す る場合 に,同 一データがい くっ もの ファイルにあると更新 に時間がか

かるばか りでな く更新 のし残 しが生ず る。

習il∵}一 一㌫ 誓1鍍
〃 同 一 ⑪ ・'噺 忘れ?

図4-2.更 新 の 忘 れ

データ重複 の排除 とい うね らいを,概 念的に図式化す ると次のようになる。

データ

業 務A

業 務B

データ・ベース

A十B十Cよ り小さい

業 務C

図4-3デ ー タ重複 の排除

b)デ ー タ記述とプログラムの分離

プログラムの中にデー タ記述 が組込 まれ ていると,適 用業務の一部分 のみが変更 され る

だけで,デ ータ記述部分への影響 によって,プ ログ ラムの変更作業 が大規模 にな り,保 守

要員 も多 くを必要 とする。業務 内容 の変更は,デ ー タ部分の変更の場合 と,処 理手順の変

更の場合 の2通 りがあ りうる。 したがってデータ部 分 と処理部分 とを分離 してお けば,業

務 内容の変更 による保守作業 を局所的 に狭めてお くことが出来 る。

c)デ ー タの論理構造 と記憶構造の分離

記憶装置 がもっているそ の物理的機能(記 憶密度,書 込 みゃ読出 しの手順や速度な ど)

に よって,デ ータの記憶方式はお のずか ら制約 を うける。 ところが一方 では,デ ータの体

系の論理 的構造は,デ ータ自身が もってい る属性 に基づ く独 自の構成 をもつ はずである。

データの独立性 を保つためには,デ ータの記憶 の形 式にひきずられ るこ とな く,デ ー タ自

身が内在的 にもってい る関連(論 理構造)を 体系化するデー タの記述形式が望ま しい。

従来のプ ログラムでは,こ の点は,む しろ,デ ー タの記憶形式にひきず られた ものが多

く,そ のために ソフ トウェアの設計 が無理 に複雑になっているもの もあった。

現状のDBMSで も,デ ー タ記述 に関 してみ る と,デ ー タの物 理 構 造(記 憶 形 式)

○↓轟
＼

↓

Q

Q

O

↓

↓

↓
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(storagestructure)と,論 理 構造(内 在的関連づ け)(datastructure)と を,完 全

に分離 してい るとはいえない。

この点は現実的な処理能率 との妥協 の結果 ではあ るが,デ ー タの論理構造 と記憶構造の

分離 を介 してデータ とプログラムの間の独立性 を獲得 しよ うとす る努力 は継続 されている。

このよ うな技術動向は,情 報検 索プ ログラムの発展 した結 果 とみ ることもできる。

デー タの独立 とい う観点での ソフ トウェア技術上 の工夫は

・DBMSの 親 言語方式(hostlanguage)と 独 立言語方式(self-contained

language)

・デ ータ記述言語(DDL:DataDescriptiveLanguage)と デ ータ操作言語

(DML:DataManipulationLanguage)

な どである。

d)入 ヵ と出力の分離

情報は時 間 とともにその価値 を減衰す る。情 報の提供には,即 時性,迅 速性が要求 され

る。 この ことは情報処理 のオンライン化 の要求になる。ひ とっの トラ ンザ クシ ョンの処理

が終るまで,次 の トランザクシ ョン処理 がお こなえないとい う方法か ら脱 して,マ ルチプ

ログラミングへと発 展 し,メ ッセー ジ操作 とメッセージ処理 の分離 を非同期に処理す るよ

うになれば,次 に来 る段階 は,入 力時期,及 びその方法,デ ー タの蓄積及びその方法,出

力 時期及びその方法 の三者 の分離独立である。情報検索 のプログラムは,上 記のような特

徴 をもっていたため,DBMSの 源 流 の一つ となった。

デー タ ・ベー ス ・システムの前面(front-end)は 通 常 のオンライ ンシステムと同 じも

のであ り,後 面(back-end)はDBMSで あ る。 デー タ ・ベース ・システムの範 囲が

拡大す るとともに,上 記 のよ うに,入 力 と出力 との独立性 は高 くな り,デ ータの集 中化に

よって,デ ータ損壊時 の危険 が高まった。且つ オンライ ンであることから,シ ステムの修

復 の困難 さ,機 密 保護 の必要性 な ど,新 しい問題 点が加 わるよ うになった。デー タ通信技

術 が,フ ァイル処理 技術 と共 に,デ ータ ・ベース ・システムの技術上 の両輪 とみな され る

よ うにな りつっ ある。そのため,デ ータ ・ベ ース ・システムのことをDB/DCシ ス テム

と呼ぶ こともある。

オ ンライ ン化 の面か ら,次 の諸点に焦点 をあてて,デ ー タ ・ベース概念の発生の経 過 を

観察するとよい。

・データ通信技術 との結合

・狭義の デー タ ・ベース ・システム(情 報検索)

・データの安全性,機 密保護 の工夫
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(3)DBMSの 機 能

DBMSは 情 報 の蓄積機能,所 要の情報 を検索する機能,こ れ らを独立 に実行するための

制御機能,た くわえ られたデータを安全に保持 し,デ ータ処理 を監視 し,場 合 によっては損

壊 されたデータを修復す る機能 などをもっている。

@)デ ー タ構造

データ構造 に関 する研究 が活発 になったことは,DBMSの 普 及 に伴 う現象 である。

従 来は,デ ー タ構造 の問題 は主 としてOSの 内部に限定 され た技術的 テー マであるとみな

されていたが,デ ー タ ・ベ ース ・システムの普及 によって,最 近 ではむ しろソフ トウェア

の設計問題 の中心課題 がデー タ構造の想定である と考 えられるよ うに変化 しっっある。

データ構造 の学習 とい うのは,一 面では,DBMSの 内部機構 としての基本部分 を把握

す るためで あ り,他 の面 では,シ ステム設計 としてデー.タの性格 を分析 して,DBMSを

有効 に活用す るためである。

cODASYL案 の場合 順 髄[コ ー1=H=コ

一(論理
構造)

ス トー レ ッジ構 造

木構造

網構造

一 っ の セ グメ ン トの

上 位 セ グ メン トは 一

つ に限 定 され る

一 つ の セ グ メ ン トが

{
二つ以上の直属上位

セグメントを持つこ

とがある

(物 理構造)

DBMS
サブ

スキーマ

サブ

スキーマ

<=>o.s.

＼こキニシ ○亙 「(ら
ユーザ

プログラム

、
(DD三)
ユーザ

プ ログラム
一
ア 一 夕 ベ ー ス シ ステ ム

"
ハ ツ フ ア SCA SCA

＼ ノ
UWA UWA

)e
SCA:SystemCommunicationArea

,

UWA:UserWorkingArea
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Coddの リ レー シ ョナ ル ・モ デ ル の 場 合

1nformation

structure
－ data

-
structure

storage

structure

リレー ショナル ・モデル概念図

リレー シ ョ ン(relation)

タプル う

(tnple)

↓

ドメイン(domain)

レメン ト(element)

カー デ ィナ リテイ

(cardinality)

ディグリィ(degree)

リ レー ショナル ・モデルの表形式

CODASYL方 式 のデー タ ・ベ ースでは,デ ータ構造は木構造が中心 になっていて,場

合 によってこの木構造 の網構造 への拡張が可能 にな るよ うになってい るものが多い。そ し

てデー タの構 造定義 をあらか じめ処理 の時 点よ り前 にお こなっていて,デ ータ ・ベースが

使用 できるのが通常 の形式 である。

リレー ショナル ・モデルの場合は,既 に実用 に使用 されてい る従 来のDBMSの 機 能 を

そのまま利用 して(例 えば,保 全 とか通信 のシステムはそのままとして),デ ー タ構造 の と

りあつかいの部分 のみ をパ ッケージ化することによって,そ の実現化 を計画 しているもの

もある。この場合 のデータ管理機 構 としては,0.S.の ア クセス方式,木 構造形式 のDB

MS,リ レー ショナル ・モデル をとりあつか うデータ構造操作パ ッケージ とい う具合 に三

重構成 とな り,原 理的 には単純 であ りなが ら,現 実的 には複雑 なものにな ることもあ りう

る。

b)デ ー タ管理業務 の分解

デー タ管理 の方式 は,従 来 のプログラムの作 り方 では,個 別のア プ リケー ションの設計

思想 に支配 されて,夫 々異 なる手順 をとることにな り,デ ータはプログラムに対 して従属

的 な位置にあった。
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DBMSの 採 用 によって,デ ー タ管理 の方式 は,そ の立場 を逆転 した。デー タ管理業務

に専従す る技術者が必 要 とな り,こ の専門技術者 が,デ ータ管理 に関する基本的 な部分 の

運 用 をつか さどり,プ ログラマはむ しろそ のデータ ・ベースを利用する立場 となった。

データ ・ベース ・システムの構成 を,IBMの ユーザ ・グループのGUIDE/SHARE

要 望 によって図式化す ると次 のよ うにあ らわされる。

DBCL

…ues… 一 一(〔i〕)

O

ロq

Q

Q

口
口

(－DBMS－)一一 ◎

DBADataBaseAdministrator人

DBMDataBaseManagerソ フ トウェ ア

DBMSDataBaseManag㎝entSystem実 行 ソ フ トウェア

DBCLDataBaseCommandLanguage

DBDLDataBaseDescriptiveLanguage

或 い はCODASYLのDBTG提 案 に よ る 表 現 で あ ら わ す と,次 の よ う に な る 。

デ ー タ ・管理 者

DataAdministrator /

固有構造記述

schema

デ ー タ ・ベ ー ス

唾∋
user

データ操作言語

DML

個 別構 造 記 述

sub-schema

(4)デ ー タ ・ベ ー ス 概 念 の発 展 に と も な っ て派 生 した 各 種 の 新 しい 概 念 語

項 目(item),値(value),レ コ ー ド(record),エ ン トリ(entry),集 団(group),

フ ァ イ ル(file),属 性(attribute),事 象(entity),具 体 値(instance),実 現 値

(occurence),論 理 関 係(logicalrelation),論 理 構 造(logicalstructure),記 憶

構 造(storagestructure),写 像(mapPing),固 有 構 造 記 述:ス キ ー マ(schema),

個 別 構 造 記 述:サ ブ ス キ ー マ(sub-schema),順 構 造(sequentialstructure),木 構

造(treestructure),網 構 造(networkstructure),リ ス ト構 造(liststructure),

リ ン グ構 造(ringstructure),連 鎖(chain),ポ イ ン タ(pointer),ハ ッ シ ュ 化

(hash),転 置 フ ァ イ ル(invertedfile),セ グ メ ン ト(segment),セ ッ ト(set),タ.

プ ル(tuple),ド メ イ ン(domain),デ ー タ ・サ ブ ラ ン ゲ ー ジ(datasublanguage)
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⑤ デー タ ・ベー ス概念 の発展

オペ レー テ ィン グ ・シ ステ ム

ア クセ ス方 式 の 多様 化

(COnCU町entaCCeSS)

デ ー タ重 複 の排 除

ア プ リケー シ ョン ・プ ロ グラ ム

デ ー タ処 理 部 分 の拡 大

(datadescription)

デ ー タ とプ ログ ラ ムの 分 離

情 報 要 求 の多 様 化

情 報 検索 型 プ ロ グラム の発 展

(datacommunication)

入 力 と出 力 の 分離
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(6)DBMSの 導 入 のた めの機能調査項 目の例

(1)設 備 (Dハ ー ド ・ウ エ ア (a)ハ ー ドウェ アか らの独立(上 位,下 位 機種 へ の流 用)

(端 末選択の自由)

(∋記憶域の専有度(DBMSの 必要とする記憶域)

(iDソ フ ト ・ ウ ェ ア (a)0.S.か らの独立(O。S.改 訂 の 影響P)

(リプログラマ言語(親 言語はP独 立言語は ～)

(c)ア クセ ス方 式(使 用 す る ア クセ ス方 式 はP)

(φデータの重複率(処 理能率との関連で)

⑥ プログラムの独立(プ ログラムの更新の自由)

(f)デー タの保全(デ ータ保全の単位はP)

② 使 いやす (i)導 入時 ④D.B.の 定 義(シ ステ ム設 計 者 か らみ て)

さ

(リデー タ の ロー デ ィン グ(方 法,処 理 時 間)

(ii)変 更 時 (a)デー タ構 造 の変 更(relation設 定 の手 順)

(りD.B.の 拡 張(新 しいDB追 加 の 手順)

(iiD稼動時 (a)D.B.管 理 者 か らみ た使 いや す さ

(リプログラマ,利 用者からみた使いやすさ

(iv)サ ー ビ ス (a)D.B.MS.提 供 者 の行 う教 育(カ リキ ュ ラム,テ キ ス ト)

㊤技術援助(ト ラブル発生時の応答性)

(3)一 般 機 能 (D共 用性 (a)D、B.運 用 上 の各種 ユ ー テ ィ リテ ィ

㊨ マニ ュア ル の完 備

(ii)検 索 (a)検索言語

㊨出力編集機能

(iii)統 計 (a)監視 用

㊤使用実績 ・ギング

(iv)保 護 回復 (a)チ ェ ッ ク ・ポ イ ン ト ・ リス タ ー ト

(リパ ック ・ア ップ
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第5章 プログラムの作成 と検査

キ ー ワ ー ド

ア ル ゴ リ ズ ム(、lg・ ・ithm),イ ン フUリ メ ン テ ー シ ・ ン(impl・m・n・ ・ti・n)・ プ ロ グ ラ ム テ

ス ト(programtest),機 能 テ ス ト(functionaltest)・ 効 率 テ ス ト(performancetest)・

環 境 テ ス ト(environmentaltest),信 頼 性(reliability),拡 張 性(expandability),デ バ

ッ グ(debug,debugging),エ ラ ー 恢 復(errorrecovery)・ 予 防 保 全:PM(P「eventive

maintenance),デ バ ッグ 文 組 込 み(built-indebug),ダ ンプ(lmemorydump)・ スナ ッ プ シ

ョ ッ ト(snapshot)、 モ ジ ュ ー ル 化(modulality),標 準 化(standardization)・ 机 上 チ ェ

ッ ク(deskchecking,dryrun),コ ン パ イ ラ 診 断(compilerdiagnostics)・ 作 業 見 積

(w。,kes・im。 ・i・n),醒 計 画(・ch・d・li・g),品 酷 理(…li・y・ ・n…1)・ 費 用 管 理

(COSt60ntrOl),ン ス テ ム 切 換(CUtOVer.SyStemCOnverSiOn)

目 標

システム設計について,1章,3章,そ してこの5章 で と りあつ かってい る。システムライ

フサイクルに対応 づけす ると,1章 は システム設計の基本,あ るいは システム計画 と呼 ぶべき

項 目にあた り,3章 は プ ログラム設計,5章 は プログラム作成 に該 当す る。

システム設計 とプログラム設計 の違 い を考 えてみ ると,前 者 は何 を(what)シ ステム として

作 るかに重点 があるのに対 して,後 者 はいかに(how)シ ス テ ムに まとめあげ るかに重点 があ

る。さ らにさかのぼれば システム分析 は何故(why)そ のシステムを作 る必要 があるのか を考 え

ることに重点がある。

システム設計が機能的 モデル(functionalmodel)を 問題 にするのに対 して・ プログラム

設計 は手順的モデル(procedualmodel)と 物 理的 モデル(physicalmodel)を 作 ることが

仕事 の中心 になる。 ここで学習す ることは,第3章 の ソフ トウェアの設計 で研究 した原則的な

項 目の具体化である。

システムのライフサイ クルの一局面 であるインプ リメンテーション(implementation)を

学 習す ることがここでの中心課題 であ るが,こ のimplementationと い う述 語 には適切 な日

本語訳 が見出 されない。 「作成」 とか 「実施」 とかの訳語 もあ るが,コ ンピュータ関係 の用語

としては,こ れ らの訳語 であらわ される意味 よ りももっ と限定 された内容 をあらわ している。

即 ちプログラム設計,プ ログラ ミング,プ ログラムテス ト,デ バ ッグ・関係先 の訓練 などの一
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連の作業 をスケジュールにしたがって実施することがイ ンプリメンテー ションである。 プログ

ラム とい う現物 を道具(implement)と し て作 りあ げるこ とである。

システム設計全体 の連鎖 を見渡 した時,現 在,最 も欠落 している部分は,設 計仕様 が与 えら

れた時,そ れ をどうや って実際のプログラムに実現す るか とい う方法 であ る。設計はこ うある

べ きである。プ ログラムは こうあらねば ならない。等 の個 々の議論は多いが,こ の両者 を連結

す るところは,実 地 にプ ログラムを作 ってみて体得するよ りほかに学習の道 はない。

プログラムを作成 す るには,数 多 くの予備知 識が必要 になることに気 がつ く。例 えば,ハ ー

ドウェアの機能,O.S.の 役割,特 にJCLの 書 き方,デ ー タ ・ベースの利用方法,デ バ ッグ

用ユーテ ィ リテ ィを知 っていなけれ ばならない。 フィジカル モジュールを決 める段階 では,リ

ンケー ジ ・エデ ィター,オ ーバ レイの方法等 の言語処理 プログラムの性能 なども把握 していな

い と,実 際 の仕事はで きない。プログラムテス トの効率,実 行時 間の効率 なども考 えなければ

な らない。コー ド変換,割 込処理などのよ うに処理 が特 に要求 される部分 にはアセンブ ラ ・マ

ク ロのモジュー ルを使 う必要 もある。多 くの経験的知識 を動員 しなければ ならない。 さらに現

実問題 として既存 の共通 モジュール,標 準モ ジュールを利用 す るための調整な ど,考 慮す べき

点は数多 くある。 このためには標準的な手続 や標準 サブルーチ ンにっ いてのあ らかじめ仕入れ

られている豊 富 な知識 が前提 となる。さらに中心的 な課題 として,プ ログラム内部 のアル ゴリ

ズムについて十分に学習 しなければならない。ここでは実際問題 に対す るその応用 を研究す る

ことに主眼 をお く。

さらに高い 目標 としては,プ ログラム技術 を技能 か ら技術 へ前進 させ るために,ひ と りよが

りの技巧に浮 す るこ とな く,前 人の開発 した ものを利用 し,そ の足場 の上に立 って仕事 を進 め

る方式 を研究す るこ とを念頭 にお く。即 ちプログラムの標 準化,共 同開発 ,共 通 プログラム等

の重要性 を認識 させ る。

内 容

5.1よ い プログラム とは ～

ここでは 「よいプログラム とは何 か ～」を考えてみ る。それ には開発技術の現状で観察 した

諸 々の問題点に対 する解決の方向づ けをす るようなプ ログラム を考えてみれ ばよい。

問題点 をもう一度整理 してみ ると次のよ うな項 目がひろいあげ られ る。

① 試作品がそのまま実用 に供せ られ ていて十分なテス トがお こなわれていない。

② プログラムの中味が プログラマ以外 にはわか らない ものが多い。

③ プログラムの修正 要求 にす ぐに応ぜ られ ないことが多 い。

④ プ ログラムの共 同作業 による開発方式 が確立 されていない。
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⑤ プログラムの品質 を表現す る尺度が明確 でない。

⑥ 技術的蓄積 を積 みか さねて質的向上 をはかるとい う工業技術の一般的発展過程 の道が未

発達であ る。

よい プログラムの定義 を,常 識的 な判 定基準 によって,次 のよ うに設定 して考察 してみ る。

・テス ト可能 なプログラム

・デバ ッグ可能な プログラム

・発展性のあるプログラム

(1)テ ス ト可能 なプ ログラム

まず何 をテス トするのかが問題 になる。論理的 に内部状況 を証明(prove)す る こと,実

際的 にテス ト状況 に対する合致 を実証(verify)す る こと,外 部状況に対する有効性 をしめす

(validate)こ と,利 用者 の経験 に対 してその実効性 を保証す る(certify)こ となど・ 単

にテス トといって も色 々な内容 が含 まれている。プログラマが独断 的に内部の論理 の正 しさ

を主 張す るだけがテス トではない。性能(performance)を テ ス トす るこ とは,実 行時間

や資源な どの制約 の間のバ ランス を決めることであるので,そ の測定には非論理的な もの も

介入す る。 自然科学分野ではテス トの原理 として 「テス トの反復可能性」 を重視 している。

こ.れからの類推では,非 同期処理 の場合の結果 の変動 を最小にす る工夫,繰 返 しのき く入力,

実 行の記録な どに対す る注意な どもテス ト条件 を考 える場合に重要 にな る。

ソフ トウェアの設計 の章 で考察 した よ うな諸点,す なわち

・プログラムのモジュール化(logical)

・プ ログラムのセ グメン ト化(physical)

・プ ログラムの機能把握(functiona1)

'プ ログラムの構造 化(structured)

な どが,そ の答の一面 ではあるが,こ れ らは形式的な側面で ある。さらに基本的 な問題点 と

して プログラマが自分 の作 るプログラムに対 して何 が望 まれてい るかがは っき りしていない

ことが多い とい うことを注意 しなければな らない。そ の結果 としてテス トは,プ ログラムが

うま く働 く場合 だけに絞 って作 られて しまう例 が多い。と りあつか う入力 の本 質について無

知 であることも多い。

(2)デ バ ッグ可能なプログラム

まずプログラム作成 にはデバ ッグが伴 うことの認識か ら出発 しなければ ならない。テス ト

とデバ ッグは質的に異 なる行為で ある。テス トは誤 りが存 在す ることを示 す だけの もので,

デバ ッグは誤 りの原 因 をさが し出す ものである。誤 りは開発 のすべての局面 に存 在す る。設
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計の段階,プ ログラミングの段階,コ ーディングの段 階,コ ンパイルの段階 ,部 分 テス トの

段階,全 体 テス トの段階,実 行 の段階,運 用の段階,修 正 の段階,プ ログラム保守 の段階 ,

等 々多 くの局面で誤 りは発生す る。

デバ ッグ可能 な プログラムを作成 す るための工夫は数多 く考 えられてい るが,そ れ らは一

つ一つが思いつきのレベルであって ,全 体 として体系的 な知識 にまではまとめ られ てい ない。

(3)発 展 性のあるプログラム

テスト可能なプログラムやデバッグ可能な プログラムは,問 題解決に直接結 びつ いた条件 を

調べ るための手段であるが,こ れ らの要求 とは性格的 にやや矛盾す る要求が,プ ログラムの

評価 の尺度 として存 在す る。それ は変更容易性,汎 用性,使 いやすさなどの尺度 であ る。プ

ログラムの信頼性 や保守性 の要求 は,技 術的 には,融 通性 や拡張性 の要求 と調和 させ るのが

難 しいことが多 い。

1960年 代 の前半頃までは,プ ログラマは適用業務その ものにわ りあて られ ,プ ログラム

の設計,プ ログラミング,オ ペ レーシ ョン等開発 か ら運用迄の全体に対 して責任 をもった。

このため先見性 のあるプログ ラムを作 ることは,プ ログラマの資質 として訓練 され たが,そ

の後の発展 に伴 って,プ ログラマの作業範囲の限定が次第にせばめられ て,プ ログラマの能

力 にたよることは次第に困難 にな った。

発展性のあるプログラムをど うや って開発 するかは,今 後の重要な課題 であ る。 これ に関

連す る問題 として,文 書化は,「 そこにある ものを記述する」ことよ りも,「 そ こで意図 し

た ものが何か」をも表現す る方 を重視す る必要が生 じつつある。 プログラマは技術的決定 を

個人 の好みでひと りぎめ して しま うばか りでな く,設 計方針 を仲間と議論 しあ う習慣 もない

し,そ の意図 を表現す る能力 もうしないつっ ある。他人 の仕 事の上に乗 ることをせず,多 く

の場合,は じめか らや って しま う。 したがって何時 でも一 ,二,三 の繰 り返 しで,十,百,

千 の進歩にはほ ど遠 い。 トップダウンの開発手法はプログラムの信頼性 を高 める反 面,他 人

の仕事 を足場に してその先 に進 むとい う工業技術 の一般型から逆 もどりして職人 技能 に足踏

みす る傾向に加担す る危険 も含ん でいる。

発 展性 のある プログラムとは,短 期 的には,そ の プログラムが組込 まれ てい るシステムが,

時 間的経過 によって,変 更改良 が加 えられ る時 に,そ れに容 易に順応 できるよ うな プログラ

ムであ り,長 期的にはそのプ ログラム自身が汎用性
,互 換性 をもつ ものであることである。

即 ち ソフ トウェアの標準化 の問題 である。

5.2プ ログラムテス ト

テス トとは誤 りを発見す るためにプ ログラムを実行す る過程 のことである。まず誤 りとは何
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か を解析す る必 要がある。

プログラムのエラーのケース を経験的 に整理すれば次のよ うな例が あげ られ る。

・物理的誤 り

コントロールカー ドの誤 り

カー ドの忘れ,位 置の間違い

余分のカー ドの捨て忘れ

データ形式の間違い

古いプログラムの使用

・論理的誤 り

判断の行先の間違い

ループの終了の間違い

ループの回数の間違い

ループの開始手順の間違い

起 りうるすべての場合を考慮 しなかった

・計算上の誤差

有効桁数の制約からの誤差

計算手順にもとつく誤差

丸め誤差,桁 落ち,累 積の誤差 等々

・コーディングの誤 り

部分の脱落

未定義記号,重 複記号

記号や命令の綴 りの間違い

入出力指定の誤 り

サブルーチン指定の誤 り

さらに プログラムの内容 に入 って,考 えれば各種 の誤 りが考 え られ るが,こ こではその一例

として,数 値計算 プログラムの場 合について検討すると,次 のよ うな各種 のエラーが考 えられ

る。

・誤 差 解 析

伝 播 誤 差(transmittederror)

切 捨 誤 差(analytiCtrUnCatiOnerrOr)

丸 め 誤 差(roundofferror)

・領 域 解 析
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常微 分方程式 の数値解 などの場合,特 にクセの悪 い問題 むきに作 ったものは,一 般 問

題 をとくためにはかえって非能率 になる。 したがって将来 はと りあつか う領域に よっ

て プログラムの分担 が分化することになるであ ろう。

・時間解析

計算 時間の制約 も考慮 しなければ ならないもの もある。

・そ の他

収束 判定基準,負 の引数,オ ーバフロー,ア ンダフロー,デ フォル トの設定 な どに対

す る考慮 。

問題領域 によっては,そ れぞれその分野個有 の誤差が存在す る。

このように分析 してみる と,テ ス トの問題 はきわめて範 囲の広い検討事項 を含 んでいること

が想像 できる。

まず,テ ス トの種類 を一通 り調 べ,次 にテス トの方法 を検討す る。

テス トの種類 としては,形 態的 にみて,単 純 に

個別 テス ト

全体 テス ト

が考 えられ るが,こ れ をさらに範囲別,時 系列別 に分解 して,次 の4段 階に分 けて考 えること

が実際的 である とみ られ てい る。

論 理 テ ス ト(logictest),モ ジ ュ ー ル ・ テ ス ト(moduletest),ユ ニ ッ ト ・テ ス ト

機 能 テ ス ト(functiontest),モ ジ ュ ー ル の 結 合 テ ス ト(couplingtest),イ ン タ ー フ

ェ ー ス'テ ス ト

環 境 テ ス ト(environmenttest),統 合 テ ス ト(integrationtest),シ ス テ ム'・ テ ス

④ 実 施 テ ス ト(livetest),受 入 れ テ ス ト(installationtest)

こ の よ うな 分 類 が,テ ス トの 学 習 に と っ て どれ ほ ど の 意 味 が あ る か は,疑 問 で は あ る が,実

際上 の問題 として,テ ス ト計画 の策 定の上では,ど の段 階 でどのテス トを行 うかは,重 要な問

題 である。夫 々のテス トが何 を主 目的 とし,ど のような項 目をテス トす るかを把握す る必 要が

ある。特 に第三段階 のシステム ・テス トには,次 のような範 囲の広いテス ト項 目が含 まれ る。

・プログラム負荷 テス ト,能 力テス ト

・構成 テス ト,オ プション選択テス ト

・適合性 テス ト
,保 護 テス ト

・記憶域判定 テス ト

・性能 テス ト,効 率 テス ト
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・設置可能性 テス ト

・信頼性 テス ト・回復性 テス ト

・サー ビス性テス ト・人間因子 テス ト

・文書テス ト・手続 きテス ト

テス トとは誤 りを発見す る過程であ るとい う定義 にたちもどって考 えてみ ると,こ れ らの多

種類 のテス トに於 いて,そ の誤 りとは何 であるか ～ これ らを考 えることは プログラムとは何

であるのか を考 えてみ ることになる。

次に,そ の誤 りを見出すための方法について学習する。次のよ うな手順があ る。

① ボ トムア ップ ・テス ト

② トップダウン ・テス ト

③ 一斉テス ト

④ 混合形(①+②)の テス ト

テス トのための方法論 としては,プ ログラム開発技法 に関す る議論 と同 じく,各 種 の意見が

ある。前 にあげたテス トの種類 との対 応で,こ れ らの方 法の特長 を研究することが望 ましい。

テス トの学習で,本 質的 な問題 は,テ ス トそのものが もっている性格 の分析 である。

Myersの 次 の よ うな主張が,こ の問題 に対 する一つの ヒン トを提供 している。

『エラーがないこ とを示 そ うとすれば エラーはあま りみつか らない
。エ ラーがあることを示

そ うとすればエ ラー は沢 山みっけ られる。システムに故障 を起 させるのがテス トの成功 を意

味 し,プ ログラムに故障 を起 させなかった らそのテス トは不成功である。』

また,Weinbergはegolessprogrammingの 主張 で,

『自分の プログラムを自分自身の 自我 の延長 だと思 うプログラマは
,自 分 のプログラムのエ

ラーをみつけようとしない。逆に 自分 の プログラムが正 しい ことを証明 しよ うとす る。 ほか

の人 の目では大 きなエラー と見 えるもので も見過 して しま う。』

と述べ てい る。

このよ うなテス トに関す る心理学的 な検討 は,テ ス トの分類や その細 目の学習 よ りも基本的

な事柄 であるし,次 に学ぶ デバ ッグのための立場 を明 らかにす ることに もなる。

さらにテス ト及びその評価判定 について,次 の二つ の立場 あるいは傾 向があることに も注意

をうながす必 要がある。

① 仕様 についてのテス ト→ プログラムの内容 はみない(入 力の組合せを重視)

② プログラムの中味 についてのテス ト→仕様 との対応 はみ ない(プ ログラム処理の経路 の

組 合せを重視 する)

このこ とについて注釈 を加 えると,プ ログラム ・テス トについての技術的 問題点 として,プ

一202一



ログラム ・ロジ ックの全部 をテス トするのは有 限時間では不可能 であ るとい う根本問題 がある

ことに注意する必 要がある。 ロジ ック中にあ る判断分岐 による経路数 の組合せ の数 を試算 して

みれば,き わめて単純 なプログラムの場合で も,そ れは天文学的数 になる。(プ ログラム ・テ

ス トの方法の最大の弱点は,プ ログラムにエ ラーがないことの保証 ができない とい う点 である。

これに関連 して 「プログラムの正当性 の証明」 「プログラムの検証理論」 とい う研究分野 があ

って,プ ログラムの基礎 に関す る研究がおこなわれ ていることに も言及 す るとよい。)

テ ス トとは,経 済的制約 の下 で,ど うやって適当 なテス トケースを選ぶか とい う経験的,直

観 的 な視点 に帰着す る問題 である とい うことを認識 させることが重要であ る。

実例 について,完 全 なテス トをお こなうには,ど の位 の時 間が必要にな るかを試算 させ てみ

て,そ の不可能 さがわかった段 階で,そ れではどうやれば,最 も信頼で きるテス トになるかを

検討 させる。……これには当然何 をテス トしたいのか とい う目的 に対 す る反省 が必 要になる。

5.3デ バ ッ グ

プログラム設計 と文書化 の作業 を除 くプログラム作成 の費用の50%以 上 は,プ ログ ラムの手

直 しに消費 されてい る。 プログラマ がコーディングのために鉛筆 を持 つ時 間はきわめて短 かい 。

大部分 の時間はデバ ッグのための試行錯誤 に費 されているのが現状 である。

デバ ッグをどのよ うにおこなったら,実 効 があがるか とい う議論 も,前 節 の プログラム ・テ

ス トの諸説 と同 じよ うに数 多 くの原則 や提案 がなされてい る。 ここで は,実 際的 な手 法の例 を

採 りあげて検討す る。

a)机 上 デバ ッグ(deskchecking)の 徹 底

デバ ッグの時間 を大き くしてい る最大 の原因 は,プ ・グラムを書 きあげると再検討せず

にコン ピュータでテス トを実行 してしま うこと,エ ラーの原 因の一つ をみつ けると,そ の

ほかに もエ ラー の原因になる ものが ないかを調べずに,そ の一箇所だ けを修正 してす ぐに

コンピュー タでのテス トにかけて しま うことである。

b)コ ンパ イラ診断(compilerdiagnostics)の エ ラ ー指摘,デ バ ッグのための参考情報

の リス トな どの利用方法 に精通す ること。

c)TSSに よ るデバ ッグ

通常のバ ッチ処理形 の言語処理 よ りもイ ンタラクティブな方法によ るデバ ッグの方 がエ

ラーの箇所が局所的 に追求 できて,デ バ ッグ時間が短縮 できる。

d)第 三者の手によるプログラムテス ト

プログラム作成者には思 い込 みによる思考の短絡 のためエラーがみつ けだせないことも

ある。第三者 による客観的探索 がデバ ッグに有効 なことが多い。
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e)プ ロ グラムの修 正は,コ ーデ ィングの訂正に直ちにかふ らず,一 歩 し りぞい て,機 能

図,流 れ図等 の文書の修正を先に して,そ の後に コーデ ィングの訂正に と りかか る癖 をつ

ける。

さらに次 のような経験的,注 意事項 も重要である。

・エ ラーの発生 は作業 のつ ぎ目(betweenprocesses)に お こ る こ とが 多い。工程間検査

(inprocessinspection)が 重 要 である。

流 れ 図 → コー ディング

コーディ ング → カー ドパ ンチ

カー ドデ ック → オブジェク トプ ログラム

開 発 → 実 行

・流 れ図 とコーデ ィングは注意 の焦点が異 なる。全体 を見 る時 は部分が見 えなくな り,部 分

を見る時 は全体 が見 えな くな る。

流 れ 図 → 全体 の構成

コーデ ィング → 局部 の論理

・デバ ッグには規則的 な消 し込みが有効。

すべてのデー タの場所 の確保

すべての変数の宣言 の有無

すべての流れ図の ラベル

・目で追 うだけでは犯人 を見 うしな う。手 を使 うことの重要 さを忘れてはならない。

流れ図の書 き直 し

チェ ック リス トによる全 項 目の消 し込 み

.プ ログラム言語 の性格 によってエ ラーのおこ りやすい箇所が異 る。

エラー統計 をもとに して,言 語別 にチェ ック リス トを作 ることが有効 であ る。

・プログラムテス トがすべて完了 して も,実 行時 のエラーが残 る可能性 は未 だ残 っている。

・デバ ッグとは結局 は見出 されたエラーにたい してその原 因 を推察 し,対 策 をたてる作業で

本質的 には後始末 である。エ ラーの修正 よ りも,エ ラーの早期発見 が望 ましく,さ らには

エラーの防止の方 が さらに望 ま しい。プログラムの作成 方法に も,機 械故 障の防止 と同様

に,予 防保全(preventivemaintenance)の 思 想が必 要である。

・工業製品で組立用治工具足場 などをあ らか じめ製 品の中に作 りつ けにする例や,検 査用 の

ぞき穴,補 修 用部 品 の予備 の取付 と同 じよ うに,テ ス ト用 のルーチンの組込みや,プ ログ

ラムの状態観察用,計 算進行 の トレースのためのデー タや チェ ック用変数域 の設定 などを

はじめか らプログラムの中に仕込んでお く。(デ バ ッグ文 の組込み,ド ッグタグ)
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・プ ログラム修正 を容易にす る対 策

長年 の使用 を経た確実 な標準モジュール を使用 する。モ ジュールの互換性 を考慮す る。

モジュールの独立性 を高 める。モジュールの結合 を弱 める。

さらにデバ ッグの手 法の細部 に立入れば,エ ラー発見の方法 として次 のような種類があ り,

・機械的方法

全 ダ ンプ(postmortemdump)

ス ナ ップシ ョッ ト(snapshot)

トレース(trace)

チ ェ ックポイ ン ト(checkpoint)な ど

・論理的方法

制御 論理追跡(ジ ャンプ先,ル ープ回数)

デ ー タ領 域の検討(ア レイの範 囲)

・破壊検査

異常データの入力 によるテス ト計算

サ ブルーチ ンの着脱 交換の試み

言語別デバ ッグ用チェック ・リス トの例 の一部 をひろいあげれば次 のよ うな箇条がある。

FORTRANの 場 合

・配列 の宣言 を忘れていないか?

・添字 な し変数 と重複する配列名 を使 っていないか?

・ゆ るされ ない添字 の形式 を書 いていないか?

・添字の値 が実行時に配列 宣言 の範囲からはみだすおそれ はないか?

・GO,TO文 の行方 に間違 いはないか?

・DOル ー プの中 で指標パ ラメータを変えていないか?

・FORMAT文 の書 きあや ま りはないか?`等 々 。 其他 コンパ イル時に検 出されない

ALGOLの 場 合 には,beginとendと の対応 が くずれ る と,プ ログラムの構造 がガタガタ

にな り,エ ラー メッセー ジの洪水 とな り,真 のエラーの原因 を探 しだすのに困難である とい

う基本的問題 点がある。構造 化 プログラミングに も共通する問題 点である。

COBOLの 場合

,事務処理は,一 般 に入力 デー タの範囲が広いために,正 当なデー タのみが受けつけ られ

る とは限 らない。この ことに起因する各種のエラーに対 す る防止策 と修正方法を幾重に も

用意 しな けれ ばな らない。デー タチェ ックの問題 はむ しろプログラム設計 の課題 ではある

が,エ ラーの問題 として ここで検 討 してお く。
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デ ー タ 設 計 の チ ェ ッ ク ・ リ ス ト

合 理 性 チ ェ ッ ク(reasonablenesscheck)

妥 当 性 チ ェ ッ ク(validitycheck)

リ ミ ッ トチ ェ ッ ク(limitcheck)

照 合 チ エ ツ ク(matchingcheck)

トー タ ル チ ェ ッ ク(totalcheck)

バ ラ ン ス チ ェ ッ ク(balancecheck)

シ ー ケ ンス チ ェ ッ ク(sequencecheck)

論 理 チ ェ ッ ク(10gicalrelationshipcheck)

桁 つ れ チ ェ ッ ク(formatcheck)

自動 番 号(self-checkingnumber)

抹 消 記 号(deletecode)

重 複 の チ ェ ッ ク(duplicationerror)

nを 法 とす る チ ェ ッ ク(modulencheck)

デバ ッグについては,こ のように必要 な知識 として数 えあげ られる ものが きわめて多岐 にな

るが,こ れ らにっいて も,テ ス トの節 で学んだ と同様に,心 理学的考察 が必 要になる。

結 局,デ バ ッグの最善 の方法は,プ ログラム をよ く読んで,そ の ロジ ックに意欲 と集 中力 と

をそそ ぎ込 むことだけであ る。悪いデバ ッグの方法 は,「 ここが原 因かも しれない。 こ う変え

てみて何 が起 るか見 てみ よう」 とい う実験的 な修正である。 しか しなが ら,人 間の習性 によっ

て,こ の最悪 の方 法が多 くの場合お こなわれ ている。デバ ッグの学習はこのことを避 ける方法

の心 理学的研究である。

5.4プ ロ グラミング ・ス タイル

よい プログラムを作 るた めの方策 にっいて,'色 々 な議論 がなされてい る。す でに学 んだ構造

化 プログラ ミングや,モ ジュールの性 質に関す る考 察 も,そ の一部 であるが,こ こでは さらに

ブ レー クダ ウンした実務的 注意事項 に関す る事項 にっいて考 えてみる。例 えば,Myersは,

次 のよ うな点 をあげている。

① プログラムをわか りやすい ものにす る。

・意味 のある変数名 を使 う

・似 ている名前 を使 わない

・中間変数 を使 わない 等 々の原 則

② 言語 の機能 になれ る
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・トリック的 なプログラムに しない

・警告 メッセージ を無視 しない 等 々

③ 効率にっいて

・プログラムが正 しく出来あがるまでは効率の ことは考 えない

・効率向上のために読みやす さを犠牲 にしない

・最適化 はコンパイラにまかせる

デー タの定義 を確実 にお こな う

・FORTRANのEQUIVALENCE文 の よ うな ものは有害である

・ひ とつの変数 を複数個 の意味 に用 いない

・特殊 な意味 をあ らわす ために変数 に特別 な値 をあたえるような技巧 的な ことをしない

・表 で作動す るようなモジュール を使 用す る

⑤ プログラム構 造 を整然 とさせ る

・最後 のENDで 複 数 のENDを 兼 ね させない

・THENとELSEを か ならず対 に して使 う

・自分 自身 を書 きかえるプログラムに しない

・ローカル変数 とグローバ ル変数 のケジメをつける

この例 で気づ くことは,効 率 にっいての考 え方にかなりはっき りした個性的 な主張があると

い う点である。 ここにあげたものは一 例にす ぎない。効率的な プログラムを書 くことの必要性

を強調 してい る例 も多い。 プログラム作 法に関する主張の二三の例 をあげて、 その中にある思

想 と,そ のよって来た る由来 などを研 究す ることは,個 々の細部に関す るCtHowto"を お ぼ

えることよ りも,技 術的知識 の習得に有効 である。

プログラム作成 のための中心 的 な学習項 目は,プ ログラムの中味 としてのアル ゴ リズムの発

見方法である。今 まであげて来 たデバ ッグの方法 とか プログラミング ・スタイルの問題 は,プ

・グラムの形成 であって,プ ログラムの内容 ではない。 しか しなが らアルゴ リズムの学 習は,

問題 分野 について,す べて異 なると考 え られ る。実際の教育 の場 においては,学 習者個 人にと

って の関係 の深 い問題分野 につ いて,問 題別の プログラム例題集 などを教材 に してアル ゴ リズ

ムの学習 を行 うべきである。

(但 し,ア ル ゴリズムの学習の項 は,一 面 では,各 論第三部 の枠か らはみ だす大 きなテーマで

もあ る。)

一 般論 として
,ア ル ゴリズム発見 のためのヒン トとしてPolyaの 「い か に して 問題 を解 く

か」 などが参考 になる。実務的視点 では,言 語別 のプ・グラム技法集 などが教材 として有用 で

ある。特 に,プ ログラ ミング ・ス タイルを論 じてい る際に採 りあげてあるプ ログラムの例題 を
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議論 に沿 って熟読する ことはアル ゴリズムの理解 に最 もよい方 法である。

5.5プ ログラム作 成の 日程計 画

前章で述べたよ うに,イ ンプリメンテー ションとはスケジュールに従 ったプ ログラム開発作

業のことであ る。プログラミング,テ ス ト,要 員訓練等 の一連 の作業 を順調に実施 するには,

実 行可能 な日程計画 が準備 され なければな らない。ここではそ の日程計画のたて方 を主 として

学習す る。

(1)プ ロ グラム開発作業の見積 り

システム設計 の結果 か らプ ログラ ミングの作業工数 を予測するのは通常の場合 は困難な仕

事 であ る。 システム設計 に基づいてプログラム設計 がかな りの程度 に進行 して,モ ジュール

分割の具体的 目度 が立 ち,個 々のモジュー ルの規模 もわかった段 階では じめて,作 業工数の

予測がたて られ る。 しかしなが ら,こ の頃には実際の開発作業はほぼ全期間の半ばに達 して

い るこ とが多い。これ では日程 をたてて も何んのための 日程なのか意味 をな さな くなる。こ

のために一般 には 日程 の決め方 は,完 成期 日から逆算 して日程に各作業 を割 りふ るとい う方

法が とられてい る。

a)プ ロ グラム規模 から推定 して各 々のプログラム作成工数 を算出 し,そ の穏和に もとつ

いて 日程計画 を作 る場合

① プログラムの複雑度の ランク

②担当者 の技能 のランク

③担当者の業務知識 の程度

④開発のネ ッ トの時 間を計算す る

① × ② × ③

⑤損失因子 を見積 る

管理業務,文 書作成,担 当者交代,や り直 しの可能性,使 用す るハー ドウェアや

ソフ トウェアの不備(デ バ ッグ時間の割当),会 議 時間

⑥其他の損失因子 を加味する

教 育,休 暇

b)完 成 要求期 日か ら逆算 して日程 を決 める場合

この場合に考慮す べきことは,前 の方法 と同 じく,損 失時間 に対する余裕 を十分 にとる

ことである。

① プログラム設計

② コーディング及 びデバ ッギ ング
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③個別テス ト

④全体テス ト

程度 の節を設けて 日程 とす るが,さ らに厳密 にいえば,出 力仕様の確定時期,フ ァイ ル項

目の決定時期,テ ス トデー タの準備完了時期等 とプログラムの内容に密 接 した日程の方が

望ま しい。

口
男

並

プ ロ グラム設 計

コー デ ィ ン グ,デ バ ッグ

テ ス ト

総 合 テ ス ト

図5-1ガ ン トチャー トによる 日程計画

プログラム設計 プ ロ グラ ミン グ

システム設計

確 認

担
定
分
決

メイン
プログラム

C設 計

＼、/C文 書 デンミ
ッグ

陰 論 グ嘉 李写 要員テストB

デー タA2

テス トデー タ
A1

総

テ ス ト

テスト要員訓練

図5-2ネ ッ トワー クによる日程計画
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5.6プ ロ グラム開発工程 上の管理作業

プログラムの開発工程は細分化 された作業 の集 大成であ る。そ の中にはデバ ッグとい う日程

計画 を乱す不確定要素 を含 んでいるので,整 然 とした管理体系 が ととの っていない と目的通 り

の プログラムを完成 させ ることが困難 になる。それ らの諸管理業務の うちで主 なもの をとりあ

げて,そ の概要 を学習す る。実務的 な詳 細については,単 元D4で 見 学 あるい はケース ・スタ

デ ィとして学習 する予定であ るので,こ こではプログラム作成 のた めの支援 システムの概 要 と

い う見方でその全体像 を とらえる。

(1)工 程 管 理

工程管理 の基礎は,作 業 の進行状況 を定量的 に記録す ることである。 日程計画 に対応 して

工程管理があることを考 える と,こ の両者 の表現形式は管理尺度 に応 じて同一 であることが

望 ましい。 日程計画の書式 として,

'ガ ン トチャー ト

・ネ ッ トワー ク

の二形式 があることはすでに学 んだが,工 程管理 の記録 も,こ れに対応 した ものがよい。

モジュール別総括ス ケジュー ルに対 して開発状況一覧表

プログラム別週間作 業予定 に対 して作業進捗状況表

などが使用 され る。

(2)作 業 管 理

作業管理は工程管理 の細 目の一つである。文書や記録 にもとつ く管理が望 ましい。作業管

理 を実行するための書類 に も 「開」 と 「閉」の対応が整 っていることが望 まれる。即ち

作業指示書 一報告書

作業予定表一作業 日報

作業管理の記録 は,そ の後見積 り資料 として フィー ドバ ックされて,次 のシステム開発計

画の参考 とな る。

(3)品 質 管 理

プログ ラムの品質管理 は,制 度 的にはプログラムのテス トの問題 である。デバ ッグのため

のプログラムテス トや プ ログラムの性能評価のテス トについては幾度 か検討 した。ここでは

すでに学んだことをふ りかえって,次 の2っ の着眼点につ いて整理 してみ ることにす る。

a)与 え られた仕様 を満足 していることを検査するにはどんな方法 があるか?

b)プ ログラムの標準化 による品質の向上方法 として どん なものがあるか?

(4)費 用 管 理

プログラム開発の工程管理 で難 しい問題 は開発 費用 を適正な予算額の中にお さめ る管理 で
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ある。例 えばコン ピュータの使用 時間がデバ ッグの見通 しの悪 さによって,予 定 を超過 して

も,そ の時点でコンピュー タの使用 を中止 させるわけにはいかない。費用 の予定枠 の中に仕

事 を収めるための正確 な情報に乏 しいことが多い。

開発 コス トの要素の うちコンピュータ費用にっいては,実 績値の集計計算 が 自動化 され る

よ うになったため次第 に正確 に予測 できるようになったが,人 件費 のうちで,プ ログラム開

発期 間の予測 は最 も予測 しに くい部分 であ る。

費用管理 にっいて大切なこ とは,開 発 コス トの推定だけでな く,運 用 コス トの推 定 も大き

な問題である。実際的な管理業務 としては開発費,運 用費 の推定 だけでな く,利 用 部門への

費用 の振替 などをす るた めに,標 準単価の設定や操業度,実 績などの計測,集 計な どをお こ

な う必要がある。これ らの作業 には,費 用管理 とい う観点か らと,作 業管理 とい う観点 が二

重 に絡みあっている。

(5)プ ログラムの検 査

プログラム開発の各段 階の完了 は,プ ログラムの検査によ ってけじめがつけ られ る
。前に

述べ たデバ ッグのためのテス トは,む しろプログラム作成の途 中に於 ける手段 であったが,

こ こで とりあげるテス トは確認 とか証 明とか のための方法であって手段 とい うよ りも目的に

近い性格 のものであ る。

検査 はその性格上第三者 の手 による確認 を原則 としなければならない。 プログラム検査制

度 を定 めることは,プ ログラム開発技術の向上 をもた らすための礎 石にな る。制度 の意味 に

は法律 と類似の性質がある。制度の正常な運用には検査規準が定 められ な くてはな らない。

次 のような検査規準 が考え られ る。

① モジュール検査規準

② コンポーネ ン ト検査規準

③ 総合テス トの検査規準

(6)シ ス テム切換

プ ログラムの総合検査 を終 了 した段階で,シ ステムの運用管理 の責任 はシステム開発 グル

ープか ら
,運 用実施 のグルー プあるいは利用者の グループにひきわた され る。 この引継 ぎ作

業 は ドラステ ィックに期 日を決 めて品物 を手渡す ようにはおこなわれ ない。システム分析 の

単元で も学習 したよ うに,い くっかの段階に分割 して順次移行 されるのが普通 である。プ ロ

ジェク ト管理 の理想 からいえば,タ ーンキー(turn-key)プ ロジェク トとして品物 を引渡

す よ うにひきついで,プ ロジェク トチーム もそ の期 日を もって解散 できるよ うな システム を

作 ることが出来ればそれが理想 では あるが,シ ステムは通常人 間とソフ トウェアとハ ー ドウ

ェ アの集合体 でな りた っている。特に人 間とマシンの間 の トレー ドオフの問題 は逐次的な順
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応が最 も大切である。 システム切換のための平行作 業の計画 がシステム開発 の仕上げ である・

(7)要 員 の教育訓練

システムの運用 開始 を順調におこな う礎石 として関係部門 の参 画が特に大切である。その

システムが本質的 な需要 に根 ざす ものであって,且 つシステムそ のものが要求に合致 してい

れば,始 めの不馴れ による障害 が除かれ るのは時間が解 決 して くれ るものではあるが・は じ

め か ら見知 らぬ もの を急 にお しっ けられ る場合 と,実 施 に入 る前か ら熟知 していて開始 の命

令 の時期 を待 っていた場合 とでは,稼 動直後の評価 も違 う。運用費その ものに も実質的 な差

が 生 じる。

関係部 門又 は実施運用部門 の参画協力 を得 るた めの方法 は,直 接要員 に対す る教育訓練で

ある。特 に運用 テキス ト(userもmanual)の 作成 には運用者 自身にその作業 に協力 しても

らうよ うにす ることが望 ましい。 プログラム設計上 のエ ラーや不備 を発見す る緒 ともなって,

最 も望 ま しい結果 を生む 。

(8)文 書 管 理

システム開発 の基礎 として,文 書管理 が重要な役割 をはた していることは既に学んだが,

実施運用の面では,文 書は さらに重要 な役割 を もっている。運用面 の能率化 とい う視点 でプ

ログラム関係 の文 書 がどうあるべ きかを検討 してみる。標 準的に準備 されるべ き文書 として

次のよ うな ものが考 え られ る。

① 業務 の概要(シ ステム説明書)

② プ ログラム運用 マニュアル(プ ログラムの使い方)

③ 運用マニュアル補足(そ の他の共通ユティ リテ ィ)

④ フ ァイ ル保守マニュアル

⑤ プログラム保守マニュアル

指導上の留意点

(1)プ ログラム設計書 にもとつ くプログラム作成 の学習であ る。実務 的,経 験的知識の整理 で

あるので,採 りあげ方 いかんでは際限な く学習項 目が多 くな り,木 を見 て森 を見失 う。 プロ

グラム ・テ ス トとデバ ッグに焦点 をあてて教示 し,そ の他 は全体 のスケッチをする程度 に と

どめるのが,教 育時 間の配分上か ら適 当である。

(2)単 元C4と の関連 が深 い。C4で す でに理論的検討 のす んでい る項 目は省略 し,主 として

プログラミング技術 としての経験的原則な どを中心 に して指導す る。

③ プログラム作成 上,ア ル ゴリズムの発見 と,ア ルゴ リズムの改善は重要 なテーマで あるが,

こ の問題 をとりあつか うことは,単 元Dの 枠組 の中に入れ るには大 きす ぎるテーマでもあ る
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ので,こ こでは省略す る。受講者の もつ問題分野 に応 じて,教 材 として特定 のアル ゴ リズム

を採 りあげて,こ れ を詳細 に検討す るこ とは望 ま しい。

(4)プ ログラム作成 上,必 要な予備知識 として,コ ン ピュータの使用法 に関する各種 の専 門的

知 識があるが,こ れについて も省略 する。単元D3で の演習 で,準 備作業 として或程度 の学

習 をお こな うことになるであろ う。

⑤ プログラミング ・スタイルに関す る討議は,或 程度 のプログラ ミングの実務経験 を持 った

ものに対 して有効 な学習 テーマであるので,プ ログラミングの実務経験 の少ない学習者に対

しては,削 除 して もいい。逆 に プログラミング経験 者の場合 には,重 視す べきテーマである。

(6)管 理 作業 の話題 は,教 育時間 に制 限がある時 は全部削除 して もよい。単元D4で と りあつ

か う。

参 考

(1)structuredwalktruに つ いて

IBM社 が提唱 している プログラム開発技法(IPT)は 複数(多 数)の 人員によるプログラ

ム開発 を念頭 においた技法 である。(structuredprogrammingの 論 争 に刺激 されて,そ の

影響 も強 く受 けているが,Dijkstra,Wirthな ど のね らい と異 質な面が多い)Mills,Baker

Constantine,Myers等 の多 くの人 々が発案 し,改 善 を加 え現 在にいたっている。その内容 は,

a)チ ー フ ・プログラマ ・チーム

b)ス トラクチ ャー ド・コーデ ィング

c)ト ッ プ ・ダウン ・プログラ ミング

d)開 発 支援(ラ イブラ リアン)

等 の各種 の技法の集合体 である。その中に上記 のstructuredwalktruも 含 まれてい る。

これ は,プ ログラム検査 のための一方法 であって,次 のよ うな原則 が用意 されている。

① レビュー をうける立場 の人 が主催 し,問 題点 を指摘出来 ると思 われ る人を4～6人 選定

す る。

② 管理者は,そ の会議には出席 しない。プログラムの品質向上 をねら うものであって,評

価 は しない。

③ レビューアは会議 の前 にあ らか じめ資料 を与え られその内容 を理解 してお く。

④ 会 議 は本番 前の リハーサルの性格 をもつ。

⑤ エラーの発 見 を中心 にす る。エラー を文書化する。エ ラーの訂正 はwalktruで は おこ

なわず,そ の後 の別 の局面で訂正案 を検討す る。

⑥walktruの 時 間は短時間 でお こな うように心 掛ける。
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walktruの ね らいは,複 数者のチエ ツクに よる品質 の安定化であ り,エ ラーの早期発見 によ

るシステム開発費 の削減 である。またこの会議 は プロジェク トメンバーに対す る動機 づけとも

な り,す ぐれた設計 とは どんなものであるかとい う点 を学 ぶための適切 なチャンス を与 える。

(2)テ ス ト支援 ツールにっいて

自動化 された プログラム分析 用の各種 プログラム ・パ ッケージが実用化 されてい る。その種

類 を分類 してみる と次 のようなものがある。

a)ソ ー スプログラムの静的分析用

・コー ド分析

・変数分類表(ダ ンプ リス ト)

・プログラム構造チェ ック

・流 れ図 自動作成

・モジュール ・イ ンター フェー ス ・チェ ック

・イベ ン ト・シーケンス ・チェック(ト レー ス)

b)プ ロ グラムの動的分析用

・モニ タ

・テス トケース自動生成

・アサー ション ・チェ ック

・ソフ トウェア ・デ ィフェンス

c)保 守 用

・修正 による影響範 囲指示

・文書化,図 式化 ツール

・修正確認

・改善点予測

d)評 価 用

・ア カウンティング

・性能検査

・信頼性計算

'デ ィシジ ョンテーブルに よるテス ト条件整理
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第6章 システムの評価 と改善

キ ー ワ ー ド

開 発 完 了 後 の 分 析(postimplementationanalysis),達 成 率(achievement),総 合 判 断

(syntheticdecision),開 発 費 見 積 り(costingofsystemdevelopmenteffort),運 用 費

見 積 り(costingofsystemperformance),シ ス テ ム の寿 命(systemusagelife),シ

ス テ ム評 価(follow-upandevaluation),稼 動 実 積(progressrecordsandreports),

成 長 曲 線(growthcurve),習 熟 曲 線(learningcurve),長 期 展 望(long-rangeforca-

sting),シ ス テ ム 監 査(auditingsystemperformance),シ ス テ ム 改 善(tuning)

目 標

システム ・ライフサイクルの最終局面 に該 当す る項 目を学習す る。即 ち,シ ステム開発の完

了 した時点以降 に発生 する主要な課題 である最終的 なシステム評価,開 発作業に対す る反省,

システム実施上 の注意,シ ステム保守技術,改 善点 の発見 な どである。

これ らの活動 は,狭 義の システム ・ライフサイクルとは別次元 の問題 であるとする考 え方 も

あるが,シ ステムを生 命ある実体 と してみ る時,忘 れてはな らない問題である。

システムの実施 と保守 まで含 めた広義 のライ フサ イクル を考 えると,シ ステム開発 中の問題

の研 究 よりも,ン ステ ムが運用 に入 ってからの長期 間の観察 や,保 守技術 の考察 の方 がよ り大

切な研究 テーマである。

開発完 了後 のシステム評価や,開 発 中レ)経験 の反省な どは,再 び次のサイクル を廻す ための

原動 力であ り,次 のシステム分析 のための資料 である。

システム改善点 の発 見や,保 守技術 は,次 の リサ イクルに対す る連結鎖 である。即 ち,保 守

改善 の作業 は,場 合 に よっては,D1とD2を 通 して学んで来た事項 を再 び始 めか ら繰 り返す

ことになる。

このよ うに広義に展望 した時 のシステム ・サイクルの構造 を検討す るとともに,シ ステムの

寿命 にっ いて も考 察する。

6.1最 終段 階でのシステム性能の評価

システム設計に基 づいて,そ のプログラム作成 とテス トを行 い,デ バ ッグも完 了 した時点で,

システム開発 は一 つの区切 りに達 したことになる。 この時点 ではシステム設計で意図 したもの
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が,そ の実行 によって達成 できたか どうか を確 めるこ とができる。即 ちシステムの性能の評価

である。 コンピュー タの応用 は,自 然発生的 に人間社 会にひろまって来た社 会制度 や会社組織

な どと異 なって,人 為的人工的 なしくみ がその本質 に含 まれてい る。そのために一方 で 「思っ

たほ ど効果があがっていない。」とい う評価が あるか と思 うと,他 方で 「短期的 効果 は ともか く,

長期的 な尺度 で広 く合理化に役立 っている面は大きい。」という評価 もあるとい う状況になる。

システム評価については考 えるべ き点が多い。 システムの採算性な どの判断には減価償却の時

間の問題 も判断要素に入れなければ ならないのでむずか しい問題である。

システム稼動後 の追跡評 価 とい う名 目で,省 力結果 の集 計表や,費 用 削減成果 などが,シ ス

テム開発者 の手 で自己保全 ・自己宣伝用に作 られ ることがあるが,こ れ らのものはシステム評

価 と呼 ぶべきものではない。

システム性能 の評価は,D1の5章 及びD2の2章 ですでに学習 した ような評価項 目に対 し

て,作 りあげたものが,ど の程度 に合致 してい るか とい う反省 である。 これ らの内容の復習 を

おこな うとともに,こ こでは主 として評価 のた めの手続 きの全体 を把握 する。

システ ム性能 の評価 の役割 は,シ ステム ・ライフサイクルの終了時点 で改善資料 を収集 し,

そ れをシステム ・ライフサイクル の開始時点 に引 きついで,再 びサ イクルをまわす こ とに よっ

て,シ ステムに再生の活力 を与 えることである。即 ち,1サ イ クル のっなぎめにある評価活動

であるが,こ の種 の活動 は,1サ イ クルの中で も,各 局面 のつなぎめでその都度 お こなわれ る

ものである。その概略 をふ りか えってみ ると次 の図 のようになる。

)・1

ii)

liD

1構 想立案段階 づ(欄 択のよしあ〉

開発段階/
w

1基 本 設 計l

l詳 細 設 計彊ll警1㌻ めプログラム作成

デ バ ッ グ く認`霊)
Ψ

∈ ・テ・性能の評め 開発の醐 ・
Ψ

1操 業段階1-(運 用実績・評価)

図6-1シ ス テム開発 の各局面 での評価

システム開発 の初期 では予測に よる開発 の適否に対す る判断の性格 がっよ く,後 期になる と

実測 による性能 の確認 の性格 がつ よ くなる。

いずれの局面 でも,評 価の手続 き として大切な要件 は,ユ ーザ と開発部 門の両者 の合議 に よ
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る評価である。開発開始時点 ではユーザ要求 を正 しく把握す ることが大切 である し,運 用時点

で は,ユ ーザにとって不便 ・不都合 になっていることを見過 してはいないか とい う注 意が大切

で ある。

ンステ ムの もってい る妥協的 な性格 を考 えてみれば,開 発側 とユーザ側 とは当然利害が対立

す ることが多い。開発 側が一方的に システムの評価 をすれば,シ ステムの不備に 目をつぶ り,

不具合 の責任 をユーザ の無知 に転嫁 して しまうことにな り,シ ステム改善 に対 して自己防衛的

になる。 こ うなれ ばシステ ム評価 の真 の 目的は達せ られ ない 。

システム評価の手続 きの検討 にっいては,細 かい評価項 目の リス トをつ くるよ りも,ユ ーザ

と開発側 の合議制 をど うや って運用するかを議論す る方 が重要 である。

システム評価の結果,新 システムの実施 が決定された場合,新 システムのスター トの準備が

お こなわれ る必要 があ る。 システムの規模 によってこの準備 はさまざまである。

これらは実 施開始直後 のシステムの稼動実績の評価 と並んでお こなわれることが多い。主 な

項 目をひろいあげ てみ ると,

① エ ラ ー の フ ィー ドバ ッ ク

ー 一{ll三蕪 ㌘
② 訓練の開始 (a)一般 説明会

(b)利用 者訓練

(c)プ ログラマ訓練

(のオペ レータ訓練

③ サブシステム開発(不 足部分,改 正部分)

④ ファイルの変更,プ ログラムの変更

⑤ 運用計画 ・暫定計画から定常的計画へ

⑥ 設備 ・能力等の再検討

これ らの稼動 実績 のデー タが集録 され,初 期の訓練や教育が終了 し,マ ニュアル類 の整備 が

ととのった時点で,シ ステムの運用は利用者 あるい は運用担当者に引渡 され る。 これ によって

システム開発の一 つのサイ クルが完了 したことになる。システム開発 がプロジェク トチームで

お こなわれていた場合 は,プ ロジェク トは解散 にな る。

しか しなが ら日本で の実情は一般には,こ の ようなター ンキイプ ロジ ェク トとして仕 上げて

引渡す とい うことは少な く,実 施への移行 も,仕 上がったところから順次移行 の形 を とるので,

何 時その システムが出来上ったのかも明らかでな く,し たが って開発費 もつかみに くい。 ここ
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で学習す ることとしては,こ の よ うな 日本にお ける実情の下で,実 施 に移行 する場合 の長所短

所 をできるだけ多 く洗 いだ してみてそれ について議 論をしてみるこ とが,単 元D2全 体 の しめ

くくりにもなる。

システム開発が終了す ると,開 発 のた めに編成 されたプ・ジェ ク トチームは,解 散す ること

になるが,そ のメンバーが開発 の経過 をふ りかえって作 る総括的 報告(post-mortemreport)

は ぜ ひとも必要 な文書 の一 つである。 これは将来の プロジェク ト計画 に対す る貴重 な資料 とな

る。次 のような項 目にっいて書 かれ る。

・開発 中に遭遇 した困難

・計画 と実績 の相異

日程

費用

工数

コンピュー タ時間

・開発中の重要な事件

6.2シ ス テムの保守

システム開発が完了す ると,通 常 はい くつかの実施移行前の検査 を経 て,運 用がユーザ側に

ひ きわた される。その後数 年間の運用 を経て,次 の新 しいシステムに切 り変 え られ る。 この運

用の間 にも,そ のシステムに改善や変更 が加 えられ ないとい うこ とはあ りえない。 システムを

と りま く環境 はたえず変化 している。た とえシステム開発 にとりかか る前 の システム分析 が完

全 であって も,シ ステムに変更 を加 えな くて運用 がで きるとい うことはあ りえない。環境 の変

化 を無視 す ることは,そ の システムの開発 にかけた費用の償却 もす まない うちに,シ ス テムを

放棄す ることを意味す る。改善,改 修 を加 えなが ら,運 用期 間を延ば しっつ,最 後 には改修不

可能 とい う見切 りをつ けるのが システムの寿命 である。

変化に応 じて ンステムに改善改修 を加 えることが,シ ステムの保守 であ る。

前 に学んだプログラムのデバ ッグ と異 なる点 は,デ バ ッグの場合は,完 成す る以前に誤 りを

発見 し,そ れ を正 しい姿に直す作業 であるが,保 守 の場合は,す でに完成 した後 に,何 らかの

必要に よって,シ ステムに変更 を加 える とい う事 である。

しか しなが ら現実問題 としては間違 いのないプログラムはあ りえない ことであるので,実 用期

間に入 ってか らで も,誤 りは断 えず発見 され る。 これに対す る補修工事 のことも保守(corr-

eCtiVemaintenanCe)と 呼 ぶ 。
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環境 の変化 に追従す るための保守(adaptivemaintenance)に は,そ の内容に よって,次

の ような二つの場合 がある。

(1)運 用条件 の変更 による保守

価格体系変更 一集金業務

製造工程変更 一工程計画,生 産管理

賃金制度改訂 一賃金計算

これ らの例 では,変 更内容 が規定 され るので比較 的単純 な保守 とな る。

(2)効 率改善,操 作性改善 のための保守

ター ミナルの待時間が長 くなった。

例外処理が多 くな り,手 作業 が増加 しつ つある。

不必 要なレポー トを廃止す る必 要が生 じている。

このよ うな第2の 場合 は,そ の改善 を実行 しな くてもシステムは使 用に耐 えうる ため,そ

の変化 の発見にお くれ を生ず ることが多 い。 システムの評価 で大切 なことは,こ の第2の 場

合 をどうや って発見 し,保 守 をお こな うかで ある。

いずれの場合に も,シ ステム運用中の全期間 を通 じて,保 守 をうけ もつ専任 の担 当者 をも

うけて,ユ ーザの声 を正 しく聞 くた めのア ンケー ト,稼 動状況 を把握す るための システム ・

モニタ リングなどをお こな うことが大切 である。基本的 には問題 を的確に認識 し,原 因 を究

明す る熱意 と根気 をもっ ことが重要 である。

表6-1保 守 作業 の分類(Swansonの 分類)

誤 り の訂 正(correctivemaintenance)

誤 りの種類

processingfailure

performancefailure

(、m,1。m。n,a,、 。n,。 、1。,e

環 境 変 化 に 追 従(adaptivemaintenance)

changeindataenvironment

環 境 変 化

changeinprocessingenvironment

効 率 の 向 上(perfectivemaintenance)

processingefficiency

効 率 向 上performanceenhancement

maintenability

システム開発 の期 間中の問題 よ りも,シ ステムが運用に入 ってか らの保守作業 の問題 の方 が,

よ り多 く関心 がは らわれなければ ならない とい う主張が強 くなったのは,最 近の傾向 である。
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保守 の問題 は さけることのできない問題 であるとす ると,保 守技術 は重 要な研究テーマであ

る。 さらに さかのぼって考 えれば,シ ステム設計の考 え方 として,保 守性 のよいプログラムの

設計 を検討する必要 がある。保守性 のよい システムの条件 として次 にあげ るよ うな ものがあげ

られる。

)

)

)

)

)

a

b

C

ld

e

読 みやすい仕 様書 あるいは プログラムを作 る。

拡張性 のあるプログラム構造 とす る。

改修 による影 響 を少 な くす る。

誤 りの範囲 を局所化す る。

改修 の履歴 を明記す る。

等 のシステム設計上 の考慮 が必 要である。 さらに このことを具体的 に述べれば,

① 文書 について,記 述 がformalで あ り,プ ログラムと説 明書 が一致 していて,範 囲や履

歴 や代替案 などが明瞭 にわかるよ うに してあることが必 要である。 、

② 設計にっ いて,誤 動作が外部 にあ らわれやす く(早 期発見),機 能 範囲が局所化 されて

いて(モ ジュール化),自 動 回復や フェイル ソフ トの機能 がある(冗 長度設計)こ とが必

要になる。

③ プログラ ミングについて,ソ ー ス リス トが読 みやすい スタイル(構 造化 プログラ ミング)

で ある ことが要求 され る。

即 ち保守 の問題は,保 守 の局面 に留 まるものではな く,結 局 は システム設計 の出発点 に回帰す

ることを認識 させる必要 がある。

システム ・ライフサイクルを単純化 して図式化す る と,

(三 〉(〔 う一再設計襯 一(◎

とい うサイ クルになる。

保守技術 とい う点で さらに細 目に入 って検討す ると,保 守作業用 の各種 のツールが開発 され

てい る。即 ち

① パ ッチ適 用のためのツール

・ソース言語 レベ ルでのパ ッチデー タが自動生成 され るもの

・パ ッチ適用の履歴が残 るもの

② プログラム再編成 のツール

'シ ステム'パ ラメー タの動的変更

・システム生成 をまたずにモジュールの追加削除ができるもの

③ 文書変更 のためのツール

一222一



・テキス ト・エデ ィタ

④ 変更確認 のためのッール

ノ
・変更が及 ぼす影響範 囲の検出

これ らの保守技術用 ツール は,場 合 によってはOSの 機 能 の中に組込 まれているものや,デ ー

タベース管理 システムの機能 となってい るものもある。あるいはユーテ ィリティ ・パ ッケージ

として開発 されてい る。このよ うな形 での保守技術 の整備 は今後 ます ます重要性 が認 識 され る

とともに,シ ステム開発技術 の中に組込 まれ る傾 向にある。

さらに システム保守 の重視 の傾向 は,プ ログラム変更 に関す る情報 の保存 とその参照 の手続

きの確立 をもとめる方 向に進む こととなる。即 ち今後 の課題 として,保 守 デー タベースの整備

が重要になる。

6.3シ ス テム評価 のまとめ

システム性能 の評価 とは,そ の機能 と費用 との割合 を評価 基準 に照 らして判定す ることで あ

る。機能 を分子 とし,費 用 を分母 とす る評価項 目の集合 がシステム性 能である。 したがって評

価 の方法を研究す る前提 として,評 価項 目,評 価基準,費 用 な どの要素の考察 をまず とりあげ

てみ る。

(1)評 価項 目 と評 価基準

第2章 で学習 した システムの有効度 の概念(定 量的評価 基準)な ども,評 価基準の一つの

マク ドノウ(AdrianM.McDonough)は 一 般 的 評価基準用語 と して次 のようなもの をあ

げている。

・精 度

・接 近 性

・依 存 性

・有 効 性

・効 率

・伸 縮 性

・正 確 さ

・信 頼 性

・敏 感 性

・融 通 性

これ らの用語に対 して,修 飾語 を附加すると意 味のある評価項 目になる。例 えば,

・需要予測 の精度
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・設計作業者への接近性

・既組織へ の依存性 等 である6

これ らの評価項 目 を決めた後 に,こ れ らの評価項 目をキーワー ドに して システムのね らっ

た ものが総合的 にどの くらい達成 されているかを判定す るのが,シ ステム性能 の評価である。

一般的な評価項 目には信頼性 ,保 守性 などの技術的 な視点 からのもの と,開 発費(イ ニシ

アル ・コス ト),運 用 費(ラ ンニ ング ・コス ト)な どの経 済的視 点からみ たものがあり,さ

らに有効性,効 率な どの ように費用効果比 として係数化 した概念 な ど,い ろいろな要素が混

・ざ りあっているので,評 価項 目を数多 くあげ ると,そ の中には一つの項 が他の項 と従属的 な

関係 にあるものが含まれて,総 合判断 の資料 として不適切になることもある。

費用 を多 く投入すれば,機 能の高い ものが得 られ るのが 自然の理であ る。機能 と性能 とは

区別 して考 えなけれ ばならない。システムの性能 評価 は,機 能 と費用 のバ ランス点 を測定す

る方法 であ る。 コンピュー タ自身 の性能評価法につい て,ギ ブソンミックス法→ ア ウエルバ

ッノ・法→SCERTプ ログラム と,そ の評価方法が精密化 して来 た原因 も,単 に機能 が高度 で

あればよい とい うのでな く,総 合的 にみて,仕 事に対す る適応の度合 をみ きわめる必要があ

るとい う認識が高まったためである。

② 費 用

この章で とりあつかうシステム評価は,第2章 で検討 し計画 した資源選択 に対す る実証 と,

そ の予測値 からの変動 の割 合の計測 である。見積 りに対する実績の対 比である。 ここでの評

価 尺度は終局的 には費用 の問題 であ る。

費用の内訳は大別 して

(a)開 発 費

⑤ 運 用 費

開発 費は開発期間 と開発要員数 で大網が決 まる。運用費は関与部署 のひろが りとデー タの

量 で大網が決 まる。

システム性能評価 は投資効果の判定であるので,或 る意味で企業診断 のよ うな複雑 さをも

つこ とになる。

システ ム性能 はそれが使用 され ると予想 され る将来の期間に渡って評価 され るべ きであ る。

そのために評価 項目に は保守 の容易 さとか拡張 の可能 さも考える必要があるし,採 算性 の計

算 に対 しては,開 発費 をどのよ うに して減価償却す るか も考えなければならない。使用す る

コンピュータの更新,プ ログラムの手直 しにつ ぐ手直 しな どが繰 り返 され る と,採 算計算 の

分母 が不明確に なるきらいがあ る。買取 りの コンピュー タに,機 能 を限定 したプ ログラムを

固定 し,そ の全体 を設備投資 と考 えて,こ れに対 してシステム性能の評価 を明確 にする とい
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アメ リカ流の行き方 と,ハ ー ドウェアも ソフ トウェア も次々に取 り替 えて行 く日本流 の自転

車操業 とがあって,一 長一短がある。

以上述べ たことを数式化す ると次 のよ うに あらわされ る。

・評価項 目を決 める(Aり

・評価 基準に照 らして項 目毎 の達成度 を判定す る(αi)

・評 価項 目毎 に費用 を算定す る(Bi)

・シ ステ ム目的に対 して評価項 目の比重 をきめる(Wi)

iα` .Ai

シ ステム性能=Σ ×WiBi

ここでいう評価項 目は,一 般評価基準用語であらわされるような抽象的なものでもよいが,

むしろ現実的には,そ のシステムがはたそ うとしている業務の中の個別業務や,サ ービス機

能などの方がより具体的に把握できるし,そ の項 目に必要な費用も分離して算定出来る。こ

の評価方法で大切な・・はBiを 分離す… であ・て,A1+A2『+…+Anの よう

な費用の ドンブ リ勘定の システムは評価 をす ることの意味が少ない。

(3)評 価 対 象

評価 の方法には,は じめにあげた よ うな,チ ェックポイ ン ト・リス トを確認す る方法,評

価 項 目別に機能 と費用の比 をみ くらべる方法な どい くつかの視点があるが,評 価 の目的 が単

な る良否の判定 ではなく,改 善のための足がか りを発見するための ものである とすれば,そ

の目的 に適 した評価方法がある。即 ち評価対象 を,ハ ー ドウェア/ソ フ トウェ ア/人 と区分

にて評価する方法である。この方法の利点は次のよ うな点 であ る。

(a)も しハー ドウェアに欠点が見 出されれ ば,ハ ー ドウェアを変更す ることによってシス

テム性能の向上がはかれ る。

(b)ソ フ トウェアの場合 も同じである。 プログラムのモ ジュー ル化や デー タからの独立が

出来ていれば,シ ステムの部分改善 は容 易である。

(c)』人 の問題は色 々な場合 がある。開発 メンバー の能力 が不足 であれば,増 強や交代 をす

れば よい。 システム性能 を最 終的 に評価す るには 「人間の問題」 をよ く見きわめなけれ

ばならない。予期 した効果が あが らない場合,ハ ー ドウェアにも,ソ フ トウェアに も欠

陥がな く,運 用 にたず さわる人々の教育に落ちがあったり,利 用者 の教育に手 ぬか りが

あるこ とも多い。開発 したプ ログラムが,開 発 した自分の会社 では使 用 されずに,そ の

プログラムを買って使用 してい るところで十 分活用 されている例 もある。

ハー ドウェア,ソ フ トウェア,人 間 と個 々の対象 に対 しての評価による方法はすでに学 んだ

ように,各 種 の評価方法 も開発 され ている上に,シ ステム全体 の性能評価 に,こ の ようなシ
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ステム要素 を個別に評価す る方法 は,従 来か ら採 られているアプローチなのでここでは特 に

学習 テー マと しては考 えない。

(4)評 価 体 制

評価 とは終局的 には総合判断であ る。評価項 目を厳密 に並べあげ,そ のデー タに関す る各

種の作業 を事務的 につみあげれば,帰 納 的に結論が得 られ るとい うものではない。先 に数 え

あげたチェ ックポイ ン トをしらみつぶ しに消 し込 めばいい とい うもので もない。システムの

目的 を決 める場合 に も,利 用部門 の要求 をそのまま うのみにしていいとも限らない。逆に要

求の妥当性に大きな欠陥 もありうることに注意す る必要がある。R.L.Ackoffの5つ の 誤っ

た前提(ManagementScienceVoL14No。41967)は 逆 説的 にこの点を指摘 して いる。

(Dマ ネー ジメン トには,よ り多 くの情報が必要 である。

(ii)マ ネー ジャーは 自分の必要 とする情報 が何で あるか をよく知 って いる。

⑩ マ ネー ジャーに彼の欲す る情報 を提 供 してやれば意思決定 は よりよくなる。

⑩ コミュニケーシ ョンがよ くなれば業績 はあがる。

(v)マ ネ ージ ャーは情報経路 をよく知 らなくて もよい。その使い方 さえ知っていればよい。

システム性能 の評価 の実施には,評 価のための組織や,体 制 を整 え,そ の体制 を維持す る

ために も様式 をととの える必要がある。

しか しその場合に注意 しなければな らない ことは,Ackoffの 指 摘す るような錯 覚をおか

さない ようにす るとい うこ とである。 システム性能 の評価 とい う名 のもとに,い たず らに形

式化 した無用 の管理機構 を附加 しない方がシステム開発 が順調に進 むことが多い し,と りた

てて 中途 半端 な評価 をす るよ りも,使 用による自然 淘汰 が一番 きび しい評価であることを忘

れてはな らない。下手 な評価 をするよりも,下 手 な システムを利用者 に強制 しないこ との方

が大切で ある。

6.4シ ス テムの寿命

システムをその運用 の全期 間にわたって監視す るには,シ ステムの成長 の一般傾向にっいて

考察す る必 要がある。

成長過程を示す現象の定式化には成長曲線(growthcurve)と い うとらえ方 が ある。マル

サスの人口論 を背景 にしたVerhulstの ロジステック曲線(logisticcurve)や,人 間 の老化

作用 と抵抗力 に着 目したGompertzの ゴ ンペルツ曲線(Gompertzcurve)は 成 長過程 を波

形的 にとらえた定式化の一種 であるが,こ れらは経済発展 の一般的 な傾向をあらわ している。

システムの運用状況 の時系列モデルとして も,こ れ らの表現は通用す る。成長曲線 の性格 を,

図6-2の よ うに試験期,成 長期,飽 和期,安 定期 とわけて,そ れ ぞれの時期 に対す る対策 を
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論ず ることが,お こなわれている。

極 限 値

成

長

度

試 験 期 成 長 期 飽 和 期 安 定 期

図6-2成 長 曲 線

K
ロ ジ ス テ ッ ク 曲線Y・=

1十 皿 ♂t

bt
ゴンペ ルツ曲線Y=Ka

シス テムを開発時期 だけでとらえずに さらに長期的 な視野 で時 系列 での運用全体 をみ ると
,

このよ うな波形的 な システム ・ライフの把握 も考 えられ る。システムの実施状況 は,何 時 のま

にか根 をはって拡大 している もの,何 時 のまにか忘れ られ次第に使われな くなってい るものな

どがあ り,む しろこの ような成 長曲線 で把握 され る形 が適当な ものも多い
。さらにっ け加 えれ

ば・ システム運 用上での習熟曲線(learningCUrve)や ,シ ス テム の寿命 の問題 などの考察

も望 ま しい。

同様 な考察 として,マ ー ケッ ト・リサーチの分野で,製 品のライフサイ クルに4段 階或 いは

5段 階の経過 を踏む とい う説があ る。例えば,E・J.KelleyやE .J.Marthyの4段 階 は次 の

図のようにあらわせる。
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① ② ③

①匿亙郵
introductorystage

②魎
growthstage

③－
maturestage

④[減 退 期]
decliningstage

図6-3製 品 のライフサイクル

同 じ よ う な 考 え方 でE.A.Pessemi・ ・,D・J・L・ ・k・C・R・W・ …nら は 次 の よ う な5段 階 を

考 えている。

・導 入 期

・成 長 期

・競 争 期

・陳 腐 化 期

introductionperiod

growthperiod

competitiveperiod

obsolescenceperiod

・終 末 期terminationperiod

システ ムそのもの も製品 であ る。今 まで学んだことがらは主 として製 品になるまでの過程に

お けるライフサイ クルであった が,今 後考 えるべきこ とはむ しろ,製 品 としての寿命 の問題 で

あ る。そのためにはここに例示 した よ うなマーケ ット・リサーチの分野 で研究 されているよう

な考察 もまた必要である.特 に不要 に な・たシステムや獺 化 したシステムを どうや ・て始末

す るかは今後 に残され た大きな問題 である。

指導上の留意点

(1)単 元D2の しめくく りとして,シ ステムを全体的視野で とらえて反省 してみる。

(、)。 。テム開発完了後の システム評価 ま,再 び第2ラ ウ・ ドの・・テム開発点 の出発点 であ

る とい う形 で,閉 じた円 としての システム ・ライフサイ クルの性格 を説 明す る。

(,)単 元D・ は シ・テム分析,単 元D2Vま ・・テム設計 をとりあつか・てv'る ・ これ らは シス

テム開発 の主要活動で あるが,・ のほか に関連事項 として・㈱ の管理 活動 ・髄 活動 渓

施移行 のための要員訓練,・ 。テムの実施,・ ・ テム保守 などがある・・のよ うな全体 の構

成 を鳥敵す るとともに,そ の中 の主要関連項 目を学習す る。
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(4)シ ス テ ム 評 価 の復 習 と して,最 近 重 視 され つ つ あ る シ ス テ ム の品 質 評 価,特 に 信 頼 性 の問

題 に 焦 点 を あ て て 学 習 す る こ とが,望 ま し い 。

(5)結 び の 章 で あ る の で,シ ス テ ム 開 発 に 関 す る 技 術 展 望 な ど解 説 す る の も よ い 。
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第1章 テ ー マ の 選 択

キ ー ワ ー ド

仮 想 プ ロ ジ ェ ク ト(hypotheticalproject),OJT(on-the-jobtraining)・ ケ ー ス ・

メ ソ ッ ド(casemethod),フ ィ ー ル ド ・ リ サ ー チ(fieldresearch),イ ン シ デ ン ト'プ ロ セ

ス(incidentprocess),ビ ジ ネ ス ・ ゲ ー ム(business、game),ロ ー ル ・ プ レ イ ン グ(role

Playin9),テ ー マ(theme),ケ ー ス の 収 集(collectionofcase),ケ ー ス の 作 成(or.

ganizationofcases)

目 標

実習 のテーマ を適切に選 定す る。

どのような能力 を主 として養成す るかによって,採 用すべ き教育技 法がお のずか ら異 なるこ

とをまず理解す る。

次 に実在 の組織内でのテー マ と仮想的な プロジェク トと,ど ちらを採用す るか判断す る。

仮想的 なプ ロジ ェク トによる実習 の代表的な例 として,ケ ース ・メ ソッ ドがあ るが,こ の種

の教育方法は日本 では注 目され 出 してか らまだ 日が浅いので,米 国等の経験 に学ぶべ き点 が多

い。

外部の人 々に面接 して,ケ ースのデー タを収集 し,実 習の教材用にま とめ あげ るという作業

も,き わ めて有効な実習である とい うことを理解する。このための調査方 法等 も経験 に よって

得 られ たい くっかのノウハ ウ・があるの で,そ れ を活用すべきである。

内 容

1.1実 在 組織 の課題

実習テーマ として実在組織 の内 で発生 した課題 を採用す る場合は,作 業 にあてるこ とのでき

るマンパ ワー,期 間,研 修生 の水準等か ら考 えて,次 のよ うなもののなかか ら選択 することに

なろ う。

(1}中 小企業のためのシステム'

教 師の指導 をうけつS,実 際 の企業の一員 としてシステム開発に従事す る。

②'身 近な要求 を実現す るためのシステム

研修生等が身近 に関係す る業務について自動 化,省 力化 をテーマにと りあげ る。
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実在の組織 におけ る開発 プロジェク トは,ユ ーザ部門か らコンピュー タ部門に要求 され るこ

ともあれば,コ ンピュータ部門か らユーザ部門 に提案 され ることもある。プ ロジェク トの初期

において は,こ の相違 が推進の手順や文書 などに影響 をおよぼすので,ケ ースを与える場合 は,

ど ちらに属するのか を,あ らか じめ想定 して準備 しておかなければな らない。

またシステムの開発や改善要求は,一 定の文書 と手続 きを制定 して発行 されることにもふれ,

で きればその例 を示すこ とが望 ましい。

実在の組織 の中 でシステム開発に従事 した人 に,具 体的な事例や体験談 を紹介 してもら うと

よい。実習のオ リエ ンテー シ ョンとして,あ るいは実習後 の体験の再確認,一 般化 の助 けとし

て実施す ることが考え られる。研修生 はすでに相当程度の実務経験 をもつ と想定されているの

で,で きるだけ有名な システムの開発 プ ロジェク トが望ま しい。

1.2仮 想 プロジェク ト

システム開発技法の習得 にはOJT(on-the-jobtraining)が 不 可欠 であ るという考え

方 もあるが,こ れ は教育効果 があらわれ るまでに長期間 を要する とい う欠点 がある。 また,期

間 をかけた割には体系的な知識 が身についていない とい う場合 も多い。

OJTで 習得す る事項は大別すれば次 の2種 類になるであろ う。

(1)シ ステム開発技法の具体的応用による知識の強化,定 着。

② 対象 とす る組織体の業務 に固有な知識の習得。

ここでは少な くとも第(1順 に っいては,OJTで な くケースによる実習 で も,か な りの程度

まで達成 されるはずであるとの考 えに立って指導 を行 な う必要 がある。

米国等 で古 くか ら行なわれているケース ・メソッ ドは,特 に専 門化 された分野にお ける実習

のための代表的 な手法で ある。これは実務にお いて経験す るの と類似 した状況 を数多 く作 り,

当事者の立場で問題点 を分析 し,解 決の代替案 を検討 し,仮 空の経験 を通 して参加者 を効果的

に教育 してゆくものである。

ケース ・メソッ ドを用 いる場 合に,そ の導入者や製作者 はとか くケー スの複雑 さや構造にだ

け関心 を払いがちである。 しか しケース導入 のね らいを効果的に達成す るた めには,テ ーマの

選択 よ りもむしろケースの運営の方法が重要 となることに注意 しなければ ならない。

ケースの運営上 の留意点 は次の とお りである。

(1)研 修 生が実習作 業 を通 して,本 当に必要性 を感 じ,み ずか ら分析 し設計 しようとい う心

構 えになるよ うに指 導するこ と。

② 非現実的な状 況が発生す ると研修生の参加意欲 は半減 するので,こ のよ うなことを極力

回避す る。
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(3)実 習 のね らいに合わせて運営 を工夫す るこ と。新 しいシステム開発環境 を提供 し,そ の

中で 自己啓発,相 互啓発 できる場 をいかにつ くり出すかが最 も重要なことであ り,技 巧 中心

に走 らないように注意 しなければな らない。

ケース として仮想 プロジェク トを与 える場合 は,特 殊な知識や経験 を必要 としない テーマを

選択するよ うに注意 しなければな らない。これ はテーマの内容,掘 り下げの深 さのどちらを コ

ン トロール して もよいが,研 修生 のシステム開発能力 だけが正当に評価 できるような配慮 をす

ることが必要であ る。

ただ し,こ の点にっいてはケース ・メソッドにおける経験 か ら,さ ほ ど心配す る必要 はない と

もいわれ ている。特定の知識がない場合 はチームの編成 に配慮 を加 えて,各 チームに他の研修

生 よ りは詳 しい知識 をもつ者 を平等に配属す るな どすればよい。研修生同志の意見交換に よっ

て,あ るいは教師への質問に答 えることによって十 分に対処可能であるといわれてい る。

特定の知 識が不足 してい るため進歩 が遅い とい うこ ともあ るが,実 習 として このよ うな課題

を とりあげ るこ とに よって,そ の種 の知識の必要性 を認識させ急速に学習させ ることができる。

したが って教育的に悪 い効果 となることはあま りな く,む しろよ り現実的 な状況 を設定 してい

る とい うこ とになる。

ただ しこのよ うな特殊知識,用 語の習得が本来の 目的 ではないので,教 師 は特殊 な業界 だけ

で使用 され る難解 な用語 を避 け,ま た同義語のなかか ら最 も広 く使用 され るものを選択す るな

どの配慮 をなす べきである。

各 ケースで使用 されているハー ドウエアの説 明にっいては,シ ステムを理解す る うえで必 要

不可欠の ものに限定すべきである。ハー ドウエア にっいて詳述 して も,シ ステム自体 を理解す

るのに通常 は役立 たないからである。また同様 に,フ ァイルの大 きさや転送速度等について も,

バ イ トや ワー ドや ビ ット単位で説明せずに,文 字(character)や 数 字(digit)単 位 で説明

す るよ うな配慮 が必要である。

開発の実 習に関連 した技法は,ケ ース ・メ ソッ ドをは じめ としてい くつかあるが,こ れ らの

技 法が どのよ うな能力 の養成に役立つか をま とめた ものが図1-1で あ る。

ここでは能力 として次の7分 類 があげ られ ている。

・現状把握

・情報の収集整理

・問題形成

・代替案 ・解決案の提示

・意思決定

・指 示伝達
/
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・動機付 け

これ らの能力 を養成す るのに役立 つ教育 技法は次の6種 類 があげ られている。

フィール ド・リサーチ

イ ンシデ ン ト・プロセス

ケース ・メ ソッ ド

ビジネス ・ゲーム

ロール ・プ レイ ング

グループによる活動

た とえばケース ・メ ソッドは問題 形成や代替案,解 決案の提示 に最 も効果 を発 揮 し,イ ンシ

デ ン ト・プロセスは情 報の収集整理 に,そ してーロール ・プレイ ングは指示伝達の訓練 に最 も有

効 であ る。
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現状把握 情 報 の 問題形成 代替案,解 決 意思決定 指示伝達 動機づけ スキル

収集 ・整理 策 の 提 示

図1-1各 ス キル に適 する教育技法

図1-1に あ げた技 法の うち,主 要な ものの特徴 を次 に示す。

(1)ケ ー ス ・メソッ ド

企業な どの組 織体 で実際に発生 した問題や周囲の状況が,数 ページか ら数十ページにわ た

って記述 された ケースが与え られ る。

研修生 はケースの中の当事者の立場 に立 って,何 が問題点 なのか,ど うい う原因があるか,

解 決すべき代替案 は何か,代 替案の うち どの案 をなぜ採用するのかなどを討議 しなければな
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らない。

討議に入る前 に参加者 は各 自で与えられたケースの分析 を行ない,独 自の回答 を用意 しな

ければな らない。そ して討議 はまず数人のチームで行ない,次 に複数のチームが集 まって全

体で討議 を進 めることにな る。

この討議の過程で 「教師」 は何 も教 えるこ とはしない。研修生 の議論 を整理 して,脱 線 し

ないよ うに注意す るだ けである。

討議 は数十 回か ら数 百回にお よび,・研修生はこの経験 のなかで問題 の形成 や分析 を迫 られ,

そ の解決のための代替案 を示す よ うに要求 され ることになる。

討議 の過程 を通 して,他 人 に 自分の意見 をわか りやす く伝えるこ と,勇 気 をもって自分 の

意見 を述べ ること,他 人 が発言 したこ とを正 しく理解す ることといった,い わゆ るヒューマ

ン ・スキルの開発 も期 待 され る。

ケース ・メソッ ドでは,各 人 はすべて対等の立場 であ り,組 織による圧力な どを感 じるこ

とはないから,解 決案 を気 楽に述べ るこ とができる。

② インシデ ン ト・プ ロセス

これはケース ・メ ソッ ドの変形 として開発 された ものであ り,各 人 または各 チー ムが,自

分の求める情報 を収集 することを要求 され る。

ケース ・メソッ ドでは,ケ ースの分析 に必要な情報があ らか じめ記載 され てい るので,実

際の企業等 における活動 とは相違 していると考え られ る。そ こでイ ンシデン ト・プ ロセスで

は研修生 に簡単に記述 した ケースが示 され,こ れを検討 した上で分析 に必要 と思 われ る追加

の情 報を要求 させ る方法 をとる。

したがって各人 または各チームは,そ れぞれ異なった情報 にもとついて分析 を進 め,種 々

の問題解決案 を提示す ることになる。

このよ うな過程 を通 じて,イ ンシデ ン ト・プロセ スの参加者 は情報 を収集す ることの価値

や意義を体得する とともに,問 題 を発見 し分析す ることを学び とるのである。

(3)ロ ール ・プレイ ング

これは ヒューマ ン ・スキルの開発 をね らうもので,研 修生が他のメ ンバー の前で割 り当て

られた役割 を演 じることが要求 され る。

この様子 をVTRな どに よって再生 し,自 己の行動 を観察 して,改 良すべ き点 を見出すこ

とができる。

ロール ・プレイ ングは通常予告 してか ら実施する。予告な しに取 り上 げても うまくゆかな

い し,特 定の研修生 にあらか じめ割 当てて しま うと他の研修生が準備 してこないお それがあ

る。研修生 を少人数 のグループに分 けて,そ のなかか ら指名するとい うこ とだけ を予告する
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と概 してよく準備 して くる。

113課 題 例

実習の具体的 な課題の例 として次 に寛 々公社 中央電気通信学園で実施 された もの を示す。

上級 システム ・エ ンジニア ・コース として163日 間 の研修 を行 ない,そ の中で183時 間 をつ

いや して実施 した卒業研究 のテーマである。

大部分 のテーマは1名 の研修生が行 なったが,2名 の 研修生でチー ム を編成 したもの もある。

実習は講義形式 を主体 とした科 目を終了 した後,コ ースの しめくくりとして,そ れ まで学習

した理論,手 法に加 えて 自主的 に各 自の独創性 を加味 したテーマに対す る目標 を設定 し,こ れ

を達成 させ る訓練 と して設けたものである。

テーマの選定,進 行管理等 は訓練生 が主体 となって行ない,指 導員 は助言 を行 な う程度 にと

どめた。

なお,テ ーマの選定にあたっては,一 般に次のよ うな点に十分な配慮 をす る必要がある。

① 研修生 の専門分野。

② 実習 にあて ることのできる時間。

③ チームの人数,し たがって実習 で行ない うる作業量。

④ 大規模 なテーマの一部分を行 な うか,小 規模なテーマでプログラム開発まで行な うか。

(1)住 宅 の需要予測 要因につ いて

現在の住宅 問題 について考察 し,住 宅需要予測の一般的 な方法 を調査 して,住 宅意識に着

目した住宅需要予測の手 法を提案 し,そ の検討 を行 なった。

② キャ ッシュ レス社会

キャッシュレス社 会の展望 を得 るため,米 国および日本におけ るク レジ ッ ト・カー ドの現

状 を調査 し,問 題点 を分析 した。各種 の予測資料 を参考に して,キ ャ ッシュ レス社 会におけ

るコンピュータの役割,必 要な端 末装置,セ ンタの機能等 を考察 し,実 現可能なシステムへ

の提 言を行なった。

(3)情 報 検索 と意味にっいて

情報検索にお ける意味論 の位置づけ,意 味の分析 を行 ない,情 報の整理 との関係について

考察 した。分類体系,シ ソーラス,統 計的手法,KWIC等 につ いて具体的 に検討 している。

(4)フ ァイル構成 についての一考察

情報検索におけるシ ソーラス ・ファイル の設計 を行 な うために,情 報構造 の種類,フ ァイ

ル構成 の手法 について分析 を行 なった。シ ソー ラス ・フ ァイル作成 にお ける前提条件 と基本

的問題 を明 らかに し,処 理の基本方針 を確立 した。
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{5)情 報検索 にっいての一考察

情報検索のシステム例 など一般的調査 を行 なった後,文 献検索 について分析 と抽 出,蓄 積,

探 索の方法 を検討 した。具体的 システムとしてUTIRESと い う名前のシステムの基本 設

計 を行 ない,主 題 分析,文 献 のコー ド化,入 力分析,構 文解析 の方法 を決定 し,フ ァイル構

成,デ ータ構造 の設計 を行 なった。対象 となるファイル は6種 類 である。

(6)計 量モ デル用語 とプ リコンパイ ラの検討

計量経済 モデル記述言語 の要件 を分析 し,命 令 の種類 と機能 を決定 した。 この言語か ら,

FORTRANプ ロ グラムを生成す るためのプ リコンパイ ラの機能 を決定 し,処 理内容の設

計,処 理プ ログラムの開発 を行 なった。

(7}医 療 システムについての一 考察

人間 と環境 の制御機能 について主として考察 を加え,医 療情報 システムへの提 言 を行なっ

た。

⑧ 論理の正 当性 について

プログラムの論理の正 当性 を検定するプログラムについて基本設計 を行 なった。被検定プ

ログラムについては,あ る種 の制限 を課 し,こ れ をパ ター ンにあてはめて検定 を行な うこと

と して,必 要なテー ブル類処理 のアル ゴリズム を設計 した。

(9)パ ター ン処理 についての一考察

人間システムにおけるパターン処理の例,メ カニズムについて考察 し,社 会システム も含

めたパターン処理の今後の方向 を予測 した。一例 として指紋 の照合 をとりあげ,必 要な機能,

コン ピュータによる処理の現状,各 国の研究動向などを調査 して,自 動指紋検索システムの

概念設計 を行な った。

(10)EDP会 計 と会 計監査にっいて

会計業務EDP化 の 目的,現 状,諸 問題について調査分析 を行 ない,EDP会 計監査 の具

体的方法,内 部統制組織 の方法 を決定 した。情報分析 の具体的資料 としては,神 戸 料金局に

おけ る事故発生状況,エ ラーチェック状況 を調査 している。

(11)数 値 制御 について

数 値制御(NC)の ハ ー ドウエア とソフ トウエア(APT等)に つ いて調査 し,プ ログラ

ミングの実習 をした。実習例は3件 で,パ ー トプログラムの計画,コ ーデ ィングと必要な機

器構成,ポ ス トプ ロセ ッサの出力 の分析などを行 なった。 さらに群管理,自 動設計にっいて

も考察 し,数 値制御用 プログラムの記述方法の標 準化 について論 じている。

02)あ るシステムの一 設計 にあた って

コンピュー タを共 同利用す るシステムについて予備設計 を行 なった。検討 した事項は,シ
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ステムの性能評価,デ ー タ収集 と分配 の即時処理 方式,バ ッチ処理方式 についてであり,最

終的 に機種 の選定 を行 なった。

1.4課 題 の作成

ケー ス ・メ ソッ ドはプロブ レムメソッ ドともよばれ,今 世紀の初 めに法律学校 にお ける判例

研究 にヒン トを得て考案 された といわれ る。最初の うちは民間企業 か ら講師 を派遣 してもらい,

具体的な問題 点 を紹介 してもらって実習 を行 なっていたが,し だいに研究助手 とい う人 々が一

定の方法でケー スを収集 し蓄積す るよ うになった。

手順の概要 を次に示す ので,こ れ を参考 として研修生 にケースの収集だ けを実習 させるの も

十分に意義があるだろ う。

(1)面 接 の準備

通常は民間企業等の外部の人 々に面接 してケースデータの収集 を行な うので,次 のような

準備が必要である。

① 関連知識 を得 るこ と。

② 課題 を選択す るこ と。

情報処理の分野 で最近話題 にな っていることや,面 接 に応 じて くれそ うな人々が取扱っ

ている問題等 を考慮 して,デ ー タを収集すべきテーマを選択 する。 ただ し,あ ま りに新規

な ものは避け,具 体的かっ典型的な状況 を扱 うものであるよう配慮 を要す る。

③ 面接の約束 をす ること。

訪 問時間 と目的 の大略 を知 らせる。

④ 面接の対象は先方の組織内 で,で きるだけ高い地位 にあ る人か ら始 め る。

⑤ 面接先についての具体的 な知 識 を得 る。

面接す る相手の人 につ いて,会 社 について,こ れ までに他 の人が面接 した時の状況につ

いて,で きるだけ知 るこ とが必要である。

⑥ 面接の筋書き を作 る。

質問表な どの用 意 をす る。 ただ し自己の筋書 きに固執 して客観的 な事実 を見逃 してはな

らない。'

② 面接中の注意

必要 と思 われ るもの を次に列挙す るが,先 方のよ うすによって適宜省略 してよい。

① ケース収集の趣 旨について説明す る。

ケース ・メ ソッ ドによる教 育方法 につ いて説明 し,若 干の例 を示す。必 要な場合 には会

社名 を秘 し,数 値 を偽装 することも可能 であ ることを述べ る。
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② 必要 とす る資料 を入手で きるよ う依頼す る。

存在が予想 され る資料で必要な ものは提供 を求 める。他の手段で入手でき るものでも,面

接 の際に公式 に依頼 したほ うが よい。事実や相手 の意見を引 き出す よ うに し,決 して論争的

になってはならない。正確 な数字をメモす る時以外 はノー トをとらないほ うがよい。ただ し

面接が終 った直後 か らノー トを作 り,そ の 日の うちに完成 させるよ うにすべきである。

③ 必 要 としない情報 も適当に とり入れ るこ と。

無差別 に情報 を収集 しようとしてはな らないが,直 感的に選択 して若干 の情報 を取 り入

れ ると後で役に立つ ことが多い。

④ 多 くのことを観察す るこ と。

工場や事務所 の様子,執 務 の状況 など全般的な観察 を行な うと有益 である。

(3)面 接 後の と りまとめ

① 面接結果 についての報告 を書 く。

後 日の面接 の参考 とす るため,相 手先 につ いて協力 の状況などを報告す るとよい。

② 秘密の保全 に注意す る。

資料の公表は面接先か ら文書による許可 を得た後 にすること。

③ 偽 装

会社 名,数 字,人 名の偽装 を行 な う。産業 の種別 まで偽装するこ とは通常は行 なわない。

数値は一定 の係数 を掛けるなどして偽装するが,本 質的な関係 をそこなわずにさらに変更

できればそれが望ま しい。

④ 公開許可の申請 を要す るもの。

・面接その他 で得 た非公開の資料 を用 いる場合。

・業界諸等の記事 を用い る場合
。 これは会社がその記 事を承認 しているわけではな く,

場 合に よっては クレー ムをつ けるこ ともあ りうると解釈すべきである。

・ケース作成者が公表資料をかな りの程度 にわたって組み替えた り,圧 縮 した場合。

⑤ 公開許 可の申請 を要 さないもの。

・会社発行の公表資料
,報 告書等だけを引用 した もの。

・裁判所等の決定事項 を利用 している場合。

・特定会社に関係 しない政府統計 などを利用 した場合。

(4)ケ ー スの作成要領

① ケースの書きは じめは,現 在 の状況 を分析す るのに必要な背景 を説明す るところか ら

始 める とよい。これ に続 いて問題 の定義 を行 なえば,自 然にシステム開発 の各段階に導い

てゆ くことができるであろ う。
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② 情報 を提供 した会社 を守るために,全 部の記述 を過去形 とす るとか・ あるいはケース

を作成 した 日付 を明示 する。

③ 図や表 を活用す る。ただ し教材 を整然 と した形 にまとめることだけがよいのではない。

た とえば雑多な情報 の中から必 要なもの を選択 させる実習では,人 々の会話 をそのまま教

材 として使 うこともよ く行 なわれ る。

④ 数値 をチェックす る。とくに架 空の数字 は相互に矛盾がないように注意 しなければ な

らない。

⑤ 事実 を記載す るようにし,意 見 を述べてはな らない。

⑥ 実際の設計結果 を示 すことは研修生 の関心 を高 めさせるが,こ れ をケースの記述に含

めるかど うかは利用方法から判断す ること。

⑦ 参考文献や引用は正確 に書 くこ と。

(5)調 査 をともなわないケース作成 について

現実 の組織体 では情報 が収集 できなかった ようなケースにっいて は,架 空のケース を机上

で作成す ることがある。 しか しこのよ うなケースは妥 当性 をチェックで きるよ うな外部事実

がないので,内 部矛盾 をひきおこ し,非 現実的 なもの とな りがちである。 したが ってこのよ

うなケースはで きるだ け使 わないよ うにする ことが望ま しい。

指導上の留意点

(1)実 習 のテーマは参 考文献に示 した ものか ら選択 して もよいが,米 国の事例(ケ ー ス)が

多 く,わ が国で調査 されたものは少 ない。 この ような実状か ら考 えれば,ケ ースを収集 して

ケースブ ックを作 ること,す なわ ち現場 での ヒア リングと文書化の実習 を行 な うだけでも十

分に有意義であろ う。
　

② ケースデー タを収集する活動 に重点 を置いて実習する場合は,ヒ ア リングに必要な面接

の技術 をここで復 習 し,強 化 してお く必要があ る。

(3)ケ ー スは通常,文 章 による記述 と数値データや図の組合せ によって与え られ る。数値デ

ータ を与え るためには,そ れが単に背景 を説明す るためだけの ものか,あ るいは主要な問題

点の解決 に不可欠の ものなのか を研修生 に示 唆 してや る必要が生 じるこ ともある。

参 考 文 献

〔1〕J.Dearden,F.W.McFarlan,W.M.Zani,'¶'ManagingComputer-basedInfor-

mationSystems"RichardD.Irwin,Inc,1971.(安 藤 嘉 昭,島 田 照 代,一 楽 信 雄

共 訳 「新 ・経 営 情 報 シ ス テ ム 」 建 用 社1973)
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〔2〕 柴 田典 男,許 斐 義 信 著 「講 座 ・ ビ ジ ネ ス ゲ ー ム1=入 門 編 」 中 央 経 済 社,1977

〔3〕 日本 電 信 電 話 公 社 中 央 電 気 通 信 学 園 編 「昭 和45年 度 電 算 機 応 用 科 上 級 シ ス テ ム エ ン ジ ニ

ア コ ー ス卒 業 研 究 」1971

〔4〕MalcolmP,McNain,ttTheCaseMethodattheHarvardBusinessSchool,"

McGraw-HillBookCo,Inc.1954.(慶 応 義 塾 大 学 ビ ジ ネ ス ・ス ク ー ル 訳 「ケ ー ス ・メ

ソ ッ ドの 理 論 と実 際 一 ハ ー バ ー ド ・ビ ジ ネ ス ・ス ク ー ル の 経 営 教 育 一 」 東 洋 経 済 新 報 社 ,

1977)
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第2章 チ ー ム の 編 成

キ ー ワ ー ド

GREMEX(Goddardresearchengineeringmanagementexercise),ビ ジ ネ ス ・ゲ ー

ム(businessgame),ケ ー ス ・メ ソ ッ ド(casemethod),チ ー ム の 統 制(controlofa

team),テ ク ニ カ ル ・ ス キ ル(technicalskill),ヒ ュ ー マ ン ・ス キ ル(humanskill)

目 標

システム開発実習 のための適切なチームを編成す る。

チームの規模 には適正 な範囲があること,チ ームの規模 によって各構成 員の職務の分担 のし

かたには相違が出て くることなどを理解す る。

内 容

2.1チ ー ムの組織

チームの組織 では人数 と各研修生 の役割の分担が問題 となる。

チームの人数 はビジネス ・ゲーム等の経験か ら5人 以上は不適 当である とい うことがいわれ

ている。NASAで 採 用 した,研 究 開発管理者 の研修 システムであるGREMEX(Goddard

ResearchEngineeringManagementExercise)で は1チ ーム3人 の編成 がとられている。

ただし現実の開発プ ロジェク トではこのよ うな小人数 はあま りないので,コ ミュニケーシ ョン

技法 とも関連 した,プ ロジェク ト・チーム論につ いても言及す るとよいであろ う。

ビジネス ・ゲームでは3～8組 のチームを編成 し,各 チームは4～12人 の メンバーか らなる

組織 を採用す ることが多い。

チームの組織や役割の分担 はあ らか じめ示すことな く,研 修生の 自主的決定 にまかせ るのが

よいであろう。最初 か ら精緻 で固定的な組織 を編成する必要はなく,仮 の リーダーを決めて分

析が進むにつれ て必要な ことを決 定 していけば よい。各担当 メンバ ーに業務 を固定的 に課すの

ではなく,実 習 中に適 当にジ ョブ ・ローテーションを行 な う工夫 も必要である。

研修生 のチームが決定 した組織 に対 し,次 の ような一般的評価尺度に もとつ いて助言を行な

う。

(1)戦 略 目標 を達成 できるようにな っているか。

② 環境変化に適応 で きるか 。
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(3)主 要 な業務 を十分に果せ るか。

なお,1チ ー ムの人数が8人 程度以上になると一般に組 織に階層構造 が生 じ,立 案者と作

業者に分かれて くる傾向がある点に も留意す ること。

また,組 織を設計 することは,そ のコ ミュニケーシ ョンの方法 を決定することで もある点

を研修生 に徹底 し,こ れ らがバ ラバラなものではないことを理解 させ るのが望 ましい。

ケース ・メソッ ドではクラスの人数 を6～7人 か ら100人 以 上まで変 えてみた ところ,40～

50人 か ら80人 までが最適 だとい う結 論が得 られた。

ここでは議論 を活発 に展開 させ るために最適 な人数 とい うことで判断がな され る。経験的

には,活 発で建設的 な討論 を持続 させるためには,少 な くとも10～12人 の優秀な学生が必

要で ある とい うことが いわれ ている。 したがって,あ まりに少人数の クラスでは,そ れだけ

の数の優秀な学生 がそろわないおそれがあるとい うのである。

2.2チ ー ム活動の意義 と学習 目的

このコースにおける実習の目的 は,シ ステム開発 に関す る専門知識,能 力 いわゆるテ クニカ

ル ・スキルを確実に定着 させ ることとともに,次 のよ うな ヒューマン ・スキルの習得 も心 がけ

なければな らない。

ヒューマ ン ・スキル とは 「グループの一員 として効果的に働 き,あ るいは自分の リー ドする

チーム を一致協力 して努力 させ るために必 要な能力」 とされている。 したがって ヒューマ ン ・

スキルを持 った人は他 のメンバ ーの発言や行動 がどうい う意 味を もつか理解 できるし,自 分 の

考 えることを他 のメンバーにわか りやす く説 明することもで きる。

ヒューマ ン ・スキルはある種 の訓練や技術的方法 によって開発 され るこ ともある し,指 導者

の適切な助言や忠告で開発 され ることもある。

チームによる開発実習 を通 して,第5章 の コミュニケーシ ョン技法 とともに,十 分な注意 を

はかって習得す るよ う研修生 を指導 してい く必要がある。

指導上の留意点

選定した実習テーマに要する作業量をあらかじめ見積 っておいて,実 習時間を十分に考慮 し

た上でチームの規模を定めることが必要である。

実習時間が継続 して長時間 とれないような場合には,研 修生がその日の実習に習熟する前に

所定時間が終了してしまうので,こ のようなことがないように注意する。やむをえない場合は

前述の作業量にもこの影響を反映させるべきであろう。

実習活動の多くはチームの構成員の自主性にまかせることができるが,活 動が空転 しないよ
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う に定 期 的 に 報 告 させ た り,観 察 を す る こ と が 必 要 で あ る 。

参 考 文 献

〔1〕H.D.Clifton,ttDataProcessingSystemDesign"BusinessBooksLtd.,1971

(田 中 弘 ・清 水 克 彦 訳 「コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム 設 計 」 白 桃 書 房,1974)
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第3章 実習の進め方 と教師の役割

キ ー ワ ー ド

ケ ー ス 実 習(caseexercise,casestudies),実 習 活 動 の リ ー ド(1eadinganexercise)・

教 育 技 法(educationaltechnique),ケ ー ス 資 料(casemateria1),理 論 と 実 際(the-

oryandpractice)

目 標

実習を中心とした学習活動の運営方法を理解 し実践する。

実習活動は通常の講義よりもはるかに教師と研修生との心理的な状況 によって結果が左右 さ

れやすい。

クラスにおけるあらゆる兆候を迅速に把握し,適 切な技術を駆使 して実習をリー ドしていく,

プラクティカルな教育技術 といったものを理解 し身につけていかなければな らない。

内 容

3.1ケ ース実習の特徴

ケース実習の運営方法 につ いては,さ まざまなタイプが存在す るが,一 般 に次の三点が最大

公約数的な要素であるといわれている。

(1)経 験 の重視

企業や政府 にお ける現実の問題 を基礎 とし,現 実の問題に焦点 をあてたテーマを採用す る。

情報処理の実 際の場で,責 任 ある仕事にっけ る人間 を作 り出す とい う主要な目的 を常に念頭

におかなければならない。

(2)一 般 論よ りも個別論の重視

一般的な理論の構築能力 ではな く
,設 計能力,意 志決定能力 が要求 され るのであ り,そ れ

は訓練 によって養成 され るとい う考 え方 に立っている。 したがって各ケースの個別の状況 に

おけ る判断 が強調 され,ケ ー ス間の共通点よ りは相違点が指導のポイ ン トになる。

(3)学 生 の経験 に対す る配慮

単に知的な学習 となって しま うよ うな テーマは盛 り込まず,学 生達 の感情的な側面 と知的

側面の両方の反応 を促進す るように多大の配慮 を行 なう。
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3.2必 要 な教育技術

実習を行 な う場合,教 師 の役割 は講 義などよ りも一見楽 であるかのよ うに思 われ るが,実 は

違 う種類の負担 がかかって くる。

これは一言でいえば,研 修 生の 自由な思考 と討論 を特定 の目的意識 のもとに誘導することで

ある。そのた めに必要な技術は次のよ うな もの であろ う。

(1)グ ルー プ討議 の進行 を うながすよ うな質問 を発す ることがで きる。

② これまでの経過 を整理す ること,そ れ をわか りやす く示す ことができる。

(3)グ ループ討論が有効に行 なわれているか どうか,進 行が早す ぎた り,遅 す ぎた りしない

か どうか,研 修生がひ としく参加 しているか どうかを判定することがで きる。

(4)研 修 生の活動 を特定の 目的 意識 のもとに誘導す るとともに,何 か目新 しい発見 をす るよ

うに,適 度 に脱線 させ ること。

㈲ 実習が予想 しなかった方向に進行す る場合 もあるが,こ れ によって学習効果 の上ること

もあるので,研 修生 を十分に観察すること。

いうまでもな く,す べての学習活動に共通する最重要 な条件は,学 ぶ側に関心 がある とい う

ことである。 ケースによる実習 の場合はテーマの選択 とともに,そ の運用方法,技 術が学ぶ側

の関心 を大 き く左右す ることになる。前述のよ うな技術は一般に教育技術 の一種 として十分に

修得 しうる範 囲内であるといわれている。

3.3実 習 の推 移の特徴 と教師 の対処

通常の講義による授業 と実習 とでは活動 の推移状況が異 なる。主な相違 点 をあげれば次の と

お りである。`

(1)教 師 は権威的にふ るまい,学 生は受身の立場である。

② 試験や討論の時 間には,教 師が学生の誤 りや無知 を指摘 し,批 判するこ とが多い。

(3)教 師 は学生が修得す べきことを速や かに提示 し,自 分の判断基準に従ってお しっける。

ケースによる実習 では,こ のよ うな点はあま り見 られず,言 いかえればこのような状態 にな っ

ては好 ましくな く,別 の運営がな されなけれ ばな らない。

しか し教師の側 も学生 の側 もケースによる実習 がは じめての場合は,最 初 の うち混乱やケー

ス学習の悪 い面 が出て くる。具体的な例 は次のよ うな ものであ り,そ の対 処方法 もあわせて示

す こととす る。

(1)自 意 識 対抗心,不 安な どから教室内のコミュニケーシ ョンがゆがめられ,相 互不信 に

陥いる。

これに対 しては,教 師 が学生 を批判 した り,あ るいは学生相互 間で悪 らつな批判 をしあった り
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しないように注意することが必要である。特に教師 は,す べての学生 の発言 を理解 してやるよ

うに熱 意を持 って耳 を傾 けるように しなければな らない。教師が身を もって手本 を示 せば,こ

の ような状況は容易に回避 できる。 また教師 は賛成 とか反対の意志表示 を して議論 に枠 をは め

て しま うこ ともすべきではない。

(2)一 部 の研修生が発言 を独 占 した りして,良 い意味の リー ダシップが見 られ ず,他 の参加

者 がこれに反発する。

これ はた とえば,グ ルー プ全体 に落着 きのない状態 が現われた り,だ らけた雰囲気 から察す

るこ とがで きる。教師は発言の少ない者 を指名 して発言 させ,そ れ を批判す るのではな く建設

的 に受け入れるよ うに指示することが必要で ある。

(3)研 修 生 がさじをなげて,教 師に対 して問題 の 「解答」 を与えて くれ るように頼 むこ とが

ある。

これは兆候 としては,問 題 に無関係 な発言,退 屈感,研 修生のお じけ,さ さいなことへのこ

だわ り,と いった点 から察知 され る。研修生個 人個人が,ま た全体 として一種の内向状態に陥 っ

ているので,教 師はまず責任 を成 し遂げ るよ うに激励す ることを試みる とよい。

最終的には教師が何 らかの解答 を与 えるっ も りであって も,ま ず研修生 に自分 の考 えを述べ

るよ うに指示すべきである。教師が解答 を示 して も,そ れは絶対 に研修生 の思考作業 にとって

代わ りうる ものではないので,解 答 を示 さざるを得 ない ような状態になったとい うことは,こ

の ケースが失敗であった と考 えるべきであろ う。

(4)最 後 に,教 育上の七つの罪 とよばれ るものをあげてお く。

「恩 きせがま しい態度 」,「皮 肉」,「個人的 な詰問」,「無作法」,「ひ とりよが り」,「はに

かみ」,「話 しす ぎ」

3.4実 習 を進める上での各種の手段

教師 が実習 を進 める上 で採用 する手段は,次 のよ うな ものが考 えられ る。すなわ ち,(1)質 問

を発す る,② 発表 されたことを再述 し,再 構成 する,(3)事 実 関係 について自分の見解 を述 べる,

(4)「小 講義」 を行 な う,で ある。

これ にっ いて次 に要領 を示す。

㈲ 質問

質問は前 もって準備す るものではな く,そ の場 で作 り出す ものである。解答 が困難な質問

を直接的に切 り出すのではな く,段 階 を追 って進 めなければならない。個 々の学生の未熟 さ,

誤 りを指摘す るような質問であってはな らない し,ま た教師の技量 を誇示 するだけの質問 も

無意味である。
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た とえば討議の 口火を切る場合には,そ の方向 を前 もって決 めて しまわずに,「 判明 して

いる事実 は何 と何 で しょうか」 といった質問から始 めるの もよい。学生の発言を明確 にす る

ために,「あなたのおっ しゃったことは…… とい うことです か」 と質問することもで きるだろ

う。 また考 えを広めさせるために,「何か もっとつけたす こ とはあ ります か……」 という質問

もで きるだろ う。

独断 に陥 らない ように注意 してやる質問 として は,「あなたはそれ がすべての場合 にあては

まる と思 いますか」 とか 「それは このケースに描かれている状況にどのよ うにあてはまるの

ですか」 といった ものがある。

さらに実習 が進むにつれて,ケ ースの基本的 問題 をよ り適切に理解で きるよ うにしてや る

質問,す でに定義 され た問題 に注意を喚起 させるよ うな質問,軽 率 な結 論に走 りがちな前提

を客観的 に指摘 してや る質問が発 せ られ る。

ケースによる実習で学生が主 として経験 するこ とは,個 々の状況 の間の関連,連 続性の認

識である。 これを助け るための質問 としては次のよ うな ものが考え られる。 「あなたが言お

うとしているこ とは,Aさ ん の発言に関係があ りますか」,「あなたの見方は・・…・の ケースに

もあてはま ります か」,「私達が取 り組 んで いる…… とい う大きな問題 とどの ように関係 して

います か」

問題 の検討が終 り,意 志決定をすべき時 になって も,容 易 に決定 できない ことが ある。こ

の場合は,さ らに何が知 られていないのか を問い,困 難に直面 した時の無意識な逃避 を抑制

す ることが必要 である。

一般的 に言えば,質 問はケース ・メソッドの道具 として使われす ぎる傾向がある。討論が順

調に行 なわれている時は,質 問は時折 りす るだけで済む。 まだ議論 されていない点を指摘す

るために質問 を発す ることも必要 だが,そ れ よ りは討論の流れ の中で,学 生の発言 に対する

反応 として発せ られた質問のほ うが,は るか に有効 である。

② 再述

ケースの討論 における学生の発言は,ほ とん どすべてが即 興的 なものであ り,30秒 以 内の

長 さであることが知 られている。 した がってそれは十分 に考 えつ くされ た結果 ではな く,ま

た表現 も常 に不十分 な ものである。

このよ うな個々の発言 を明確にするた めに,教 師が共通 の言葉 で言い換 えるのが再述 であ

る。

教師が再述 を行 な う場合に注意すべき点は,学 生の発言 が意味 していることにつ いて性急

に結 論 を下 してはな らないこと,本 質的な ものまで付け加えてはならないこと,学 生の発言

に対 して 自分 が同意す るとか しない とか示唆 してはな らないこと,な どである。む しろ学生
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のアイデ ィアを強調 してやる といったことを心 がけると良いであろ う。また学生達 が教師 の

再述に依存す る気持 を起 して,明 確な発言 をしな くなることも時にはあるが,こ れに対 して

は教師が発言 を聞 こうとす る意欲 とそれに対す る集 中力を示 して,見 な らわせ るよ うにすれ

ば効果があるだろ う。

再述 と同様 な効果は,討 論 を一定 間隔 をお いて要約することによっても達成 され る。 しか

しこれ も教師 が規則的に行 なって,学 生に依頼心 を起 させてはな らない。要約 も本来は学生

が しなけれ ばな らないこ とであ り,教 師は学生が関心 を集 中させるべき主題 を強調 するとい っ

た程度 の ことに とどめるべきである。

(3)見 解

これは質問や再述 よ りもさらに高圧的な方法 であるが,討 論 をコン トロール した り実習 の

目的を達成 させるた めには,時 と して採用せ ざるを得 ない こともある。

見解 を述べ る場合 の注意点は,学 生の意見が十分に出された後 に し,最 初か ら示 さないよ

うにす ること,教 師 が自己の経験 について過度 に強調 しない こと,あ ま り長時間にわた らな

いこ と,な どである。

ケース ・メソッドにおけ る教師の役割は,権 威的 に指導す るこ とでは な く,参 加者 の一員 と

して リーダシップを発揮す ることであるから,自 分の見解 を示 した りす ることはさしひかえ

るべ きだとの説 もある。 しか しこの考え方 もやや不 自然な点 がある。む しろ教師の発言 が権

威 的に受け取 られず,参 加者 の一員 と して受け取 られ るよ うな,ク ラス内の本質的な関係が

早い時期 に うま く形成 され るよ うに努力 すべきではなかろ うか。

(4)ノ ト言葦i義

ケース ・メソッドに よって学生達が自力で到達で きる高 さには限界 があるので,時 に小講義

を行な う必要 がある。

これは通常は授業の最初 または最後 に行な うが,討 論が進展 しな い時は随時行な うべ きで

ある。教室の状況 に応 じて,ケ ース ・メソッドで も部分的に講義式授業方法を取 り入れてゆ く

こ とは可能 である。

以上 のような手段 を活用 して,教 師は教室で複数 の役割 を演 じるこ とになる。教師は参加者

の一員 であ り,他 の意見 を聴 取する人 であ り,分 析者 である。そ して質問 を発 し,再 述 し,小

講義を行な う人でなければな らない。そ して何 よ りも注意 しなければな らないのは,他 の役者

をさしおいて スポ ッ トライ トをあびるようなことをしてはいけない とい うことである。

3.5実 習 中に学生が経過す る段 階

ケース ・メソッドによる実習 を経験す る過程 で学生 は通常次 のよ うな段階 を経過 してい くとい
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われている。

(1)個 人 能力の限界 を知 る。

チームの同僚が考 えつ くあ らゆるこ とを自分 一人で考 え出すこ とは誰 に もできないとい う

ことを発見する。これは単 に作業の分量 が多いか ら消化 しきれないとい うのではな く,限 定

された課題 を与 えても,あ りとあらゆるアイデ ィアが出て くるため,個 人ではすべて思いつ

かない とい うことである。

(2)相 互 の協力,援 助体制ができる。

問題解決 にあたって他人のアイデ ィアを活用す るよ うにな り,相 互援助の提供 と受け入れ

が円滑に行 なわれるよ うになる。

実習 になれ るに したがって,最 初の とまどいにより忘れ去 って いた成績への競 争心が思 い

出 されて くるが,同 時 に学生達 はグルー プで知的努力 のプールを作っているのだ とい うこと

を認識 し,喜 び を見出す よ うになる。

(3)独 立 的思考 によ り決定 を行 な う。

教師 とい えども最適 の答 に到達 しているのではないことを認識す るようになる。同僚や教

師の助言 を受け入れ るが,他 と異な るこ とを恐れ た り,権 威 を探 し求 めるこ とはな くな り,

自分の責任で意志決定 を行 な うことになれ て くる。

指導上の留意点

この章は教育技術 に関す る記述 が中心で あり,す べてが指導上の留意点である とい うこ とも

できる。

この項 で特 に示す ものはない。
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第4章 開 発 の 実 習

キ ー ワ ー ド

教 育 訓 練(drillandpractice),問 題 の定 義(definitionofaproblem)・ シ ス テ ム

開 発 の 組 織(organizationofsystemsdevelopment),現 状 分 析(analysisofpresent

operation),将 来 予 測(prediction),シ ス テ ム分 析(systemsanalysis),企 画 書 ・提

案 書(propos;1)シ ス テ ム 開 発 の ス ケジ ュ「ル(scheduleofsystemsdeveloPment)・ シ ス テ

ム 代 替 案 の 評 価(evaluationofalternatives),定 性 的 評 価(qualitativeevaluation)・

定 量 的 評 価(quantitativeevaluatiop),シ ス テ ム の 機 能 決 定(systemfunction)・

フ ィ ジ カ ル 設 計(physicaldesign),イ ン プ ッ ト設 計(inputdesign),フ ァイ ル 設 計(file

design),プ ロセ ス 設 計(processdesign),ア ウ トプ ッ ト設 計(outputdesign),セ キ ュ リテ ィ

とイ ンテ グ リテ ィ(secUrity,integrity),工 程 管 理(schedulemanagement)

目 標

具体的なプロジェク トにつ いて,開 発 の実習 を行 な う。

第1単 元の 「情報分析」,第2単 元の 「システム設計」 で学習した考 え方や技法 を,実 際に

作業 をとお して用 いることによ り,強 化 し定着するこ とが 目標である。

これ ら2つ の単元 の 実 習 の進 め方は多少 ニュアンスの異 なった ものに な ろ う。す な わ ち

「情報分析 」とくにその管理的側面や経営組織 に関連す る部分では,例 としてあげた ケースか

ら研修生 が各 自で何 らかを学び とるようなケース・メソッド的運営 になるだろ う。一方 「システ

ム設計」 では,各 組 織体 の固有 の事情にかかわ りな く,情 報処理 とい う共 通の立場か ら見 た技

法 がいくつか存 在す るので,こ れ らの習得は訓練(drillandpractice)に よることとなる

だろ う。

内 容

4.1問 題 の定義

問題 の定義は,そ のプ ロジェク トの概 要を簡 潔に記述 させることから始 める。そのプ ロジェ
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ク トの必要 性は何 か,目 的は明確 かをここで確認 させなければな らない。記述 の例 は後の 「参

考」に示すが,こ の作業 はシステム ・ライ フ ・サイクルのループの第一段階である 「問題 の提

示 とニー ズの把握 」に対応するものであることを十分に徹底 させる必要がある。

EDPの 経験がない組織体 では,問 題 の定義の段階か ら外部のコンサル タン トに委任するこ

ともあるので,研 修生 にコンサルタン トの役 をさせて,必 要 な情報 を聞き出 しまとめさせる実

習 もよいであろ う。

この段 階の作業の成果はシステムの機能概 要決定 とライフ ・サイクル計画の概 要 とする。例

は後述 の 「参考」に示す 。

プロジ ェク トの必要性 にっ いては,後 述 の 「参考」に次 のような例をあげた。このほかにど

の ような ものが考 え られ るか,ま た今 までに経験 した プロジェク トが どの分類 に属 するか,と

いったことを検討 させ るとよいであろ う。

(1)法 律 または政府機関等の決定 によって実施 が強制 され るもの。

(2)同 業他社が実施の傾向にあ り,社 会的になかば強制 された形 で実施せ ざるを得ない もの。

(3)業 界 の見通 し,業 容の拡大か ら予測 して,ニ ー ズを先取 りして実施す るもの。

(4}コ ス ト低減 を目的 としたもの。

(5}時 間短縮に よ り,業 務遂行 の効率化,質 の向上 をね らった もの。

(6)業 務処理の ロジ ックを改善 し,シ ミュ レーシ ョン等 を行な って質 を改善するもの。

(7)既 存 システムの見直 しを行 ない,エ ラー防止,信 頼性向上,実 施部門の拒絶反応解消等

をねら うもの。

システム ・ライフ ・サイクルの 「予備検討」 において,シ ステム実施前に予想 される欠陥の

指摘,評 価 と対策 を検討する必要があることを強調す る。

システム失敗の典型的 な原因は以下 の点 であることを説 明す る。

(1)シ ス テムの実施 が一時に広範にわた るこ と。

② システムの実施 が性急すぎるこ と。

(3)以 上2つ の原因 によ り,現 場が混乱状態 におちいること。

(4)シ ステ ム実施が本来 の業務 におよぼす影響 を正 しく把握 しないこと。た とえばデータ ・

エ ン トリーに時間 をとられす ぎるなどがある。

㈲ 現場の繁 閑を考慮 しないこと。繁忙期 は新 しいシステムを理解す る余裕 も意欲 も持ち得

ない。

(6)導 入 時の要員の教育不足。

(7)EDPに 対 す るアレルギー。

(8}シ ス テム開発 をコンサルタン トまかせに して,ユ ーザの考 えを十分に反映 しない こと。
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4.2シ ス テム 開発 の組織

プロジェク ト管理 の対象は一口に,人(要 員,組 織),物(設 備,資 材),金(予 算,コ ス

ト)と いわれ るが,最 も重要な要素である 「人」の管理 について考えさせ る。そ して実習 を行

な うための プロジェク ト開発組織 を研修生に決定 させ る。

組織はプロジェク ト・チームを編成 する場合 と,既 存組織 とくに電算機部門によ り開発 を行

な う場合 とがあるが,そ れぞれの利点は次の とお りである。

(1}プ ロジェク ト・チームの利点

責任 が明確にな り,効 果的な計画,管 理,協 調,コ ミュニケーシ ョンができる。

② 電算機 部門による開発の利 点

多数 の専門家 による効果的な プログラ ミングが可能であ り,し かも要員の有効利用ができ

る。 プロジェク ト・チーム も解散すれば結局は電算機部門に配属 され る人 が多く,組 織のま

とま りを保つ ことができる。

実際の運用 ではた とえば,す べての要員 をプロジェク ト・チームに入れ るのではな く,シ ス

テムはプロジェク トの指揮下に,プ ログラミングは電算機部門の指揮下 に組織 するようなこと

が行なわれ る。システ ム開発組織 の実例は 「参考」に示す 。

なお大規模 な ソフ トウエア ・システムの開発 については,コ ミュニケーシ ョンのオーバヘ ッ

ドの面か ら巨大な組織の不具合 が指摘 されてい ること,IBMの チ ーフ ・プログラマ ・チーム

とい うアプローチがあることなどにっいてふれ,説 明を してお くとよい。

4.3現 状 分 析

(1)ヒ ア リングの技術

ヒア リング技術 の重要性 については,D1単 元第3章 で述べた とお りだが,こ こでは具体

的 な要領 の例 を示 して復 習 させ る。

時間 を限定 して研修生に ヒア リングを行なわせ,収 集 した情報を文書に して報告 させ るの

もよい。

ヒア リングの要領例 は 「参考」に示す。

② 事務分析

次の ような調査,分 析の例を 「参考」に示す。

a.事 務 分析 フローチャー ト

b。SOP

c.業 務量分析

d.コ ン ピュータ使用 の現状
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情報分析の対象となる帳票類は現物を集めるのが理想であるが,か ならずしも実行できない

ことがある。このような場合には,標 準機式例として市販されているものを活用する実習指導

も必要である。また各組織体における文書作成の規準を入手して,こ れを分析検討させるよう

な実習も有意義であろう。

4.4将 来 予 測

(1)動 向の定性的予測

業界誌等の予測を参考にして,市 場の動向も考慮 し,当 社の業務およびシステム化の動向

を定性的に予測する。

予測の記述例を 「参考」に示 した。

② 業務量,コ ンピュータ利用率の推移予測

システムの利用期間内で,業 務量の増加等を予測 して,こ れに対処できるかどうか検討す

る。

予測例を 「参考」に示す。

4.5シ ステム分析

(1)経 済効果の分析

次のような事項について分析 した報告例を 「参考」に示す。

① 人件費の節減額

② 業務別の費用 と節減額見積 り

③ キャッシュ ・フロー分析

② システム開発の着手優先度決定

経済効果分析にもとつ く着手優先度の決定は次のような考え方で行なう。

① 費用節減効果の大きいものから早 く着手する。

② 現行のシステムで不満足ながら稼動 しているものは後で着手する。

③ 他システムと密接に関連するアプリケーションは遅く着手する。

④ 他のプログラムの完成に影響を与えないものは後で着手できる。

⑤ 複雑で開発に長期間を要するものは,実 施そのものを再検討する。

⑥ データ通信網など,外 部の施設等に依存するものは注意を要する。

4.6企 画書,提 案書

次のよ うな文書の例 を 「参考 」に示す。
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(1)シ ス テム提案書

② システム機能概 要

(3)出 力 帳票一覧表

(4}出 力 帳票の内容説明

4.7シ ス テム開発のスケジ ュール

(1)計 画上の要件

システム開発計画 は次 のような事項 との関連 も考慮 して立案す る。

① 計算 機室のスペース,空 調,電 源等の設備計画。

② ソフ ト開発要員 と操作員 の計画 。

③ 導入前のテス ト用計算機 の利用計画 。

④ メーカの提供する資料,教 育訓練 の利用 。

⑤ プ ログラム移行 のスケジュール。

⑥ 新 システムによるサー ビス提供 のスケジュール。

② スケジュールの概要

① 準備期 間

人員 配置,教 育訓練,ツ ールの開発,標 準の設定などを行 なう。

② 設計仕様 の設定

システム範囲の決定,シ ステム移行 方法 の決定,ハ ー ドウエアの発注な どを行 な う。

③ システム設計 とプ ログラ ミング

④ システム移行

旧システム(手 作業 または 自動)と の平行操作 をへて,新 システムへ移行。

特 にオペ レーショナルなシステムは移行 に注意 を要す る。(「 参考」)

(3)ス ケ ジュール例

バーチャー トの例 を参考に示す。

4.8シ ス テム代替案の評価

定量的評価方法の一例 として,シ ミュ レータによる評価 を次 のような要領で行 な うことが望

ま しい。

ほ}シ ミュレータ利用の 目的

① 対象業務 に適 したハー ドウエアとソフ トウエアの選択。

具体的には,CPUの 速度,所 要記憶容量,オ ペ レーティング ・システム,業 務処理
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に適 した周辺端末装置 を決定するこ となどである。

② 対象システムのライフ ・サイクル期間 を検討する。

想定 したシステムが増大する業務量 にいつ まで対処できるか といったことを検討す る。

② 仮定事項 とモデルの範 囲

① 仮定事項

・使用す る端末機の種類 ,台 数

・処理す るファイル
,情 報の種類

・センタの機器構成

② モデルの範囲

・ハ ー ドウエ ア構成

・オペ レーティング ・システム

・環境条件(プ ログラマの経験等)

・対象業務(入 力文字数 ,ア クセスするファイル,処 理内容,結 果 の送信 など)

・多重処理における システムの優 先順位

・処理 の種類 と件数

③ シ ミュレーシ ョンの 目標確認

① 区分 した各時間帯において,業 務処理がシステムにお よぼす負荷 を把握する。

② ピーク時の処理 が特定 のハー ドウエア,ソ フ トウエアに与 える影響 を把握す る。

③ ハ ー ドウエアの能力 の検定 。

④ 周辺装置の組合せの決定。

⑤ どのオペ レーティング ・システムが適当であるかの検討 。

⑥ 応答時間の要求性能 を満足す るか否かの検討。

(4)シ ミ ュレーシ ョンの方針

①CPUと 周 辺装置の利用率から,ピ ーク時 を決定す る。

②CPU速 度 の妥当性 を検定す る。

③ ピーク時 の処理が不可能 な場合 は,CPU速 度 の速い機種 を用 いて シミュレーシ ョン

を行な うか,業 務設計 を変更する。

フローチャー トに よるシ ミュレーシ ョン方針 の記述例 を 「参考」に示す。

(5}シ ミュ レーシ ョンの各 ケースの設定

① 区分 した各時間帯 における標準計算 を行ない,機 器の利用率を算出する。

② ライ フサイ クル期間の判定のため,ピ ーク時の負荷 をた とえば50%増 した計算 を行なう。

③ 周辺装置 を変更 した場合 。
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④ オペ レーテ ィング ・システムを変更 した場合。

⑤ 業務 の優先順位 を変更 した場合 。

(6)結 果 の分析 と結論

① システム設計の基準 となる時間帯 を機器の利用率から設 定す る。

② ピー ク時 の負荷 とシステム限界 の判定 。

③CPUの 選 択 。

④ 周辺,端 末機器 の選択。

⑤ オペ レーテ ィング ・シス テムの決定 。

⑥ 応答 時間特性 と要求性能 との照合,確 認 。

4.9ハ ー ドウエアの定性的評価

(1)基 本的要件

一般 的に次の ような要件 の検討 を行な う。

① 多重 プ ・グラミングと遠隔処理等の機能 。

② ファミリー機種 を構成 し,上 位機種 との互換性があること。

③ 使用 可能 な言語。

④ ソフ トウエア ・パ ッケー ジの完備 。

⑤ 社 内で使用 中の機種 との互換性。

⑥ 他社 での使用状況。

⑦ 対話型処理等 のための端末機 。

② 業務処理か らの要件

① 業務形 態(オ ンライ ンまたは リアルタイム等 の必要性)

② 入力情報形態(カ ー ド,MICR,紙 テープ等)

③ 業務特質(高 速演算 を要す る等)

④ ファイル媒体(磁 気デ ィスク,磁 気 テープ等)

⑤ 出力装置(デ ィスプ レイの必 要性,月 報等の集中発生の有無 など)

⑥ バ ックア ップ,多 重処理 の必要性 など。

(3)移 行 および操作 上の要件

① 類似機種の導入前利用可能性 と場所 。

② ソフ トウエア ・サポー ト

・数学
,統 計ルーチ ン(SSP等)

・計算機 ユーザ(SHARE等)の ライブラ リ。
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・特定分野の ソフ トウエア(原 子力のCDCな ど)

(4)定 性的評価の項 目

① 適用業務分野における対 象機種の実績 。

② 他システムとの互換性 。

③ コンピュータ ・メーカ等 のサー ビス。

④ メーカ等 に委託 したシステム分析 の正確性,綿 密性 。

⑤ システム ・ソフ トウエア(言 語,サ ービスノレーチン,パ ッケージ等)

(5}候 補 機種の具体的比較

メーカ各社か ら価格,性 能 の面 で互 いに 匹敵 しうる機種 を選定 し比較する。

まず基本的要件について,次 に業務処理上の要件等 について,定 性的比較 の表 を作成 して

検討 する。 ソフ トウエアの比較表 の例 を 「参考」 に示す。

4.10ハ ー ドウエアの定量的評価

(1)一 般 的手順

① 評価基準 を設定す る。

② 機器構成 とコス トを検討す る。

③ 販売条件 または レンタル条件 を検討す る。

④ 買取 とレンタルの経済分析 を行 な う。

② 候補機種 を対象 とした経済分析

新システムによる人員削減,現 行 システムを継続す る場合 の増設費用,新 システムの導入

費用な どを考慮 した経済分析例 を 「参考」 に示す 。

(3)コ ス ト/性 能分析

分析例 を 「参考」 に示 す。

(4)ベ ンチ ・マーク ・テス ト

テス ト結果例 を 「参考 」に示す。

(5;月 間 レンタル額 の比較

例 を 「参考」に示す。

4.11シ ステムの詳細機能 夫定

団 目的の確認

② 機能の決定

記述例を 「参考」に示す。
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③ ロジカル設計

① 入 力

② 処 理

③ 出 力

(4}実 施 に失敗 したシステムの再検討例 を 「参考」 に示す 。

4.12シ ステムのブ イジカル設計

4.13イ ンプッ ト設計

例 を 「参考」 に示 す。

4・14フ ァイル設計

例 を 「参考」に示す。

4.15プ ロセス設計

例 を 「参考」 に示す。

4.16ア ウ トプ ッ ト設計

例 を 「参考」に示す。

4.17セ キ ュリテ ィとインテ グリテ ィ

(1)シ ステムの改訂手続 き

例 を 「参考」に示 す。

② データおよび プログラムの保管方法

例 を 「参考」に示す。

(3)エ ラー防止手段

例 を 「参考」に示 す。

(4)マ ス タへの転記 テス ト

例 を 「参考」に示す。

4.18シ ス テム開発の工程 管理

(1)進 捗度 報告

次の例 を 「参考」 に示す 。

①1個 の作業項 目の見積 り,進 捗度等の時系列的変化。

② 同時期にお けるブ ・ジェク ト全体の一覧。
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② 工程遅延の原因分析

例を 「参考」に示す。

指導上の留意点

(1)こ こでは情報システムの開発 の実習に徹す るという方針で指導 を行 な う。方法論はすで に

他のコー スまたはDコ ースの他の単元で学習 しているので,こ こでは指導中に状況 を適宜判

断 し,助 言を行な う程度 にとどめ る。必 要な場合 は,「 ま とめ」 のような形 で再提示す るの

もよいが,多 くの時間を費 してはならない。

② 開発手法の主要 なものについては,で きるだけ実際 に作業をさせて習得 させることが必 要

である。作業の時間 が とれない ものにつ いては,文 書 などの実物 を例示 して指導す るこ とが

望ましい。作業を行 な う項目と,実 例の提示 にとどめる項 目とのバ ランスを事前 に検討 し,

所 要時間や学習者 の印象につ いて見通 しをつけてお くことが必 要で ある。

(3)ケ ース を与 えて実習 させる場合 に,シ ステムアナ リス トとユーザ部門 との折衝 の実習がで

きないので注意 を要する。特 に情 報分析 の段 階における要件 の確認 といったシステムの成否

を左右す る重大 な事項が,か な りの部 分を面接の技術 などに帰着 され るこ とを強調す る。必

要に応 じて,ケ ースデータを一度 に提示することな く,学 習者 にこれ を引き出 させ るよ うな

ヒア リングの実習 をさせることもよい。

(4)実 習 における研修生 の討論 を指導す る場合は次の点に留意す ること。

① 討論の口火 を切る方法 としては,次 のよ うな もの がある。

・ 「問題 は何か」,「 関連す る事実は何 か」 とい う順に質問す る。

・ 「事実は何 か」 と切 り出す。

・ 「どのよ うな方針 で開発 を進 めるか」 と問 う。

・ 「このケース をど う思 うか」 と問 う。

② ケースの分析,討 論 を進 めてい くうちに研修生 は自然 と否定的,批 判的,あ らさが し的

な態度 に陥 りが ちなので,自 分 自身の肯定的,建 設的な意見 を述べ させるよう注意 しなけ

ればならない。

③ 討論が進 み,大 方の意見がほぼ一致 しかけた ら,一 人の研修生にこれまでの議論をまと

めさせ,意 志決定の案を作 らせ る。

(5}KJ法 は アイデアの構造化,組 立ての技術であるが,や や広義に解釈 してグループ化,構

造化の手法 とみれば,さ ま ざまな実習課題 が考 えられ る。た とえばシステムの処理 に必要な

データ項 目をどのよ うにファイル化すべ きかといった,フ ァイル設計の初期の段階 をKJ法

を利用 して実習 してみ るの も興味があろ う。
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(6)情 報 システムにお ける機密保護については,従 来あまり関心 が払 われていなか ったが,オ

ンライン化,日 常化の進展にと もな って重要性 を増 していることを十分に認識 させ る。銀行

におけるキャッシュ ・デ ィスペ ンサの暗調番号など身近な例をあげて検討 させるとともに,

時 間があれば保護 システムの設計 をし,そ の欠陥 を見出すよ うな実習 をさせ るとよい。

また少 し見方 を変えて,情 報処理 サー ビス会社 などの機密保護規則 を入手 し,分 析検討す

るような実 習も有効 であろ う。

(7)こ の単元 における実習の目的 は大 きく分 けて次の2点 となる。

① システム開発技法の習得,定 着 を目標 とす る。

② プロジェク ト管理 の練習 をす る。

それぞれは開発プ ロジェ ク トによる実習のね らいとして十分 に意味 をもつ が,一 方にだけ

重点 をお きすぎると実習の効果 が不十分なもの となって しま う。すなわ ち,次 のよ うな問題

点が存在す ることを念頭にお いて,ケ ースの与 え方,指 導方法を検討すべきである。

① 技法の習得,定 着 を目的 とした場合 は,一 般 に研 修 生 の身 近 にテーマを求め て,ひ と

とお りシステム開発の全段階 を実習 してみ ることが多い。このため小規模 なプ ロジェク ト

の経験に とどまってしま う恐 れがある。また,実 際のプロジェク トで発生する種 々の問題,

た とえば工程管理,外 注などの判断事項の演習にならないことに注意すべきである。

② プ ロジェク トの管理に重点 を置いた場合 は,一 般に技法 の習得 定着がおろそかにな り

がちである。通常は仮想のプ ロジェク トが対象 となると思 われるので,研 修生が所属す る

組織の問題 といった,現 実味 のあ るテーマが扱 えないことになるであろ う。

以上2種 類のプロジェクトを実習 させ るか,あ るいは研修生の所属す る組織で大きな問題 を

発掘 し,そ の一部分 を実習 させて成果 を積み上げて全体 を完成 させるような方法 をとるこ と

が考えられる。

(8)プ ロジェク ト管理 では,物,金,人,時 間,な ど各種 の リソースの配分 を考 えなければな

らないが,特 に実習中は 「時間 の利用」にポイン トを置 いて指導す るとよいであろ う。研修

生の分析能力,設 計能力,組 織的なチーム ・ワー クのよさ,機 能分担や責任 と権 限の明確 さ

などが,す べて時間に集約され て現われて くるか らである。

参 考

以下に示す例は,シ ステム ・ライフ ・サイ クルの各段階 を追って,典 型的な状況設定,収 集

情報,デ ータ,作 業の成果等 を示 した ものであ る。

各例にはそれぞれ ケース番 号が与 えられてい るが,同 一 のケース番号 を順にたどっていけば,

一貫 した開発 プロジェク トの例 となっている。
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したがって実習は一個のケースについて行 ない,ラ イフサイ クルの各段階において必要な ら

ば他のケースの例 を示 す ことによって,一 貫性 と幅のある実習 を行 な うことができるであろ う。

(1)紹 介 したケースの うち,1～9は ロジカル設計に重点 を置いた ものであ り,10～12は フィ

ジカル設計に重点 を置いた ものである。

ロジカル設計にっいては,い くっ かのケースを分析 させ,フ ィジカル設計については研修

生に最 も適 当と思われるもの1件 を実習 ざせ るのが よいであろ う。

② 各 ケースの完全 な記述につ いては参考文献 を参照するこ と。 ここでは典型的な成果物等 を

主 として表の形で示 したので,こ れにシナ リオや補足データを追加 して,米 国や英国の事例

を日本的に手直 しす ることも考 えられ る。

1問 題の定義

プロジェクトの目的別に分類 した,問 題の定義例を次に示す。

団 法律または政府機関等の決定によって実施が強制されるもの。

銀行支店 におけるスタン ド・アロン ・システムの開発(ケ ース1)*1

海 外支店であるた め,該 当国の中央銀行 の指示によってMICRコ ー ドの統一 を行な う必

要が生 じた。

新機種 の導入 とあわせて,次 の業務の処理 も行な うシステ ムを開発することとした。

① 預金会計処理

② 取引処理

③ 銀行 内の給 与計算

④ 内部会計 の大部分

② 同業他社が実施の傾向にあり,社 会的になかば強制された形で実施せざるを得ないもの。

銀行オ ンライ ン ・システムの設計(ケ ース3)*2

他 行 との競争 か ら,顧 客に関する情報をオンライン ・リアル タイムで管理 するシステム

の必要性 が生 じた。

銀行内のシステム開発 グル ープに対象 システムの設計 とハ ー ドウエアの選定をさせ ると

同時 に,そ の妥 当性 を評価す るために外部の コンサル タン ト会社 へも調査 を依頼 した。

委託先のC社 は,評 価 プログラムSCERTに よ るシステム評価の経験が豊富である。

(3)業 界 の見通 し,業 容の拡大 から予測 して,ニ ーズを先取 りして実施する もの。

研究開発会社 の計算機 リプ レース(ケ ース2)*3

大 型 計算機 を2～3台 もつ研究開発およびコンサル ティング会社 が,計 算業務 の増 大に
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応 じて新型機 の導入 を企画 した。

リプレースの必要性 は次の とお りである。

① コンピュータの利用率が85%に 達 した。

② バ ッチ処理 だけでな く,TSSや 遠 隔処理が必要になった。

コンピュータ利用上の要件 は次 の諸点か ら分析 しなければ ならない。

① 業務 の現状 か らの要件

② 業務の将来 予測 からの要件

③ システム移行上の要件

④ 結論 として,次 期機種の基 本的要件

この企 画は コン ピュータ ・サー ビス部が調査立案 し,各 事業部 の代表か ら構成 され る委

員会 に報告す るもの とす る。

なお,こ め会社 の コンピュータ使用料は実績に応 じて社 内振替 され,も し社外 の コ ン

ピュータを利用 した方が安価 な らば,そ れ も認められ ている。

(4)コ ス ト低減 を目的 とした もの。

この目的 で開発 され るシステムが最 も多いと思われ るが,対 象 とす る組織お よび業務処

理の内容 につ いて十分に知 る必要があるので,こ れ が実習の障害とな らないよ うに配慮す

る必要がある。

石油会社 のマー ケテ ィング会計 システム(ケ ース5)*4

収 益改善の ためのプ ロジェク トに着手 し,次 の3部 門で推 進することとなった。

① 収益改 善プ ロジェク ト・チーム

会社の活動能率 を改善す るためのツールや技法を開発 または,そ の種のシステムを導入

す る。

② 計算セ ンタ ー

③ マーケテ ィング会計部

本 プロジ ェク トは,財 務情 報の収集,処 理,作 成,配 布 を行 な うことによって,次 の事

項 を実現 することが目的である。

① 営業所における コス トを年 間4.5億 円低減す る。

② 経営情報の改善 をはか る。

③ マーケティング会計のための適切な コン ピュータ ・システ ムの設計 と導入 を行 なう。

段 ボール製造会社 のスケジ ュー リング自動化(ケ ース9)*5

多種 多様な注文 を,納 期,製 品寸法,材 料仕様 を基準 に分類 し,

を行 な うことを企画 した。
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これによって次 のような経済効果が期待 され る。

① 裁断屑 の減少 による歩留 りの向上。

② 段ボール製造機の利用率向上 。

③ 在庫品品種 の減少 。

④ スケジュール作成 の迅速 化 。

費用最小 となる最適 スケジュールは,LPを 用 いて求められ るとの見通 しはついた。

しか しこの会社 はEDPの 経験 がな く,コ ン ピュータ利用の経験 をもつ従業員 もいない。

そこでLPの パ ッケージ と小型 コンピュータをレンタルするつ も りで,コ ンサル タン ト

に相談 した。

コンサルタン トはこれに対 して ,各 種の必要作業の工数や設備費等の見積 りを報告 した。

(5)時 間 短縮 によ り,業 務遂行の効率化,質 の向上をね らった もの。

警察の情報検索 とデ ータ処理(ケ ース6)*6

次 の ような機能 をもったシステムを開発 する。

① 捜査中のパ トロール係に対 して,容 疑者や車 に関す る情報 を リアルタイムで送る。

② トップか ら各分署 の署長 まで,各 レベルの人 々に対 して管理 資料 を提供 する。

(6}業 務 処理 のロジックを改善 し,シ ミュ レーシ ョン等 を行 なって質 を改善す るもの。

警察 のパ トロ ール要員 配分 システム(ケ ース7)*7

次 の ような機能 をもったシステム を開発する。

① パ トロールの無線呼 出 し依 頼の内容や,そ れ に対す る活動状況な どを記憶す る。

地域別,時 間帯別の呼出 しの分布を予測する。

要員配分計算を行ない,必 要最小要員数や最適割当を決定する。

各種の報告書を作成する。

動力工具 メーカーの製造管理システム(ケ ース8)*8

シ ス テム開発 の 目的は次の とお りである。

① 仕掛品在庫管理 の改善。

② 情報のタイ ミングと正確性 を向上 させ,ス ケジュー リングと差 立 を改善す る。

③ 工場内の仕 掛部 品の所在 にっ いて,正 確かつ最新 の情報 を得 る。

システムの機能概 要お よび処理手順の構想は次のような ものであ る。

① 需要予測に よ り年度別の工具販売数 量を予測す る。
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購買および製造所要数量に分解する。

在庫量を考慮 し,生 産数量を求める。

機械種別の日程計画を立案する。

作業票と工程表とによって製造工程を統制する。

作業終了のつど,工 場内のデータ収集用端末で報告させる。

機械工具 メーカーの生産計画(ケ ース10)*9

販 売 の長期 予測 と受注実績か ら,工 場の設備計画 を行なっている。 しか し各々の機 械設

備がどの程度 の仕事量 をこなせるかを手計算で算出 しているため,正 確な生産能力 が把握

できなかった。

そこで既に導入 されてい るコンピュータを用 いて,あ る生産計画が与えられた時 に工場

の機械使用時間,労 働工数,最 低必要在庫量などが求 められ るシステムを開発 することと

した 。

生産計画は任意の長 さの期 間を対象 とす ることができるよ うに し,数 案 の計画 を処理 し

て比較 し,最 適の ものを選択 できるようにする。

(7)既 存 システムの見直 しを行 ない,エ ラー防止,信 頼性 向上,実 施部門の拒絶反応解消 を

ね らうもの。

電力会社 の株主記録 システム(ケ ース4)*10

2年 前 に導入 したシステムの再調査 を行 ない,シ ステムの管理面 とくにエラー発生の防

止 と正確性向上のための手続 きの見直 しを行な う。

管理手段 は,人 手 による事務手続 き上の ものと,コ ンピュータによるチェックとがある。

2シ ステム開発の組織

EDP計 画

担当取締役一
管理 担 当

取締役

rL1
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Tコ ン ピュータ

サービス社長

3現 状 分 析

(1)ヒ ア リングの技術

ヒア リング要領 の具体例 を次に2件 示 す。

署長に対す るヒア リング(ケ ース6)*6

管理 報告 をどの ように利用 してい るか,ど の よ うな情報が有益か,と いう点 を中心に次 の

要領で質問 を行な った。

① これは大変重要な書類 らしいですね 。

② この数 字のちがいを,ど う説明な さいますか。

③ 他の管区の活動 に関する情報はあまり参考 にならない と思います が,ど うですか。

④ 無線指令週 間分析 を併用すれば,先 週 の状況 をと りま とめるのに便利 だと思 います が,

いかがですか 。

⑤ た とえば先週の窃盗 は4.7%で す が,こ れは全体 の水準 とくらべて良 いのですか。

⑥ これ らの報告書の情報 は,管 区 を管理するのに役立 ってい るので しょ うね。

⑦ これ らの情報 を月間報告書に も繰 り返 して記載す る必要 があるで しょうか 。

⑧ 他に も数 々の警察期別報告書 を受取 っているのではあ りませんか。

⑨ 期別報告書は部 下の成績評価に使 えるではあ りませんか。

⑩ これ らの報告書 を定期的に受取 っていますか。
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⑪ コン ピュータに よる報告制度 の発展 を期待 していますか。

署長に対す るヒア リング(ケ ース6)*6

① 朝 どん な仕事 から始 めますか。

② そのよ うな報告書を見 るので した ら,無 線指令 日報 は必 要あ りませんか。

③ この報告書 を見 るには相 当の時間 をかけているようですが。

④ 無線指令の週間分析表 も配布 されていますか 。

⑤ この報告書 を使わないとしたら,ど うや って部下の評価 をす るのですか。

⑥ あなたがEDPマ ネ ジャーの相 談役になって,予 算 も6,000万 円追加 された とした,

ら,ど んな助言 を しますか。

② 事 務 分 析

a.事 務 分析 フ ローチャー ト

工
作

課

購

買
課

外
部
業
者
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C.

(1)

業務量分析の例

ケース1)*1

禽 支 店 本 店

当座預金の口座数 35,000 283,000

当座預金の1日 平均取引数 28,000 347,000

手形交換の1日 平均取引数 25,600 987,000

定期預金の口座数 291,000 169,000

定期預金の1日 平均取引数 2,500 3,500

有価証券取引の約手 6,900 53,000

支払延期の小切手 と証書 19,800 23,100

債券数 10,700 243,000

証券の1日 平均収集数 11,200 57,000

安全金庫の貸付数 21,300 9,800

ケ ース10)*9

製品の種別

80種 コー ドは3桁 の英数字

製作に使用する機械数

110台,コ ー ドは001～110

部品点数

7,500,コ ー ドは11桁 の 英 数 字

ある部品を使用す る製品数

最低1,最 高80,平 均15

1つ の部品に必要な作業

最低4,最 高30,平 均10

コ ン ピュー タ使用 の現状分析例

)現 有機種 とその用途

ケース2)*3

機 種 用 途

IBM360/752台 ・ 大規模な数値計算

・ 大 規 模 な シ ミ ュ レー シ ョ ン

・ 大規模なLP計 算

UNIVAC11081台 ・ オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム 開発

・TSSシ ス テム開発

・・ 一般 の数値計算
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機 種 用 途

工BM 370/148 1台 ・ 対話形 式の計算処理

・ 一般的デー タ処理

・ プログラム開発

IBM 360/20 1台 ・ カー ド→ テープ等の変換

・ 小規模の事務計算

② 使用言語

(ケ ー ス2)*3

言 語 比 率

FORTRAN 53%

PL/1 19%

00BOL 25%

アセンブラ 3%

(3)部 門別(業 務別)コ ンピュータ使用割合

(ケ ース2)*3

1976年 1977年

技術部(大 規模な技術計算) 28.7% 29.8%

社会システム部(計 画立案 経済分析) 22.8% 25.6%

宇 宙 ・通 信 部(シ ミ ュ レ ー シ ョ ン) 28.4% 22.0%

生体 ・医用 システム部(統 計解析オ ンライン) 12.3% 14.5%

管理部(一 般会計処理等) 7.8% 8.1%

(4)そ の他分析項目例

アセンブラ等の機種依存要因の割合

買取の場合は償却状況

操作,保 守,周 辺機器の費用

4将 来 予 測

(1)動 向の定性的予測例

(ケ ース2)*3

当社 の今後 のコンピュー タ利用の傾 向を長期 にわたって予測することは困難 である。

しか し業界諸等の予測 を参考に して研究 スタッフが討論 を行なった結果 次のよ うな結 論

が得 られ た。
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

数値計算 以外 の一般的業務 処理 の漸増

対話形式による処理 の急増

リモー ト・バ ッチ ・サー ビスの急増

BASICやAPL等 の言語利用 の増加

グラフィック ・ディスプ レイ等 の周辺端末装置 に対す る要求

コンピュー タ ・ネ ッ トワーク化

デー タ ・ベース整備 に対す る要求

(2)業 務 量 ・コンピュー タ利用率の推移予測

(ケ ース2)*3

機 種1967年1968年1969年 1970年1971年 1972年

IBM7094,(2)…85110

1BM360/65・ ・334356

1BM360/75・ ・212735

1BM360/85・ ・811」4

CDC6400273546

7395

4559

1924

6078

4356

2127

5976

124

77

32

101

72

35

99

CDC6500202533

CDC660091216

UNIVAC1108・273545

次 の 前提 に基 づ い て計算 した。

1.2台 の7094の 負 荷 が1967年 に85パ ーセ ン トで あ る。

2.コ ン ピュ ー タ使 用量 は,毎 年30パ ーセ ン トず つ増 え る もの とす る。

3.機 種 ご との能 力 は, ベ ンチ マ ー ク ・テ ス トによ って得 られた数 値 をベ ー スに計 算 す る 。
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5.シ ス テム分析

(1)経 済 効果の分析

a.人 件 費節減分析

(ケ ース5)*4

置換え要員数 月 額 コンヒ三 一タ そ の 他 の デ ザ イ ン 投 資 計画 合 計
(単 位 料 金 節 減 額

営業所 本社 合計 千ドル) (単位千 ドノリ (単位千ドノリ 悼位千ド'り (単位千 ドル) (単位千 ドノ9
.

1.売 掛金 47 47 29 2.5 24.2 34.7 58.9

2.デ ィー ラー会 計 71】 72 43 3.5 47.4 33.0 80.4

3.経 費分析 9 9 5 1.5 47.0 41.9 88.9

4.販 売活動 63 9 5 .2 10.5 6.3 16.8

5.マ ー ケ テ ィン グ統 計 623 29 19 2.1 66.5 58.2 124.7

6在 庫管理 132 15 9 .9 20.3 19.0 39.3

7.物 品税会計 10 10 6 1.6 21.7 25.5 47.2

&マ ーケティング外業務 2.0 31.9 21.8 53.7

9給 与計算 89 19 10 .5 74.8 60.1 134.9

1α 買掛金 12 12 8 1.0 29.1 22.2 51.3

11.会 社直営サービス

ステ ーシ ョン 21 3 2 1 6.6 3.4 10.0

12固 定資産会計
1 14.6 9.4 24.0

節減額総計
一 一 一 一
16558 223 136

データ伝送 とインプッ ト (34)21 (13) 8 86.7 18.8 105.5

作表機器の取替え 10

所要の新従業員(事 務関係)… …… (18) (18) 10

正味節減額
一 一 一 一

13161 192 113

フィラデルフィアの

一
RAMACの 取替え

118 7一

データ伝送
18一

小計
一

17一

投資総計 34 481.3 354.3 835.6一

正味節減月額
101
=

(注)コ ンピュータ時間の料金請求は処理に1時 間95ド ル, プ リンティングに1時 間20ド ル

マーケティング ・プロジェクト監督費用は投資に配分されていない
。地方および本社買掛金については,信 用貸は入っていない。

給与計算については,信 用貸 は入っていない。

時間当リコス ト……処理1時 間75ド ル, プラス間接費20ド ル, プリンテ ィング1時 間10ド ル, プラス間接 費10ド ル

マルヂフレクサーr月1β00ド ル, プラス間接費10ド ル
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売掛金

費用分析

販売活動

在庫管理

物品税会計

小 計

給与計算

給与計算部門と臨時要員給与

仕入買掛金

W会 社直営サービス ・ステーション会計

小

範 囲(全 プ ロ グラ ムに つ い て)

300

235

go

15

230

75

100

60

1,105

160

80

30

270

1,250-1,500

350

440

85

65

230

155

10

費 用 と 節 減 額 見 積

(単 位千 ドル)

1,430

200

85

20

305

1,700-1,900

年 間

運営コスト

210

275

10

35

10

10

10

10

570

20

10

10

.10

50

600-650

年 間正味
節 減 額

140

165

75

30

220

145

860

180

(10)

75

10

255

1,100-1,250

総 計節減
額 内 の%

1

6

5

4

4

8

6

2

2

1

二

84

10

5

1

一

㎜

σ
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1

この月で終
EDPプ ロジ ェ ク ト開発 費 経 常 運 営 費 四 半 期 経 常 節 減 額 累計

わる四半期
当 り 投 キ ャ ッシ ュ

年 月 出張旅費

、=

訓 練
機器および

消 耗 品

プロジェ

クト要員

コン ピ ュ

ー タ時 間 開発合計
コミュニケー

シ ョン設 備

計 算 セ

ン タ ー

プ ロ グ ラ

ム ・ メ ン
会 計 管

理 要 員

会 計管

理 機器 経 常 合 計
資 総 額

人 事 機 器 総 節 減 額

・ フ ロ ー

、 コ ス ト テ ナ ン ス 消 耗品

脳 6月 8600 5450 $10,950 $12,OCO 812,㏄0 $(12,000)

9月 ㎝ 450 Sl1,鋤 25,450 38,㎜ 38、㎝ (馴),000)

12月 ● 卿 1,500 34,450 37,㎜ 37,㎜ (87,㎜)

19(る 3月 ⑭ 蜘 1,500 56,250 58,細 聞,800 (145,800)

6月 ㎝ 450 11,〔XX) 82,200 94,250 g4,250 (240,〔 足0)

9月 鋤 ⑭ 11、 ⑭ 1061〔 る0 118,250 118,100 (358,150)

12月 600 蜘 1,鋤 106,750 31,540 109,840 109,840 (467,990)

19α) 3月 ⑭ 450 1,500 105,750 4,蜘 113,200 1131200 (588,190)

6月 鋤 蜘 1,鋤 104,750 1,120 108,420 108,420 (689,610)

9月 ㎝ 細 1.㎜ 99,750 9,660 ll1,960 111,960 (801,570)

12月 1,100 蜘 1,鋤 100,750 27,580 131,380 131,380 (932,950)

1%7 3月 4,100 蜘 1,500 106,750 57.㎜ 169,860 84,523 鵬25,200 53,㎜ 532,723 202,583 (1,135,533)

6月 15,600 蜘 1,500 126,750 19,020 163,3⑳ 3516田 $19,020 37,800 3.〔X)0 95,515 258,835 $62,500 $16,〔 蜘 878,500 (1,315,868)

9月 15,600 綱 1.蜘 1勿,7印 138,300 62,424 28,530 37,800 3,㎜ 131,'54 270,〔 る4 205,㎜ 勾,(X)0 229,㎜ (R,356,922)

12月 10,600 蜘 1,500 99,950 112,500 η,597 田,530 37,㎜ 3,〔則o 140,927 253,427 325,㎜ 24,㎜ 349,㎜ (1、261,349)

1%8 3月 5,100 1,500 18、㎜ 25,500 72,522 28,530 37,800 3,㎜ 141,852 167,352 367,緬 24,㎜ 391,500 (1,037,201)

6月 1,700 500 6,300 8,500 72,522 28,530 Sl2,750 37,800 3,〔期o 154,602 163,102 3⑥1,375 43,蜘 427,875 (772,428)

9月 72,522 28,53D 12,750 37,800 3,α 刃 154,602 154,602 3M,375 43,500 427,875 (499、155)

12月 72,522 28,530 12,750 38,㏄o 3,α)0 154,602 1541602 384,375 43,500 427,875 (225,882)

1969 3月 72,522 28,530 】2,750 37,800 3,伽 154,602 154,602 3&4.375 43,500 427,875 47,390

6月 72,522 28,530 12,750 37,800 3,α}0 154,602 154,602 3841375 43,500 427,875 320,664

9月 72,522 田,530 12,750 37,㎜ 31㎜ 154,602 154,602 384,375 43,500 427,875 593,937

12月 72,522 28,530 12,750 37,800 31㎜ 154,602 154,602 3&1,375 43,500 427,875 867,210

1970 3月 72,522 田,530 12,750 37,800 3,㎜ 154,602 154,602 3&1,375 43,珊 427,875 U40,483

6月 72,522 28,530 12,750 37,800 3,⑰ 1留,α 〕2 154,602 384,375 43,500 427,875 1,413,756

9月 72,522 28,530 12,750 37,800 3.〔蜘 154,602 154,602 3&4,375 43,500 4271875 1,687,0四

12月 72,522 28,530 12,750 37,800 3,αX) 1聞,602 154,602 384,375 43,珈 427,875 1,960,302

1971 3月 72,522 28,530 12,750 37,800 3,(知0 154,602 154,602
,'

3別,375 43,鋤 427β75 2,233,575

期間累 計 8(59,8DO) $(6,750) 8(52,000) 8(1,311,500) 8(1加,880) 8(1,550,930) $(1,117,《25) $(446,970) 8(153,㎜) 5(630,000) $(5L,000) 8(2,397,995) 8(3,948,925) 85、572,⑭ 6610.(蜘 36,182.蜘 $2,233,575

(

1

O

)

込

O

・

ノ〃＼

p

ロ

ー



6.企 画 書 ・提案書

{1}作 成 報告書一覧表

(ケ ース9)*5

報 告 書 名 頻 度 コピー部数 配布部門

地区別総元帳 週 3 販売

備品顧客先売上 週 2 販売

軍隊 ・問屋 グループ② 月 6 販売

チ ェ ー ン ・ス トア ・要 約 月 6 販売

グリーティング商品以外の代理店売上 月 6 販売

手数料付備品 月 6 販売

売掛分析(4部 分) 月 6 販売

売上減/未 販売 年* 4 販売

売上減理由 年 4 販売

備品在高報告 4半 期 4 販売

T/A地 区要約② 月 6 販売

T/Aセ ールスマ ン② 月 6 販売

T/Aチ ェ ー ン ・ス トア(2) 月 4 販売

元帳 ・出荷 週 2 会計

顧客比較 週 2 会計

州税 ・利用税報告 月 4 会計

勘定集計表 月 4 会計

返 品 ・値引/品 名 コー ド 月 6 会計

顧客別月間売上 月 4 会計

郡 ・市税報告 月 4 会計

キャンセル 月 4 販売

ウー ス ワ ー ス 4半 期 6 販売

取引種別 年 3 販売

会社売上記録 月 4 会計

*必 要に応 じて作成
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② 作成報告書の内容説明

(ケ ース9)*5

報 告 書 名

地区別総元帳

備品勘定売上高

軍隊 ・問屋 グルー

712)

チ ェー ン ・ス トア

報告 書

チ ェー ン ・ス トア

要 約

の内容説明

一

*5

内 容 説 明 デ ー タ デ ー タ 源 注

季節用 ・日常用製品の総元帳 を集計,地 区ごとの合 1.元 帳侮および 週間累積テープ, 集計カー ドの更新

計 は週別および累積で計算される 出 荷〔1}レコ ー ド 前週の本年度累積 は季節用品を含め

のみ 額地区別集計 カー られる

2.プ ロ グラ ム ・ ド

テーブルで定義

された トランザ

ク シ ョン ・コ ー

ド

選 択された得意先の販 売取引を,得 意先別の送状ご 週間累積テープ, 明 らかに,こ れは

とに整理する。得意先別売上高合計 総合計 を出す 選 択 カ ー ド ・デ ッ 未償却備品残高の

ク,顧 客 ファイル. ある顧客に対する

送状 レコー ド 販売報告書である

軍隊 と問屋グループ用に2組 の報告書が作成される。 M-1テ ー プか ら M-1テ ー プ,前 1.暦 年基準

1つ は総出荷高 を示 し,も う1っ は出荷に対する売 の出荷および出荷 月の累積総額 また 2.小 売店での表

掛 を示す。各報告書は, 売掛 レコー ドはマ は売掛 の軍隊 ・問 示価格

ε)軍 隊一取引のある顧客勘定 スター ・フ ァイ ル 屋 グル ープ ・マ ス これは,M-1テ

ゆ 軍隊 一現在取 引のない(睡 眠)顧 客勘定 を更新するために ター 一プからの全金額

∂ 問屋グループー取引のある顧客勘定 利用される。更新 が2倍 されること

d)問 屋グループー現在取引のない(睡 眠)顧 客勘 され たマ ス ター は, を意味する

定の4つ に分け られて作成される。各部分 の中では, 報告書作成のため

店ごとに店名 住所が示 され,軍 隊または問題 グル に前年のマスター

一プ ・コー ドご との当年および前年の当日までの累
と顧客ファイル と

積総出荷高(ま たは売掛金)を 示す。グループ ・コ 組合 わされる。

一 ドごとの合計,各 部分ごとの総合計 を出す。各部

分の最後には,グ ループ ・コー ドの合計と総合計の

要約がある

チェーン・コー ド別の店番号ごとに,季 節用 ・日常 M-1チ ー フ'から M-1テ ー プ,前 1.チ ェ ー ン ・ ス

用商品の本年累積および前年累積の純出荷額をあげ の出荷 レコー ドが 月の本年累積額と トア ・フ ァイル に

る。各部分 ごとに総合計が出される。各部分の最後 チ ェー ン ・ストア ・ 前年累積額のチェ 指定 されたチェー

にチェーンの合計と総合計をまとめる。 ファイルの前月の 一 ン ・ス トア ・マ ンに対 して,チ ェ

累積を更新するた スタ ー,顧 客 フ ァ 一ン名の入ってい

めに使われ る イ元レ,チ ェ ー ン ・ る要約 レコー ドが

ス トア ・カー ド ・ 後で利用されるた

フ ァイ ル めに作 られる。そ

の他のときは,要

約 レコ ー ドは チ ェ

一ン名な しで作成

される

2.暦 年に基づ く

チェーン ・ス トア報告書からチェーン名 のアルファ チェー ン ・ス トア チ ェ ー ン ・ス トア

ベ ット順にチェー ン合計を列挙する があるところのす 報告書のプログラ

べての要約 レコー ムで作成された要 ・

ド 約 レコー ド ・フ ア

イル
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③ システム提案書

(ケ ース9)*5

マーケティング部長1969年8月29日

ア レ ン ・ボ ー ドア ン殿

ボ ブ ・ トル ー トよ り

販売報告システムにっ いて

現行の販売報告システムに代わって,私 から提案した種々の販売報告書にっいての草

案を添付します。各報告書は,

頻 度

順 序

内 容

に分けて説明 してあ ります 。

提案 の販売報告 システムは,過 去2ケ 月間,私 の2名 の スタ ッフによって行 なわれた

販売報告システムに関する設計調査の直接的な成果です。進行中の検討会は,す でに貴

殿 と貴部の主要 メンバ ーとともに開催 され ました。調査 のベ ンチマ ークの1つ である現

行の販売報告システムに関する完全な棚卸しが完成しました。この報告書の目録に基づ

いて,い まわれわれは新 しい販 売報告 システムを開発するこ とに関心 を払わねばな りま

せん。私の提案 は,新 しいシステムの設計 のた めの出発点 を与えよ うとす るものです。

貴殿の御都合 のよい時 に,貴 殿 と貴部 の主要メンバーの方々 とで,こ の新 しいパ ッケ

一ジ全体 について御検 討下 されば幸 いです。ただし,わ れ われの販 売報告 システムの変

更につ いてのきわ めて高い意欲 を減衰 させ ないために も,早 い機会 に検討 され ることを

おすす め致 します 。

草案:販 売報告書

1.週 間売上高報告書

頻度 一 毎週(会 計年度に従う)

順序 一 国,地 方,地 区別 セールスマ ン

内容 一 当期,商 品ライン別に整理された元帳と売掛の顧客取引番号の順序にまと

められた リス ト;在 庫,不 良品,販 売促進用品,お よびその他 に分けられた製品

系列別の毎日の総元帳額,日 常用および季節用注文数,日 常用および季節用品ご

との製品系列別に並べられた総元帳額,売 掛適正額,純 元帳額,売 掛不適額,お

よび最終元帳額合計
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当 日までの年度累積高,季 節用 お よび 日常用注文数;日 常用および季節用 ごと

の製品系列別に並べ られた総元帽額,売 掛適正額,純 元帳額,売 掛不適額,お よ

び最終元帳額合計;割 当額 と割 当額 に対す る純元帳額合計 の比率(百 分率)

2.季 節 用品売上減報告書

頻度 一 販売部門のスケジュールによる(一 般的 にはシーズン終了後間もなく)

順序 一 一定のシーズンに対する国,地 方,地 区,地 域別顧客

内容 一 現シーズ ンと前シー ズンに対す る純元帳額 と純 出荷額合計の双方またはそ

のいずれかについて

注)

(1}現 シーズンの元帳額 と出荷額の双方またはそのいずれかを前シーズンのそれ らと比較

して,あ る比率限界(予 め決めておく)以 上減少していた場合にだけ,そ の顧客をリス

トアップする。

② 季節用品の売上増を示すようにも修正できる。

3.日 常 用品売上減報告書

頻度 一4半 期 ごと(会 計年度 に従 う)

順 序 一 国,地 方,地 区,地 域別顧客

内容 一 当期 までの現会 計年度 累積額 と前年度累積額

注)

(1}現 会 計年度累積出荷額を前会計年度のそれ と比較して,あ る比率限界(予 め決めてお

く)以 上減少 していた場合にだけ,そ の顧客をリストアップする。

② 日常用品の売上増を示すようにも修正できる。

4.季 節 用品未販売報告書

頻度 一 販 売部門のスケジュールによる(一 般的 には,シ ーズン中1～2回)

順序 一 一定のシーズンに対す る国,地 方,地 区,地 域別顧客

内容 一 当 日までの前 シーズンに対 する純元帳累積額合計

注)

ω 現シーズン中に対して取引のない顧客をリストアップする。

② 現シーズンに購入 しなかった顧客を固定客と新規の別にリストアップする。

5.季 節 用品新規取引報告書

頻度 一 定期的(た とえば,シ ーズ ン中1～2回)

順 序 一 一定のシーズンに対する国,地 方,地 区,地 域別顧客

内容 一 新規顧 客につい ての現シーズン中の当日までの純元帳額 合計
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6日 常用品新規取引報告書

頻度 月または4半 期

順序 国,地 方,地 区,地 域別顧客

内容 新規顧客についての現会計年度の当日までの純出荷額合計

7系 列別季節用品顧客報告書

頻度 定期的(た とえば,シ ーズン中1～2回)

順序 一定シーズンに対する国,地 方,地 区,地 域別製品系列

内容 現シーズンおよび前シーズンの当日までの既存顧客と新規顧客の注文数 と

純元帳額合計

8.系 列別日常用品顧客報告書

頻度 月または4半 期

順序 国,地 方,地 区,地 域別製品系列

内容 現会計年度および前会計年度についての既存顧客と新規顧客の注文数と純

出荷額合計

9.確 定売上分析

頻度 シーズン終了後3カ 月
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② 作業計画の時間見積 り

(ケ ー ス9)*5

図5-7ト ル ー ト氏 のシステム設計 メモ

シ ス テ ム 設 計 メ モ

アプ リケーシ ョン分野アプ リケーシ ョン販売報告書 インデ ックスNo

遁 現行販売報告
システムの調査作業計画

日付
1969年6月20日

参 加 者R.WBeckarD.」.Robinson

新システムの情報に対する要件 を決定することに主眼をおいて,現 行
目的 販売報告システムの調査のための仕事を概略説明し,予 定を示す。

説明 完了日

人 ・.日 計画 実績

1コ ンピュータ ・システムの最新の流れ図 を書 く。 ………{シ2/69

皿 システムか ら発行 され る報告書 を説 明す る。 ………6/2(レ69

A記 述説明

1.週 間合 計 ・販売 報告書

2.月 間合計 ・販売報告書

3.T/A報 告 書

.0

4.チ ェ ー ン店 ・軍 隊 ・問 屋 グ ル ー フ

5.備 品

6.売 上減少報告

7.そ の 他

B報 告 書見本"… …'(レ ②イ69

C配 布 経路図:誰 へ,何 部,い つ までに1レ2⑤ カ4/69

D元 帳記入と出荷の間の時間遅れの説明および報告書の体裁47/15/69

皿 システムへの入力 の説 明

A累 積お よびM-1テ ー プの説 明をフィール ドごとに書 く。3〃9〆9

IV例 外状態 に特 に注意 して,コ ー ドの値 を設定す る。

A顧 客番号1レ2碗%9

Bセ ールスマン番号1り(シ2γ69

Cト ラ ンザクシ ョン ・コー ド4Z/3/69

D売 掛品名 ・コー ド36/13/69

E売 掛 タイプ ・コー ド ン26/27鴻9

V検 討・完了37/15/69
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8.シ ミ ュレーシ ョンによるハー ドウエアの定量的検討方 針

(ケ ー ス3)*2

1

モ デ ル50

MFT-11

時 間 帯10～
12時 のシミュ

レー ション注:実 際 に通

ったバ ス 時 間 帯12～
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l

l
l
l
l
l
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ノ
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1
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1

1

1
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1
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∨
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g.ハ ー ドウエアの定性的評価

(ケ ース2)*3

ソ フ ト ウ エ ア 比 較 表

機種比較項目 A B C

シ ステム名 X Y Z

完成後年数 2年 3年 0、5年

基本機能等

多重 プ ログラミング 可 可 可

リモ ー ト ・バ ッ チ 処 理 可 可 可

タ イ ム ・シ ェ ア リ ン グ 不可 不可 可

デ ー タ ・ベ ー ス 管 理 可 未発表 未発表

制御用言語 多数 あって,き わ 現有機種より多く 現有機種より多く

めて複雑 必要 必要

CPUコ ン ソ ー ル タイ プライター デ ィスプ レイ(操 タイプライ ター

(多 重 プ ログラミ 作上きわめて便利) (多 重 プ ログラミ

ングに不適当) ングに不適当)

現有機種 とのFORTRAN 有 有 有

互換性

COBOL 使用 できるが,十 無 使用できるが十分

分 にテス トしたこ にテス トしたこ と

とはない はない

LP 使用でき,現 有機 無 無

種 よ り優 れている

ソ ー ト 使用 できるが,テ 使用で きるが,テ 使用 で きるが,テ

ス トして いない ス トしていない ス トしていない

会話型FORTRAN 考慮されていない 考慮されていない 使用 できるが,未

完成である

統計 ・数学システム FORTRANで 未発表 マ トリクスや一般

使用可能(高 速フ 数学用 プログラム

一 リエ変換 あ り) あ り

ユ ー ザ ・ラ イ ブ ラ リ名 PQR UVW IJK

汎 用1/0パ ッケー ジ 入 出力の システム ファイル入出力の 制約された形でし

マ クロ有(非 常に ために,制 限の多 か使 えないが,デ

使いやすい) い ユ ー ティ リテ ィ プ 一 タ取扱 い用のパ

ログラムが使 える ッケージがある
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10.ハ ー ドウェ アの定量的評価

(2)経 済 分析

(ケ ー ス1)*1

年 間 経 費 節 減 額 の 概 算

中央手形交換業務

1つ の課の課長と6人 の課員

7台 の会計機の減価償却と保守

当座勘定

1っ の課の課長と48人 の課員

35台 の専用機の減価償却と保守

事務所

1人 の所長と26人 の所員

7台 の照合機の減価償却と保守

タブ装置

1人 の長と20人 の従業員

現有のタブ装置のレンタル

節 減 額(

2,600

420

19,000

1,600

10,000

1,700

9,300

6,600

(ケ ー ス1)*1

シ ス テ ム 導 入 コ ス ト

項 目 コ ス ト(万 円)

EDPセ ンターの要員

10人 のコンサルタント兼管理要員

機器の減価償却 と保守

保険料 ・運賃などの減価償却

導入費用の減価償却

15,000

5,400

21,000

1,500

960

合 計 43,860

純 節 減 コス ト 7,360
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(3)コ ス ト性能分析

(ケ ース1)*1

ス

aま たはb

係 数 定 義 例

c十d十e十f十g十h十i

a:販 売 価格

b:レ ン タル月額

c:サ イ クル ・タイムの逆数(1/μ 秒)

1秒 間 に読取るカー ド桁数

e:1秒 間 に読取 る紙 テープ文字数

f:1秒 間 に読取 るMICRの 文 字数

g:1μ 秒 に転送する文字数 ×ディスクまたはテー プの台数

h:1秒 間 に穿孔するカー ドの桁数

1秒 間に印刷 する英字行数xO.15+1秒 間 に印刷す る数字行数 ×0.85

(ケ ー ス2)*3

コ ス ト/性 能 比 算 出 例

レ ン タ ル 処 理 時 間 コ ス ト
機 種

月額(百 万 円) (秒) /性 能 比

現有機 45 760 1.0

候補A 92 280 0.75

B 96 180 0.51

C 60 240 0.42

D 91 290 0.77

E 135 95 0.38

F 97 170 0.48

G 115 100 0.34
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(4)ベ ン チ ・マ ー ク ・テ ス ト

(ケ ー ス2)*3

テ ス ト 結 果 例

機 種 時 間(秒)備 考

現有760

B180512KBを 使用 し,最 高5本 の ジ ョブを多重プログラミングで処理

A280Bと 同様

C240多 重 プログラミングは行なわ ない

D290最 高7本 をマルチプログラ ミングで処理

F170CPU2台 を使用 し,最 高9本 のマルチ ・プロセ ス処理

(ケ ース2)*3

テ ス ト 結 果 総 括 例

機ジ
ョブ種別

種
X Y Z

中規 模のFORTRANプ ログラム26本 ○ ○ ○

大規模のFORTRANプ ロ グラム5本 ○ × △

小規模のCOBOLプ ロ グラム8本 ○ ○ ×

LPプ ロ グラムの実行 のみ3本 ○ △ ○

(5)月 間 レンタル額 の比較

(ケ ース2)*3

レ ン タ ル 総 括 比 較 表 (単位千円)

内 訳
機 種

X Y Z

CPU 69,837 20,375 65,718

直接アクセス装置 11,600 16,560 12,300

磁気テープ装置 5,930 5,890 4,560

周辺装置 6,759 6,835 5,805

遠 隔 ター ミナル 1,987 2,456 3,456

保守費用 一 8,060 一

合 計 96,113 60,176 91,839

他機種の場合

P

Q

R

S

レ ン タ ル合 計

94,518

123,456

96,375

115,684
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(ケ ー ス2)*3

月 間 レ ン タ ル 明 細(単 位千円)

機 種 X Y Z

項 目 仕 様 レンタル 仕 様 レンタル 仕 様 レンタル

OPU

1ワ ー ドあ た り ビ ッ ト数 32 8,640 36 5,328 60 23,760

加算時間(μ 秒) 0.7 0.75 1.1

記憶容量(Mビ ッ ト) 8 13,723 2.3 3,760 7.8 12,420

サ イ クルタイム(μ 秒) 0.75 0.7 1.0

コ ン ソ ー ル

タイプライタ 214

表示装置 432

入出力チャネル 2,168 175 3チャネル 351

磁 気 ドラム

制御装置 853 1,280

ドラム装 置
32M

ビ ッ ト
1,620

37.8M

ビ ッ ト
1,397

磁 気 ディス ク

制御装置

ディスク装置
1920M

ビ ッ ト
2,063

792M

ビ ッ ト
1,350

300M

ビ ッ ト
3,384

磁 気 テープ

制御装置 346 515 227

テー プ装置(6台) 90KC 1,750 96KC 1,620 60KC 1,361

周辺装置

制御装置 941 796 839

プ リンター(3台) 1,080 1,021 983

速度(行/分) 3,300
3,600～

4,800
3,000

カ ー ド リー ダ(1台) 490 128 151

速度(枚/分) 200 60 1,200

カー ドパ ンチ(1台) 281 175 112

速度(枚/分) 500 300 250

端末装置

制御装置 336 360 432

ター ミナル(2台) 360 507 860

印刷速度(行/分) 240 250 300

カー ド読取(枚/分) 400 200 100

カー ド穿孔(枚/分) 160 75～200 一
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1Lシ ス テムの詳細 機能 決定

(1)目 的 の確認

(2)機 能 の決定

(ケ ース6)*6

① リアルタイムの情報 検索では,バ ト・一ル員が無線 で端末操作員 を呼 び出 し,次 の

よ うな情報の検索 を依頼す る。

・逮捕令状

・交通令状

・緊急命令

・免許取消 し

・免許一時停止

・自動車盗難

② 管理者表は次のよ うな もの を出力する。

・パ トカー派遣 の無線指令 日報

・無線指令週間分析表

・パ トロール活動報告書

・期別犯罪総括表(事 件報告書 も利用 し月報的 に出力する。)

(ケ ース10)*9

次 の よ うな入力デー タか ら,出 力 データを得 ること。

(1)入 力 データ

① 部品マスタ

部品につ いての明細 と製 品の どこに使用 されるかが記載 され ている。

② 作業 マス タ

部品の工作手順 と他 の必 要作業 を示 す。

③ 原価 マスタ

部品製作の標準時間 と材料費 を示す。

④ 生産計画1

製 品別の製作数量

⑤ 機械 グループ ・データ

110種 の機械 グルー プ別能率係数な どを示す。

⑥ 生産計画2

生 産計画期 間な どを示 す。

② 出力 デー タ

① 平均在庫量
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(3)

(4)

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

ロジカル設計

ケ ー ス8

①

②

③

④

⑤

⑥

13.イ ン プ ッ ト設 計

(ケ ー ス10)*9

平均仕掛品

哀低必要在庫

衰適バ ッチ

幾械使用時間

幾械使用時間の棒グラフ

労働工数

労働工数の棒グラフ

レ設計

失敗 したシステムの再検討例

テムの失敗 を反省 し,次 のよ うな方針 で新 システムを開発す る。

ず現場職長等に対して十分な説明を行な う。

製品,1工 場 についてパイ ロッ ト研究 を行な う。

イ・ ッ ト研究 中は現場 で作業 カー ド作成 な ども指導す る。

イロッ ト研究 から本番実施に進む段階 で,シ ステムが うま く作動することを確認

進 め る 。

業の開始 ・終 了を厳密 に リアルタイムでとらえるこ とはや め,伝 票 を提出させ る。

こよって作業者 の待 ち時間はゼ ロとな り,現 場の混乱 と非能率 は解消 される。

業者の過大報告をチェックするため,仕 掛数量の現物検査を行なう。

ト設計

)*9

タ ・ カ ー ドの設計 は次の2案 が考 えられた。

r/馨曇
器

誓繁

器

量数

器

量警
一 一 一 一 ー 一

/
部品 固定長

一 次 のカー ド

番号 デ ータ
製 数 製 数 製 数
品 量 品 量 品 量
番 番 番
号 号 号

最 初 の カ ー ド

方 法A

一290一
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部品
番号

一_一 一 ー ー 一 一 ー ー ー 一

雀 一 一

一4枚 目

作 品
号 Q RSTU 一 ー ー ー ー ー ー 一 一 ー ー ー 一 一

衡 A

一3枚 目

部品 固 定長 製
番 号 デ ー タ 品

£

孕

B o D E F
一 ー ー ー ー 一

一

一2枚 目

姦
量 一 一 最初のカー ド

方 法B

A案 は,あ る部品を用いる製品の製品番号と,そ の部品の必要数量を組合せて記載するも

の で あ る 。

B案 は各製 品にっ いてのフィール ドを固定 して,こ こに必要数量 だけをパ ンチす る。B案

では製 品番号 をパ ンチする必要はないが,そ の部 品 を用 いない製品につ いては該 当フィール

ドを空白に してお く必要 があ る。

各案に対する所要カー ド枚数とパンチ桁数を次に示す。

A案 B案

1つ の部品に必要なカー ド枚数 最 小 1 4

平 均 2 4

最 大 8 4

1つ の部品に必要なパンチ桁数 最 小 30 66

平 均 132 111

最 大 594 306

1枚 の カー ドにパ ンチできる最大製 品数 最 初 8 16

2枚 目 11 22

総所要カー ド枚数 15,000 30,000

総所要パンチ桁数 99万 88万

これからパ ンチ桁数についてはB案 が有利と考えられたが 次の理由も考慮してA案 に決

定 された。

(1)B案 では空白桁 が多いが,こ れは実際のパ ンチ と同程度 の労力 を要する。

②B案 では桁 ずれ の可能性 があ り,そ のチェ ックは容易でない。
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(ケ ー ス10)*9

最終 的 なカー ドレイ アウ トを次に示す。

ブ イ ー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ ー ド 区 分 1 =1カ ー ド種類 の区別のため

部 品 番 号 2-12 11桁 以下の英数字

サ イ ク ル ・タ イ ム 13-14 99・

在 庫 場 所 15-16 99

材 料 コ ー ド 17-18 99

型 コ ー ド 19 9
`〉固定長デー タ

完 成 コ ー ド 20 A

寸 法A 21-24 9999

寸 法B 25-27 999

寸 法C 28-30 999・

製 品 番 号

部 品 必 要 量

31-33

'34 -36 頴 聯 で・回繰返・

2枚 目以 降のカー ド

、

ブ イ ー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ ー ド 区 分 1 =2

部 品 番 号 2-12 11桁 以下の英数字

製 品 番 号

部 品 必 要 量

13-15

16-18 劃 瞭 で噸 返・

(ケ ー ス10)*9

部 品 マス タ以外 のインプッ ト設計 を次に示す。

(1)作 業 マスタ

ブ イ ー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ ー ド 区 分 1 =3

部 品 番 号 2-12 11桁 以下の英数字

工 作 番 号 13-14 99'

機械 グループ番号 15-17 999
>78桁 ま で

準 備 時 間 18-19 99(分)
5回 繰返 し

工 作 時 間 20-23 999.9(分),

一292一



(2)原 価 マスタ

(3)生 産 計画

ブ イ ー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ ー ド 区 分 1 =4

部 品 番 号 2-12 11桁 以下の英数字

1セ ッ ト 当 り の 13-17 $999.99

労務費

1セ ッ ト 当 り の 18-22 $999.99

材料費

1セ ッ トの部品数 23-25 9991セ ッ トが1部 品 の

場合 もある。

ブ イ ー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ 一 ド 区 分 1 =4

製 品 番 号 2一 4 A99

計画1 で作られる数量 5一 7 999、

計画2で 作 られる数量 8-10 999

・ .

.
. 〉 もし数量 がゼ ロの場合

・ ・ は空白

.
.

計画10で 作られる数量 62-64 999ノ

(4)機 械 グルー プデータ

〔5)生 産計画

ブ イー ル ド 桁 数 PICTURE注 釈

カ ー ド 区 分 1 =6

機械グループ番号 2-4 9991～110

特 別 係 数 5-7 9.99

能 率 係 数 8-10 999

ブ イー ル ド 桁 数 PICTURE 注 釈

カ ー ド 区 分 1 =7

生 産 計 画 番 号 2-3 99 1～20以 下

期 間 4-5 99 週

最 終 カー ド記 号 6 最終 カー ドのみ
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14.フ ァイル設計

(ケ ース7)*7

①

②

③

④

⑤

⑥

15.プ ロ セ ス 設 計

①

②

③

④

⑤

到着,

ル設計

7)*7

デ ー タ 記 憶 方 式 の 設 計

間分割は街 のブ ロックにほぼ対応させ,ブ ロックと呼ぶ。

罪種別は15分 類 を取扱 う。

記 のブ ロック別,犯 罪別 の件数 を記憶す る。

数平滑法による平均を算出する。

間の変動 年間の変動 を補 正 してデータ ・ベー スに記憶す る。

犯罪種別に対する平均サービス時間を記憶 してお く。

ス設計

7)*7

ロック別,犯 罪種別 の発生件数 を予測す る。

測モデルの件数は,ブ ロック,時 刻,曜 日,年 間の第何遍 であるかによって異なる。

トロール要員配分計画 のシミュ レーシ ョンは,待 合せ問題的 な性格 を持 ち,事 件 の

,パ トカー によるサービスといった形で モデル化す る。

一地域 の同一時間帯 につ いて,乱 数 を発生 させるシ ミュ レー シ ョンを数回行ない,

時 間,待 ちの長 さな どの平均 を算出する。

罪種別の取扱 いは,緊 急性の高 い ものか ら優 先順位 を付 し,グ ループ化 してお く。
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(ケ ー ス10)*9

プ ロセ ス ・フ ロ ー チ ャ ー トに よ る表 示

A2

作業マスター

A

－夕スマ品部

A21

A41

エ ラ ー

件 数
コ ン トロー ル
・ トータ ル

A61

A3

原価 マスター

A20

A40

エ ラー

件 数
コ ン トロー ル

・ トータ ル

A60

A22

A42

エ ラ ー

件 数
コ ン トロ ール
・1一 タ ル

A62

24部 品 番 号 A2部 品番号 A25部 品 番 号

A44 A43 A45

A4

A26

生産計画

間違 い
レ コー ド

A63

A27

A6 画

A5

機械 グループ
A31

機械使用時間
労働工数

機械使用時間

及 び労働工数
の棒 グラフ

A70

A71

A46

A47

生 産計 画

A64

A29

A48

平 均 在 庫

A28A65

平均

生産計画翻/紬 翻 。、～士掛品

A30

最低必
最適パッチ

A67
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(ケ ー ス10)*9

3種 の マスタ ・カー ドのチ ェックは次のよ うに行なった。

(1)部 品マ スタ

① 製品番号

コー ド体系か ら最初の文字 はA～H ,2番 目はO～3,3番 目は0～9と 定 められて

いるので,こ れ らの範囲内にあるかチェ ックする。

② 関係 チェ ック

寸法A≧ 寸法B≧ 寸法C

③ 組合 せチェック

A×B×C≦40,000,000

④ リミッ ト・チェック

寸法A,B,Cが 最大値以 下か。在庫場所 コー ドは45以 下 か。

⑤ ・このケースでは8回 のバ ッチに分けて処理 を行 な うが,各 バ ッチでカー ド枚数 と必

要部 品合計 を手作業 で求めてお き,集 計結果 と照合する。

(2)作 業 マスタ

① 機械 グループ番号

最高 を110と した リミッ ト・チェ ック

② 工作時間

最高 を150分 と した リミッ ト・チェック

③ 工作番号

番号順 に並んでいるか どうかの チェック。ただ し欠番はあ りうる。

④ 部品毎の工作数

3～40の 間 にあるかチェ ック

(3)原 価 マスタ

①1セ ッ トあた りの労務費

最高額 を$600と した リミッ ト・チェ ック

②1セ ッ トあた りの材料費

最 高額 を$400と した リミッ ト・チェ ック

③1セ ッ トの部品数

最大250個 と した リミッ ト・チェ ック
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(ケ ー ス10)*9

3種 のマスタ ・ファイルは部品番号 の昇順に ソー トした上で,マ ッチング ・テス トを行な う。

その目的は次の とお りである。

㈲ 各 ファイ ルに,あ る1つ の部 品番号に対 して1つ の レコー ドのみ が存 在 して い るか

チェックす る。

(2)各 フ ァイルに存在す る部品番号が正 しく1対1に 対応 しているかチェ ック し,レ コー

ドの欠 落または余剰 を発見する。

この処理 のロジックは次 のようなデシジ ョン ・テーブルで表現 され た。

ル ー1レ 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

A43の 部品番号の順序 lst= 1st= 1st= lst= 2nd lst 2nd= 2nd= 1st lst 2nd 3rd 2nd 3rd

A44の 部品番号の順序 1S1= lst= 1st= 2nd 1st= 2nd= ls1 2nd= 2nd 3rd lst 1st 3rd 2nd

A45の 部品番号の順序 lst= 1st= 2nd 1st= lsド 2nd= 2nd= lst 3rd 2nd 3rd 2nd 1st 1st

A43の 部品番号 の値 =oo ≠oo 一 　 一 　 一 一 } 　 一 　 一 －

A43の 次の レコー ドを読む × × × × X ×

A44の 次の レコー ドを読む X X X × X ×

A45の 次の レコー ドを読む X × X × × x

A43桁 に印刷 する X x X X × X )(

A44桁 に印刷 する × × X X x × X

A45桁 に印刷する X × X × × X ×

終了 X

1
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このデ シジ ョン ・テー ブルによって次のよ うな内容のファイルを処理す ると,

フ ァイルA43フ ァ イルA44フ ァイルA45

EB1621EB1621EB1621

EB1625EB1625EB1627

EB1627EB1627EB1650

EB1650EB1649EB1688

EB1688EB1650EB1695

EB1700EB1688EB1700

EB1800EB1700EB1778

EB1850EB1778EB1850

EB1935EB1850EB1935

EB1943EB1890EB1943

EB1984EB1935EB1984

EB1984

◆ ◆ ・

・ ・.

..●

出力 され る結果 は次 のよ うな ものである。

PARTNUMBERSOFMISSINGRECORDSPAGE18

FROM FILEA43FROMFILEA44FROMFILE A45

PA良了NIJドBεRSOF問ISSIθ6RECORDSPACE18

rROHr1tεA43FROHFILεA44FROHFILEA45

εB1625 ←_ル ール8

ε81649εB1649 ← 一一ルール4パOor13

ε8169～t81 .695 一 ルール3,90r11

ε呂1778 一 ルール6

εn1800ε81800 一 ルール5、120r14

ε川80《,ε3、890 一 ルール4.100r13

E819も3 、 ル ー ル7

(ケ ー ス10)*9

各部品にっいて,生 産計画との関連を次のように計算する。文章形式で処理内容を記述 し

た例である。

ラン ・A27処 理(第2段 階)

こ の段 階では,ル ーチンの前の ランで作成 されたA43,A44, A45,の フ ァイ ル を使

用す る。 これ らの ファイル中の レコー ドは部品毎に作成 されてお り,し か もその レコー ド

は部 品番 号順 に並べ られ ていることは既知のことである。1つ の部品に関 して,3っ の レ

コー ドがそれ ぞれのフ ァイルか ら読み込 まれ,そ の部品 にっいて,そ れぞれ の生産計画 と

の関連 が次の ように計算 され る。

`
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1.A43の 製 品番号 が,テ ーブルにス トアー されている生産計画数量 を見つけ出すために

順次用いられ,そ の生産計画数量に 「部品必要量」が乗 じられる。生産計画数量は,生

産計画1～20ま で20種 類 あるが,各 々の計画 に対す る必要部品数量が計算 され る。この

ランで行 なわれる乗算 の回数 は,普 通225万 回 以下 である。(7,500部 品x1部 品 を平

均15製 品 で使用 ×生産計画数20)。 これ らの乗算 は,コ ン ピュー タで30分 もあれば十分 で

ある。生産計画数は,実 際には20を か な り下回 る場合 が多いことを考慮 して,処 理 開始

前 に,生 産計画数 をパラメータ としてイ ンプ ッ トすることに した。こ うすると,必 要生

産計画数だけの乗算 を行な い,ゼ ロの入 っているエ リアを計算す るという無駄な時間を

節約 できるか らである。

2.こ のようにして計算 された必要部品数量か ら,次 に示す最低必要在庫数量が計算 され

る 。

必要部品数量がゼロ:最 低必要在庫数量はゼロ

〃1～249:〃10以 上

必要部品数量250～499:最 低 必要在庫数量50以 上

〃499以 上 〃100以 上

3.最 適 バ ッチ ・サイ ズは次 のような式で計算 され る。

4

5

平均在庫額は次の式で計算される。

(蹄 ツ;'サイズ ・最低在麟 量)・芸;還 縫 曝 露 価

平均仕掛額は次の式で計算される。

(、 セ 。 ト当 りの労賃 ・ ・?)+・ セ 。 ト当 りの材料費

〔1・3×必要部品数×(A44か らの)全 体準く 〕1/・

〔(A45か 、の)、 セ 。ト当,量 〕・必要部品数 ・(A43

か らの)サ イ クル ・タイ ム

6.L,2.,3.に よ って計算 されtc結 果 は,各 生産計画 についての各 々の部 品の情報 とし

て,固 定長 レコー ドでファイルA46に 書 き込 まれる。 レコー ドの内容 は:

生 産計画番号(1～20の い ずれ か)

部 品番号

必要部品量

最低在庫水 準

最適バ ッチ ・サイズ

7.4.,5.に よって得 られ た結果 は,各 部 品につ いて2つ の固定長 レコー ドで記録 される。

1つ の レコー ドには平均 在庫額 を,も う1つ の レコー ドには平均仕掛 品額 を記録す る。

これ らの レコー ドの内容 は:

〈在庫 レコー ド〉
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レコー ド区分(=1)

部 品番号

20の 生 産計画それぞれ に対す る平均在庫額

〈仕掛品 レコー ド〉

レコー ド区分(=2)

部 品番号

20の 生 産計画それぞれに対す る平均仕掛品額

これ らの レコー ドは,フ ァイルA47に 交互に書 き込 まれ る。

ラ ン ・A28-一 処 理

この ランでは,フ ァイルA47が2回 読 まれ る。まず最初は,区 分1の レコー ドのみを読

み込 み,A65を 打 ち出す。この最後 に全生 産計画の合計 も計算 して打 ち出す。

2度 目の読み込み では,区 分2の レコー ドのみを読み,A66を 打 ち出す。A66の レイアウ

トはA65と 同 じである。

コンピュー タのライ ン ・プ リンターの幅 は120字 で あったの で,横 に10の 生 産計画を打

ち出す ことができ,2行 で20の 打 ち出 しができ,1ペ ー ジに11部 品打 ち出すことができる。

また各ページ数 も打 ち出す。

ラ ン ・A29

この ランでは,フ ァイルA46を 生 産計画番号 の順に従 って部 品番 号を分類 し,フ ァイル

A48を 作成 する。

ランA30

この ランでは,各 生産計画につ いてP295に 示 す ようなA67を 作 成する。 ファイルA

48を 読 み,そ の内容 を,縦 に ミシン目が入 ってい る用紙1行 につき3組 ずつ印刷を行 な う。

こ うしてお けば各生産計画にっ いて,部 品順の リス トが必要 な場合 には,ミ シン目に沿 っ

て切ればそれ を得 ることができる。7,500の 部 品について20の 生 産計画があるので,合 計

150,000組 印 刷 しなければな らない。1行 に3組 印刷すれば時間 と用紙が節約できる。 ま

た用紙 の4イ ンチ目にミシンを入れ ておけば,生 産 カー ドに取 り付け るときに便利 である。

このよ うな方法 でプ リン ト・アウ トを行な うには,メ モ リーの中に1ペ ー ジ分の内容 を

記憶 させてお く必要 があ り,高 速連続 ライ ン ・プ リンターな どを考 える必要がある。 この

事例 の場合,1ペ ー ジに27行 プ リン トされ,1生 産 計画 に約90ペ ー ジが必要であった。1

ペ ージ分の内容 を記憶 させ るためのコァ ・エ リアは2 ,349文 字(27行 ×87文 字/行)が

必要 であった。この方 法をより能率的に行 な うにはよ り多 くのエ リアが必要である。
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16ア ウ トプ ッ ト設計

ケース7

管理報告

(1)

書は次のものを出力する

ンミュレーンヨン・モァルの係数

事件種別の発生率週間調整係数

予測結果

事件種別,時 間別発生件数

サーヒス遅れなしで処理 しうる事件数予測

5名 配置のときのサービス遅れ分布

(ケ ー ス10)*9

各 ア ウ トプ ッ トの設計例 を次に示す。

ほ)・ 平均在庫

1つ の部 品につ き,横 方向に10の 生 産計画案 を出力 し,

ジに11部 品 が収容 できる。

2行 で20案 を と し た 。1ペ ー

AVF.RAGE

PARTNO・

11

ETB2715SB1763〔}.75

9925、39

ETB27165A1750.38

【387、29

ETB271671073.11

Ml.20

PRO{1EAMS126973.65

AVE}LAGES8="11、83

(2)

12

18933.14

103r5.03

190B.勿

208543

5051,63

1596.58

12zsor,37

81α57,02

VAL【JESOF

口

:,2005、39

7749.33

1575、70

668.27

146.92

334,砧

12SlO3,30

93418.15

各部品の生産計画

FOR

1415

16552.%18315.26

6168.255003,00

579.32541.25

175、9562.11

19,賠44,92

178.7314.86

98M5,0876196,49

97促1,1681305.20

TO20}PAGE236

10

181920

25eeg.1629Sto.1517305.ee

5田,151122.93780.95

0,00415,頷422.田

319,za1529.70蘭2.01

0.OO田3,1150、2S

O、DO15,36142.36

98314,53SI537,04四417.86

9M13.2276326.82田 銘9.50

PARTNO・

GTA7S621V]43

GTA7SS30Bl6

GTA78631BO4

GTA78633

GTA78633A

GTA78634

GTA78638C3

GTA7S894B13

0TA79200

PARTNO

GTA91311

GTA91326

朋QMT・

10B537

2749

rg180

6411

225

2783

12cm86

69

2η

MIN・ST.

ro3600

2800

19200

6500

230

2800

12100

70

300

M∫N・ST・

6⑰

㎜

OP.BCII.

5㎜

12CO

5900

700

110

500

1800

20

80

OP.BCH.

geo

鋤

REQMr・

143Z}1

1〔S712

2010

426

18994

2564

13S61

66SO

82

MIN、ST.

143300

106soo

2100

450

190[0

2eCO

1390D

67CO

90

PARTNO・REQMT・MlN・ST・

OTA9152193668600

A91524A15391600

301－

OP.BCIi.

7800

330D

450

180

1600

1200

1500

goo

150

PARTNO.

aTASOO2SC

OTA80027

GTA8002S

OTA8α)33Ale

OTA8α)45D

OTA80047

0TA眠8

GTA913CO

GTAgl305

PARTNO・

OTA92355A

GTA92359B6

MIN・ST.

7100

140

600

1300

OP.BCH.

1鋤

190

400

800

REQMT・MIN・ST・OP・BCH・

51835200400

485500150



17セ キ ュ リティとイ ンテ グ リテ ィ

(1)シ ステム の改訂手続 き

(ケ ース4)*10

① システムの改訂は開発課の課長が認可し,操 作課に通知する。

② 新旧両システムを平行操作し,結 果を照合する。照合結果の承認は,小 規模な改訂

ならばアナ リス トが行 ない,大 規模な改訂ならば開発課長が行なう。

② デー タおよびプ ログラムの保管方法

(ケ ース4)*10

① 株式部で施錠保 管す る。

② 借出 しは文書 によって申込む。

③ 借出 し日の定時 前に返却す る。

デー タまたはプ ログラム ・テープの操作 中は操作課長が立会 う。

コン ソール ・ログの コピーは株式部に送付する。

マス ター ・テープは3世 代 にわた って保管す る。

トランザ クシ ョン ・テープはマス ターに対応 して保管す る。

トラ ンザクシ ョン(文 書,電 話)は 株式部で受信 する。

トランザ クシ ョン ・カー ドはランの時 まで株式部 で保管す る。

テープの内容,保 管期限な どを記載 したラベル を使用す る。

(3)エ ラー防止手段

(ケ ース4)*10

① 入力伝票 を手 作業集計 し,合 計 を照合する。

② 入力 カー ドを機械集計 し,合 計 を伝票 と照合す る。
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③ 毎 日の入カ カー ドにつ いて,件 数 株式数な どを集計 して コン トロール ・カー ドを

作 る。一週間分のランを行 な う時 に入力 カー ドとコン トロール ・カー ドを別々に集計

し,照 合 す る 。

④ ソー ト.・プログラム にもチェ ック機能 があ り,レ コー ド数 株式数 などを入力 と出

力 とで照合す る。

⑤ 入力 データのFORMATチ ェ ック とLIMITチ ェ ック を行な う。

⑥ 新 しい株主番号 を割 当てる時}よ 同一の ものがマスターにないかど うか確認する。

⑦ チェ ックの結果 として無効 にな った入カ データも含 めて,ラ ンの後に合計 の照合 を

行 な う。

(4)マ ス ター へ の 転 記 テ ス ト

(ケ ー ス4)*10

現在 の株主 が新規に買増 した場合 は次のよ うなチ ェックを行 なってマスター を改訂す る。

① 株主番号がマスター にあ るか。

② 株 券番号がマスターにあ るか。

③ 株主番 号に対応する氏名,住 所が入力 と一致す るか。(部 分的チェックですませる

こ とが多いが,そ れで もエラーが頻繁 に発生す る)

18シ ステム開発 の工程管理

ω 進捗度報告

1) 1個 の作業項目の見積 り,進 捗度等の時系列的変化

(ケ ース5)*4

工 程 名 費用配分分析
担 当 者 山 田 一 郎

期 間(第3段 階)2/5～3/25
1 開始 日 2/8 2/8 2/8 2/8 2/8 2/8 2/8
2 所要人日の当初 の見積 り 28 28 銘 28 28 28 28

作3 所要人日の改訂見積 り 28 28 28 28 28 28 28

業4 使用 された人 日数 4 9 13 17.5 田 26 27

5 達成割合%(4÷3) 14 32 46 63 82 93 96遂6
完成 までに必要な人 日数見積 り 24 19 15 11 4.5 1.5 0.5

行7 所要人 日数の現在の見積 り 28 28 28 28.5 27.5 27.5 27.5

8 実際に完成 した割合%(4÷7) 14 32 46 62 84 95 98

173 174

時9 所要人日数の調整見積 り 28 28 28 28 28 銘 28

間10 経過人日数 7 12 16 21 24 27 28

現ll 経過期間の割合(10÷9) 25 43 57 75 86 96 100
況12 工程先行または遅延(8-11) 11 一11 一11 一13 一2 一1 一2

13 割当要員数 1 1 1 1 1 1 1

14 改訂見積り完成日 3/22 3/28
15 当初 の見積 り完成 日 3/21 3/21 3/21 3/21 3/21 3/21 3/21

現 在 日 2/11・ 2/18 2/25 3/4 3/11 3/18
'
3/25

損失時間 一 人 日数 数 所見(障 害の説明 も含む)
累計 一 最終報告
2/ll 3 第2段 階の遅延
2/18 3

2/25 3

3/4 3.5 スタッフ会議

3/ll 3.5

3/18 3.5

3/25 3.5

現在までの累計 注:第4段 階の開始日4/1
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2)同 時 期 にお けるプロジェク ト全体 の一覧

(ケ ー ス5)*4

使 用 人 日 数
プログラム

番号/名 称
開 始 日

最 近 の

完 成 日
改訂
今週
本 日

ま で

完成 まで

の所要数

開始から

終了 まで

作業
指示
見積
改訂
完成率

%

計 算

残(%)

移行 76/5/1 76/12/31 0 0.0 6.2 63.8 7α0 70 0 8.8 18.0

編集1 76/5/1 76/9/11 2 1α3 75.1 16.2 91.3 23 0 82.3 2.1

税務会計

0501(日) 76/3/15 76/10/17 2 17.7 1927 171.3 364.0 455 1 52.9 7.3

0502(月) 76/7/5 76/9/11 1 4.2 2〔L9 5.1 32.0 20 0 84.1 2.1

ディーテ 会計

0601(日) 75/12/29 76/10/1 1 20.1 412.9 111.4 524.3 393 0 78.8 5.0

0602(月) 76/1/13 76/10/30 3 1.4 23.1 64.9 88.0 45 0 26.3 9.1

販売統計

0801(日) 76/4/25 76/9/6 3 4.4 75.2 21.8 97.0 55 0 77.5 1.4

0802(週) 76/4/25 76/9/12 2 1.9 5α8 9.2 59.9 55 0 84.7 2.3

0803(更 新) 75/5/15 76/10/1 0 6.4 77.2 878 165.0 165 0 46.8 5.0

0804(累 計) 75/5/15 76/9/19 1 99 ll3.3 44.8 15&0 145 0 71.7 3.3

② 工程遅延の原因分析

(ケ ー ス5)*4

① 搬 入 されたコ ンピュータの稼 動開始遅れ。

② 急成長 した計算セ ンターの要員の熟練不足。

③ 要員 をプロジ ェク ト・チー ムと計算セ ンターに分割 して配属させた ことによる,コ

ミュニケー シ ョンの不足。

④ プログラム,テ ス ト・データの改訂等 に関す る手続 きや文書化 の規則が緩和 された。

理 由は開発 のオーバヘ ッ ド時 間を削減す ることであったが,管 理者 は進捗状況の正確

な把握ができな くなった。

⑤ 一一部のスケジュールが経験か らみて,非 現実的 であった。
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*1～10(*9は 除 く)は,

J.Dearden,F.W.Mc.Farlan,W.M.Zani,"ManagingComputer-based

InformationSystems"RichardD .Irwin,Inc,1971

(安 藤 嘉 昭,島 田 昭 代,一 楽 信 雄 共 訳 「新 ・経 営 情 報 シ ス テ ム 」 建 畠 社,1973)

*9は,

H.D.Clifton,"DataProcessingSystemDesign"BusinessBooks

Ltd.,1971

(田 中 弘 ・清 水 克 彦 訳 「コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム 設 計 」 白 桃 書 房,1974)

の 中 の,以 下 の ペ ー ジ か ら,そ れ ぞ れ 引 用 した も の で あ る 。

*1

*2

*3

*4

*5

*6

*7

*8

*9

*10

p.p.105～131

p.p.157～187

p.p.132～156

p.p.237～264

p.p.344～366

p.p.267～297

p.p.298～319

p.p.320～343

P.P.1～2ら

p.p.215～236
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第5章 報告書作成と発表

キ ー ワ ー ド

文 書(ド キ メ ン ト)(documents),口 頭 発 表(oralpresentation),視 聴 覚 機 材(audio--

visualmaterial),ス ラ イ ド(slide),オ ー バ ヘ ッ ド ・ プ ロ ジ ェ ク タ(overheadprojec-

tor),発 表 と 討 論(evaluationofpresentationanddiscussion)

目 標

開発の実習で作業 した成果 を報 告書 にと りま とめ,そ れ にもとつ く発表 を行 な う。

また開発の途 中でのチー ム各 メンバ ー間,教 師 とのコミュニケー ションの実習 も心 がける。

文書の作成法,口 頭発表 の要領,視 聴覚機材の特徴等を理解 し,実 習によって習熟す る。

内 容

5.1文 書 報 告

(1)シ ス テム開発に ともな う ドキュメン トの作成は,第1単 元 第2単 元等 を十分 に参照 し

て行 う。

標準的な ドキュメン ト様式 をあ らか じめ定めてお くか,あ るいは研修生 に制定 させるの

もよい。

② システム開発 に関連する組織内の連絡文書的なものは,通 常の企業 でも訓練 しているが,

一 応は研修生の レベ ルをチェ ックしてみるのが よい。

5.2口 頭 発 表

(1)口 頭 発表におけ る一般的かっ常職 的な注意事項は他 にゅずる。

(2)説 明 のための資料 として提示する必要のある ものは,ビ ラあるいは視聴覚機材用 に作成

してお くこと。

(3)黒 板 は特徴 をよ く考 えて,原 則 と して次のような目的に用 いる。

① 思考過程 を意識 して,資 料 を段階的に説明する場合。

② 討論の際 に意 見を書 き,議 論の範囲 を示 し,要 訳す る・

(4)発 表 の際の注意事項

① 黒板な どに書 く字の大 きさは,6～7cm角 以 上 とす る。 したがって,ス ライ ドや オ一
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バヘ ッ ドプロジェクタで も,投 影 された字の大きさが,こ れ以上 とな るよ うに注意 しな

ければな らない。

② 口頭発表 とともにスライ ドやOHPを 用 いる場合 は,画 面にむかって右側 に立 ち,右

手 に持 った指棒 で示 しなが ら説明す る。スク リー ンを見 るだけでな く,聴 取者の反応に

も注意 して,発 表内容 が理解 されているかどうか確認 すること。

5.3視 聴 覚機材の利用

視聴覚機材 を利用す る場合 は,各 機材 の特性 を十分に理解 して,最 も適切 な ものが選択 でき

るよ うに しなけれ ばならない。

一般に視聴 覚機材 とは次 のものをい う。

〔1)非 映 写機材

写真,絵,図 表,地 図,掛 け図,実 物,標 本 模型

(2)映 写機材

ス ライ ド,映 画,オ ーバヘ ッ ド投影,VTR

(3)聴 覚機材

レコー ド,録 音,放 送

視聴覚機材 を用いる と,そ の部分 の資料 提示 のみが観覧者 に強 い印象 を与 え,全 体 とのつな

が りが見失われ がちである。何 の 目的 で視聴 覚機材 を用 いるのか十分 に説明 して理解 を徹底 さ

せた上 で利用す るよ うに,発 表者 を指導 しなければな らない。

(1)ス ライ ドの特性

① 静止画面 を提示する。

映写時間に制約 がないので,説 明や討論 の時間を十分 にとることがで きる。一般に資料

の提示には好適である。

② 拡大 した鮮明な画面 を提示す る。

同時 に多数 の人に観覧 させ うる。

③ 具象的に提示する。

記録や事象 の写真画面 を投 映で き,具 象性による迫力 と説得力が期待 できる。

④ 機器の操作が簡便容易で ある。

⑤ ス ライ ドの 自作 が容易である。

⑥ 発声 スライ ドを用いれば,映 画 に近い効果 を期待 し うる。

② オーバヘ ッ ド投影 が可能 な資料 の種類 とその特質

①TP(ト ラ ンスペ アレンシー)
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透明な プラスチ ックシー トにペ ンや絵具 で書いた り,カ ラ ー シー トを貼 った もので,

OHPで は 最 も多 く使われている。

スライ ドとの大 きな相違は,TPが 半完成の状態 で提示 できることであ り,討 論を行な

いなが ら,あ るいは説 明を進めなが ら完成 させてゆ くことができる。 また何故 かのTPを

重 ねて,図 や表 を合成分解 しっ 」説明できるの も大 きな長所である。

複写 によってTPを 作 成で きる点に も注意 して利用 法 を考 えたい。

② 模型

透明なア クリル樹脂 やプラスチ ックシー トを貼 り合わせて模型 を作 り,提 示することも

できる。

③ 実物 の シルエ ッ ト

'
な おOHPは 明 る く投影 され るので,ス ライ ドほ どの暗室は必要 な く,発 表 を聞 きながら

メモを取るのに好 適である。

その他 の特性は スライ ドとほぼ同様 であるが,写 真の投影 はや 、劣 り,発 声は不可能であ

る。

(3)映 画 の特性

① 高度 の具象性 をもって事物 事象 を提示する。経験 を代行 させ うる。

② 時間的 空 間的 に拡大,縮 少 できる。

③ 現実 を再構成 し,ま とまった意味や思想 を表現できる。

④ 同時 に多数 の者 に提示できる。

⑤ 情緒に強 く働 きかける。

⑥ 流動的 に展開 してゆ くた め,受 容 が安易にな りやすい。

5.4発 表 および討論の評価

〔1)発 表 お よび討論 の進行中に評点をっけることは通常行 なわない。その理 由は次の とお り

である。

① 発表内容 への注意が散慢にな る。

② 討論 のペー スに遅れ る。

③ 採点 が拙速 とな りがちである。

④ 研修 生の側 が採点 を意識すると自由な発表 や討論 が損われ る。

(2)通 常用 い られ る方法は,演 習時間の終了後 できるだけ早 い時に,研 修生の発表および討

論の模様 を思い うかべて採点す る方法 である。評価基 準 としては次のよ うなものが考え られ

よう。
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① 発表の準備の周到 さ。

② 発表のわか りやす さ。

③ 聴 く者に興味 を持続 させること。

④ 質問に対す る回答の明瞭 さ。

⑤ グループ討論におけ る リー ダシップ。

⑥ す ぐれた代替案 を出 して意志決定 に貢献 したか ど うか。

⑦ ケースに対す る分析 が皮相的でないか。

⑧ 個人 の直感 に頼 りす ぎていないか。

⑨ キャ ッチ フレーズを巧妙 に もて遊ぶ こ とで事足れ りとしていないか。

(3)単 に評価す るだけでな く,そ の結果 をフィー ドバ ック して研修生 の態度 を修正 してや る

こと も必要 である。その場合 は次の点に留意するこ と。

① 演習 の経験が浅 い研修生 に対 しては,状 況 の分析 をどうした らよいのか分 からないの

ではな いか,想 像力の訓練 が不十分 で別 のアプローチがあるこ とに気 がつかないのでは

ないか,と いったこ とも可能性 として考 えてやるこ と。

② 演習の経験 をっんだ研修 生は,大 した準備 をしな くて もなん とかグループの討論に参

加で きるくらいお しゃべ り上手 になって いる。

このよ うなものの発表 に対 しては,事 実 は どうか,計 算結果 はどうか,そ の結 論は ど

うして出てきたかとい ったことを問いただ しながら迫 ってゆけば,本 人や他の反感 を買

うことな く望ま しい結果 が得 られ る。

指導上の留意点

〔1)報 告 書作成や発表の技法は,コ ミュニケー シ ョン技法 の一部 として,Bコ ー スの第2単

元 で学習す る。 したがって ここでは,開 発 プロジェ ク トをとお して,こ れ らの技法 を実地

に応用 させ ることをね らい とす る。

② 本章 の第1の 目的 はシステム開発作業の成果 を正確 に報告,伝 達す るこ との実習にある

が,時 間が許せばシステムのPRに っいて も指導 したい。PRを 行 なう対象者の特 性の分

析,方 法の選択,有 効な媒体(映 画 など)の 検討 とい ったことを実施 すればよいであろ う。

(3)研 修 生 は特種 ない し一種の情報処理技術者 と同等程度 の予備知識 をもっているとみ なさ

れ るが,本 章に関連 してはあま り多 くを期待 できないので,技 法の実用面についてある程

度 の講義 を行な う必要 があるか も知れない。
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第1章 コ ンピュー タ部 門の組織

キ ー ワ ー ド

組 織 内 の 位 置(locationintheorganizationstructure),内 部 組 織(internalor-

ganization),セ ン タ 運 営(computercentermanagement),コ ン ピ ュ ー タ 運 用(man-

agingcomPute「oPe「ation),コ ン ピ ュ ー タ 要 員 管 理(managingcomputerperson-

nel),コ ン ピ ュ ー タ 機 密 保 護(computersecurity),専 門 化 の 進 展(increasedspeci-

alization),機 種 選 択(computerselection),長 期 計 画 立 案(longrangeplanning),

義 務 と 責 任(dutiesandresponsibilities),フ ァ シ リ テ ィ ・ マ ネ ジ メ ン ト(facilities

management),TSS(timesharingservices),OJT(on-the-jobtraining),ス

ケ ジ ュ ー リ ン グ(scheduling),入 力 デ ー タ 作 成(dataentrymanagement),進 捗 報 告

(progressreporting),コ ス ト管 理(costcontrol),EDP委 員 会(EDPsteering

committee),プ ロ ジ ェ ク ト チ ー ム 編 成(organizingproject
.teams)

目 標

単元D4の 学習 目標 としては,見 学や事例研 究など含 め,単 元D1,D2を 復 習 しながらよ

り実務的な角度 で知識 を身 につ ける態度 をとるものとする。

この章では,次 のこ とを目標 とする。

(1)コ ン ピュー タ部 門の管理 職 または,そ れに準ずる立場 から,企 業 内 にお け る コ ン ピ

ュータ部 門の組織的 な位置づ け,特 殊性,内 部管理上の大要 を把握 する。

(2)コ ン ピュー タ部 門のもつ,複 合的 ・総合的機能 と通常部 門の単一的 ・ルーチ ン的機能 と

の差異,お よび,コ ンピュー タ部門は,独 立分離(ス ピンアウ ト)し やす い性格 をもつこ

とを理解 してお く。

(3)コ ン ピュータ部 門は,経 営合 理化 の先兵 であ り,高 価 な設備 とその安全管理,情 報集中

化 による機密保持な ど,経 営的視 点を置いてみる。

(4)コ ン ピュー タ部門 の特殊性 は,独 立経営体 の ミニチュア版的位置づけ として とらえる。

また,こ の章は,コ ンピュー タ部門の役割 り全般が理解できるよう,単 元D4の 総 論的な位

置づ けで学習するこ とを目標 とす る。

一311一



内 容

1.1企 業 内組織 としての位置 づけと特色

次の ような点 を説明す る。

(1)経 営 トップとの強い結合

コンピュータ部門 と経営 トップ との結 びつ きの理 由を実例 に照 らして説明する。

・投 資額が大

・省力化 の先兵的役割

・長期企業戦略の分担

・データ処理に関する責任の集 中化

・他部 門 との 緊密な協力関係 の保持が容易

な どか ら,～ 室 と呼ばれ る経営直結型の組織 形態 が見受け られ る。

このことは,経 営全体 の支持 と協力 が得 られやす く,ま た,経 営 への貢 献度 が正 しく評価

できる地位 に配置す る必要性 からであろう。

(2)複 合 的性格 の保持

企画立案か ら製作,遂 行まで を含む一貫生産的 な複 合機能 をもつ,ス タ ッフとラインを併

せもつ性格があ る。

特徴 となる点 のい くつか をあげ理解 させる。

(a)多 種 の要員 を管理

剃システム ・エ ンジニア

・プ ログラマ

・キーパ ンチャ

・オペ レー タ

・ライブラ リアン

・機械室保守員 など

これ らの要員 の種類 の中は,シ ニアからジ ュニアに至 る階層 を形成 してお り,複 雑化 し

ている。

(b)多 面的活動形態

ユーザニーズの収集 ・評価お よびそれに答 えるための開発活動,対 外的 には,コ ンピュー

タ ・メーカー,ま たは,販 売会社 とのコ ミニュケー シ ョンも併せ もつ 。

① ユーザ との対応

・ユーザ現状調 査 とニーズの収集
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・ユーザの運用指導

・ユーザの満足の いくシステム開発お よびフ ォローア ップ

② メー カーとの対応

・新 しい技術 のた えざる導入

・メー カー提供 ソフ トウエアの評価 ならびに改善要求

・1設備保守状況 の把 握

・設 備更新に関す る検討

・要員教育に関す るサー ビス評価

(c)会 社 的性格の保持

ス タッフとライ ンをもち,企 画立案 か ら製作,運 用 まで一つの独立組織 とな りうる性格

が ある。

しか も,シ ステ ム開発 などの場合は,定 常的 な経営活動 とい うよ り,プ ロジェク ト的性

格 の仕 事 を内部に包含 しなが ら進 めてい くことが多い。

多面的 な性格 としての機能 を列記す る。

・調査

・企画立 案

・技術相談

・計算センタ

・データ管理セ ンタ

・1通信管理セ ンタ

・システム開発(プ ロジェク ト)

・ユーザ運用指導

(3)分 離 独立の容易性

会社的性格 をもっている ことから,分 離独立が他 の企業内組織 と比較 して容 易である。

情報処理 サー ビス会社 は,企 業内組織 から分離独立 して形成された企業 が多 い例 をみても,

独 立の容易性 を示 している。

(a)要 員 のス ピンアウ ト

要員は,専 門化,分 業化 してお り,か つ,か な り汎用的 な技術 能力 を身につけ ているこ

とか ら,他 の企業へ移動 しても個人の能力発揮 が可能であ り,要 員のス ピン ・ア ウトの大

き な理 由であ る。

また,情 報処理分野が成長過程にあるこ ともその原因の一つにな っている。
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(b)内 部 の独立性 ・採 算性

コンピュー タ部 門の多 くは,そ の位置づけか ら,他 の組織 との独立性 を強 く求 められ る。

それは,一 方で,採 算性 が重視され,収 支 の明確化の必要か ら,組 織 ごとス ピン ・アウ

トす る要因 ともなってい る。

(c)計 算 センタの分離

コンピュー タの運用 とそ の関連業務を受 け持つ計算機能 は,計 算セ ンタとして企業内組

織 か ら切 り離され,独 立す るケースが多い。

その要因 を列挙す る。

① 設備の効率的使 用から,オ ペ レーシ ョン ・シフ ト体制(2交 替,3交 替 など)を 採

用す る必要 が生 じ,他 の組織 の要員 と比較 しての勤務条 件の特異性 がある。

② 独 立採算 としての計算が容易である。

③ 要員の特殊性,す なわち,技 術者的性格 をもつ。

④ 業種 ・業界 を超 えての処理の共通性 か ら,関 連会社 は もとより,他 企業か らの処理

受託が容易であ る。

特に,サ ービス業,金 融機関,商 社 などで技術者 を多 くかかえ るこ とは,他 組織部 門 と

の要員 との ローテーシ ョンが硬直化 しゃすい環境にあ り,計 算セ ンタ として独立組織 させ

る場合が多 く見受け られ る。また,計 算セ ンタとして独立 した会社 がシステム開発 の機能

を もつ ようにな り,総 合的 な情報処理 サービス会社 へ と成長 してい く傾向 も見受け られ る。

(4)外 部 専門会社利 用の容易性

コンピュータ部門は,専 門的組織 として の色合いが強 く,多 くの専 門職 としての要員 をか

かえてい る。

また,技 術革新のはげ しい職場 であ り一企業内ですべてのことを充足できないケー スも発

生 して くる。

このことか ら,さ ま ざまな形態で外部の情報処 理サー ビス会社 の利用 が行なわれ ている。

利用形態 として次の ような もの があるが,詳 細は第6章 でも学習する。

(a)入 力 業者 の利用

一般的 によ く利用 されているのは入力業者 であ り
,そ の業務 内容 は多岐にわた っている。

① パ ンチ ・カー ド,紙 テー プ,磁 気 テー プ入力

原票 を外部に持 ち出して穿孔 を委託す るケース と,時 間的制 約,機 密保持か ら要員派

遣 を受けるケース とがある。

カー ド穿孔作業 は,熟 練 を要する仕 事で あることも利用普及 の要因 とな っている。

② 伝票等か らの コーデ ィング委託
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手作業 から,コ ンピュータ ・シ ステムへ移行す るときな ど,伝 票項 目のコー ド化の作

業 を委託す るケースがある。

そのほか,定 常的 な仕 事 の中でも大量 の コー ド化が必要 な場合 は,コ ーデ ィングを委

託 し,入 力作業の軽減 に役立ててい るケー スもある。

(θ 計算処理 の委託

計算処理 を専 門会社へ委託す る利用方式 は,次 のように大別 できる。

① クロー ズ ド方式

処理すべき デー タを渡 し,コ ン ピュータ処理 は,専 門会社 が行い処理結果 を受取 る。

② オープ ン方式

コン ピュー タを時間借 りして,オ ペ レーシ ョンは自社 要員が行 う。

この方 式 を利用す る理 由は,

・新 しい コンピュー タが導入設置 される以前にプ ログラムのテ ス トを実施 したいとき

・データ処理 の機密保持 の強い要求か ら自社 要員がコンピュー タを操 作す るとき

いずれ の方式 も一長一短 はあ るが,計 算 を委託す る専 門会社 の管理運用体制 の充実化 の

進展に伴 なって,ク ロー ズ ド方式 の利用 が一般的である。

(c)シ ス テム開発作 業の委託

委託す る大部分は,プ ログラミング作業 中心 であるが,開 発 を全 面的 に委託す るケース

もある。

委託 する作業 としては,

① 調査 な らびに分析

② シ ステムの設計

③ プログラム設計

④ コーデ ィング

⑤ プログラムのテス ト

な どがあ り,各 々の分野で得意 とす る専 門会社 と,一 貫生産受託型 の専 門会社 がある。

(d)コ ン ピュー タ ・オペ レーシ ョンの委託

コンピュー タ ・オペ レー シ ョンは,シ フト体制 を要求 されることが多 く,特 殊 な勤務形

態 とな る。

このため,専 門会社 か らオペ レーシ ョン専 門要員 の派遣 を受けマシンオペ レーシ ョンを

担 当 して もら うケースがあ る。

また,コ ンピュー タの運用 を全面的に委託す る方法 もあ り,こ の方式 は(フ ァシリティ'

マ ネジメ ン ト)と 呼ばれている。
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(e)そ の他 の業務委託

そのほか,次 の ような業務 の外 部委託 がある。

① 漢字処理のための業務

漢字入力,漢 字処理 と出力

②COM(ComputerOutputMicrofilm)処 理

・COMの 作 成全面委託

・COMの 現 像,カ ッティング

③ 通信端末機 オペ レーシ ョン委託

④ 磁気 ファイルの保管

⑤ その他 関連 サー ビス

以上 のよ うな利用方法があるが,外 部専門会社 へ委託す る要因は次のよ うなことに集約

され る。

① 内部要員の不足

・量的 ・質的不足の補充

・要員の勤務時 間 ・ローテーシ ョンの問題解決

② 採算性 の重視

・専 門会社 に よる合理的 コス トの利用

・設備投資負担の軽減

外部専 門会社 を利用す る場合 は,合 理性 に重点 を置 きがちであるが,処 理上 の機密保持

納入 品の品質 ・納 期な どか ら信用のある会 社の選定に も留意する。

(5)要 員 の固定化傾向

コン ピュー タに関す る技術上 の特異 性か ら要員の固定化傾向があ り,他 部 門 との人事交流

を困難に している。

固定化の要因をあげ ると次の ようになる。

(a)専 門的要員 と経 験年 数 の長 さ

① システム ・エンジニア

システ ム ・デザイナ

システム ・プランナ

システム ・アナ リス ト

な どと呼ばれ,調 査 ・分析 ・計画立案 ・設計 などに,豊 富 な経験 と専 門的能力が要求

される。

通常 の場合は,プ ログ ラマ,電 算機の オペ レー タとしての経験 を積 みシステ ム ・エ ン
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ジニアとなるため,長 い年 数が必要 となる。

② シニア ・プ ログラマ

プ ログラ ミング作業 の中には,高 度 な技術 を必要 とするプログラム設計お よび コーデ

ィング分野がある。

特 に,ア セ ンブラ言語 を使 用 しての汎用(ユ ティ リティ)ソ フ トウエア,オ ンラ イ

ン ・コン トロール ・プログラムの開発 などは専 門的技能を要求 され る。

③ 通信 関係エ ンジニア

オンライ ン ・リアルタイ ム ・システムの運用 は,通 信関係の専門技術者 を必要 とす る。

'デ ータ通信 システム

'デ ータ通信機器

・電電公社 のサー ビス内容 ,折 衝

な どの専門的知識が求 められ る。

④ データ ・ベース管理者

コンピュータで利用するデータ ・ファイル,す なわち,デ ー タ ・ベー スが増大 して く

ると,一 元的にデータ ・フ ァイル内容 を管理 してお く必要が生 じる。また,最 近 の コン

ピュー タ利用方法 の一 つ としてデー タ ・マネジメン ト・システ ム(デ ー タ ・ベース ・シ

ステム)の 導入 が盛んにな り,単 に物理的 なファイルの保存管理 に とどまらず,デ ータ

内容 を一元的に把握 し管理 する専門管理者の設 置が要請 される。

㊨ 要員教育時間の長さ

コンピュー タ技術は,た え ざる進歩 を伴 ってお り,知 識 の陳腐化 を防ぐために継 続的な

要員教育 が行 われる。教育は,社 内教育 ・外部教育 のほかにOJT(on-the-jobtraining)

の期 間が最 も長 く必要 である。

1.2組 織運 営形態のいろいろ

コンピュー タ部 門は,企 業の長い歴 史の中で,比 較的新 しい部門で ある。

日本 のビジネス ・アプ リケーシ ョンにお けるコンピュー タ利用は,昭 和30年,証 券 界 へ の

ユニパ ック120型 電 子計算機導入 に始 まる20数 年 間 とい う短かい歴史で もある。

しか しなが ら,こ の部 門は,コ ンピュー タその ものの急速 な進歩,そ れに伴 う利用技術の め

ま ぐるしい発展か ら技術革新 の波 を十分 に受 けてお り,ま た,コ ンピュータ利用規模の格差か

らさま ざまな運営形態 となってい る。

形態 としては,概 略次 のように分け られ る。その特徴 を実例 をま じえて説明す ることが望 ま

しい。
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① 一貫生 産型

② 部分的独立型

③ 本社集 中型および支社分離型

④ その他 の形態

/(
1)一 貫 生 産 型

企画 ・開発 ・運用 ・評価 に至る全機能 をもち,一 貫生産型 とも呼ぶべ き形態 である。

この形態 を採 る場合は,コ ンピュー タ部 門の規模 の大小はあ ま り関係 してこないこ とを説

明する。

組織の もつ機能 にっいては,単 元D2で 学 んだ企画か ら評価 に至る代表的 なもの を挙げ る。

(a)長 期計画 の作成

経営 か らのニーズを受けて,長 期的 なシステム計画 を立案 し,作 成す る。

長期計 画は,新 しいコ ンピュータの導入 とそれ に伴 う新 しいシステムの建設計画 を含む

ケースが多い。

① 長期的視野 にたった,現 行 システムの改善な らびに再 開発

② 新 しい ソフ トウエア技法 の利 用

③MISの 構築

な どが考 えられ る。

⑥ 各 ユーザ部 門のシステム化 調査

システム化され ているものの再評価 ならびに新 しいユーザ ・ニーズに もとつ く調査 ・分

析 作業

(c)シ ステ ム化 の立案か ら開発 まで

ニーズの整理 ・評価 にもとつ くシステム開発計画を立案 し,実 施する。

この実施作業 の中に,設 計 ・プログラ ミング ・テス トなど人手 を多 く要す る作業 が含 ま

れ,コ ンピュー タ部 門の活動 の中心 となる。

④ オペ レー シ ョン

① 入力 処理

パ ンチ ・カー ドの穿孔作業,磁 気 テープ直接入力作業 などコンピュータ入力媒体 を作

成 し,検 証す る作業。

② 電算機 の操作(オ ペ レー シ ョン)

電 算機運行 のためのスケジュー リングを行い,そ れ にもとついてオペ レーションを行 う。

③ 出力処理

コンピュー タか ら出力 され る諸帳票の検査,カ ッティング,製 本,配 布 を行 う。
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(e)デ ー タ管理

磁気 ファイルの保存,使 用す る帳票の在庫管理 な どを行 う。

(f)機 器 設備関係 の導 入 と管理

機 器の使用状況 運行状 況ならびに保全 を行 う。

また新 しい設備導入 に関する計画 とその実施 を行 う。

(9)コ ス ト・コ ン トロール

コンピュー タ利 用に関す るすべてのコス トを把握する。

企業 によっては,利 用部門へ のコス ト配賦 を実 施 しているケースがある。

(2)部 分 的 独 立 型

(a)前 述(1)の諸 機能 を内部組 織 として分化 させているケース

(例 示)

シ ステム企画機 能……… システム企画部

システム開発 機能………システム開発部

電 算 機 処理 機能…… …計 算 セ ン タ

また,シ ステム開発 は,プ ロジェク ト制(タ スク ・フォー ス)を 採用す る例 もあ り,コ

ンピュータ部 門は,そ の コン トロールのみ受 け持つ ケース もある。

(b)組 織 機能の一部 を外部情報処理 サービス業者へ委託す るケース

最 も多 い委託形態 としては

① 入力 デー タ作成

② システム開発 の うちのプ ログラム作成

③ コンピュータ ・オペ レーシ ョン

があげ られ る。

外部委託 の形態 は,

① 部分的(一 部)委 託

② 複合的 委託

③ 全面的委託

に分 けられ るが,そ の企業 としての経営 ポ リシー,環 境,企 業 形態 などから,種 々の利

用形態 となってい る。

(3)本 社 集 中型 と支社 分散型

コンピュー タの設置場所,シ ステムの開発な ど,本 社 にすべ て集 中す る場合 と,支 社 に,

そ れぞれ機能 を分散 す る場合 とがある。

日本 の場合,一 般的 に金融 機関等は集 中し,製 造業等は,各 工場 などに機 能を分散 してい
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る傾向が見 られる。

どちらのケースも一長一短 があることを説 明する。また,シ ステム開発機能のみを本社に

集 中す るな ど中間の形態があ る。

最近は,ミ ニ ・コンピュータの性 能 向上,デ ー タ通信技術な らび にコンピュー タ間のコ

ミュニケーシ ョン ・ネ ッ トワー ク技術 が急速 に進歩 してきてお り,コ ン ピュータの地域分散

化,負 荷分散化が指 向されは じめた。

(4)そ の 他 の形 態

コンピュータ部 門 として の機能 の分化以外 に,組 織形態 が異 なる要素があ り,そ れ らを あ

げる。 この要素は(1)～(3)ま で の形態 を採 る条件 ともなるが,ど ち らか とい うと部門の運営に

関す る要素 であろ う。

④ 保有 コンピュータの規模に よるもの

これは種類,台 数,大 型 コンピュータ,中 小型 コンピュータ,ミ ニ ・コンピュー タな ど

により組織の形態に影響す る。

(b)コ ン ピュータ利用形態 によるもの

① 運転時間の長 さの程度

シフ ト体 制を とるか とらない か

② オ ンライ ン ・リアルタイムの利用

③ バ ッチ処理量の程度

次 図に,EDP部 門組織の一 例 をあげ る。い くつかの組織の実例 を学習 し・比較 してみ る

こ と。
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1.3コ ン ピュー タ部 門の義務 と責任

この部 門は,企 業の生産 ・販売活動全般 に亘 る情報 を集 中的 に把握管理 してお り,ま た経営

合 理化 の先兵 でもある。1.1組 織 の節で も述べた如 く,経 営 の結 びつき も強 く,そ れだけ義務

と責任は大きい。

コンピュータ部 門として,特 に留意すべき部 門運営上のポイントを次のような視 点で説明する。

・効率的 活動 の推進

・情報管理 の重要性 認識

・サー ビス性の保 持 ・向上

・経営 との結びつ き

(1)効 率 的な活動 の推進

コンピュータ部 門は,経 営合理化 の先兵的 な役割 りを持 っている反面,組 織内活動面の合

理化 が遅れ勝 ちであることを学ぶ。

この点か らも次 のよ うな諸活動 を推進 し効率化 をはかってい く。

(a)新 技 術の積極的導入

シス テム開発上 の新 しい技術について説 明し,学 習す る。

① 最近 は,シ ステムズ ・ア プローチや,プ ログラミング手法な ど,シ ステム開発技法

に関す る新 しい考 え方 も生まれてきてお り,こ の面 での新技術が次第に確立 されてき

た(第3章 参 照)。

・トップ ・ダ ウン ・アプローチ

・モジ ューラまたは フェーズ ド・アプローチ

・モジュー ラ ・プログラミング

・ス トラクチ ュアー ド・デザイ ン

・ス トラクチ ュアー ド・プ ログラミング

'テ ー ブル ・ドリブン ・エディター

な どプ ログラミングの生産性向上に役立つ と同時に保守性の向上 もはかることが でき

る。

② 「チー フ ・プログラマ ・チームによるプログラミング」な どの新 しい試み も提案 さ

れてお り,プ ログラム作成 の効率化 も工夫 の余地が残 されてい る。

③ デー タ ・ベース ・マネジメン ト・システムなどの支援 ソフ トウエアも完備 されつつ

あ り,メ ー カ提 供 の 支援 ソフ トウエアは もとよ り,市 販の支援 ソフ トウエアも検討

すべ きであろ う。

これ らの ソフ トウエアの使用によ り活動 の効率化 をはかってい くことができる。
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(b)要 員 の質的 向上

要員の質的 向上 とな るいくつかの施策 をあげ説明す る。

① 社 内 教 育

部 門内の教育 が主であ り,教 育育成計 画を もっていることが望ま しいが,新 入部員教

育以外は,あ ま り実施 されていないのが実情 である。

② 社 外 教 育

コン ピュータ ・メーカの講習 は,詳 細 な教育研修 スケジュール と研修機関 を完備 して

お り,多 くのユーザ が利用 している。

一方 ,中 立的な権威 ある研修機 関として 日本情報処理 開発協会,情 報 処理研修 セ ンタ

が通 産省 の要請 を受けて設立 され てお り,多 くの人 々に利用されている。

③ セ ミナー等の 受講

メーカー主催の もの以外に情報処理 関係団体 等により,か な りの頻度でセ ミナーが開

催され てい る。特 に,情 報化週間に多 くの催 しがな されてお り,積 極的な参加に よる新

知識 の導入お よび レベルア ップの機会 と して利用すべきであろ う。

④ 雑誌 ・図書等の充実

雑誌 ・図書等の充実 をはか り,利 用 を促進す る。

個人の知識向上の ガイ ドライ ンとなるよ うな図書数 を揃 えてお くよう留意す る。

情報処理関係の技術進歩は激 しいのでそ の更新 に留意す る。

⑤ 情報処理技術者試験の受験

通 産省 が主催するこの試験は,毎 年1回10月 に実施 され ている。受験 を目指 しての勉

強が・個人の知識向上 とな リコンピュー タ部 門全体の レベル ・ア ップに もなるため,企

業に よっては,受 験料 の負担,講 習会の実施 などの支援 を積極的に行 なっている。

要員向上 のためのいくっ かの方法をあげたが,重 要なことは,部 門 としてのポ リシーあ

るいはフ ィロソフィー(哲 学)の 確立が第1で あり,管 理職 またはそれに準ず る地位の

人達 が要員育成 に対す る積極的 な姿勢 と要員育成計画 を もつことである。

(c)ス ケジ ュー リングの重 要性認識

コンピュータ部門の活動 は定常的な ものと計画 に準拠 して製作 してい く非定常的 な もの

が混在 してい る。

システム開発にみられるよ うな計画立案か らは じまる一貫生産 的 作業 は
,綿 密 なスケ

ジュー リングを要す る。

シス テム開発 に関するスケジュー リング と,そ の管理のためのポイ ン トをい くつかあげ

てお く。
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① スケジュー リング管理専任者 または,管 理 セ クシ ョンを置 く。

② 年 間または半年間の部 門スケジュールを もつ。

③ ス ケジュールの うち,ク リティカル ・パ スを正確 に把握 し最 も注意する。

④ スケジ ュー リングのための基準(標 準)を つ くる。

⑤ スケジ ュールの実施状況は,週 単位,月 単位 で把握 でき,遅 れ について早期発見 と

解決 を迅速 に行 う。

⑥ 要員 のスキル ・レベル を詳細に把握す る。

⑦ ス ケジュー リングの手法 としてCPM(CriticalPathMethod)を 利 用す る。

⑧ テーマ(タ ス ク)別 および個人別ス ケジュール状況 を把握す る。

⑨ 活動報告 を含 めて,文 書の標準化 をはかる。

システム開発 のスケジュー リングのほかに,コ ンピュータ運用 のためのスケジュー リン

グもこの部 門の一方 の任務 である。

コ ンピュー タ運用管理は第5章 で詳細 を学習す るが,コ ンピュータ運行 スケジ ュー リン

グのポイ ン トをいくつかあげる。

① 運用す る個々のプログラム(タ スク)の 処理時間 をできるだけ正確 に把握 してお く。

② 対象 とす る電算機 の性能について計数的 に把握 する。

③ 多量処理時の処理 時間 または処理能力 につ いて把握す る。

④ データ量 と処理時間の関係につ いて計数的に把握す る。

⑤ 障害等に よる再試行 のための余裕 時間 を設 けてお く。

⑥ 月次処理等の ピー ク時のスケジュー リングには,処 理優先度 を十分考慮する。

⑦ 定常的業務(デ イ リー業務)に つ いては,標 準処理時間表 を完備 してお く。

⑧ 予防保守 のための時間 を考慮す る。

このよ うなスケジュー リング可能 なコンピュー タ処理以外 に,タ イ ム シェ ア リン グ処

理・ リモー ト・ジ ョブ ・エ ン トリ処理 な ど,ユ ーザオ リエンテ ッドなコンピュータ利用方

法 が発達 してきてお り,従 来の定常的 なスケジ ュー リングでは対処で きな くなっているこ

とも事実であ る。

(d)コ ス ト対効果把握

コンピュータ処 理におけ るコス ト対 効果把握 は,経 営合理化 の観点か ら,そ の必要性 を

学習す る。

通常,省 力化に よる効果は,直 接的効果 として算出可能 であ り,ま た,新 しい システム

を実施後 も トレースできる。

しか し,質 的 メ リッ ト,す なわち,間 接的効果 は計量不可能であ り,シ ステム推進者 の
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主観 が入 り勝 ちで あるが,で きるだけ客観的 な尺度を用意 してお くことを説 明す る。

間接的効果のい くつか をあげる。

① ター ンアラ ウン ド時間の短縮

② コンピュー タ印字に よる出力 の見易さ

③ 企業イ メー ジの向上

④ 計算 の正確性 に よる信用向上

⑤ 管理 の質 の向上

これ らを別 の角度か らみ ると,① 心理的効果 と②管理的効果 に分け られる。

これ らの効果 は,従 来の もの と比較 して具体的 に示す ことがむずか しく,ま た複合的 な

効果 として現出するた め,そ の把握 をより困難に している。そのためやや もす ると過少評

価 され る傾向があ る。

効果 をシス テム計画 時点 で明確 にす る場合は,特 に一次的 なものについて考 え,他 は プ

ラス ・アルファとして見積 るべ きであろ う。

コンピュータに関連す るコス トは,利 用部門へ,そ の開発度合,利 用度合 によって配賦

されるのが経営的にみて最 も望 ましい形である。配賦基準 の設定は必ず しも標準 となる一

般的尺度はな く,各 企業 によ り種 々の方法が採 られ ている。

コンピュータ部 門 として把握すべき費用 としては,次 のよ うな ものが ある。

① 開 発 費 用

・人件費

・経 費(備 品器具,消 耗品,家 賃な ど)

・外部 へのプ ログラム委託費

・テス トのための電算機使用費

② 運 用 費 用

・電算 機器費用 、(償却費,レ ンタル料,リ ース料)

・端末機器費用(〃

・附帯設備費用(〃

・オペ レータ人件費

・備品 ・器具償却費

・電力料 ・水 道料

・消耗 品(磁 気テープ,用 紙な ど)

・そ の他一般経費

)

)
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(2)情 報 管理 の重 要性

この部 門は情報 を製造 し,管 理す る以外に,情 報の内容につ いての詳細 な記録(ド キュメ

ン ト)も 整理 されてい る。

また,情 報に対する安全性,信 頼性,機 密保護 など,情 報の管理 にっいて慎重 な計画 と実

施 が要求 され る。

管理すべき情報の種類 をあげる。

① 磁気 テープ

② 磁気デ ィスク ・パ ック

③ システムお よび プログラム ・ドキュメ ント

・システム設計書

・プログラム仕様書

・オペ レーシ ョン仕様書(指 示書)

・プ ログラム ・リス ト

・その他システム ・ドキュメン ト

④ 穿孔 カー ド

⑥ 原始入力伝票

⑥ コンピュータ ・オペ レー シ ョン ・シー ト(コ ンソール ・ログ)

⑦ コンピュータ出力帳票

⑧COM(フ イルム)

これ らの情報は,必 ず しもコン ピュー タ部 門で保存管理 されてい るとは限 らない。

コンピュータか らの出力帳票 の保存については,コ ンピュータ部 門に よる保 存期限 ・方法

の決定 などを行 ない ユーザ部 門に指示す ることが望ま しい。

(a)デ ー タの安全管理

情報 の重要性 に鑑み,そ の保存管理 の安全性 を確保 しなけれ ばな らない。

そのためには,

① 管理基準 をつ くる。

② 安全管理のための設備 を充 実す る。

③ 専任 の管理者 を置 く。

④ 定 期的 なチ ェックを行 う。

な どを実施す る。

磁気ファイルの保管 は,こ の部 門の責任 であ り,安 全 管理 のために考慮 すべき点を列挙

し説明す る。

一326一



① システムおよびプログ ラム設計時に保存すべ きファイルを明確 に し,世 代 に よる

ローテーシ ョンを行 う。

② その企業 にとって重要 ない くっ かのファイルは,別 々の場所へ二重保存す る。

③ 磁気 フ ァイルのファイル保管室からの出 し入れば,専 任者 に より行 うようにする。

④ 保管場所の条件,二 重保存な どから,フ ァイル保管専 門会社の利用 も検討す る。

⑤ 磁 気テープ,磁 気デ ィスク ・パ ックなど購入時に整理番号 を付与 し,台 帳 を完備 し

てお く。

⑥ 定期的に在庫状態 を検査す る。

⑦ 保 存場所の温湿度条件 を良好に保つよ うにす る。

⑧ 磁気 テープの場合,長 期保存 に限界 があ るので,一 定の周期 でコ ピーす ることを考

える。

(b)機 密 保 護

機密保護は,前 項(a)の安 全管理 とも密接 な関係 があ り,ま ず,情 報保存 の安全 が保持 さ

れ ることが前提 となる。

機密保護は,コ ンピュー タで利用す るデータに関 してだけでな く,シ ステム活動 におい

て発 生す るい くっ かの機密事 項にっいて も保護対策 を講 じてお く。

① データに関す る機密保護

デー タ ・ファイルが安 易に取扱 うこ とがで きないよう,い くつかの配慮 を施 してお く。

・コンピュー タのオペ レーシ ョン指示 は,特 定の管理者に よって行 う。

・可能 な らば,コ ンピュータ ・オペ レー シ ョンは専任 オペ レー タが行 い,他 の者 は コ

ン ピュータ ・ルームへ入室 不可能 とす る。

・プログラム ・テス ト等 に本番 データの使 用は極力行 わないよ う工夫 す る
。

・コンピュー タ出力 の うち,特 に機 密を要す るものを出力す るときは,責 任者 の立ち

会 いを行 う。

・ミスとなった出力帳票 は,裁 断または焼却 を責任者立合 いのもとで行 う。

② オンライ ンにおけ る機密保護

オンライ ン ・リアル タイム,タ イ ムシェア リング,リ モー ト・ジ ョブ エン トリーなど

遠隔地から通信回線 を利用 しての コンピュー タ ・ファイルからの出力 は,コ ンピュー タ

が中央の ものだけでな く,極 めて手近 かなもの として活用 されるこ とにな る。

そのため,不 特定多数 の人達が多 くの端末機 を利用 して,情 報 を容易 に得るこ とがで

きる。

したがって,こ の面での情報の機密保護に対す るい くつかの考慮が必 要 となる。
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・端末機 に保護機能 を設ける

一般的 な もの として鍵穴を端末機に作 り,操 作する人,そ れぞれに異 なった鍵(Key)

を与 えてお く。そのKeyが ない と特定の情報 が得 られない よ うにす る。

その他 の方法 として磁気カー ドがあ る。銀行におけるキャッシュ ・デ ィスペ ンサの

暗調番号は,そ の一例 であろ う。

・ファイ ル(ラ ンダム ・ファイル)に 保護 キー(プ ロテ クシ ョン ・キー)を 設ける。

このキーは暗号であ り,こ の番 号を用 いない と該 当す るファイルか らの操作はでき

ないよ うにファイルを保護す る。

'プ ログラムの保護 キー(プ ロテクシ ョン ・キー)

フ ァイル と同様,暗 号 を設けて,該 当す るプログ ラムを利用す る場合,そ の利用 を

制限する。会話型のタイム ・シェア リングな どで使用 され ることが多い。

③ 文書に対す る機密保護

システ ム設計 からプ ログラミングにおける文書(ド キュメン ト)は,情 報に関す る機

密事項 を多 く含 んでお り,保 存管理 を厳重 にす るこ とによってのみ機密は保持 され る。

その意味か ら,専 任者 としてライブ ラリアンを置 いてい る場合があ る。

④ 要員 のモラル向上

どのよ うに厳重 な機密保護対策 を講 じても,コ ンピュー タ部 門の要員のモラルが高 く

保たれていない と片手 落ちであ る。

そのためには,個 々の作業の重要性 を認識す ることは当然のこととして,こ の部門の

責任 の重 さを徹底す るよう心掛 ける。

日本の国民性 から,機 密保護 につ いては,や や もす るとその重要性 に対す る認識 がと

だえ勝ちである。管理者 は,定 期点検 などを通 じて問題 点な り改善策 を見出 し,着 実に

保護対策 を施 して いかなければならない。

ケー ス ・ス タデ ィとして諸規定の設定 を試み る学習方法 も有効 であろ う。

◎ コンピュー タ室の安全管理

災害な どによ り万一 コ ンピュー タが長時間停止することがあると企業に とって致命傷 と

な りかねない。

そこで,コ ンピュータの安全管理 のためには,さ ま ざまな工夫が必要 となる。

コンピュー タ室の安全 管理上,主 要な事項 をあげ説明す る。

また,安 全管理 の観点 から代表的 なコンピュータ ・センタの見学 による学習が有効である。

① コンピュー タ設置場所

火災などの災害を考 えた場合,つ ぎのような場所 が望ま しい。
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・堅ろ うな鉄筋 コンク リー ト・ビルデ ィングで耐火構造で あるこ と。

・場所 として ,周 囲に民家等 がなく類焼の恐れがない こと。

・地盤 の比較的 しっか りした場所 であ り,地 震にたえられ ること。

'2台 以 上の コンピュー タで地域分離 が可能な らば,そ の考 慮 をす る。

・厳 しい条件 のオンライン ・リアルタイム ・システムをとる場合,電 力会社 か ら

の配電が2系 統受け られ ること。

・浸水な どの恐れがないこと。

以上 のよ うな点 を満足する ことは,企 業の立地条件な どで困難 な場合 が多い。大規 模

なコンピュータ設置 を行っているケースー特 に金融機関に多 くその例 を見 ることができ

る一は,コ ンピュータ専用 ビルディングを設け,諸 条件 を具備 している。

また,コ ンピュータ専用 ビルを賃借 し,多 くの企業が共同入居 してコンピュー タを設

置 している例 もある。

② コンピュー タ室の保安

コンピュー タ室の安全 をはかるためには,部 屋の設計に次 のような配慮 が必要 とな る。

・電算機 および必要機器 を設置す る十分 な面積 を確保する。

・床 に十分な強度 をもたせ る。

・関係各 室 との連絡 をとりやす くす る。

・振動 ・電気 ノイズに問題が ないこと。

・塵挨対策 をとること。

・火災に対す る予防処置を とるこ と。

・容 易 に入室 ができない設備 にす る
。

これ らの設備の安全性確保 のために管理上 の諸基準 を設 け,そ れ を遵守 してい く。

このよ うに基準 を設 けた り,厳 重 な管理 を実施 しても,か つ,災 害 に会 うこ とが考 えら

れ る。そのための保険 として 「情報化保険」があ る。

この保険 につい ては,保 険会社 とよ く相談 して利用すべきであろ う。

また,通 産省情報産業局 ・情報処理振興課がま とめた資料等を参考に学習す る。

(d)監 査制 度の採 用

EDP監 査 は,企 業 内の監査 のみならず外部監査人に監査 を委託す る例 もある。

日本公認会計士協会 による 「内部監査の手 引書」,昭 和52年3月 に 日本情報処理 開発協

会 がま とめた 「システム監査体制確立への道」 などを参考に し,内 部監査 の手引 として活

用す ることに より,機 密保 護 ・安 全管理 が一層充実することが考 えられ る。

理想的 には,内 部 監査 の専任者 またはグループを設定 し,種 々の点についての定期的 な
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監査 を実施す るとともに,外 部 監査人 を並行的 に活用するこ とであろ う。

(3)サ ー ビス性の保持 ・向上

コンピュー タ部 門は,利 用部 門(ユ ーザ)に 対 し,

・処理 の正確性保持

・迅速 なシステ ム開発

・迅速な情報提供

・利用部 門の要 請に対する適確 な判断

・利用部 門か らのニーズ把握 と整理

・運用に関す る手続 き訓練 と指導

など,高 いサー ビス性 を保持す る と同時にその向上 をはかっていく義務 がある。そのため

には,新 しい技法 を積極的 に導入 して改善 をはかっていきながら,利 用部 門 とよ り良い接触

を保持す る必要がある。

(a)利 用部 門(ユ ーザ)と のコミュニケーシ ョン

コン ピュータ部門は,そ の性 格 か ら,ユ ーザ 部 門 と遊離 しやすい状態 にな ることが考

えられ,種 々のコミュニケーシ ョンをとるよ う工夫す る。

① 定期的会合 をもっ

職制ご との定期的 な会議 によ り,両 方の事情 をよ く理解 し合 う場 を設け る。

② 重要事項決定機関 を設ける

システム化 の要請 を全社 的な視点 から決定す る第3者 機関 を設ける。

機関 の名称 と しては,rEDP委 員会 」,「EDP推 進会議」な どと呼ばれ,EDP担 当

役員な どが主催す る企業 レベル の最高意思決定機関 もあれば,部 長ク ラスで構成 され る

場合 もある。

③ 要員 のローテーシ ョン

コンピュータ部 門と利用部門 との間 でかな り意識的に要員の交替 をはかっていき,コ

ミュニケーション ・ギャップ を解消す る。

④ 要員の社 内留学制度 を設け る

コン ピュータ部 門か ら利用部 門へ,ま た,そ の逆 の企業内留学制度 を設け,人 の交流

に より両方 の意志疎通 をはかる。

⑤ システムのPRを 心 掛け る。

実施中のシステ ムお よび新 し く計画 したシステムの内容 について書き ものと してま と

め,コ ン ピュー タ部 門はPR活 動 に心掛 ける。

その他,パ ンフ レッ ト・スライ ド・映画な どを用意 して,利 用部 門にシステム内容や
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コン ピュー タ部 門についての理解 を求 めるためのPR材 料 にす る場合があ る。

⑥ ユーザ部門 とコンピュータ部門 との間での手続 きの明確化

運行 して いるシステ ムへ の改善要請 および新 しいシステム開発 への諸要求事項は,口

頭 による伝達だけではな く,一 定の文書 ならびにその手続きを制定 して利用す るこ とが

望 ま しい。

「改善要望書」,「 開発要望書」 な どを設け,コ ンピュータ部 門はそ の内容 を検討 し,

回答欄に回答 を記入 したの ち,迅 速にユーザ部 門に フィー ド・バ ックする。

このよ うな文書を制定す るこ とに より,ニ ーズの整理 が実施 できる。

(b)処 理 の正確性 保持

正確性 を保っ ためには,プ ログラム作成か ら運用に至るまで,い くっかのチェック ・ポ

イ ン トを設け,利 用部門に対す る信頼性確 保にっ とめなければな らない。

システム開発上 の留意点は,単 元D1,D2を 復 習 してみること。

ここでは,特 にテス トについて復習 し運 用管理上の配慮点 を学習する。

① テス ト計 画 と実施 の徹底

テス ト計画に折 り込むべき事項 には,つ ぎのよ うな項 目がある。

'テ ス トのスケジュール

●テス ト・データの作成方 法

'テ ス ト結果 の検証方法

・テス トに使用す る支援 プログラム

・ユーザ部門のテス ト参画

・所 要物品の調達 と取扱 い

・稼動 に関する時間予測 と計測実施

システム ・テス ト段 階は,従 来の手作業に代 って十分 な適用性 があるかどうか検 証す

ると同時 に,利 用部 門 における新 シス テムへの習熟 を併 せ狙 う意味をもっている。

システム ・テス ト段階では,シ ステム移行の可否 を判断す るため,次 のような点に留

意す る。

・イ ンプ ットの到着状況

・ア ウ トプ ッ トの利 用部 門への到着状況

・イ ンプ ッ トのエラー発生状況

・プログ ラムの適応性

・オペ レー シ ョン状況
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システム ・テス トは,大 規模 なオンライ ン ・リアルタイ ム ・システ ムの場合,長 い期

間 と大量のテス ト要員 およびマシン ・タイ ムを必要 とす る。 また,テ ス トの結果 によっ

ては,か な りの部分の再開発 を余儀 なくされ る場合 もあるが,実 施 ・移行後 に問題 が発

生す ることを可能 な限 り事前に防止す る意味 をもっている。

② 運用管理 の徹底

システム開発が完了 し,コ ン ピュー タによ る定常的な運行 が開始 されたのち も,処 理

の正確性 を保持す るために,運 用管理上作業体系 を明確 化し,そ れぞれにつ いての責任

分野 を定めてお く。

システム運用 に関する作業体系と しては次 のものがある。

日 程 管 理

入力データ作成

オペレーション

稼 動 管 理

作 業 管 理

障 害 管 理

ハー ドウェア保守管理

用 品 管 理

設 備 管 理

1/O管 理

資 料 管 理

ソフトウェア管理

標準化設定と推進 ・管理

そ の 他 事 務

図1.2コ ン ピュー タ運用作業体系図

正確性保持 のための配慮点 をあげ解説す る。

〈日 程 管 理〉

定常的なス ケジュー リング,す なわち,日 時 ・週間 ・月間のスケジュー リング を立

て,そ れ を維持することが中心にな るが,ス ケジュー リングの阻害要因 とその対策が

必要であ り,そ のためには余裕 を見込 んだス ケジュー リングが望 ましい。

スケジュー リングの阻害要因は次 の ようなものがある。

・臨時の飛込み業務

・プ ログ ラム ・テス ト(デ バ ック)

'再 試行(リ ラン)

〈入力 デー タの作成〉

入力データの種類 は多様化 してきてお り,い ずれ の場合 も・正 確なデー タをコン ビ
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ユ一 夕に入力す るための検査手続 きを確立 してお く。

入力データは,そ れぞれについてエ ラー を検出する方法は異 なるが,本 格的 な処理

を行な う前に,入 手 による検査,プ ・グラムによるチェ ック強化 をはかる。

〈オペ レーシ ョン〉

コンソール'オ ペ レー ション,フ ァイルや プ リンタのハ ン ドリングな ど機械操作,

オペ レーシ ョン準備,実 績 の記録 などの作業 がある。

ここでは,操 作 ミスの原因の一つ としてプログラムの質が問題 となることから,プ

ログラム設計 お よびプログラム作成時の配慮点 を習得 してお く。

・コンソール ・メッセ ージを多用 しない。

・ま ぎらわ しい コンソール ・メッセージは出力 しない
。

・出力 メッセージの標準化 を行 う。

・ジ ョブ ・コ ン トロールカー ドか らの指示 を用い る。

・磁気 ディスク,磁 気 ドラムなどの設備 がある場合 は,磁 気 テープの使用 を極力少

なくす る。

・標準出力 帳票 を多 く活用 し,帳 票 の種類 を少な くす る。

・オペ レーシ ョン指図書 の作成 に留意す る。

〈フ ァイ ル 管 理〉

コンピュー タ処理の ためのフ ァイル の事前準備お よび処理後 の保存管理であ り,コ

ンピュー タ処理の中で もファイルの持つ重要性は大 きい。

〈稼 動 管 理 〉

機械 の稼動 状況,使 用効率,作 業 の実施状況 などを把握 し,総 合的に稼動 に関す る

管理 を行 う。

〈ハ ー ドウェア保守管理〉

通常 の場 合,コ ンピュー タお よび周辺機器な どを導入 した場合,メ ーカー ない しは,

販 売各社 と保守契約 を締 結 し,保 守 を担当 して もらうこ とになる。

事前保守 のためには,十 分 なマシ ンタイムを提供する ことに留意す る。

部品の点検,定 期的 な保守,障 害記録 に もとつ く対策 などによ り,正 確なデー タ処

理が より保証 され る。

〈1/O管 理 〉

入力 データの受付窓 口であるせん孔作業 の手 配,デ ー タのチェ ック,引 渡 しなどを

行 う。正確 な入力デー タの確保および,コ ンピュータ出力 の利用部 門への引渡前 のチ

ェ ックなど,こ のセクシ ョンにおける処 理 の正 確 性 は ユ ー ザ との接 点で あ り,コ ン
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ピュータ処理に対す る信 頼性 を高 めることにな る。

〈標準化の設定 ・運用 〉

システム設計や プログラムの標 準化 のみならず,運 用管理面で標準化可能 な部分は,

可 能な限 り標準 ・基準 を設定 し,継 続的 な改良 と運用 を心掛 ける。

(c)迅 速 なシステム開発 と情報提 供

利用部 門の要求 を満足 させ るために は,正 確 な情報処理 とともに,シ ステ ム開発お よび

情報の提供の迅速化である。

システム開発ニー ズに対 して迅速に答 えるためには,開 発要員 とコンピュータ ・タイム

を増加 させることも一つの方法 である。

しか しながら,必 要 とす るコス トを考 え合せれば,企 業規模に見合 った適切な規模があ

り,自 ずと限界があるので種 々の工夫 が要 る。

単元D2の 復 習 の意味 か らシステム開発の効率化 に役立つ 方法をいくつかあげ解説する・

① 高級 プログラ ミング言語 の採用

アセ ンブラ言語 の使用 は,多 用 され る共通サブルrチ ンに限定 し・COBOL・FORT-

RAN.PL/1な どの コンパイ ラを極力使用す る。

② プログ ラム ・ジェネ レー タの使用

レーポー ト・プログラ ム ・ジェネ レータなどの例にみられ るように,コ ンパ イラ言語

をつ くり出すプログラム ・ジェネ レータを使用す るこ とに よリプ ログラ ミングの生産性

を向上 できる。

③ 汎用 プログラムの利用促進

コンピュータ ・メーカーの作成 ・提供 した汎用 プログラムを利用す るだけでな く,使

用頻度の高い プログラムを順次定型化 し,汎 用 プログラム として使用す ることは,生 産

性 向上 となる。

④ ユーザが利用 で きる簡易言語 の提供

使用できるデー タ ・ファイル を限定 して,ユ ーザ 部 門に お いて 簡 単 に利 用 で き る

データ出力用 の簡易言語 を提供す る。データ ・ベース ・マネジメン ト・システムを利用

す るよ うな場合,こ の ような簡易言語 をもっているケースがある。

この言語 をユー ザ が使 用 す る こ とにより開発部 門の手 をわず らわ さずに,デ ータ出

力 を直接得 るこ とができ る。

⑤ データ ・ベー ス ・マ ネジメン ト・システ ムの利用

最近 の傾向 として,デ ー タ ・ベー ス ・マネジメン ト・システム(DBMS)を 活 用す る

例が増加 してきた。このシステ ムは,メ ーカーから提供 され るものや市販 されているも
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のがある。DBMSの 導 入 には慎重 な検討が必要であるが,開 発 および保守 の容易性 を

増加す ることができる。

⑥ タイム ・シェア リング ・システムの利用

タイム ・シェア リング ・システ ム(TSS)お よび リモー ト・ジ ョブ ・エ ン トリー ・シ

ステム(RJE)の 利 用は,コ ンピュータ・プログラム を端末機 から投入す ることに よって,

処理結果 を早 く得 ることが でき,開 発 の迅速化 をもたらす。

⑦ オープン ・プ ログラマ制 の採用

ユーザ部門でプログラ ミング を行 い,コ ンピュータを利用す る制度 であ り,前 述⑥の

タイム ・シェア リングの利用 とあいまって有効 な制度 である。

しか しなが ら,コ ンピュー タ部 門は,そ の運営管理 に十分 な配慮 を行わないと利用上

の混乱が発生す る。

⑧ 保守の容易 なソフ トウエアの作成

ソフ トウエア保守 の増加 は,保 有 プログラムの数お よび開発の時間的経過 もあ るが ,

最近 のコンピュータのフ ァミリ ・シ リーズ化 も,プ ログラムの老朽化 の一因 となってい

る。

保守 の容易な ソフ トウエア作成 に留意す ることは,変 更な どに対 する処理 を容易に し,

ニーズに迅 速に答 えることに もな る。

保 守の容易性の面か ら,ソ フ トウエア作成上 の留意点をあげる と,そ れは開発の効率

性向上のための手法 とかな り一 致す る。 このこ とは,ソ フ トウエア作成 とい う一断面で

な く,開 発面での一貫性 が必要な ことを物語 ってい る。

保守の容易性 とソフ トウェアの老朽化 を防止す るいくつ かの点 をあげ る。

・徹底 したモジュール化 をはか る

・文書 を完備す る

・ユティリテ ィ,サ ブ ・ルチー ンの多用

・共通 テーブルの活用

・実行 タスク(プ ログラム)を 大 き くしない

⑨ リアル ・タイム化指向

オンライ ン・リアルタイム ・システ ムの導入はコス ト面で大 きな負担 となるが,ま た,

大 きな効果 を得 ることができる手段 で もある。すでに リアル タイムを実施 してい る場合

において も,そ の規模 を順次拡大す るこ とによ り情報提供 の迅速化 が推進 される。

オ ンライン ・リアルタイム を導入す る場合 は次のような多 くの困難 さがあ り,そ の打

開が前提 となる。
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・コス トが上昇する

オンライ ン可能 なコンピュー タの設置,通 信端末機器 の導入,通 信回線料 の発生 な

どバ ッチ処理 に比較 して相当額 のコンピュータ ・コス トの上昇 となる。

'高 水準の利用技術の要求

通常 のバ ッチ処理 と異 な り,通 信関係,障 害復 旧対策,プ ログラム構造設計な どか

な り高度の利用技術 を習得す る必要がある。

・障害対策へ の設備投資負荷

オ ンライ ン ・システ ムの停止は,利 用部 門に とって致命的 であり,可 能な限 り短時

間の停止 に とどめなければ ならない。そのた め次のよ うな特別の設備投資 をもっ場 合

がある。

・切替 え用予備 コンピュータの用意

・予備 電源装置の設置,自 家発電,無 停電装置な ど

・通信 用線 の2重 化ないしは,公 衆通信網への切替 え利用

そ の他,無 停止 システ ムが必要な場合 は,さ らに,コ ンピュータ設備 の完全 な二重

化 をはか ることにな り,相 当の コス トア ップ を覚悟せ ざるを得ない。

1.4経 営 との っなが り

1.1で 述 べ たよ うに,コ ンピュー タ部 門は,経 営 と強いつ なが りをもっている。また,経 営

との直属的所属形態 をとることが多い。

この ような経営 との強い結 びつ きは,

① 経営の ニーズに迅速 に対応 できる。

② 他部 門 との融合性 をはか りやすい。

③ 経営的視野 に立 った企画 を立案 しやす い。

な どの利点か らである。

コンピュー タ部 門の組織は,当 初,従 来か ら存在す る経理部門,総 務部 門,人 事部 門,あ る

いは企画部 門な どの下部機能 として出発 した組織体 が多 く見受け られた。その後,コ ンピュー

タによ る適用業務範囲が拡大す るにつれ,独 立 した部門 を形成す るよ うになった。

このようにコ ンピュー タ部門が独立性 をもつ に至った場合は,

① 予算規模 が相対的 に大きくな った。

② 業務処理の中枢 となった。

③ コン ピュータ利用 にょるコス ト ・ダ ウンが大 きな比重 を しめるよ うにな った。

な どであ り,こ れ らの ことから トップ ・マネジメン トは,コ ンピュー タ部 門の業務 を十 分把握 し
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てお くことが必要 である。そしてこのような立場からコン ピュータ部 門は報 告制度 を確立 し,

トップ ・マネジ メン トへ常 に適正な報告がなされ るよ う努力 すべきである。

(1)EDP委 員会 の設置

EDP計 画 の意思決定 を行 う最高機関としてrEDP委 員会 」またはrEDP計 画 推 進委

員会」を設置 してい る例が ある。

EDP担 当最高責任者 一一一副社長または専務

EDP担 当取締役

組 織上 の位 置づ けは,図 の よ うな個所 にあ り,EDP部 門以外の役 員 クラスで構成 され る。

EDP委 員 会は全社 的立場か らコンピュータの有効活用 を推進 し,評 価す る委員会であ り,

主 た る役割 りは,次 の通 りであ る。

① コ ンピュータ ・システ ム計画の承認

② コン ピュー タ活用の徹底

③ コン ピュー タ活用 の評価

EDP委 員会 に よりコン ピュー タ部門の活動 は公正に評価 され,新 しいシステム計画 な ど

が あった場合,推 進 が一層 はか り易い ものとなる。

(2)コ ン ピュータ化 に よる企業組織の変容

企業組織 の効率化 を考 える と,コ ンピュータの高度 利 用 が大 き な要素 となって くる。 こ

のことは,コ ン ピュータ ・ゼーシ ョンの進展による組織の変容 が発 生 して くる可能性 を秘 め

てお り,組 織変更 には経営 トップの判断 が必 要とな る。

コンピュー タ化に伴 う組織 の変容について主な点 をあげる。

(a)現 場 作業の集約化

コンピュー タ業務 の適用拡大 によ り単純業務 は減少 し,コ ン ピュー タ化 できない,窓 口

的,監 視的,営 業的業務 のみ現場に残ってくる。 したがって,こ のよ うな業務 はあらたに

集約化 ・簡略化 され組織 は変容す る。

G))ミ ドル ・マネジメン トの精鋭 化

定型的な意思決定 の多 くは コン ピュータによ り処理可能 とな り,シ ステ ム化 され集権化

されてい く可能性 があ る。
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ミ ドル ・マネジ メン トは,従 来 より一層創造的職能に進 んでい くであろ うし,多 くの ミ

ドル ・マネジメン トを要 していた部 門は,少 数精鋭化 していく。

(c)ト ップ ・マ ネジメン トの充実

情報伝達手段の充実 により,多 くの情報が迅速 に トップ ・マネジメン トに集 中す ること

になる。 また,戦 略的意志決定 も,数 学的手法 とシミュ レーシ ョン手法な どのコン ピュー

タ化が進展す る。

このことから,ト ップの意 思決定のプ ロセスは質的に高 められる。

ω ゼネ ラル ・スタッフの強化

組織 内の情 報のコン ピュータに よる集中管理 によ り,企 画,管 理部 門が集約化 され強化

され る。この スタ ッフが,情 報の収集 ・分析 ・立案 を行 い,こ の選択的情報 にもとついて

トップの意思決定が行われ る。

(e)ト ー タル ・システ ム化

トータル ・シス テム化 が推進され ると,生 産,営 業,経 理,資 材,人 事 とい う各職能 部

門間で,シ ステマティックな情報が共有され,各 職能間が有機的につ ながるよ うにな り,

職能間の壁が除かれていく。

(3)プ ロ ジェク ト・チームの推進

コンピュー タ化 が進展 して くると,従 来 の個別業務 のシステムを トー タライ ズして,ト ー

タル ・システム(総 合 システム)と す る必要性が生 じて くる。 トータル ・システムは,企 業

内の職能別組織 を超 えた,情 報 の流れ にそった横断的 サブ ・システ ムの集 合 としてシステム

化 されるのが特徴である。

このよ うな トー タル ・システムの建設は,コ ンピュー タ部門のみ で実行す ることは困難 で

あり,各 利用部 門から人員の参加 を求 めプ ロジェク ト・チームを編成す る。 コンピュー タ部

門は,そ の推進場 となる。

このよ うな プロジェク トは,経 営 の長期計画 の一貫 として位置づ けられ,定 め られ た期間,

資 金,人 数に より目的 を完遂す るのが特徴であ る。

指導上の留意点

(1)コ ン ピュータ部 門の組織的 な位置づけ,特 殊性 を他部 門 と対比 して説明す る。

② コンピュー タ部 門の機能 につ いては.複 合的 機能面か ら説明 し,独 立企業体 としての観点

か ら指導 してい くこ とが望ま しい。

(3)こ の章は,他 の章の総集編的な構成 になってお り,コ ンピュータ部門の運営管理 全般 の概要

が把握 できるよう指導す る。
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(4)ケ ー ス ・ス タ デ ィ と し て,い くつ か の企 業 の組 織 を採 り上 げ て 解 説 を加 え る 指 導 が望 ま し

い 。
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第2章 コン ピュー タ部 門の要 員管理

キ ー ワー ド

要 員 の 分 類(classificationofpersonnel),要 員 管 理(managingcomPuterper-

sonnel),シ ス テ ム 分 析 者(systemsanalysis),ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ マ(ap-

PlicationProgrammers),デ ー タ ベ ー ス 管 理 者(databaseadministrators),ス_

パ ー バ イ ザ(supervisors),オ ペ レ ー タ(operators),入 力 処 理 要 員(dataentryper-

sonnel),通 信 関 係 専 門 家(telecommunicationspecialists),技 術 相 談(technical

servicegroups),ラ イ ブ ラ リ ア ン(librarians),ス ケ ジ ュ ー ラ(schedulers)・ イ ン

ス ト ラ ク タ(instructors),要 員 ロ ー テ ー シ ョ ン(jobrotation),リ ー ダ シ ッ プ(lead-

ershipstyles),経 験 の レ ベ ル(experiencelevels,careerpaths)・ 教 育(educa-

tion,training),要 員 の 能 力(personnellevel),管 理 者(manager)

目 標

コンピー タ部門は,さ まざまな職務 をもった要員 によ り構成 されてお り,要 員管理 の優劣 が

開発から運用 にわた る効率性 を決定す る重要な要素の一つ となる。

この章 では,

・要員の種類の認識

・要員育成 のあ り方

・要員管理 のポ イン ト

・要員の ローテー シ ョンのあ り方

を学習 し,各 業務におけ る管理職,管 理職の補佐,あ るいは リーダー と して身につ けてお くべ

き知識 という観点で説 明する もの とす る。

内 容

前章で学習 したごと く,コ ン ピュー タ部門の組織形態が企業 によって まちまちであ り,ま た,

企 業組 織全体の中でもこの部 門の位置づけがまちまちである。

この章では,要 員管理 をよ り巾広 くとらえる意味か ら,開 発か ら運用 までを含 む一貫生産型

で比較的規模 の大 きなコン ピュー タ部 門を想定 して学 習す る。

要員管理 を検討す る場合,つ ぎのよ うなことが前提 となる。
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① 企業におけるコンピュータ導入の経過および利用形態の差異。

② 情報処理要員に対する社会的評価が確立 していない。

③ 企業内における要員の地位が不確定である。

また,コ ンピータ部門における要員管理に係る問題の特質 として,次 のようなことがいえる。

① 非常に高度な技術が必要であり,技 術を身につけるための期間が長い。

② 慣性的な人員不足の傾向がある。

したがって,人 的資源の有効利用 と人材開発が情報処理業務の効率化を推進することになる。

2.1要 員 の分類

(1)要 員 の分類 を説明する場合,次 のよ うな組織 を前提 として学習す る。

企画管理担当

マ ネ ー ジ ャ

づ
理
べ↓デ

管

当

や

担

ジ

P

－

D

ネ

E

マ

開 発 担 当

マ ネ ー ジ ャ

プ ロ ジェ ク ト

ダ

プ ロ ジェ ク ト

ダ

技 術 担 当
マ ネー ジ ャ

オペ レーテイング

テ ム

保 守 管 理

ベ ー シ ッ ク

ソフ トウエ ア

開 発 管 理

運 用 担 当

マ ネ ー ジ ャ

コ ン ピ ュ ー タ

オペ レー シ ョン

械

ジ

機

↓

助

砧

補

方

図2-1コ ン ピュータ部門組織 の例
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要員 は,次 のように分類 し,説 明する。(必 ず しも一般的な定義 はない)

表2・1シ ステム設計開発分野の要員

・ システム ・エ ンジニア

システム分析者(シ ステム ・アナ リス ト)

シ ステム設計者(シ ステム ・デザイナー)

技術専門家

OR分 析 者

・ プ ログラマ

アプ リケーション ・システム ・プ ログラマ

オペ レーティング ・システム ・プ ログラマ

デー タ ・ベー ス ・システム ・プログラマ

・ そ の 他

通信関係専門家

データ ・ベース管理者

文書管理者

表2●2オ ペ レー シ ョ ン分野 の要 員

●

■

■

●

●

●

◆

スーパー バイザ(監 督者)

コ ンピュー タ ・スケジュー ラ

コン ピュータ ・オペ レータ

エ ン トリー ・オペ レー タ(キ ーパンチ ャ)

ライブ ラリアン(磁 気 ファイル管理者)

デ ータ管理者

通信機器管理専門家

その他の分類 と して,米 国InfomationSystems誌 の1976年 度 給与調査による職種は・

つぎの ようになってい るので参考 とす る。
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① 管理 職の分 類

Managerof

DataProcessing

デ ー タ処 理 シ ス テ ム 部 長

Managerof

SystemsAnalysis

シ ス テ ム 分 析 課 長

Managerof

Programming

プ ロ グ ラ ミ ン グ課 長

DataCommunication

Manager ,

デ ー タ通 信 課 長

Managerof

ComputerOperations

コ ン ピ ュ ー タ ・オ ペ レー シ ョ ン課 長

KeyEntrySupervisor

キ イ 入 力 監 督 者

②

図2-2EDP関 係 管 理 職 の 例

要 員 の 分 類

ComputerSystemAnalyst

ComputerSystemAnalystandProgrammer

Programmer

DataCommunicationOperator

ComputerOperator

ComputerI/OController

TapeLibrarian

KeyEntryOperator

図2-3
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(2)要 員の業務遂行機能

要員を大きく

システム設計 ・開発分野の要員

{'
オペレーション分野の要員

に分け,代 表的な職種の機能をあげる。

(a)シ ステム設計 ・開発分野の要員の機能

通産省が実施している 「情報処理技術者試験」の案内書によれば,つ ぎのように定義 し

ているので参考とする。

特種情報処理技術者……システムエンジニア

第1種 情報処理技術者……上級プログラマ

第2種 情報処理技術者……初中級プログラマ
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]
「般に情報処理技術者は,コ ンピュータを利用 した情報処理システムの開発,設 計からその運用に至る

幅広い分野で活躍する者の総称として用いられます。下図は,そ れらの分野と第1種,第2種 情報処理技

術者試験の対象者および特種情報処理技術者試験(シ ステムエンジニア試験)の 対象者の活動分野との関

係を図示したものであります。

①

問 題 の 表 不

ズ の 提 示

②

ム

書

成

テ

計

作

スシ

設

の

合

対象システムの目的の解明

問題の認識 確定
実 情 の 把 握

一 ー ー ー 一 ③

特種情報処理技術者
の活動分野

新システムの基本設計
電子計算機の果す役割
基本的手段の設定
システム内での機械化分担の決定

・EDPシ ステム設計書 の作 成

入 出 力 の決 定
フィル ム の設 計 等

他システム とのインター フェイス

・プ ロ グ ラム の モ ジュ ー ル

・プ ロ グ ラム間 の イ ンタ ー フ

ェ イ ス
・入 出 力 の 設定

・フ ァ イル 設 計 の確定

電子計算機処理のためのプロ
グラム仕様の決定(プ ログラ
ム設計書の作成)

(具体的な入出力処理内部処理の明確化)

プ ロ グ ラム設 計=書に も とつ く

プ ロ グ ラ ミ ング

フ ロー チ ャ ー トお よ び コーデ

ィ ン グそ の他 文書 化

プ ロ グラム の デ バ ッ グ

テ ス ト ・ラン

プ ロ ダ クシ ョン(実 際 運用)

第1種 情報処理

技術者の活動分野

o

第2種 情報処理 システム設計書

技術者の活動分野 にもとつくプログ

ラム設計書の作o成

プ ロ グラ ム設

計 書 に もとず

くプ ロ グ ラ ミ

ン グ

ぱ 蹴 グ)

以後オペレータの作業分野

図2-4情 報処理技術者試験の対象者と活動分野(通 商産業省)



㊤ オペ レー ション分野 の要員の機能

① コンピュータ ・オペ レータ

電子計算機要員 の うち,最 もコンピュータと密接 して従事す る職種 であり,電 算機 を

ラン ・ブ ック(オ ペ レーシ ョン ・マニ ュアル)に もとついて操 作す る人達 をい う。

・多重処理(オ ンライ ン
,リ モー ト・プ ロセス,バ ッチな ど)

・オンライ ン処理(デ ータ通信)

な どの発達によ り,オ ペ レーシ ョンも専門的要素を要求 される。

② スケジュー ラ

コンピュータで運 行する システムが増大 し,ユ ーザ 部 門 に処 理結 果 を配布 するター

ン ・アラン ド・タイムが厳 しく要求 され る。

コンピュー タの有効活用 のためには,ス ケジュー ラによる厳格な運行予定表 に もとつ

くオペ レーシ ョンが必要 となる。

ス ケジュー ラは,過 去の運行 実績 に もとついて,日 々のコンピュー タ ・オペ レー ショ

ンスケジュールを決定 し,オ ペ レー タに指示す る機能 をもつ。

③ 磁気 ファイル ・ライブ ラリアン

磁気 テープ ・ファイル,磁 気 ディス ク ・ファイルなど,外 部記憶媒体 の保管およびファ

イル庫からの入出庫 を行 う人達 をいう。

コンピュー タ利用の拡大 は,磁 気 ファイル の量的増大にっながる。

また,機 密保持 ・安全管理 の観点か らも磁気 ファイル管理 の専任者 である ライブラ リ

ア ンを設 ける必要 が発生 した。

④ キー一・エン トリ・オペ レー タ

別名 キーパ ンチャ とも呼ばれ てお り,デ ータ処理の入 口を担 当する職種である。

パ ンチ ・カー ド作成 のほか,デ ータ ・エ ン トリー ・マ シン として,

・キーツーテープ

・キーツー カセ ッ ト

・キー ツーデ ィス ク

'オ ンライン入 力

な ど,パ ンチ ・カー ドを媒体 としない入力方式が多用 され るよ うにな り,入 力作業が合

理化 されっつ ある。

この職種 の特徴 は,次 の通 りであ る。

① 女性 中心 の職場である。

② 作業 は正確性 とス ピー ドが要求 される。
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③ 要員管理,コ ス ト面か ら外 注の利用が多 い。(67.7%の 企業 が利用 … … コン

ピュータ白書'76)

以 上 の要員の機能は,日 本において職種 としての細分化 もはか られ てお らず,給 与体

系 も年 功序列型で,他 の職員 と明確 に区分 している例 は少ない。

2.2要 員 の育成

コンピュー タを効率 よく駆使 し,情 報 システム化による成果 を得 るためには,コ ン ピュー タ

部門 の要員 を計画的 に育成 することが必要 となる。

ここでは,一 般企業 のコンピュータ部 門にお ける要員育成 について学習す る。

(1)教 育 の 形 態

教育形態 と しては,企 業 内教育 と企業外教育 とに大別され る。要員教育は,こ の両 者を併

用す るのが大部分 である。

(a)企 業 内 教 育

企業 内における情報処理教育 は,そ の企業 によるコンピュータ ・リゼー シ ョンの度合 と

密接 な関係 をもち,さ まざまな形態 が存在す る。

つ ぎのよ うな発展形態 が一般的 に見受け られ る。

コンピュータ担 当部 門(少 数 メンバ)

u

部 課長 な どミ ドル ・マネ ジメン トへ

」

トップ ・マネジメン トへ

o

全社員 を対象 とした教育

また,つ ぎのよ うな発展形態 もある。

メーカーによる教育

」

コン ピュー タ部 門内の計画 による教育

」

全社 レベル の一般 教育

実際には,次 のような問題点か ら,企 業 内教育は,十 分行 なわれていない傾 向がある。
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① 教育 を担当するインス トラクタが不足す る傾向が ある。

② 教 材等 の体制の整備が困難。

③ 慢性 的 な要員不足 となるケー スが多 く,要 員教育 のた めに十分な時間 をさけない。

これ らの問題 点 を解決するためには,コ ンピュータ部 門にお いて,

① 教育担当専任者 を設 ける。

② 専任者 は,公 的機関(例 えば情 報処 理研修 セ ンタ)で 適切な研修 を受 ける。

③ 要 員教育計画 をもち,定 期的に実施す る。

④ 社 内一般 社員 に対する知識向上のた めに,一 般教育研修部門に対 して情報処理 の

カ リキ ュラムを組 み入れるよ う働 きか ける。

⑤ 一般社員に対する解説書(社 内の業務適用例 も折 り込 んだもの)を 作成 しPRす

る。

⑥ ミ ドル ・マネジメ ント,ト ップ ・マネジメン トのための研修を企画する。

な どの実践 的な施策 が必要である。

㊤ 企 業 外 教 育

コンピュー タ ・メー カによる要員教育が企 業外教育 で最 も多 く採 られてい る形態 である。

その他の教育 として,

・ 各種 専門学校への派遣

・ 情報処理研修 セ ンタへの派 遣

・ 各種 講習会へ の参画

な どがあ り,こ れ らを併用 して知識向上にっ とめてい る。

コンヒ。ユー タ ・メーカによる教育は,ど の メーカも力 を入れてお り,カ リキュラムやイ

ンス トラクタが充実 している。

教育 コースは,お よそ次のよ うにな っている。

コー ス別

階 層 別

E

D

P

S

入

門

プ

ロ

グ

ラ

ミ

ン

グ

経

営

科

学

オ シ

ベ

レ ス

1

テ_

イ ア
ン

グ ム

デ シ

1ス

タ
_

通 ア

信 ム

シ

ス

テ

ム

設

計

ト ッ プ ・マ ネ ジ メ ン ト ○ ○

ミ ドル ・マ ネ ジ メ ン ト ○ △ ○ ○ ○

専 門 要 員 ○ ○ ○ ○ ○ 〇

一348一



コンピュー タ ・メーカの教育方法 と しては,次 のような方法が ある。

① 企業 ヘィンス トラクタが出向いて教育す るもの。

② メーカーの研修所 において実施す るもの。

③ 通信教育に よる もの。

② 教 育 の 方 法

どのよ うな要員教育 の方法 を採 用す るかは,各 企業の コンピュータ部門によ り異なるが,

要員 の レベル ・アップは,直 接的に コンピュー タ部門の生産性向上につながることもあ り,

さ まざまな工夫 が必要 となる。

情報処理要員 の養成は,っ ぎのように教育 と実務 訓練(OJT)を 併用 して実施 され るケー

スが多 く見受 けられる。

(・ ・テ… ンジ・ア)(・ ・ア ・プ・グ・・)
A
↑ ↑

爪

情報処理研修センタ(IIT)

OJT
一 ー 一

=手 一 一

↑

(プ ・ グ ・ ・)

↑
一 ー 一 一 ー 一

■司書一 一 ー 一 一OJT

↑

メ ー カ ー の ユ ー ザ 教 育

爪

学 校

外 部
講 習 会

外 部

講 習 会

その他教育の一貫として実施されている方法を列挙する。

① 研究グループ活動
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グループによ りテーマを選定 し,継 続的に研究 し,発 表 し合 うことに よ り知識向上 を

はかる。

② 情報処理技術者試験の受験

企業 が受験料 の負担,受 験 のための勉強会の実施,合 格者 の優遇な どを行 ない,受 験

を積極的 に支援することによ り要員 の レベルアップをはかる。

③ 技術動向等の伝達

雑誌 ・図書等の充実 をはか るこ とと併せて,外 部講習会等への出席,部 内における発

表等 を通 じて,新 しい技術動向の習得 をはかる。

(3)要 員育成の環境づ くり

要員育成 のた めの環境づ く りには,ま ず部門のマネージャレベルの人達 に高 い意識 が必要

なこ とはいうまでもない 。

情報処理部門 の要員育成 の大部分 は,仕 事 を通 じて,い わゆるOJTに よる育成 であるとい

える。

このこ とか ら,作 業 を実施す る場 合のチームの組み方 と作業方式 の標準 化が重要 である。

チー ムの組み方 としては,シ ステム ・エ ンジニアを頂点 として,プ ログラマに至る ピラミ

ッ ド型のチーム編成 が望 ま しい。

その他,要 員育成 の環境づ く りとして留意すべ き事項 を列挙す る。

① 図書 ・雑誌な どの充実

② 定期的 な研修 セ ンタへの派遣

③ 海外視察等への派遣

④ 外部講 習会への派遣

⑤ 部内での定期的講習会 の実施

2.3要 員管理のポイ ン ト

(1)要 員 の職業倫理(モ ラル)

コ ンピュー タ部 門は,効 率 化,機 密 保持 の点か ら要員のモラル向上に配慮 しなければな ら

ない。

要員 に対 しては,作 業 と教育 を通 じて情報処理に関す る知識 を取得 させ,そ の重要性 を認

識 させる。

情報処理作業 に従事する要員 に関する作業心得 をいくつか挙げる。

① 協調性 の保持に よる人間関係の円滑化

大部分の作業 がチー ムによる作業 であ り,良 いチームワークが必要 である。
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② 創造性 の発揮 と実行の勇気

システムづ くりの多 くは,す ぐれた創造性 の発揮 によ り生 まれ る。また,新 しい システ

ムづ くりは,困 難 さが常にっきまとうものであるだけに ,実 行 にあたっては勇気 あ る行動

が必要 となる。

③ 健康の保持

コンピュータ部門の作業は,ル ーチン ・ワークが少なく,特 に,シ ステム開発 要員 は,

勤務が不規 則にな りがちである。健康保持 に十分留意 しなければ ならない。

④ コス ト意識の徹底

情報処理 は,企 業 の合理 化のために必要な手段 であるだけに,シ ステム開発,オ ペ レー

ションな ど,ど の作業においても各人 に コス ト意 識の徹底 をはかる必要 がある 。

⑤ 機械 の保全

コンピュータは高価な ものであ り,火 気 ・電源に留意 し,オ ペ レーシ ョンの基本 動作 を

守 るこ とによ り機械 の保全 をはか る。

⑥ 機密 の厳守

情報処理 の内容,出 力 された結果 など企業 にとって重要な情報が コンピュー タ部 門で取

り扱 われている。これ らの情報 の機密 は厳守 しなければ ならない。

(2)各 種 要員 の管理

作業 を正 しく遂行するための要員管理上の留意点 をあげ る。

① プ ログラマ管理

最近 は,欧 米 においてプ ログラム犯罪が話題 になってお り,こ の面か らの管理方法 をあ

げてみ る。

●プログラ ミングの分割

'プ ログラミングの担 当変更

・ リーーダーによる管理 ・チェック

・機種転換に よる変更

・標 準化の確 立

日本 においてほとん ど意識 されていな いのが実情 であろ う。

② オペ レー ション要員管理

オペ レー ションを円滑に行 うには,勤 務 内容 と要員数が キーポイ ン トであるが,稼 動 し

ている諸 システムのオペ レー ションが容易 であることが前提 であ り,ミ スが生 じないシス

テムが最 も望ま しい。

オペ レーシ ョン ・ミスを少な くするためには,つ ぎのよ うな方策 を確立す る。
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・エラー ・チェ ック方式の確立

ロジカル ・コー ド・チェック,マ スタ ・プアイルによるチェック,合 計によるチェッ

ク,日 付によるチェ ックな ど。

・作業表 の準備 とチ ェック

'作 業完了時 のチェ ック

・オペ レー ション体制の確 立

スー パーバイザ,勤 務時間,無 理 なオペ レー シ ョンの排除など。

③ キーパ ンチャ管理

データ作成は,情 報処理の入力準備作業 として重要性 をもっているが,次 のよ うな点 で

内部管理上 の問題が多い。

・けん しょう炎な どの職業病 があ る。

・単調作業 が連続 す る。

・作業量が一定 でない。

・若 い女性 がきら う……華か さがない

・腕 の良 し悪 しが明確にわかる。

●退職が早 く補 充が困難 。

これ らの困難 さを さける方法 としては,採 算 は悪 いが要員数 を多 くし,作 業 に余裕 をも

つ こ とが唯一の解決策 とな る。

2.4要 員の ローテー ション

企業 内の各 セクションとの適度 な人事交流は,コ ンピュータ部 門とその他の部門 との コミュ

ニケー シ ョンをよ り円滑化す るとともに,情 報処理 に対す る全社的 な理解度 を増す ことによる

効果 も期待 できる。

一方 ,コ ンピュータ部門は,と か く閉鎖 的 な部門 とな り・ ユーザの真のニーズ把 握 が 困難

となるこ とが考 え られ る。

部 門内にお ける要員 ロー テー ションは,要 員のモラル ・アップ・生産性 の向上か ら必 要であ

り,外 部部 門お よび部門 内部の ローテー ションの両方 について,要 員管理 の円滑化 の面か ら配

慮 していかなければな らない。

ここでは,要 員 ロー テー ションの具体策 を学習す る。

(1)外 部 部門 との ロー テー ション

外部部門 との人事交流は,通 常人事異動の時期 に行 なわれ ることが多い。そのほか,研 修

的 な意味での コンピュー タ部門 と他 の部門 との交流 も意味す る。
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外部 との ローテー シ ョンとして行なわれている方法および人事的な面か らの施策 をい くっ

かあげる。

① 経営 との人事 政策 の約束

定 期的 な人事異動 にお いて,ロ ーテー ションが計画的かっ継続的 に行 なわれ るよう,コ

ン ピュー タ部 門か ら経営に対 し要請 し,経 営 との約束 を得 てお く。

・入社 採用時の配慮

・新入社員 の配属方法

例えば,他 部門への配属 をまず行 ないコン ピュー タ部門 に とっては,他 部門から研修に

派遣 され て来た要員 の中で,適 性 を見分け,定 期的な人事異動に より、 コンピュー タ部門

の要員 とな るケースが見受 けられ る。

また,ユ ーザ 部 門 へ派 遣 され たコンピュータ部門の要 員は,情 報処理 の社内への普及

と,ユ ーザ部門 の業務知識吸収 とい う,2つ の局面 をもってお り,有 効な手段 である。

③ 企業内 の情報処理普及 の度 合

企業 にお ける情報処理 形態が,集 約的 に行われているか,分 散的 に行われているかによ

り,ロ ー テー ションの方式 も相違す る。

ここでい う分散的 とい う意味は,製 造工業等 に多 く見 られ るよ うな オー プン ・プログラ

マ形式による情報処理 形態 であ る。

分散処理形式では,必 ず しもコンピュータ部門 との人事交流 によるユーザ部門 と連携動

作 よ りも,全 社 的な情報処理教育体 制の確立 が指 向され る。

② コンピュー タ部 門内の ロー テー ション

コンピュー タ部 門内は・大き く・シス テム開発 とコンピュー タ運用(オ ペ レーシ ョン)に

分け られ る。

システム開発においては,稼 動 システムの保守(シ ステム ・メインテナ ンス)と 新規 のシ

ステム開発 に区分 される。

コン ピュー タ運用 は・ コン ピュータのオペ レー ション,入 出力 データの管理,機 器 の保全

デー タの保全な ど,さ まざまな機能に分かれている。

大規模な コンピュー タ部門にお いては,機 能別 に組織化 されてお り,要 員の種類 も多 く,

内部における要員の計画的 な ローテー ションが必 要 となる。

よ り良い システム を建設す るた めには,シ ステム開発か ら運用にわたる全般的な経験 と知

識が必要 であ り,こ の面か らも内部 の ローテーションは,意 識的かっ計画的 に実 施され る。

内部 ロー テー ションの必要事項 のい くつかをあげ る。

① 職種 の区分 を明確化す る
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開発 ・運用 を問わず,業 務範 囲を明確 にし組織化する。このことは・よ り専門的 な業務

の遂行による生産性向上 と効率化 を意味 してお り,要 員 の適性 とローテー シ ョン ・プラン

がたてやす い。

② 内部のプ ロジェ ク ト・チーム化

そ の時 々の経営 のニーズを効率化 よく消 化すること,お よび要員 の レベル ・ア ップのた

めに,プ ロジェク ト・チー ムを弾力的 に編成する方法がある。

この場合 は,チ ーム ・リー ダーの能 力にチームの効率 が左右 され るこ と,お よび作業基

準の明確化が前提 とな る。

③ 内部管理 セクションの設 定 とロー テー ション

内部の開発 スケジュール管理,予 算管理,コ ンピュー タ運行管理,文 書管理 などの機能

を管理セ クションとして設け,そ のセ クシ ョンと他 のセクションとの ローテー ションを計

画的 に行 うことに より,広 範な知識 の向上がはか られ る。

④ 開発 と運用の ローテー ション

開発 と運用 は,非 常 に密接 な関係があるが,各 々のセクションが独 立 していることが内

部統 制上良い結果 をもた らす 。

それだけに,要 員 の硬直化 が生 じやす く,意 識的に ローテー ションをはかる必要がある。

最近の傾向 として,開 発の中の プログラムの外注 。運用 におけるデータ ・エ ン トリー,

コ ンピュータ ・オペ レー シ ョンの外注 などによ り,従 来,専 門的であ り人事交流の困難 さ

を伴 っていたセ クションとの交流範 囲が除外 されっつ ある。

このことは,専 門的 な内部職種 の外部情報処理 専門会社 の利用が,要 員管理 の困難性排

除に役立つことを意味 してお り,情 報処理 コス ト・パフォーマ ンスの面か らも検討 され る

べ きテーマである。

指導上の留意点

(1)コ ン ピュー タ部門 の機能細分 化が要員の種類増加とな っていることか ら,機 能 と要員 との

関連づ けの観点か ら指導 してい く。

② 要員 の育成 ・管理 に関す る問題点 は,各 企業に とって多 く存在 してい る。問題 を挙 げ・そ

の解決策は どうあるべきか を指 導 してい く。

(3)要 員 の ローテーシ ョンは,部 門内,他 部 門との間 とを問わず,各 企業に よって,種 々の工

夫 がなされてい る。実際 のケース を調査 し指導 してい くことが望 ま しい。

(4)要 員教育方法 としての課題 訓練は,単 元B2第6章 を復 習 してみ る。
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表2・3米 国 の デ ー タ 処 理 セ ン タ の 要 員 例

職 種
給 与

(1カ 月) 遂 行 機 能

部 長 $3,330 管 理 一 間接 費(注),プ ロ ジェ ク ト計 画/統 制,シ ス
テ ム調 査.リ ポ ー ト作成,シ ステ ム設 計

次 長 1,166 管理/「 般管理

シ ス テ ム ・ア ナ リ ス ト 2,166

シ ステ ム調 査,シ ステ ム設 計,シ ス テム仕 様,プ ロ グ

ラ ム ・テ ス ト,シ ステ ム ・テ ス ト,シ ス テ ム変換/実

施

シ ステム ・ア ナ リ ス ト補 佐 1,330
フ ォー ム設 計,ド キ ュ メン テー シ ョ ン,シ ステ ム調 査,
シ ステ ム仕 様

デ ー タ 課 長 1,800 フ ァイ ル検 査 フ ァ イル訂 正,リ ポ ー ト作成,監 督

デ ー タ 課 長 補 佐 830 フ ァイ ル検 査,フ ァイ ル訂 正,リ ポ ー ト作成

デ ー タ 課 長 補 助 員 666 フ ァイ ル訂 正

シ ス テ ム 課 長 1,500 補 助 プ ロ グ ラム,シ ステム仕 様,シ ステ ム設 計,シ ス
テ ム ・テ ス ト,シ ステ ム変換/実 施

シ ス テ ム ・プ ロ グ ラ マ ー 1,500
プ ロ グ ラ ム ・ コー デ ィ ン グ,プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト,シ

ステ ム ・テ ス ト ・ ジ ョブ ・ラ ン

プ ロ グ ラ マ ー 1,666
プ ロ グ ラ ム ・ コー デ ィ ン グ,プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト,シ

ス テ ム ・テ ス ト,フ ァ イ ル 訂 正

プ ロ ダ ク シ ョ ン 課 長 1,666 ハ ー ドウエ ア据付 け,ス ケ ジ ュー リン グ,監 督

o"

プ ロ ダ ク シ ョ ン 課 長 補 佐 1,190
ハ ー ドウエ ア設 置,プ ロジェ ク ト計 画/統 制 ,ス ケ ジ ュ
ー リ ン グ

補 助 プログラム ・プ・グラマ ー 1,000 補助プログラム

プ ロ ジ ェ ク ト 課 長 1,330 プロジェクト計画/統 制

キ イ パ ン チ 係 長 1,000 キ イパ ンチ,監 督

キ イ パ ン チ ・オ ペ レ ー タ ー 916 キ イパ ンチ

サ ー ビ ス 調 整 係 長 1,166 リクエ ス ト準 備,ジ ョブ準 備,監 督

サ ー ビ ス 調 整 補 助 員 666 ジョブ準備

コ ン ピュ ー タ ー ・オペ レー タ ー 830
、""

ン ヨ フ ・ ラ ン

コ ン ピ ュ ー タ ー ・

オ ペ レ ー タ ー 補 助 員
666 ジ ョブ ・ラ ン,照 合/バ ー ス ト

上 級EAMオ ペ レー タ ー 1,330 ジ ョブ ・ラ ン,照 合/バ ー ス ト

速 記 者 836 ドキュ メ ンテ ー シ ョン,シ ステ ム仕 様,一 般 管 理

タ イ ピ ス ト 750 ドキュ メ ンテー シ ョン,シ ステ ム仕 様,一 般 管 理

○ これ らの要員は,日 本 の企業 において どのよ うな構成になっているか,コ ンピュー タ

白書1976年 版 の資料を載せ た。
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この表 か ら,業 種に よる要員数 または要員の割合がかな り相違す ることが分 る。

表2・4コ ン ピュータ利用状況およびオンライ ン化調査集計表

種別 ・1社 当 り社 内要員数平均

職 種

業 種 別

庶

務

そ

の

他

パ

ン

チ

ャ

1

オ

ペ

レ

|

タ

プ

ロ

グ

ラ

マ

S

E

管

理

職

合

計

人

数

回

答

社

数

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 業 計 ,0 2.8 2.8 .0 5.3 5.3 .6 .8 ト5 4.3 .0 小3 2.1 .1 2.3 3.1 .0 3」 10.3 9」 19.5 6

二 次 産 、業 計 .7 2.1 2.9 .0 5.6

'

6.7 2.8 1.0 3.8 6.6 L2 7.9 5.1 」 5.2 2.2 .0 2.2 17.7 11.2 田.0 618

三 次 産 業 計 3.1 5.2 8.3 .0 7.9 8.0 5.3 1.2 65 8.6 L6 10.2 6.1 .1 6.2 3.9 .0 4.0 η,2 16・1 43.4

1

臼5

公 務 計 L4 .9 2.4 .1 8.6 8.8 2.2 .4 2.6 6.4 .7 7.2 3.5、.1 3.6
.L6

.4 2.o 15.4 lL4 濁.8 1宏'

6

7

12

8

79

全 産 業 計 L9 ふ4 5.4 .0 7.4 7.5 3.9 LO 4.9 7.5 L3 8.9 5.4 .1 5.5 2.9 ,0 3.0 2L9 13.5 35.4 膓汚7

主

な

業

種

繊 維 工 業 1.o 2.6 3.7 .0 6.2 6.2 L4 L8 3.3 5.8 LO 6.8 3.0 ・0 ⑳.0 L5 .0 L5 12.8 11.9 頒.7 39

化 学 工 業 .3 2.3 2.7 .0 5.0 5.0 L9 .9 2.8 5.1 1.5 6.7 5.2 .0 5.2 |.9 .0 L9 14.7 9.8 為.6 抱

石 油 製 品 製.造 業 .6 4.8 5.5 .0 9.8 9.8 5.3 L5 5.8 9.4 L5 10.9 7.4 ,0 7.4 2.8 .0 2.8 お,6 17.6 4>3 12

鉄 鋼 業 2.4 6.2 8.7 .5 8.3 8.8 15.0 ト4 16.4 17.6 ふ5 21」 15.5 .3 15・9 4.9 .0 4.9 ヨ}.2 性9 76.ハ 刀

電 気 機 械 器 具

製 造 業

2」 3.3 5.5 .0 9.4 9.4 2.8 .6 3.5 12.0 1.5 13・5 9.8 ,2 10」 45 .o 4.5 31.4 15.2 46.6 69

輸 送 用 機 械 器 具

製 造 業

L3 2.4 3.7 .3 13.3 13.5 4.4 LO 5.5 8・8 1.2 lo.1 6.0 .3 6.3 2.6 .0 2.7 Z〕.8 18.4 42.2 57

卸 業 ・ 商 社 ,8 2.5 3.4 .0 5.】 5.1 L3 ,7 2.0 3.4 .9 4.4 2.8 ,0 2.8 L6 ,0 1.5 10.▲ 9.4 )9.5 107

小 売 業 ,3 L5 1.8 .o 8.1 8.1 L5 .6 2.2 3.4 ,3 3.8 1.6 .0 L7 L4 .o |.4 8.5 10.8 57.3 田

金 融 業 3.2 8畠 11.6 .1 8.1 8.2 8.8 2.2 1LI 1L8 2.5 14.4 6.0 、0 6.1 5.4 .0 5.4 355 21.4 171.0 133

生 命 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)

6.5 2).8 酪.3 .0 43.8 43.8 5.0 3.1 8」 跳.0 7.3 35.3 32.8 .0 32.8 15.0 .0 15.0 87.3 幽4 13>5

損 害 保 険 業(含 代

理 業 ・サー ビス業)

10.8 硲.1 79.0 .0 L2 L2 」 .2 .4 12.1 7」 19.2 19.4 .2 `9.7 |ふ4 .4 13.8 56.0 η.5 85・5

電 力 ・ ガ ス 事 業 4.9 2.8 7.7 .0 12.7 12.7 13.9 1.5 15.4 a).6 2.0 22.7 14.8
.o 14.8 12.3 .0 12.3 ㊦.6 19.1 田.8

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業

L3 1.〕 2.5 .0 7.3 7.3 L2 .5 L7 5.2 L3 6.6 2.5 .0 25 2.5 .1 2.6 12.8 10.5 10Z3

情 報 処 理 サ ー ビ ス

業 ・ソ フ トウエア業

8.1 8.7 16.8 .222.3 22.6 14.2 L7 16.0 z≧.7 3.5 26.3 12.0 ,3 12.4 7.8 ,1 7.9 65.2 鵠.8 」
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表2・5業 種別 ・全従業員規模別 ・社内要員数比平均

金従 業 員規 模 無 五 五 一 二 四 五 て ≒ 五
一 合

○ ○

～

○○

～

○

○

～

○

○

～

○

○

～

○○

○
～

○
○○

～

0

8
～

(～

○
記 人 二 四 九 ○

九 二 三 四 九 、 、 、

○
未 九

九 九 九 九
九
九
九
九
九
九 人

九 九 九 九 九 九 九 以
社 内要 員数 平 均 人 満 人 人 人 人 人 人 人 人 上 計

全従業員数 .6 ,0 .0 6.0 .0 ,0 6.0 9.0 37.0 29.5 ,0 19.5
一 次 ♪c業 計

比 平均(%) .00 .00 .OO 2.52 ..00 .00 .94 .64 い11 ,43 .oo .60

全従業員数 61.8 3.5 6.3 6.3 8.5 7.9 10.6 19.7 38.1 65.8 234.8 29.0

二 次 産 業 計
比 平均(%) .00 ll.29 8.75 3.45 2.54 1.79 L50 L17 1.OI ,92 い17 146

全従業員数 M・3い4・1 22.0 28.6 25.6 19,547.9 4L9 58.2 31.4 279.9 43.4

三 次 産 業 計 1
比 平均(%) ・0016い77 3L89 15.58 7.39 4,446.80 2.40 1.57 1.98 .59 1.85

全従業員数 12.6 15.2 22.4 17.6 6.8 14.6123.1 28.6 21.8 38.2 45.5 25.5

公 務 計 1
比平均(%) .00 74.82 27.83 9.2 1.96 3.31 3」3 L59 .59 .54 .18 .70

/
全 従業員 数139.3 14.0 19.6 22.0 17.4 13.4 25.6 72.4 42.5 77.0 217.1 35.3

全 産 業 計
比平均(%) .nw 6L10 27.83 11.97 5.09 3.05 3.61 1.60 1.14 1.10 .71 L39

全従業員数 3.9 4.0 2.0 5.6 .0 6.0 7.3 24.0 25.0 23.0 12L2 24.7

繊 維 工 業 i
比平均(%) .00 18」8 2.22 2.67 .oo 1・4}ll・16 L36 .65 .31 .84 .85

全従業員数 7.8 .0 3.0 14. 5.6 6.6 1い3 2LO 35.3 76.0 63.5 24.6

化 学:1二 業
比平均(%) ,00 .00 3.61 9.64 L78 1.53 L58 1.21 .94 .97 .50 .98

全従業員数 L2 ,o .0 7.0 .0 3.0 9.0 70.0 64.3 41.0 .0 43.3

主 石 油 製 品 製 造 業
比平均(%) .00 .00 .00 5.07 .00 .71 L62 2.92 1.59 い71 .oo 1.86

全従業員数 2.7 .0 22.0 8.3 1LO 5.0 11.5 20.2 29.6 16.0 750.0 76・1

鉄 鋼 業
比平均(%) ,00 .00 35.48 4.60 3.03 1.02 1.68 L24 ,84 1.33 2.19 L81

電 気 機 械 器 具 全従業員数 6.9 ,0 3.0 3.6 .0 6.7 8.6 18.3 34.0 77.7 438.5 46.6

製 造 業 比平均(%) ,00 ,00 3.75 2.29 .oo 1.52 L25 Lo4 .98 1.05 1.47 L25

輸 送 用 機 械 器 具 全従業員数 5.7 .0 3.0 6.0 9.5 lO.0 9.8 19.5 27.2 85.0 387.6 !42.2

な

製 造 業 比平均(%)
1

.001・00 3.75 2.67 3.01 2.22 1.36 1.14 .78 LI4 147 1.11
一

1

全従業員数 10.6 2.6 4.0 7.9 13.0 ]7.6 25.2 31.9 56.5 120.0 135.0 19.6

勧 業 ・ 商 社
比 平均(%) .00 7.96 4.46 4.23 3.66 4.02 3.66 2.03 1.39 L50 1.35 2.32

全従業員数 3.3 .0 4.0 5.7 9.7 28.0 18.5 28.8 34.5 ,0 ,0 19.3
小 売 業

比平均(%) ,00 ,00 ・1.46 3.42 2.93 5.82 2.81 L86 1.30 .oo .oo 2.15

全従業員数 13.3 14.6 81.0 10.1 20.9 17.7 32.5 63.1 123.8 185.6 344.2 57.0

業 金 融 業
比 平均(%) .oo 48.88 100.00 5.10 5.77 4.01 4.19 3.40 347 2.88 2.25 3.16

生 命 保険 業(含 代 全従業員数 ,6 .0 .0 .0 ,0 ,0 .0 88.5 .0 .0 213.0 171.5

理 業 ・サー ビ ス業) 比 平均(%) .00 .00 .oo .oo .oo .00 .00 3.96 .00 .oo 43 .51

損 害 保険 業(含 代 全従業員数 .7 .0 .0 21.0 16.0 .0 ,0 103.6 .0 293.5 .0 133.5

理 業 ・サー ビス 業) 比平均(%) .00 .00 .oo 9.01 5.33 .00 .00 4.82 .00 4.85 .oo 4.89

全従業員数 1.2 ,0 .0 .0 .0 10.0 13.0 27.0 68.0 64.0 135.8 85.8
種 電 力 ・ ガ ス 事 業

比平均(%) .00 .00 .oo .oo .00 2.22 2.06 3.13 2.24 LO2 .70 .80

広 告 ・調 査 ・情 報 全従業員数 .8 .0 ,o 12.6 14.5 .0 .0 10.0 .0 100.0 .0 23.3

提 供 サ ー ビ ス 業 比 平均(%) ,00 .00 .oo 8.92 4.20 .00 ,00 .60 .00 1.89 .oo 1.92

情 報 処 理 サ ー ビス 全従業員数 7.9 22.8 50.5 142.4 170.3 .0 535.2 16.0 .0 .0 .0 101.5

業 ・ ソ フ ト ウ エ ア 業 比平 均(%) ,00 餌・臼」 82.27 50.79 .oo 75.70 1.27 .00 .00 .oo 69.08
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第3章 システム開発管理

キ ー ワ ー ド

企 業 シ ス テ ム部 門(corporatesystemsdivision),長 期 計 画(long-rangeplanning) ,

ン ス テ ム 開 発 部(systemsdevelopment),デ ー タ ベ ー ス 管 理(databaseadministra-

tion)・ シ ス テ ム 設 計(systemdesign) ,フ ァ シ リ テ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト(facilitymana-

gement),プ ロ ジ ェ ク ト ・マ ネ ジ メ ン ト(projectmanagement),シ ス テ ム ・メ ン テ ナ ン

ス(・ ・9・・mm・i…n・nce),ド キ 。 メ ン テ ー シ 。 ン(d。 、_。n、 。,i。n),シ ス テ ム.ラ イ

フ サ イ ク ル(systemslifecycle),標 準 化(standards),構 造 化 プ ロ グ ラ ミ ン グ(str-

ucturedprogramming),IPT(improvedprogrammingtechnique)
,HIPO(hia-

rchyplusinput-process-output),ト ッ プ ダ ウ ン設 計(topdowndesign)

目 標

コンピュー タ部門の企業内における重要性 が高 まるにつれ ,シ ステム開発についての管理 は

そ の厳格 さが要請 される。

システムは,単 に,要 請 されるがままに迅速 に開発 するだけでなく,メ ンテナンスの容 易性

運用 の容易性 をも十分 に考慮 され たものでなければな らない。

最近の開発お よび運用環境の変化お よび新 しい管理 技法の発生 した背景,そ の方法な どを充

分理解 した上で,コ ンピュー タ部門の開発 管理 に適用 していかなければな らない。

開発管理 につ いて は単元D1第2章 で も学習 したが,こ こでは,実 例 を極力折 り込みなが ら

実際的な知識 を修得 することを目標 とす る。

内 容

コンピュー タ部門 の組織的な変遷 と実体 をよく理解 し,そ の上での開発計画 のあ り方,部 門

運営上 のポイ ン トを把握す る。

また,最 近 の傾向 として,シ ステムの標準 化 とそれ に伴 う文書化,文 書管理 の重要度 が認 識

されて きている。

ソフ トウエアの開発技法,ド キュメン ト技法 の数々が提唱され てきてお り,こ れ らを参考 に

しなが ら,そ の企業 のシステム部門に フィッ トした方式 を積極的 に導入 し,効 率の向上 をはか

ってい る例 も多 い。

一359一



この章では,次 のような項 目につ いて学 習 し,開 発管理 をす る上での予備知 識あるいは留意

すべ き事項 とす る。

① コンヒ。ユー タ部門の組織的変化

② システム要員の職務分化

③ システム開発計画

④ 開発 とメ ンテナ ンス

⑤ 大型 プロジェク トの形成

⑥ 標準化 と ドキュメンテー ション

⑦ 新 しいシス テム開発技法

3.1コ ン ビユタ部門の組織 的変化

第1章 を復習する意味か ら組織 について再度 とりあげ る。

コンピュー タによって処理 され る業務が多種多様にな り,ま た,そ の内容 もよ り経営 の意 思

決定 をサポー トする資料 の作成が多 くな りつつある。 したがって,コ ンピュータ部 門の企業 内

にお ける位 置づけ も変化 をとげっつある。特 にこの傾 向は,コ ン ピュー タ利用 に一 日の長があ

る米国の大手ユーザに見 られ る。

米 国に限 らず 日本 において も,大 手ユーザ もしくは,先 進的 ユーザの コンピュー タ部 門は,

企 業 内において 「企業 システム部 門」(corporatesystemsdivision)と もい うべ き位

置づ けをされるこ とが多 くなっている。即ち,そ の部 門の機能 として,単 なる コンピュータの

プログラム開発やメンテナ ンスおよび コン ピュータ ・オペ レー シ ョンを担 当す るだ けではな く

企業内の システム化 ニーズの長期的視野に立 っての管理 ・企画 ・調整 を行 うため,次 のよ うな

広範な機能 を包含 しようとしている。

① 業務 の処理方式

事務作業,生 産作業 のや り方,手 順等の規定,管 理 。

② システム開発計画の企画 ・立案長期 および短期 の計画

③ システム化(EDP)委 員会 の開催

④ コン ピュータ ・システムの開発

⑤ コ ンピュー タ ・システムの メンテナ ンス

⑥ コン ピュー タ設備 の運用管理

⑦ コ ンピュー タ ・セ ンタ付帯設備 の管理

⑧ 通信関係設備 の管理

通信回線,フ ァクシ ミリ,テ レックス,電 話,国 際通信関係 など。
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⑨ システム関係発送物,郵 送物 の受発信

⑩ 標 準化,ド キュメ ント管理

⑪ 事務 管理,事 務指導

⑫ システム関係 コス トの統 括

導入 コス ト,運 用 コス ト

この ような統合化 された組織 をもっ企業 は,ま だ少 ないが,除 々にこの ような形態へ移行が

行 われ るであろ う。

その理 由 として,っ ぎのよ うなこ とがあげ られ る。

① 統合化に よる,オ ーバーヘ ッ ドを少な くし,コ ス トを削減する。

② 意思統一 と伝達 のス ピー ドア ップによ り,変 化に迅速 ↓こ対処する。

③ 経営 と直結 し,一 体化 した行動 をとっていきやす い。

また,そ れは次の ような傾向に もうかがい知 ることができる。即ち,組 織名称の変遷 である。

コンピュータ部門の名 称は,昭 和30年 代 初頭 から最近 までに相 当変化 して きている。

'事 務 機 械 化 室

・機 械 計 算 課

・計 数 部

.・電 子 計 算 室

・情 報 シス テ ム部

ン ス ァ ム 部

・シス テ ム管理 部

部,局 への昇格

図3・1情 報処理部門名称の変遷

組 織上 の変化は,コ ン ピュー タの導入年 次の早い企業 ほど,ま た,使 用 コン ピュー タの規模

が大 きいほど,強 く表 われ ている傾 向が見受けられ る。

また,シ ステム部門 を企業内の コス ト部 門と して位置づけ,そ のコス トを経費 と考 える場合

と,プ ロフィッ ト部門 としてとらえ,独 立採算 を目指す場合 とに より変化 の度 合は異 なってく

る。
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採算性 の追求 によって,独 立別会社 に分離 した方が企業 もシステム部門 もメ リッ トが大 きい

場合 もあ るからである。

組 織の変遷は,当 然 のことなが ら,業 務 内容 の推移に要因 を求 めることがで きる。業種およ

び コンピュータの導入 年次 により多少の差異 はあるが,概 して次 のよ うなステ ップを踏 んで拡

大 している。

① ステ ップー1

人 事 ・給与 ・財務 ・経理 ・生産 ・販 売な どの うち,一 つの業務 だけ を機械化処理 。

② ステ ップー2

これ ら全部を 日常定型業務 として処理 。

③ ステ ップー3

さ らに予測など企画調査関係の質的 に異 った業務 を加 える。

④ ステ ップー4

各 種業務 をシステム化す る。順次 オンライ ン化へ進む。

⑤ ステ ップー5

別 々に作 られた システムを統合 化 し,ト ー タル ・システムにす る。

下図は,米 国における大規模 な コンピュー タ ・ユーザの システム部門(年 間総 コス ト100億

円以上)の 組織図である。統合化 されたEDP部 門 の一例 と して 参照 され たい。
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組 織 図

CORPORATESYSTEMS

DIVISIONDIRECTOR

LONG-RANGE

PLANNING

長期計画部

METHOD&

PROCEDURES

処理手続部

SYSTEMS

DEVELOPMENT

シ ステム開発部

EDPSTEERING

COMMITTEE

(CSD)

×EDP運 営 委 員 会

・CSDマ スター ・プ ラ ンの立案

・CSD本 部長 及 びEDP運 営 委 員 会 との接 渉

・システム及び事務処理手続きの制定と実施

・社内用(本 支店,本 店内)マ ニュアルの作成 と発行

・各種フォーマット(制 定帳票)の 設計

・事務機器の調査研究

・オ ン ライ ン シ ステ ム開

発 管 理

・営 業 及 び 経 営 情 報 シ ス

テ ムの 開発 管理

・各 種 ア プ リケ ー シ ョン

シ ステ ム

DATA'デ ー タ ・ベ ー ス の 管 理

ADMINISTRATION・ デ ー タ ・ベ ー ス ・シ ス テ ム の プ ロ グ ラ ム 開 発

デ ー タベ ー ス管 理 部

COMPUTER

SERVICES

コ ン ピュー タ運 用 部

INFORMATION

SUPPORT

情報サービス部

・コン ピ ュー タ ・セ ンタ ー

の運営 管 理

'デ ー タ入 力 管理

・オペ レー テ ィ ン グ ・シ ス

テ ムの 開発 管 理

・ユ ーザ 部 門 と連 絡調 整

CSD本 部 内 〃

・コン ピュ ー タ通 信 回線 の

管 理
・電 信電 話 の 管理

・郵 送 物 の管 理

・各 種 コ ピーサ ー ビス

・マ イ ク ロフ ィル ム の管理

図3・2米 国にお ける大規模 コン ピュータ ・ユーザのシステム部門
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3.2シ ステム要員の職務分化

組織 の変化に伴 って,当 然 システム部門要員 の職務 上の専門 化も進行 しつつある。一般 には

次のよ うな形で職務分担が専門化 してきている とい ってよい。

システム

設計者

詳細仕様

↓

システム 詳細仕様者

設計者 作成者

1人 で兼任する職務範囲

妙

→ プ ロ グ ラ マ → オ ペ レー タ

システム設計者

(機 能 仕 様)

システム設計者

(構 造 仕 様)

プログラム

設 計 者 →

(詳 細仕様

プ ロ グ ラ マ

(コ ー ダ)

→ オ ペ レ ー タ

～

図3・3シ ステム要員 の機 能分化

さらに同 じシステム設計者 の中に も事務処理 と科学技術系では別 々の スキルが要求 されるた

め,最 近 では,職 務がよ り細分化,専 門化 され る傾向 が強 い。職務分担 の一例 をあげる と次 の

よ うな ものがある。

① システム企画調査

② システム設計(事 務処理)

③ システム設計(科 学技術系)

④ プログラム設計

詳細仕様 もし くは プログラム仕様設計

⑤ プログラム開発

コー ダ,テ ス ト要員 など

⑥ コンピュー タ運用管理

スケジュール作成,オ ペ レータ管理,機 器設備管理 など

⑦ オペ レー シ ョン

⑧ 入 力データ作成

⑨ ファイル管理
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⑩ オペ レー ションズ ・リサー チ

⑪ 基本 ソフ トウエア管理

オペ レー ティング ・システム,シ ステム ・ジェネ レーシ ョン,ラ イブ ラ リーな ど

⑫ データ ・ベース管理(DBA)

デ ー タ ・ベース(フ ァイル)内 のデータ項 目の規定,管 理,メ ンテナ ンスなど

これ らの職務の遂行 に当って,⑤,⑦,⑧ な どはメー カの要員や ソフ トウエア会社 へ外注す

ることも多いため,専 門化,分 化はよ り一層進化することになる。さらに,上 記職務 の大半 を

一括 して外注す る(フ ァシ リティ ・マネジメン ト)こ ともある。

ファシ リティ ・マネジメ ン ト・サー ビスの利用状況 にっいて,昭 和52年 度 の ユーザ団体連

合会 の調査 によると表3.1の よ うな結果 となってい るので参考 とされたい。

職務分担 が細分化すればす るほ ど,シ ステム部門全体 の動 きを把握 し,各 職務間の相互連絡

手段 を充分 に設定 しな ければな らない。

最近は,一 定 の要員 で一定期間の うちで システムを建設す る。いわゆるタスク ・フォー ス型

の システム開発組織体制 をとる場合 も多 く,「プ ロジェ ク ト・マネジメン ト」が重要 な課題 であ

る。

タスク ・フオースにせ よ,定 型的 な組織にせよ内部の コミュニ ケー ションが不十分 な場合,

次 のよ うな問題 が発生す る。

・ドキュメン トの不備

.シ ステム構造 の不統 一

・責任体制のあいまい さ

・管理不足に よるスケジュールの遅れ

・システム ・メ ンテナ ンスの困難 さ

'シ ステム ・トラブルの多発

・シス テム稼動効率の低下
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・ パ ン

表3・1フ ァシリティ ・サー ビス利用状 況

チ 業 務

● オ ペ レ　 シ ョ ン業 務

● プログラ ミング業務

・ シス テ ム設 計 業 務

み
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26

47
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20
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70
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87
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今後 は,プ ログラミングおよび システム設計分野の外部委託が増加 して い くもの と予測 され

る。また,委 託 している各社の動機 にっいては,次 のよ うな ものがあげられ る。

表3・2外 部 委 託 の 要 因

要員確保の困難 さの解消

一時的業務負担の解消

労務管理問題の解消

経費節厳

他部門との要員 ローテーション容易化

オペ レーションの標準化

委託 に際 しての問題 点につ いては,次 のものがあげ られ るが,委 託するか どうかは,多 分に

経営的判断にかか っている。いつれ にせ よ,専 門化の傾 向お よびコス ト対効果 の点か ら外部委

託 は,増 大 しつつある。

・機密保護上の難点

・運用 ・管理上の問題'

・ノウハ ウの蓄積が減少する

'シ ステム ・メンテナ ンス上 の問題

3.3シ ステム開発計 画

通常,シ ステムの開発計 画は,ユ ーザ部 門からの システム開発要望 もしくは,シ ステム部 門

内か らの要望に もとついて,シ ステム部 内で作成 され る。

「般に,開 発要望 を満足 させ るために必要 なファシリテ ィ ー 主 として開発 人員 一は,シ ス
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テム部門 のもつ ファシリテ ィを越 えることが多 い。なぜ ならば ,コ ンピュー タのキャパシ テ ィ

は,余 力 をもたせてお り,そ れ を上廻る システム開発人員 をシステム部門は保有 していな いこ

とが多 く,ま た,最 近 の傾向 として,ユ ーザ部 門か らの依頼内容 も稼動 中の現行 システムに対

す るメ ンテナンス要求 の方が新規 システム開発要求 を上廻ることが多い。

そ こで,シ ステ ム開発計画の作成 にあた っては,シ ステム部 門に専任 の担当 グルー プ ー 企

画調整機能 一 を設置することが望 ま しい。

その グルー プは,依 頼 された内容 を充分検討 し,条 件 の不備 な点 を補足 し,次 のよ うな観点

に照 ら して,開 発 を行 うか当面保留す るか,ま たは依頼 を断 るかを決 めなければな らない
。

① 開発依頼 の緊急性,重 要性

例えば,法 律 や制度の改正 によって発生する開発依頼や経営政策の変更 によるものは,緊

急性,重 要性が高い とい える。

② 経営上 の長期 システム化計画 との関係

2～3年 内に新 しい体系の もとにシス テムの再構築 を行 うことが決定 されているような場

合,依 頼 された システムが再度再開発の対象 とな るよ うなものは,そ の時期 まで依頼 内容 を

延期 できないか どうかの調整が必要である。

③ 現行 システムの ライフ ・サイクル

開発 され てか ら7～8年 経過す るとそ の間 のシステム ・メンテナ ンスや環境条件 の変化に

よ り,シ ステムの考朽化,す なわち,シ ステム ・ライフの到来が 目立っ ようになる。

そのよ うな システムの再 開発依 頼は優先 して採 り上げる必要があろ う。

また,最 近の コン ピュータの傾 向 として,フ ァ ミリ・シリーズ化が進 んでお り,古 い プロ

グラムが相当の長期 間使用 され るよ うにな り,シ ステム部門の計画 としても 「計画的 な再 開

発」が必要 となって きている。

④ システム部門の開発能 力 との関係

「般に,充 分す ぎるほどの要員 を保有 してい るシステム部 門は稀 であるか ら,限 られた要

員,特 に,シ ステム設計能力 のある要員 をどの ように配置す るかで開発計画の遂行が大 きく

左右 され る。

⑤ コ ンピュー タ,端 末,回 線等 の設備の使用状況 と使用限界

設備の使用状況 によって も開発計画 は左右 され る。特 に,コ ンピュータ容 量の面か ら可用

限界 に近 づいているよ うな場合,よ り緊急性 のある重要度の高 いシステム要求が優 先される。

以上のよ うな条件 を充分考慮 してシステム開発計画 を策定するわけであるが,計 画 自体は次

のよ うな区分がで きる。

① 短 期 計 画
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3～6カ 月 程度 で終了する計画で,シ ステム部門の正規 のメ ンテナ ンスお よび開発要員の

割 り振 りによって遂 行できるよ うな もの。

② 中 期 計 画

実施す ることを前提 に,シ ステム部門の要員は もちろん,外 部 の要員 をも含む プロジェ ク

ト組 織によって対処す る大規模 な新規 システム開発または再構築 。

③ 長 期 計 画

実施す るか否かにかかわ らず,企 業全体の立場 からみて,長 期的な システム体系のあ り方

開発すべ き新 システムの指摘,再 構築す べき システムに関す る計画。

これ らの うち,短 期計画 においては,次 のよ うな内容 を含む開発計画書を作成する必 要があ

る。

・開発する システムの内容

・システムの 目的 と想定 されるメ リッ ト

・開発 に必要な期間 と作業工数

・開発担 当者

・開発に要す るコンピュータ ・コス ト,消 耗品 コス ト等 を含 む費用見積 り

・作業 スケジュール

また,中 長期計画 においては,概 略次 のよ うな内容 を開発計画 書にも り込 む。

・経営か らまたは,内 部か らのニーズ

.シ ステム開発 の 目標 あるいは目的

・期待 される効果,目 標 値

・システムの特徴

・システ ムの概 要および内容

・システム構成 一 ハー ドウエアおよび ソフ トウエア

・開発 スケジ ュールお よび開発体制

・開発に要する費用概算

3.4開 発 とメイ ンテナ ンス

最近 では,多 くのシステム部門にお ける共通 の問題 として,業 務 の主力が既存 システムへの

修正 ・改善,す なわち,メ ィテナ ンス とな ってきている。企業 によっては,要 員 の40%以 上

を投入 しているケース もある。

この傾向は,次 のようなことが要因 として考 えられる。

① コンピュータ規模が大き くな り,多 くの システム を保有 するようにな った。
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② コンピュータ ・ハー ドウエア自体が ファミ リー ・シ リーズ化 してきてお り,シ ステムが

長期使用 され るよ うになった。

③ 経営変動がはげ しく,環 境の変化,経 営の変化が著 しい。

④ ユーザの シス テムに対す る理解が深 まって行 き,改 善要望 が多 く出 され るようになった。

一般 に
,開 発 とメ ンテナンスを厳密に区分することは困難で あ り,ま た,そ のいずれが得策

であるかを識別するこ ともむず かしい。例 えば,現 在実施 されていな い業務の システム化が開

発であ るが,既 存 システムのマスタ ・ファイルの レイア ウ トを変更 し,そ れに関連す る相 当数

の プログラムに修正 を加 え,さ らに新規 のプログラムを追加 する ような場合 は ,メ ンテナ ンス

ではあるものの,新 規開発 とも言 い得 るよ うな性格 をもってい る。

また,こ のよ うな場 合,新 たな システム設計方針 の もとに関連す るシステム全体 の再構築 を

計るこ とに よりシステム効率を上げ る方 が結果的には利益 となる ことがあ る。

この観 点から最近でてきているのが,定 期的 な再開発(scheduledscrap&build)と い う

考えである。いかな るシス テムでも開発後6～7年 一 計画 か ら通算す ると7'-9年 一 経過

す ると,そ の間の社会 的,制 度的変化,企 業 内の変 化によって,い わゆ るメンテナ ンスに耐え

得 ないような ものにな ることから,シ ステム部 門の予定 され た業務 として再 開発作業 を組み込

んでい くものである。

定期的再開発 のためには,常 に システム要員 の何割か を確保 してお くこ とは言 うまでもない

が,最 も重要な ことは,部 門の運営方針 として確立す ることである。

なぜな らば,こ の計 画 は,外 部 ユーザか らの ニー ズでな く,シ ステム部 門内部 からのニー

ズであ るだけに,と か く腰 くだ けにな り,計 画遂行 が困難 とな りがちな問題 である。

また,シ ステム設計方針 として も,再 開発が容易にな るよ うに,サ ブ ・システム毎 のモジュ

ー ル化
,サ ブ ・システム間 のイ ンタフェースの単純化 ・明確 化に必掛 けなければな らない。

3.5大 型 プロジ ェク トの形成

前項に述べた 「定期的な再開発」 によって も,

・オ ンライ ン化 の大幅な拡充

・端末 システムの入れ替 え

・セ ンタ ・コンピュー タの機種変更や グレー ド・アップ

といった大きな節 目においては,充 分な対処ができないことが多 い。

このような場合には,中 期計画 の立案,大 型 プロジェ ク ト・チームの形成,経 営 に対す るオ

ー ソライズが必要 とな る
。

プロジェ ク ト・チー ムの形成 に当 っては,
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・チーム組織構成

・作業計画

・運営方法

・プロジェ ク ト・マネジャ,リ ーダの役割

に留意する必要 があ る。

システム要員 の専門化に伴 って,大 型 プロジェク ト・チームにお いては,特 に・共通 テーマ

を効率 よく処理 するための専 門グルー プが設定 され る。

① 業務処理 設計 グルー プ

② 事務処理方式,帳 票設計 グルー プ

③ デー タ ・ベース,フ ァイル設計 グルー プ

④ オ ンライン ・コン トロール ・ソフ トウエア設計 グループ

⑤ 端末,回 線設計 グルー プ

⑥ 運用管理方式設定 グルー プ

⑦ 共通 プ・グラム設計 グループ

⑧ システム ・テス ト・グループ

といったグループが,プ ロジェ ク トの進渉状況 に応 じて,ダ イナ ミックに形成,再 編成 され,

適 切な プロジェク ト進行 が計れるよ うにされ る。

次に大規模バ ンキング ・オ ンライ ン ・システム開発 プ ロジェク トのマ スタ ・スケジュールと

各開発過程に応 じて変遷す る専門 グルー プ編成(組 織体制)を 表3・3,図3・4に 示す 。
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表3・3大 規模 バ ンキング ・オンライ ン ・システムの開発 マス タ ・スケジュール

昭和47年 昭 和48年 昭 和49年
1
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3.6標 準化 と ドキ ュメンテー シ ョン

標準化 の目的は,結 論的 に言 えば,シ ステム開発の効率 を向上 させ ることであるが,よ り細

分する と,次 の2つ に分け られ よう。

川 システム開発 自体 の効率化

① システム開発段階 と作成 ドキュメン トお よびその内容 の規定 など。

② プログラミング ・テクニックの適用。

② システム開発管理 の効率化

① チー フ ・プ・グラマ ・チーム制な どの開発体制の規定 。

② プロジェク ト管理基準,進 捗状況管理 基準 など。

上記の うち,② については,規 則 としていったん設定 したものは,そ れ を導守 させる必要が

あるが,(1)に つ いては,基 準 を設定 し,そ の運用 にはある程度 の幅 をもたせ ることが必要で あ

ろ う。また,(1)に っ いては,特 に,適 用 した結 果,都 合の悪い部分 は適 時に手直 ししながら,

よ り良い基 準に してい く方法 をとる。

標準化 を推 めるた めには,専 任 の グルー プ,も しくは管理調整 グルー プ内に担当者 を設置す

る必要があ る。標準の設定 のためには,次 に示 すよ うな相 当の作業 が存在す るため であ る。

・現行 システムの問題点 と標準化すべ き項 目の抽出

・標準体系 の設定

・標準設定 ・改訂手 順の設定

・標準化推 進体制の確立

・標準原案 の作成

・原案の各 グルー プ ・リーダへの内覧と意見の収集

・原案 の修正 と修正案 のオー ソライズ機 関(標 準化委員会 な どを形成 してお く)へ の提示 と

承認 の取得

・標準 の公布(標 準書の発行な ど)

・説明会や教育 の実施

・各機関(標 準承認 ・チェ ック,教 育な ど)の 運営

そ の実施 の徹底 を計 るために最 も重要な ことは,シ ステム部 門の最 高責任者 が,標 準化全般

にっ いての深 い理解 と推進 に対 す る決意 をもつことであろ う。

また,具 体的な実 施の道具 として,次 のよ うな ドキュメ ン ト様式につ いての設定が必要 であ

る。

① プ ログラム関連 ドキュメン ト

●プ ログラム ・コーディング用紙
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・出力帳票設計用紙

・入力 カー ド設計用紙

・ファイル設計用紙

② 新 しい開発技法 に基づ く ドキュメ ン ト

・階層的入力 ・処理 ・出力記 述(HIPOチ ャー ト)用 紙

'モ ジュール定義用紙

・モジュール間イ ンタフェイス仕様定義用紙

・データ定義用紙

③ システム開発管理用 ドキュメン ト

・週間 スケジュール表

●プロジェク ト進捗状況管理表

●活動報告書

・長期 スケジュール表

④ 運用管理用 ドキュメン ト

'ラ ン ・チャー ト

・プログラム ・オペ レー シ ョン ・マニュ アル

・磁気 ファイル入 出力指示書

'ラ ン ・スケジュール表

標準化の推進に当っては,そ れ らの ドキュメン トをうま く組合 せて用いることを教 育す るこ

とと,完 成 した ドキュメ ン ト内容 をチエ ツクする常設機 関を設けることがポイ ントで ある・

チェック機関は,専 任要員 を確保するこ とが望 ましいが,そ れが不可能 な場 合は,シ ステム部

門内の各 リーダを委員 とした委員会形式 によるの も一つの方法である。

また,教 育 の一環 として,シ ステム部 門内で規定 した全ての規準 ・基準 ・標準 を集 めた標準

書 を作成 ・配布する方法 もある。

このよ うに,ド キュメ ン ト体 系が整備 され 実行 にうっされ ると,つ ぎの2っ のこ とを考慮 し

ておかなければならない。

① 開発 スケジュールへの折込 み

開発終了時期 に ドキュメン トの整備期間 を見込み,ス ケジュール化す る。

② ドキュメン トの保存 管理

保存 とメ ンテナ ンス規定を設定 し,誰 で もが利用可能なよ う体系的に保存 し管理 を行 う。

大量になる場合は,専 任者 を設 ける。

先に も述べたよ うに,設 計の最終的な産物 は ドキュメン トとして出力され る。適 切な ドキュ
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メンテー ション技 法お よび体 系を整備す るこ とは,よ い設 計を行 うための必 要条件 である。

ドキュメン トについては,公 的 に決 まった様式はな く,各 企業 ともそれぞれ工夫 して実施 し

ているのが現状である。

ドキュメン トについ ては,各 企 業における実 例を学習 する方法 をとる。

3.7新 しいシステム 開発技法

新技法については,単 元D2第3章(3.6)で も学んだが,管 理 的視点で復習 す る。

構造化 プログラミング(structuredprogramming)と い う言葉 が使 われ は じめてか らす で

に数年が経過 している。その間 に も,モ ジュ ラー ・プログラミング,ワ ーニエ ・メ ソッド,ス

トラクチャー ド・デザイ ン,IPT(improvedprogrammingtechnique),HIPO(hira-

chyplusinput-process-output),ト ップ ・ダウン設計 といった シス テム設計 の新 しい

傾 向を示す ことば が多数登場 した。

これ らの新技法の登場す る背景 には,

① ハー ドウエアの急速 な進歩 に対 して,ソ フ トウエアは遅れ気味である。

② ハー ドウエアの コス ト低下傾 向に対 して ソフ トウエア開発 コス トは上昇傾向にある。

③ ソフ トウエアのライフ ・サイ クルが長 くな ってきている。

④ ソフ トウェアが巨大化 しつつ ある・

な どが考え られ る。

これ らの新技法発展 のきっかけ となった構造化 プログラ ミングは,E・W・Dijkstraが ・

1969年 の第2回NATOソ フ トウエ ア ・エ ンジニア リング会 議で発表 した ワー キング'ペ ーパ

ーの中で発表 された ものである。その前 年1968年 に ダイクス トラは,有 名なrGOTOsta-

tementconsideredharmful」 とい うペーパー をCACMに 発表 している。

これ らの考えの中で彼は,プ ログラムが大 き くなるに従 って増大す る困難 さに注 目し,プ ロ

グ ラムの正 しさを証明す る上で,よ い構造 をもった プログラムを作成するため制御構造の制 限

や抽象化の有用性,階 層構造による段階的な精密化な どについて述べてい る。

それ を受 けて,HD.Millsら は次 のよ うな研究 を行 った。

① すべての 「通 常の プログラム」 一 適 正 プログラム(properprogram)一 が3つ の基

本構造 パ ターンのみによって表 現できることを数学的 に厳密 に証明す ることで,理 論的基

礎 を固めた。

② ①が理論的 に証明できて も実際にあるプ ・グラ ミング言語にお いてそれ を採用す るには

制約 があることが多い。そのためそれぞれ の言語 に対 する構造的記述 の規約 を作成 し,具

体的 なテクニックの標 準化 を行 った。
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③ 部門内の教育活動 を行い・開発援助 ライブラ リを基礎に ソフ トウエア開発チームを改革

して実際の開発に適用 した。

ミルズらの研究 に・IBM社 のOS開 発 中に考案 されたHIPO(開 発 すべ き ソフ トウェ アシ

ステムの機能 を表現す るための文書化技法)と,従 来か らいわれて きたモジユー ラ設計の方法

論 として展開されてきた,構 造化設計(structureddesign)が 結 合 して完成 されたのが,IBM

社 のIPTで あ る。

IPTと な らんで,そ れ程 の広範 囲の作業 をカバー していないものの ,各 種 の技法 が発表 され

てきた。

そ のいずれ もが結果的 には,

① コーディング作業 自体 にはほとん ど労力 を必要 とせず,し か も質 をあま り問わない労力

で も遂行できる。

② 開発作業量の大手 は,設 計,そ れ も機能の設定,構 造 の設定 とテス トに費やされ る。

③ 設 計段階での手抜 きが結果的 に コーディ ング時 の余 分な,か つ,困 難な作業 を生 じさせ

ている。

といった点 を一般 に認識 させ,シ ステム開発における機能 の設計 と構造 の設計の重要性 を指適

す ることとなった。

従 って,各 種技法 の適用に当っては,そ の技法の背景 となってい る基本的考え方 を充分理解

し教育することが必要 であ り,表 面的 にまね を して も,思 ったほどの効果 を上げ られないこと

が多 い。

参 考

構造化 プログラミングとIPT小 史

①1968GOTOstatementconsideredharmful(Dijkstra),CACM

1968・3

②1969ダ イ クス トラ 「構造化 プ ログラミング」発表,NATOソ フ トウェア ・エ ンジニア

リング会議

③1971TheprograminglanguagePASCAL(NWirth),Actalnformation

④1972構 造 化 プ ログラ ミング(O・J・Dahl,E.WDijkstra,C.AR.Hoarc),

AcademicPress

⑤1972MathematicalFoundati・nsf・rstructuredProgramming(H・D・Mills)

IBMFSC72-6012

⑥1972ChiefProgrammerteamManagementofProductionProgramming
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(F.T.Baker),IBMSystemsJournal

⑦1974StructuredDesign(L.L・constrantine,G・J・Myers,W・P・sterens)・

IBMSystemsJournal

⑧1975ReliableSoftwareThroughCompositeDesign(G・J・Myers)・

MasonCarterPublishers

⑨1976StructuredWalk-Thr・ughsandInspections・IBMWTSC

指導上の留意点

(1)ソ フ トウエアの開発技法は,近 年,新 しい試みがい くっかな されてお り,実 際 に適用 する

場合 を想定 して,で きるだけ具体的 に指導す る。

② システムの標 準化,ド キュ メン トの標 準化は,開 発管理 レベ ルを向上するための一つの手

段であ り,そ の定着化が問題 である。いかに して定着 させ るか の観 点からの指導 を行 う。

(3)開 発 管理 の実態は,各 企業の コンピュータ部門に よって異な る。 この面か ら,で きるだけ

実例 を折 り込み なが ら指導す ること。
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第4章 コ ン ピュ ー タ の 導 入

キ ー ワー ド

機 種 決 定(computerselection),性 能 評 価(performanceevaluation),性 能 予 測

(performanceprediction),性 能 計 測(performancemeasurement),レ ン タ ル 費

(rentalcosts),買 取 費(purchasecost),ソ フ ト ウ エ ア 調 達(softwareprocure-

ment),サ ー ビ ス の 選 択(selectingappropriateservices),契 約 の 観 点(contractual

aspects)・ 設 置 手 順(installationprocedure)
,保 守 料(maintenancefee),コ ス ト配

賦(chargeout),設 備 整 備(equipmentacquisition),電 源(electricpowerre-

sources),契 約 の 観 点(contractualaspects),

目 標

コ ンピュータの導入は,企 業 に とって,ま た コンピュータ部門にお いて も,一 つの転機 であ

り,機 種決定か らテス ト・検収 にいたる まで特別 の作業 が発生する。

コ ンピュー タ導入に伴 って実 施すべき種 々の作業は,ル ー チン的 なものでな く,一 時的な作

業 であることか ら,学 習の方法 として次 の方法が望 ましい。

① 代表的な コンピュー タ ・セ ンタの見学による知識の習得 。 とくに,付 帯設備の状況 を知

る。

② コンピュータ導入 のケースを設定 し導入作業のイメー ジ ・ア ップをはか る。

ハー ドウエア設置に関 しては,コ ンピュー タ ・メー カ,ま たは販 売 会 社 において専 門組 織

要員体 制が充実 されてお り,コ ンピュー タ部門 としては,そ れに対応する知識 として,こ の章

の項 目を学 習 して いく態度 を とる もの とす る。

コンピュータ機種の決定 にっ いては,従 来か ら経営 レベルの判断によ り実行 され るケースが

見受 けられ るが,コ ス ト対効果(コ ス ト・パフ ォーマ ンス)の 面 から,コ ンピュー タ部門にお

ける専門的見地 を通 じての選択 ・評価 が重視 されつ つある。

このよ うな観点か らも,新 しい技術動向および新機種 などの性能に関す る知識取得な どを折

り込みなが ら指導 してい くもの とする。

内 容

コンピュータの導入 は,買 取制 ・リース制 ・レンタル制 を問わず
,企 業に とっての事業 計画
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の一環 であ り,ま た,情 報処理確立のための大 きな武器 である。

このため,特 に,機 種決定 に際 しては,慎 重 に対処 しなければ な らない。

また,大 型 コンピュータの導入は,附 帯設備面か らの条件整備が要請 され,こ の面 での配慮

が,導 入後 の効率的な運用 の前提 条件 ともなる。

この章では,

① 機種決定 までに行 う,コ ン ピュータの選択 と評価 。

② コンピュータすえつ けのための設備条件 。

③ ハー ドウエアの保守 。

について,予 備知識 と管理上 の留 意点 を学習する。

4.1コ ン ピュータの選定 と評価

コンピュー タの導入 とその活用は,企 業 にとって大きな効果 をもた らす ものである。一方,

コンピュー タは,高 価な ものであ り,限 られた導入資金内において,使 用 目的 に合致 した機種

を選定す るための評価を可能 な限 り厳格 に行 う必要がある。

そのためには,次 の ことに留意す る。

① 導入の 目的 ・方針 を明確化す る。

② 導入推進組織 を確 立 し良きプ ・モータを得 る。

③ 導入 にあたっての制約条件 を明確 化する。

④ コンピュータ評価 の尺度 を多 くもち,色 々な角度 から検討 す る。

このように評価 ・選択 され た コンピュー タの導入は,経 営最高責任者 がその決裁 を行 な うの

が通常である。

(1)導 入 の前提条件

コンピータの選択にあた っては,次 のよ うな諸条件 をよ く検討 し,そ の結果,あ る程度 の

候補機種 の範囲 を絞 り評価することになる。

・導入 の 目的 を明確化する。

・社内の受け入れ体制 を作る。

・適用業務の作業量 を十分検 討す る。

・事前に採算性 を十分検討する。

・先進会社等の見学 と意見 を聞 く。

・適用業務に合 った機種 を選 ぶ。

・メーカーのカタ ログだけに頼 らない。

・経営 トップの意 向を十分確認する。
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コンピュー タ導入計画は,ま ず システムの要求があ り,調 査分析 をし,概 要設計,機 種選

定,適 用性の検討 とい うステ ップが説明 され,図 式化 されて いる。 しかしなが ら,現 実には,

コ ンピュータのハー ドウエ ア構成 の計画 が先行 し,そ れ に合せた適用業務 を選定 し,コ ンピ

ュー タ化 をはかるという例が多 く見受 けられ る。

(a)使 用 目的 の明確化

導入す るコンピュータの使用 目的によって選択 する機種 の範囲が決定する。 したが って

まず,使 用 目的 を明確化す るこ とが大切で ある。

利用方法 としてあげ ると,

例 えば,

① 事 務 処 理

② 技 術 計 算

③ 工 程 管 理

④ バ ッ チ 処 理

⑤ オンライ ン・リアル タイム処理

⑥ タイム ・シェア リング処理

これ らの利用が,単 独の場 合 もあるが,一 般 的 には,複 合的に組合 され利用 される。

また,最 近 の動向 としては,

① データ ・ベース指向

磁気デ ィスク装置 を多用 してのデータの蓄積 と検索 による処理 の高度化。

② コンピュー タ ・ネッ トワーク指 向

コンピュータ同志 を通信回線 で接続 し,資 源(リ ソース)の 有 効利用 をはか る方法。

などによ り,コ ンヒ.ユータの選択 にっいては,ハ ー ドウエアそのものの性能 のみな らず,

そ の性能 を十分引 き出すベー シック ・ソフ トウエ アの優劣は見逃せ ない。

どのよ うな利用形態 をとるにせ よ,導 入する コンピュー タは,何 のために利用す るか と

い う点が先決 であ る。

利 用 目的 を大別すると効果の面か ら,

{

・省力 化の達成(直 接的 コス ト削減)

・管理水準 の向上 ・質の向上(間 接的 コス ト削減)

・機会損失 の防止
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また,シ ステムの適用分野か らみる と,

{
・業務分野(operatlonalsystem)

'管 理 的分野(admlnlstratlvesystem)

・戦略的分野(stretegicsystem)

へ の利用 が考 え られる。

また,次 のような目的 もある。

・計算 ・集 計(operational)

・解 析 ・予測 ・計画(planning)

これ らの 目的 は,通 常,単 独 な ものではなく,複 合 した ものとして計画 され る。

利用 目的 を適用業務 とい う面か らみる と次のよ うな分野が ある。

.生 産

・在 庫

・営 業

・経理 ・財務

・人事 ・労務

・技術 ・設計

・企画 ・調査

・広告 ・宣伝

㊤ 導入推 進体制の確立

経営か らコンピュータ導入 の方針 が打ち出され たら,組 織 としての推進母体 を設置 しな

ければ ならない。

この組織は,企 業の規模,導 入 目的,投 下資金量 ・導入 までの期間な どによ り異 なるが

計画 の初期段階 ではプロジェク ト・チーム型で,ト ップと直結 した 「委員会」が設け られ

るケースが多い。準備段階 も後半 になる と,コ ンピュー タ担 当部門ヘバ トンタツチされ,

よ り具体的な導入準備活動へ と展 開 され ていく。

コンピータ導入 は,そ の企業に とっては じめての場合 と増設 。置き換 え(リ プ レース)

の場合では,導 入推進体制およびその活動内容が相異す るので,こ こでは新規導入 のケー

スと して学習する もの とする。

導入組織 が主 として行 うべき業務は,次 の通 りである。

① 社 内PRと 全 社的協力体制 の確 立

コンピュータ導入 の 目的 とその効果 を十分PRし,計 画が成功す るよ う全社的 な コン

セ ンサスを得 る。通常 の場 合,経 営 トップの強い決意 によ り,行 動が支援 され る。
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② タイム ・スケジ ュールの決定

目標 とす る稼動開始 日までのマスタ ・プランを決 め,そ の実施 とフォローア ップ を行

う。

③ コンピュー タ室 の要員お よび設備の確保

導入す るコンピュー タを有 効に活用す る主体は要員であ り,適 正な見積 りが必要 であ

る。また,設 置 のた めの諸設備 の確 保 も併せ行 う。

④ システムの計画 立案

総合的な機械化,経 営 管理 の高度化,経 営 を積極的 に支援す る情報 処理 とい う観点か

ら実施する システムの計画 を立案す る。

(c)導 入 の資金計画 の立案

コン ピュータの導入 とそ の運営 には多額 の経費 と時間 を要する ものであ り,採 算性 を十

分検討する必 要がある。 また,導 入にあたっては,経 営か ら 「投 資限界」 をなん らかのか

たちで,具 体的 に明示 して もらい,そ の範囲にお いてEDP化 が計 画 され るの が通常であ

る。

一般 に
・ コンピュー タ導入 に関する費用は,っ ぎのように区分 される。

イニシャル ・コス ト(導 入前 の費用)

・導入準備費用

・導入時 の費用

ランニング ・コス ト(導 入後 の費用)

① 導入準備のための費用

っ ぎのよ うな費用が ある。

・導入組織 に要す る費用

大部分が人件費 である。

・機械室の設備費用

電源,空 調,床 工事,間 仕 切 り,防 音装置,配 線工事,備 品な ど。

'社 内組織 ・職務手続 き変更する費用

会議室,帳 票費,移 行 のための切替え費用 など。

② ハー ドウエア導入時 の費用

ハー ドウエ アについては,買 取制 とレンタル制 ・リー ス制があ り,買 取制は一時的 に

資金 は要するが,つ ぎのよ うなメ リッ トがある。

〈買取制の メ リッ ト〉

・使用時間(稼 動時 間)に 制約がない
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・法定償却年数 を超 えて使用す る場合 は,残 存簿価がハー ドウエア ・コス トとな り安

いコス トで使用 できる。

・資金的に余裕 がある場合は,定 率法 を使用 した原価 償却 によ り,投 下資金 を早期 に

回収 できる。

このよ うな メ リッ トを享受できる反面,導 入 した コンピュー タは,長 期 間使用 され る

ことによる システムの陳腐化 ・老朽化 を招きやすい。最近の コン ピュータの技術革新 に

よるコス ト・パ フォーマ ンスの向上,利 用技術 の向上の面か ら取 り残 される という危険

も含 んでいる。

〈 レンタル制 ・リース制 のメ リッ ト〉

・一時的 な費用支 出が発生 しない。

・使用時間に合 せた費用 の支 出ができる
。

・新 しい装置 と置 き換 え(リ プレス)し やすい。

買取制 とレンタル制 ・リース制は,各 々長短があ り企業 の環境 ・方針 によ り異 なる。

また,そ れぞれの制度 を併用 して いる企業 も多 くあ り,そ の場合,周 辺機器 のみ レン

タル制 を適用 してい る例 が比較的多 い。

コン ピュー タ ・ハー ドウエアの費用支出方法につ いては,次 の角度 か らも検討 が必要

である。

・経営上 の資金ポ ジション

一時的 な支払 いが許 され るか どうか
,ま た,資 金の見通 し。

・コン ピュー タ使用期間 の方針

導入 したものを徹底 して長期間使用するのか,新 しい機種 に早 目に リプレスしてい

く方針 かど うか 。

・経費的観点 からの諸計算

金利計算,買 取 の場合の償却計算,法 人税納付 に関係す る税金計算な どの諸計算 を

行ない。財務上 の問題 も検討す る。

・売上高 とコンピュータ費用 の関係

一般的な尺度 はないが
,同 業他社等 との比較 などか ら投資限界 を見極 めてお く。

●メーカーの調査

コンピュー タ ・メーカーによ り価格設定方式 が異なるため,十 分な調査が必要 。

③ 導入後の費用

導入計画においては,と か く導入 までの費用に重点が置かれ勝 ちであ るが,導 入後5

～6年 先 を見通 しての導入後費用 について も見積 りが必要である。
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導入後 の費用 には,次 のよ うな ものがある。

・組織の運営費用

要員 種 類別,す なわち,管 理者,プ ランナ,プ ログラマ,オ ペ レータ,パ ンチ ャ

な どの人件費 と,そ の組 織 を維持 するための諸経費。

・レンタル料 ・リース料

メー カー お よび リース会社 によ り料金設定は異な る。国産機 の場合,JECC(日

本 電子計算(株))の レ ンタル料 が参考 となる。

・保 守 料

レ ンタルの場 合 は,保 守料が含 まれ ているのが通常である。 また,保 守料金は,

ユーザの使用時間帯,故 障の度合に よる部品の取扱い,保 守員 の常駐 ・非常駐 など

によって異な りメー カー との細 目につ いての折衝 が必要である。通常,保 守料 は買

取価 格の4～5%程 度 である。

'デ ータ伝送費用

オ ンライ ン ・システムを利用す る場合は,デ ー タ伝送費用 として専用回線 費用,専

用権設定費用,公 衆回線費用な どが必要 。

・電力料 金 ・水道料金

・消 耗 品 費

カー ド,磁 気テー プ,紙 テー プな ど。

・帳 票印刷費

制定用紙の場合の版代,印 刷費な ど。

・スペース費 ,

貸 ビル,自 社 ビルを問わず家賃,共 益費など,使 用す るスペースに係 る費用。

・保 険 料

レンタルの場合,保 険料が含 まれて いるのが通常である。最近は,「 コンピュー タ

総合保険」 「情報処理業者賠償責任保険」な どの新種の保険があ り,従 来 の火災保

険で カバーできなか った分野,例 えば,情 報 メデ ィアの損害にっ いて も保証す るよ

うな保険が出現 している。その導入 の可否 も設備状況 と併せて検討す る必 要がある。

・減価償却費

コンピュー タ機器,端 末機,固 定設備,備 品器具な どによ り法定償却 年数 が異 な り,

ま た,定 率法 ・定額法 によ り償却額 も相違 する。

・固定資産税

・外 注 費
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プログラム作成費,パ ンチ費,切 替作業費な ど,外 部業者 へ作業依頼する場合に必 要。

これ らのランニ ング ・コス トは,経 済環境の変 化によ り変動 するものが多い。 したが っ

て,計 画段階での見 通 しが必 要である。 また,導 入実施 後 も計 画 との対比 を継続 して行 っ

てお くこ とは,次 期 の導入計 画策定に も役立つ ので,資 料整備 と要員育成 を心 掛け る。

(ゆ 採算性 の検討

電子計算機 システムの導入 は,企 業 の合理 化をはか り,企 業 にメ リッ トを与えることを

目的 とする以 上,そ の採算性,す なわち,経 済性 につ いて検討す る。

システム導入 の採算性 の計算 は,か な り複雑であるため,そ の計算 が十分行 なわれてお

らず,経 営者 のカ ンと度胸 だけに依存 しているケース も見受 けられるが,コ ンピュータ部

門は,常 に,コ ス トと効果 に対する意識をもち続 けなければな らない。

EDP化 の 経 済性 をみ る場合,短 期的 ・目先的な効果 を狙 うことよ りも,長 期的 な展望

に立 った総合的 な コス ト・セービングの考 え方 をとる。

① 経済性 を表現す る場合,次 のよ うな費用対効果 の表現 が一般 的 であろ う。

経

費

↑

く=コ 導入準備費用

導入時費用

導入後費用

一101234567

-一 ー ー ヨー 年 次

図4・1費 用 の 推 移
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効

果

(
収
益

)

↑

く=コ 直接効果

間接効果

76543

次年

2

二
1

図4・2効 果 の 推 移

経

費

↑

マ イナ ス

プ ラス

多〃
……顯 …・………………………i…i………穎,………韓語 瀾

● ● ■ ・

一 損 益 分 岐 点 一←

一101234567

『 一一 年 次

収

益

↑

図4・3費 用対効果の経 済性

この グラフか らみ ると,初 期段階 は収益 が得 られないが,2～3年 目か らプラスに転

じ・6～7年 目か ら老朽 化によるディメ リツ トとな り,新 しい設備更新 が必要 となって

くることを示 して いる。

しか し・このグラフは,あ くまでも一般的な傾向 であ り,既 存の設備 との総合的 な収

支 を見極 める必 要があろう。

② 効 果 の 分 類

前節(c)で は,費 用 の分類 と留意 点を述べたが。 ここでは,効 果の内容 を示す 。効果 に

ついては,

・直接的効果 ………量的な効果
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・間接的 効果………質的な効果

に大別 され る。

〈直 接 効 果 〉

・人件 費の節減

直接人件費,間 接人件 費など企業 の実体 によ り計算する。

・事務費用 の節減

帳票,事 務所 のスペー ス,機 器,事 務用 品な どの低減。

・在庫仕掛 の低減

管理 レベルの向上による在庫量,仕 掛 量の低減,製 造原価 の引き下 げ。

・機械 の稼動率向上

日程管理 の合理化 による固定 資産回転 率の向上

・ス ピー ドアップ,能 率向上

資金面か ら金利計算 を,ま た,人 件費の換算 を行 う。

〈間 接 効 果 〉

・計画 ・判断 の迅速化

利益 の最適化,販 売の迅速化

・管理水準 の向上

管理 の精度が向上 し,損 失 を少 な くすることが期待 できる。

・予測の適正化

市場の需要予測,適 正な生産量 による合理 化効果。

・サー ビスの向上

納期 の適 正化,得 意先への連絡 の迅速化 。

・量的拡大 への対処

マス処理 によるメ リッ トの享受。

これ らの効果 は,可 能 な限 り数値 にして具体的に表現 され ることが望 ま しい。コンピュ

ータの導入には多額 の経費 を必要 とす るので ,単 なる人員削減 をね らうと失敗す るケー

スが多 く見 られる。む しろ,

・総合的長期的 な効果 をね らう。

・企業 の体質改善に寄与 よる積極的効 果をね らう。

な どの目標 を設定 し,そ れに見合 った システム建設計画 を立案す る・

効果 については,各 企業の コンピュー タ化の度合,企 業 の性 格,環 境に よって どのポ

イ ン トを重視す るかが異 なる。 したが って,導 入の採算性 について評価す ることは・か
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なりの困難 を伴 うので,安 易 なメ リッ ト計算 は慎 むべきである。

(e)導 入 の動機 の明確化

導入 の動機 については,そ の企業体質 の向上である。新規の導入 とレベル ア ップによ

り動機 は異なるが,大 別す ると次のよ うになる。

・経費 の節減

労務費,経 費,材 料 費など。

・資料提供の迅速化

・直接的利益の増加

・間接的効果向上

また,レ ベルアップについての動機 をアンケー トか らピックアップす ると次のよ うな

答 があげ られる。

・処理量の増大

・処理時間の迅速化

・ トー タル ・システム指向

・コンピュー タ部 門の生産性 向上

・新規業務の発生

・サー ビス向上

・システムの弾力性欠如

・労働 力不足

.マ ン ・マシン ・システム指向

・情報 の価 値の向上

・本社 と事業所 の連絡強化

・データバ ンクの整備

(2)選 定 のための評価

評価 については,単 元D2第2章 において学習 したので,こ こでは次の点 を復習 し,導 入

事例 を調査す る場合のチェ ックポイ ン トとす るよう指導することが望 ま しい。 コンピュー タ

導入においては,ハ ー ドウエアの特質 を十分理解す ることは必 要であるが,ソ フ トウエアの

重要性 も見逃せ ない。

特 に,新 機種発表の場合 は,ハ ー ド的 な性能面 に目を うばわれ勝 ちであるが,で きるだけ

多角的に総合評価すべきであろ う。
|

(a)性 能 評 価

性能 の評価は,シ ステムの構成,メ ーカーの特 色的な差異などに よ り単純に行 うことは
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困難である。しか し導入 目的 と負担可能 なコス トの限界 か ら評価範 囲は絞 られて くる。評

価は,あ くまでも相対的 なものであ り,絶 対的 なものではないことを知 ってお く必要 があ

る。

性能評価は,大 別す ると次 の2つ となる。

・静的(ス タティ ック)な 評価

主 としてカタログ値に基づ くもの。

・動的(ダ イナ ミ ック)な 評価

ギブ ソン ・ミックス(GibsonMix),ベ ンチマーク ・テス ト(BenchMarkTest),

な どに よる処理能力 係数(ProcessingActivityFactor)の 比 較。

㊥ その他 の評価

メーカーか らの説 明書,導 入 ユー ザか らの事 情聴 取 な どを加 味 し,最 後 にコス トとの

対比 を行 ない結論 を出す。

前項 の性能評価のほかに,次 のような点につ いて も評価 してお く。

① 保有機種 との互換性

リプ レー スす るよ うな場合 は,プ ログラムの互換性 が最 も要求 され る。 しか し,新 規

増 設の場合は必ず しもプログラムの互換性は要求 されず,多 くの場合,磁 気 テー プあ る

いは,通 信回線に よるデー タの受渡 しが可能であれば良い。

プログラムの互 換性 の場合 も互換性 の程度 を慎重に検討 してお く必要 があ る。

② オペ レー シ ョンの容易性

容 易性 は,オ ペ レー ティング ・システムの機能 に負 うところが大 きく,ま た,サ ポー

ト・ソフ トウエアの完備状況 も調査 してお く。

③ 導入 に要す る期間

メーカーまたは機種によ り納期が異 なるので調査が必要 。

④ 技術的な角度

技術的 な先進性 とその信頼性 について評価する。

⑤ 信頼性 ・安全性

納 入 実績 とユーザにお ける評価 が主 た る尺 度 とな るが,初 期 ユー ザ にとって は,

評 価 しづ らく,メ ー カーの出荷前のテス ト状況,開 発 期 間 などか ら判 断 せ ざるを得 な

い 。

⑥ 設 備 条 件

空調の条件,設 置面積,消 費電力,電 源条件,調 整期間などを評価する。

⑦ 保 守 性
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保守体制,保 守の容易性,保 守 ツールの完備度 合な ど,ハ ー ドウエア ・ソフ トウエア

両面か ら評価す る。

⑧ メーカーのサービス

導入 に対するサポー ト,教 育 サー ビス,

ス状況について評価する。

システ ム建設 の支援など,メ ーカーのサー ビ

4.2コ ン ピュータの設置条件

コン ピュー タ導入に際 しては,運 用 面や将来の拡張性 を十分考慮 して,設 置 に関す る諸条件

が検討 され なければな らない。

通常,メ ーカーに設備計画の専門セクションとその要員 が配置 されてお り,導 入側 の負担は

かな り軽 減 されて いる。
4

導入 のための設備 を整えるためには,多 額 の費用 が必要であ り,導 入機種,適 用業務,設 置

場所 との関係 などか ら,ど こまで完備すれば 良いかの見極 めが大切 である。

設備 については,代 表的 ユーザの見学 が望 ま しい。

(1)コ ン ピュータ関連 の室

自社 内の どこかの フロアーを利用す る場合 とコンピュータ専用の貸 ビルに より条件 が異 な

るが,概 略,次 の ような室が必要 であ る。

(a)コ ン ピュー タ室

・将来 の拡張性 を可能な限 り折込 む。

・オペ レー ションやハー ドウエアの保 守が容易なスペー ス

・磁 気 ファイル,帳 票な どのキャビネ ッ トなどのスペース

(b)パ ン チ 室

防音,休 憩場所,コ ンピュー タ室 との連絡 を考慮す る。

(c)電 源 室

定周 波電圧装置,自 家発電装置,無 停電装置な ど設置す る場合は,独 立 した室が必要 。

(d)空 調 室

空調する量が多 く冷凍機 を設置す る場 合は必要 である。空調機 をコンピュー タ室に設置

す る場 合は,必 ず しも必要でない。

(e)磁 気 ファイル,帳 票,保 管室

媒体 の性 質か ら温湿度 を一定に保つ ことが必要 である。

(f)保 守 室

保守員のための備 品 ・器具および机な どを置 く室。
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@プ ログラマ室

オープ ン ・デバ ッグなどのための独立 した室 が望 ましい。

② コンピュー タ室 の設計

(a)レ イ アウ トの設計

・オペ レー ションの容易性

・オペ レータへの配慮

オペ レータの健康 に留意 して,中 央処理装置 を別 の部 屋に して いるケース もある。

・拡張性 の配慮

'保 守の容易性

㊤ 床 構 造

大別する と3つ の方法がある。

① 床 上ダク ト方 式(ケ ーブルカバー方式)

装置 間のケー ブルにカバーをつけて保護 し,床 面 の加工 を施 さない方法であ り最 も簡

単な工事 である。ただし,床 面に凸凹が生 じ,オ ペ レー タの作業 に支障 をおよぼす。

② ダ ク ト方 式(レ ース ウエイ方式)

床 面に溝 を掘 り,そ の溝 にケーブル を通 しカバー をす る方式 である。設備の レイアウ

ト変更 が困難であるが経済的。

③ フ リーアクセス方式(上 床式)

床 を二重構造 に し,上 床 と下床の間にケー ブルを敷設す る。上床は 自由に取 りはず し

と穴あけが可能で設置変 更は容易 である。また,空 調等 も床 下を利用 できて効果的 であ

り,最 も多 く利用 されている方式 である。

床構造 につ いては,次 の点 も併せ留意 しなけれ ばな らない。

・アー スの取 り付け

・床の強度

一般 の ビルの強度は
・通常 コンピュー タを設置する床荷重 となっていな い場 合が多

く,注 意 を要する。

・床 の表面材料

(c)空 調 方 式

空調方式には,導 入する コンピュータの規模に よ り,次 の3つ の方式 がある。

・パッケージ空調……中 ・小型機

・ダク ト空調 中 ・大型機

・床下空調 大 ・超大型機
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空調にっいて考慮すべ き事項には,次 のよ うなものがある。

① 室内の温 ・湿度 の許容 限度

機種によ って相違す る。

② 空調装置能力 の計算

発熱量,侵 入熱量,室 の広さなどか ら容量 を計算 する。

③ 塵埃除去装置 の設置

④ 温 ・湿度 の自動制御

(3)電 源 装 置

電源装置 の必要な理 由を説 明 し理解 させ る。

(a)電 源 装置 の必要性

① コンピュー タの入力規格(通 常208V)と 商用電源の電圧 が不一致 。

② 外国機種 の場合,周 波数が不一致 の ものがある。

③ 安定 した入 力 を得 る。

④ 停電対策 。

㊤ 電源装置の種類

下記 のよ うな装置 が必ず しも必要なわけではな く,コ ンピュータの利用 目的や機種 によ

って異な る。

① 変圧装置(ト ランス)

コ ンピュー タの規格 に合せて変圧する もの。

② 自動電圧 調整装置(AVR)

次 の3つ の タイ プがあ り,現 在 では,商 用電源 の質が向上 しているので,中 型機以下

は,こ の装置 が多 く使用 されている。

・静止型AVR

・誘 導型AVR

'電 動 発電型AVR

各 々に長 ・短 があ り,メ ー カーによって異 なる。

③ 定電圧定周波装置(CVCF)

② と比較 して コス トが高いが,大 型機以上 の設置 に良 く使 われている。

静止型 と回転型 がある。

④ 無停 止装置

シビアな オンライ ン ・システムを実施す るような場合 に使用す る。

・蓄電 池……5分 間程度 のしゅん断 をカバーする。



・自家発電装置…… ジー ゼル ・エンジンを使用 。

・フライング ・ホイール型発電機

円盤 を常時回転 させて置 き,停 止の際発電機にかえる。蓄電池 の代替 的な意味 をも

つo

(4)設 備 の 日程計画

導入機種決定か ら据付完了 までの間は,前 項までの諸設備 を完成 させなければ ならないの

で,PERTチ ャー トを利用 して,詳 細な 日程 計画 をたて,ス ケジュー ルにそ ったチエ ツクが

必要 である。

計画 が1年 と仮定す ると概略 次のよ うにな る。

コンピュータ発注,工 事の発注 と着手

12カ 月 前

室内 レイア ウ ト設計完 了

↓

9カ 月 前
付帯設備の決定

電源 ・空調の発注

↓

6カ 月 前 工事進捗の管理

↓

3カ 月 前
付帯機器の配置

ケーブル長の決定

↓

1カ 月 前

↓
ひ

電源 ・空調の据付け

備品の配置

コンピュータ搬入

4.3ハ ー ドウ エアの保守

保守 につ いては,ユ ーザ側の立場か ら説 明す る。

〔1)保 守 契 約

コンピュータ導入後1年 間は,保 守料金 が無償であるのが通常である。ただし,部 品交換

につ いては,有 償のこ とが多 い。

契約については,購 入契約 と同時 に交わされ るのが通例 である。
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契約 には,次 のような点 が含 まれ る。

・料 金

・期 間

・シフ トのあ り方(時 間)

・部品交換の取扱い

・常駐す る場合 の体制

・定期保守

(2)予 防 保守 と事後保守

① コンピータ停止 を減少 させ るた めには,予 防保守が大切 であ り,そ のためのコ ンピュ

ータ時間 を定期1的にアサイ ン しなければな らない
。最近 は,予 防保守 のための ソフ トウ

エアが各機種 とも完 備 されっつあ り,故 障個所 を事前 に発見す ることが多 くなった。

② 事後 保守は,い かに早 く復 旧 させ るかに主題がある。したが って,部 品の完備 と保守

員の質が問われる。

障害 に対 して迅速 な復 旧 を要求す るユーザは,機 器構成上の余力(リ ダンダ ンシー)

を持たせ,故 障個所 の切 り離 しによる リカバ リーを とっている例 が多い。

(3)保 守 管 理

保守に よる障害対 策の ヒス トリカル ・ドキュメン トを分析 し,故 障の傾向 ・修復 方法な ど

整理 し,予 防保守強化につ とめる。

また,故 障が多い個所 にっ いては,メ ー カー と交渉 し抜本的 な改善策 を講 じる よう要請 を

行 うことも必要である。

指導上の留意点

(1)コ ン ピュー タ機器の技術進歩は著 しいので,新 しい技術動向 を極力折 り込みなが ら指導す

るこ と。

② コンピュー タ導入 の ケースを設定 し,ケ ース ・スタデ ィによる導入作業の知 識 を取得させ

るよう指導する。

(3)設 備 の条件 および状況 を知 るために,代 表的な コンピュータ ・セ ンタの見学 を含め た実地

指導 が望 ましい。
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第5章 コ ン ピュー タ室 の運用管理

キ ー ワー ド

コ ン ピ ュ ー タ 室 の 運 営(computercentermanagement) ,バ ッ チ 処 理(batchpro-

cessing),デ マ ン ド処 理(demandprocessing) ,リ ア ル タ イ ム処 理(rea1-timepro-

cessing),単 一 方 式(simplex) ,二 重 化 方 式(dual),待 機 方 式(duplex),共 有 フ ァ イ

ル(sharedfile),負 荷 分 担(loadsharing) ,資 源 分 配(resourcesharing),オ ー

プ ン ・シ ョ ッ プ(openshop),ク ロー ズ ド ・シ ョ ッ プ(closedshop) ,デ ー タ 管 理(data

management),使 用 時 間 管 理(timeschedule) ,シ フ ト制(shifts),定 期 保 守(sched-

uledmaintenance,routinemaintenance) ,監 査 シ ス テ ム(auditingsystem),使 用

料 金 の 設 定(pricing)

目 標

ソフ トウエア開発部門 を除 いた,い わゆる,オ ペ レーシ ョン部門 をコン ピュータ室 とし,そ

の周辺 を含 めて必 要 な知識 を修得 させ る。

コン ピュー タ室 を効率的 に運用す るためには,コ ンピュー タ ・ハー ドウエアを中心 とした管

理 だけではな く,コ ン ピュー タを利用す る立場 からのシステム運用を検討す ることが運用 の効

率化 につながることも理解 させる。

コンピュータ室 の運用方式 は,コ ンピュータ ・システムの発展 とともに大 きく変化 してきて

お り,規 模や適用業務 によっても異なる。この章ではできるだけ共通な事項 をと り出 して学習

し,考 え方 を理解 させ る。

内 容

コン ピュータ室 には,多 種類 の機器設備があ り順調 に稼動す るよ うな管理 力泌 要であ る
。 ま

た・ これ らの機器 を操作 しコン ピュータ運用 に万全 を期す こ とが 要請されている。

コンピュー タ室は,次 のよ うな機能 を受 け持 ってお り,こ れ らの管理 ポイ ン トについて修得

す ることをね らい とす る。

① コンピュータ設備の管理

② コンピュー タ ・オペ レーシ ョンの管理

一397一



③ 付帯設備 の管理

④ デー タ ・エン トリーの管理

⑤ コンピュータ出力 の管理

⑥ 安全管理

⑦ 保守管理

⑧ ファイルの管理

⑨ 帳票の管理

⑩ 用度品の管理

⑪ 稼動 の管理

最近 の傾 向と しては,オ ペ レーシ ョン部 門をシステム開発部門 と切 り離 した り,コ ンピュー

タ ・センタとして独立(別 会社)さ せた りするケー スが多 くなってきた。

コンピュー タ室の業務 の うち,次 のよ うな機能 を部分的 に外注す るケー スが増加 しっっある。

① データ ・エン トリー業務 …・・パンチ業者

② 付帯設備(電 源 ・空調)管 理……サー ビス会社

③ オペ レーション業務 ・・…ファン リテ ィ ・マネ ジメン ト会社

④ 磁気 ファイルの保管……保管会社

⑤ コンピュータ室入 出管理 ・…・警備会社

⑥ 稼動分析評価 一… コンサルテ ィング会社

学習の方法 としては,コ ンピュー タ ・セ ンタの見学 が最 も望 ましい。

5.1コ ン ピュータ室 の運用方式

コンピュー タ室 の運用方式は,業 務処理 の形態や コンピュー タ設備 ・組織 のあ り方な どによ

りさまざまな方式 があることを説 明す る。

大別す ると次のよ うな方式 がある。

・バ ッチ方式

・リモー ト・バ ッチ方式

'デ マ ン ド方式

・オンライン ・リアル タイム方式

操作 ・処理 システム構成 によって,次 のよ うに分けることができるこ とも説明す る。

(1)操 作 方式

・オー プン方式

専任 のオペ レー タを用意せず,自 由にオペ レーシ ョンを行 う。 これ は.定 型的 な業務 に
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コ ン ピ ュ ー タ を使 用 し な い 科 学 技 術 計 算 ,テ ス トな ど で 多 く採 ら れ て い る 方 式 で あ る 。

・ ク ロ ー ズ ド方 式

専 任 の オ ペ レー タ を用 意 し,す べ て の操 作 は,オ ペ レー タ に よ っ て 行 わ れ る 方 式 。

(2)シ ス テ ム構 成 に よ る も の

一 ・シ ン グ ル ・プ ロセ シ ン グ

・マ ル チ ・プ ロセ シ ン グ

・パ ラ レル ・プ ロセ シ ン グ

・ホ ス ト ・プ ロ セ シ ン グ

(3)オ ン ラ イ ン の方 式

障 害 に 対 す る 考 え 方 に よ り 分 類 され る 。

・単 一 方 式(Simplex)

・二 重 化 方 式(Dual)

・待 機 方 式(Duplex)

(4)新 しい 運 用 方 式

次 の よ う な,新 し い 方 式 に つ い て 触 れ て お く こ と が 望 ま しい 。

・コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

・コ ン ピ ュ 　 タ ・ハ イ ア ラ ー キ

・コ ン ピ ュ ー タ ・フ ロ ン トエ ン ド

●フ ァ イ ル ・シ ェ ア

・ロ ー ド ・シ ェ ア

(5)コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

最 近 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 形 態 の 一 つ と して コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク が 注 目 され て い る

の で,予 備 知 識 と し て 学 習 す る 。

(a)歴 史

・1966年MITリ ン カ ー ン研 究 所 で ,コ ン ピュ ー タ結 合 の 実 験 。

・1970年IEEE国 際 会 議 で 言 葉 が 使 用 さ れ る 。

ARPAネ ッ トワー ク(米 国)が ス ター ト

・サ ブ ネ ッ トの形 成 が 通 信 会 社 で 広 が る 。

ア メ リカ … ・・・…Telenet,Timenet,ATT(Be11)

カ ナ ダ ・・一 …DATAPAC1977～

日本 … 一 ・DDX1979予 定

ヨー ロ ッパEPSS(英 国),TRANSPAC(フ ラ ンス),EDS(西 独)な ど 。
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(b)目 的 と効果

'リ ソー ス ・シェア リング

資源 の共同利用 が最大の 目的

・拡張性の高い分散処理 システムの実現

・リモー ト・バ ッチ とTSSの 同時利用

・ユーザ間の情報 交換,共 同利用の推進

・同一機種の ロー ドシェア

(c)問 題 点

多 くの長所 を持つ が次のよ うな難点 もある。

・プロ トコル(接 続 方式)の 設計,複 雑 なプログラムが必要

●コンピュータ呼 出 しに時 間が掛か る

・保守管理 が面倒

・ネ ッ トワー ク監視 センタのよ うな附属 システムが必要。

(d)今 後 の課題

新 しい方式 のため,問 題点 も多 く,次 のよ うな課題 がある。

・プロ トコルの設計 の世界的標準化 がない。

・ソフ トウエ アの完備

・デー タ通信 コス トの低減

・障害箇所 の発見

・コンピュー タの利用体制 ・管理体制

5.2設 備 管理

コンピュータを運用 してい くための設備の管理 として次 のことを説 明す る。

① コンピュー タ装置 の管理

② 付帯設備の管理

(1)コ ン ピュー タ装置 の管理

コンピュー タお よびその周辺機 器は,常 に正 しく動作 しなければな らない。そのためには,

日常 どのよ うな管理が必要か,故 障時には どのように対処 した ら良いか学習 する。

(a)コ ン ピュータ装置 の種類

CPU,メ モ リ,磁 気 テープ装置,磁 気デ ィスク装置,ラ イ ン ・プ リンタ ・カー ド・リー

ダな どの特性 を説 明す る。

(b)付 属 装置の種類
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・デー タエ ン トリ装置

カー ドパ ンチ,キ ー ツーテープ,キ ー ツーデ ィス ク,OCR,OMR,MICR,紙 テー

プ装置 など

・デー タ出力装置

オフライ ン装置 として説明する。

漢字 プ リンタ,ラ イン ・プ リンタ,プ ロッタ,ノ ンイ ンパ ク トプ リンタなど。

・端末装置

キャラクタ ・ディスプ レイ,グ ラフィック ・ディスプ レイ,テ レタイプ,OMR,OCR,

カー ド・リーダ,プ リンタ,バ ンキング ・ター ミナルなど

・その他装置

用紙 切断機,あ て名印刷機,封 入封 かん機,メ ール ・シーラな ど

これ らの装置 の概要 と特性 を説明す る。

(c)操 作 と管理

次の点 を説明す る。

・操作マニュアルの整備

・教育 と訓練

・異常時の処理

・日常の点検 ・手入れ

・責任者の明確化

操作マニュアル,保 守点検教育 につ いては,メ ーカで完備 してお り,ユ ーザ側は管理責

任者 を明確 に し,管 理業務 を遂行す ることになる。

保守 については第4章 参照の こと。

② 付帯設備の管理

コンピュー タ装置 を正常 に動作 させ るためには,付 帯設備の管理 も併せて学習す る。

(a)付 帯 設備 の種類

第4章 を参照 のこと

・電源装置

・空調装置

(b)保 守 点検

通常,サ ー ビス会社 に委託 している。

次のよ うな点 を説 明す る。

・サー ビス会社 の体制
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・定期点検の方式

・装置の一覧と履歴

・故障時の記録と報告

・異常時の処置方法

・温 ・湿度の異常

・停電対策

・夜間の故障対策

・災害時の対策

5.3デ ータ管理

次 のようなデー タの管理 およびそれに付随する消耗 品管理 について学習する。

・入力データの管理

・出力データの管理

'フ ァイルの管理

・帳票 の管理

また,各 々の説 明については,デ ー タ生成 の装置 とその特性 について も折 り込みなが ら指導

する。

(1)入 力 デー タの管理

コンピュータへのデータ入力 については,新 しい傾 向が見受け られるので,最 新の機器 と

そ の利用方法にっ いて修得す る。

(a)デ ー タ入力装置

最近で は,デ ンタ ・エ ン トリ機 器の種類 も豊富 にな り機能面 ・操作面が一段 と向上 し,

アプ リケー シ ョンに適合 した機器 も出現 している。この点か ら,最 新の動 向を折 り込み な

がら説 明す る。

① 最近 の頃向

・マイ クロ ・プロセ ッサの普及 により安価な端末機 にもイ ンテ リジェン ト機能 が付 与

されている。

・集 中型のデー タ入力 か ら,原 票 の発生現場 で入力する分散型 に移行す る傾向がある。

② デー タ ・エン トリ・システムの分類

'ダ イ レク ト・デー タ入力方式

OMR,OCRな ど原票 の直接 読取 り。

'キ ー ・デ ンタ ・エン トリ方式
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キーパ ンチ,キ ー ツーディスク,キ ー ツーカセ ッ ト,キ ャ ラクタ'デ ィスプレイ端

末機 などのオペ レータが介入 しキー ・インによる入力

直接入力… …… オンライン

媒体 を介 しての入力 ……… カー ド,磁 気テー プ

③ 集 中と分散 の比較

(集 中型)

・バ ック ・ア ップが容易

'タ ー ン ・ア ラウン ド・タイ ムが大 きい

・エ ラー修正 がむずか しい

・ピーク処理の配慮

(分 散型)

中間媒体 を用 いるもの とオンラインによる直接入力 がある。

・タンァラン ド・タイムの短縮

・エ ラー発見 ・修 正が容易

・ピー ク処理がない

・必要情報 の入手 が可能

・機器 台数 が増加す る

・端末機 が高価

経済性 については,技 術革新 によ り低価格化 が進んでいる。

④ 導入検討事項

業務 の実態に合 せて,分 散 と集 中および機器のあり方 を決定する。必ず しも標準的な

パ ターンは存在 しないこ とも知 って置 くこと。

検討事項 を列 挙す る

・入力 目的の明確化

・データ量 と変動 の様 子………デー タの性質

・入力か ら処理 までの時間的余裕

・投入可能 な コス ト

・要員

・期待効果

・機器に もたせ る機能要求

'コ ンピュー タとの接続方式

(b)デ ー タの管理方式
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次の ような点について説明す る

① デー タ受渡 し時 の管理

・受付票 ,受 付簿 の記 帳

・原票 の枚数 チェ ック

●原票返還の有無

●読 取 り(人 間 ・機械)不 能時 の処置

② 入力デー タ ・チェ ック方式

プ ログラム ・デザ インまたは,原 票 のデザイ ンにも関係する。

●バ ランス ・チェ ック

・チェック ・デ ィジ ッ ト方式

・バ ッチ ・トー タル ・チェック

・検孔(ベ リファイ)

③ データ作成 の管理

・不 良原票 の発生率

・データ作成誤 り発生率

・デー タ作成方法

・デー タ作成者 の作業管理

入力デー タ作成 と管理 については,次 のことを留意する。

表5.1入 力 デー タ管理上 の要点

.外 注業者 の選定 と評価

外注 の利用 が一般的 であり,コ ス ト面 も併せて評価するこ と。

・原票のデザイ ン

フォーム ・色 ・サイ ズについての配慮 がデータ作成 の効率化 に影響す る。

・デー タ入力 室の環境

部屋の設計,オ ペ レータの休憩 ・交替制

・入力機 器の選定

業務 への適合性 ・操作性

・原票持込み方法

集 中化 の廃除 ・枚数の正確性

(2)出 力 デー タの管理

コンピュー タ化 が進展す るにっれ て,

き ている。

出力 の量の増大 はもとよ り,出 力方式 も多様化 して
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ここでは,コ ンピュータ室での出力 の集 中的 な管理にっいて説 明す る。

(a)デ ー タ出力装置の種類

次のよ うな装置 にっいての機能 と特性 を説 明す る。

① ライン ・プ リンタ装置

最 も多 く使用 されている装置 であ り,一 行 当 り132字 ～160字 の英 ・数 ・カナ文字 を

印字 し,分 当 り500～10,000行 以 上 と速度 も多様 である。

② 紙 テープさん孔装置

出力 した紙 テープをテ レックス,テ レタイプ,ま たは,別 のオンライ ン系への入力用

に使用す る。

・この装置 も,コ ン ピュータ直結式 の もの とオフ ・ライン式の もの とがある。

・オンライン処理方式の発達 によ り,紙 テープを媒体 としない傾向がある。

③COM装 置(C・mputerOutputMicrofilm)

紙 の 代替手段 としてマイ クロ ・フィルムに出力するもので,出 力 を見 る場合,フ ィル

ム ・リーダ装置が必要。

・大量の もので使用頻度 が高 くない もの

・客先への報告の控 えな どへの利用

・金 融機 関な どの元帳への利用

装置 ・消耗品の費用な どか ら,か な り大量 のものを適用 しないと割高 となる。

④ 漢字プ リンタ

最近,そ の利用 が拡大 しっつあ り,出 力 の方式 も多様 である。

・出力 の質 と処理速度

・適 用業務 とその効果

・漢字入力方式

・コンピュー タの処理方式

・消耗 品のコス ト

・安定性 ・操作性

な どの点 を比較検討する。学習方法 と しては,何 社かの装置 を比較検討す るケース ・

ス タディが望 ましい。
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表5.2導 入時 の考慮事項

・使用す る媒体(用 紙 ・紙テープな ど)の 品質

・消耗 品の使用率 とコス ト

・保守点検の方式

・操作性 ・安定性

・出力量 と処理時 間 ・処理 日の分布

・複写 と単票の量

・保有 コン ピュータとの接続関係 ・能力関係

(b)デ ー タの管理方式

次 のよ うな点 につ いて説 明する

① デー タの受渡 し

・受渡 し方法 の決定 ・ルール

・送付表 ・納品表の添付

・出力 チェ ック表 の完備

② 出力デー タのチェック

・品質 の検査

・出力ページの検査

・コンピュー タによるサポー ト

宛 先の出力 ・コンピュータ出カー覧表の作成。

③ 出力装置 の管理

・保守 点検

・故障の発生率

・故障時の代替手段

表5.3出 力 管理上 の留意点

'機 密保護

重要 な出力 についての特別 な対策 と ミス出力の処置方法

・外注 の取扱 い

・用紙不足 を生 じないための配慮

出力 スケジュール ・量 の把握 ・連絡

・装置 の使 用状況 の管理

・対外部への出力(レ ポー ト)の チェ ック

コンピュー タ室から直接郵送 される出力にっいての検査方法
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・出力量の時系列把握

'出 力 コス トの管理

(3)フ ァイル管理

円滑 な運用 と保存 の安全性確 保がポイ ン トであ り,次 のようなことを説明する。

(a)フ ァイルの種類

磁気 テー プ,磁 気デ ィスク ・パ ックを主体 とする

・原始 デー タ ・ファイル

・スク ラッチ ・デー タ ・ファイル

'ヒ ス トリカル ・デー タ ・ファイル

(b)フ ァ イルの管理方式

自社 または保管会社 を問わず,一 定 の保管場所へ整理 して保存管理する。専任の係 を置

くことが望 ま しい。

① 台帳に よる管理

・整理番号方式

・業務別方式

'ラ ベル方式

② ・一テーシ ョン管理 方式

・世代 ローテー ション

・週間 ・日間 ・年 間などの期 日 ローテーシ ョン

③ 異常時のバ ックア ップ

重 要 ファイルについて,異 なる場所へ二重 に保管す る。

④ ファイルの受渡 し

受渡 しのルールを明確 にす る。

・入出庫伝票

・入 出庫 台帳

・保管庫への入出者制限

⑤ 機密保持 と安全対策

・保管庫 を設け,防 火 ・耐熱構造 にす る。

・入 出者 を一定にす る

・保管場所 の温湿度 を一定 に保つ

・重要 ファイルは,コ ピー を作 り,別 の場所(保 管会社 の利用 が多い)へ 保管す る。

⑥ そ の他
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・媒体の品質管理

・磁気 テープのク リーニ ング,エ ラー発生度 や使用頻度 による新 しい品 との交換 。

(4)帳 票 の管理

適用業務 の増加 に比例 して使用す る帳票 の種類 と量が増大する。大規模 ユーザにお いては,

帳 票保管室 を持 ち,専 任者 が搬入 ・搬 出 ・整理 に従事 している。

次のよ うな点を説明する。

① 用紙 の管理

・空調 の整備

OCR用 紙 ・パ ンチ ・カー ドな ど機械 で直接読取るものは,保 存状態 を良好に保つ必

要 がある。

・帳票 フォーム台帳の整備

統一 した番号体系をもっこと

② 保管場所 と保管ルール

●重要帳票 の管理

'帳 票入出の方法

'管 理 台帳 とたな卸 し

③ 印刷会社 との関連

・発注 ルール

・緊急的な搬入

'印 刷会社 の保管

④ その他

・コンピュー タ室 との関連

●用紙 の品質 と操作性

'集 中保管の床荷重

・管理者 の設置

(5)消 耗 品の管理

前項〔3),(4)の中 で も述べているが,次 のこ とを説明する。

(a)消 耗 品の種類

・プ リンタ用紙

・紙 テープ

'パ ンチ用 カー ド

'磁 気テープ,デ ィスケ ッ ト,カ セ ッ ト
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●マイ クロ ・フィルム

・各種 リボ ン

(b)消 耗 品の管理

消耗品 コス ト削減 につ いて は,業 者 の選定,

・保存方法

・在庫管理(入 出庫,棚 卸,最 低 保有量)

・コス ト管理

在庫管理などに留意する。

5.4コ ン ピ ュータ使用管理

ここでは,狭 義の運用管理 にっいて次の点を説明す る。

●オペ レーシ ョン管理

'多 重処理の オペ レーシ ョン

'コ ンピュー タ稼動評価

・安全管理

(1)オ ペ レー シ ョン管理

(a)使 用 計画

コンピュータの運用方式 によ リオペ レーシ ョンは異 なるので,各 方式 について次 のこと

を説明す る。(運 用方式 は5.1参 照)

① スケジュー リング

② 処理方法

・定期的な処理

・臨時的な処理

・時 間の割 り当て

・優 先順位 のつけ方

③ コンピュータ使用 の申込み と受付け

④ 多重処理 に対する考慮

⑤ コンピュータ故障時 の処置

(b)時 間管理

次 の管理方法 を説明する

① オペ レー シ ョン記録簿 による管理

・運行指示者

・運行 日誌

一409一



'運 行 予定表

② アカ ウンティング ・プ・グラムによる管理

各プ ログラムの実行稼動時 間の記録(コ ンピュータ ・ログ ・ファイル)を もとにジョ

ブの稼動状態 を管理できる。

・稼動時 間(ElapsedTime)

・CPU-Time

・1/O使 用 時 間

・入力デー タ量 な ど

③ そ の他 の時間管理

次のよ うな時間について も管理す る。

'電 源投入時間

'コ ンピュータ稼動時 間

・アイ ドル時間

・ハ ン ドリング時間

●故障時間

●保守時 間

●運転 日数

(c)オ ペ レー タ管理

専任 のオペ レー タを置 く場合 は,次 の点にっいて計画 ・管理 を行 う。

① シフ トの方式

'シ フ トの回数

'シ フ ト当 りの人数

'交 替時 の引 き継 ぎ方法

② オペ レー タの教育

◆操作手順書の整 備

●教育方法 の確立

●他部 門とのロー テーシ ョン

③ 障害時 の対 処

・発見方法

・保守員 への連絡

'ユ ーザへの連絡

・復 旧(リ カバ リ)手 続 き
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(d)文 書化 ・標 準化

次の点 を説明す る。

・作業 間のコミュニケーシ ョン

・作業 の記録 保存

・品質管理

'操 作手順書 ,指 示書

・コンピュータ運用 に関する標準化 すべ き ドキ ュメン トとしては,次 のよ うな ものがあ

る。

・EDP作 業計 画表(標 準処理時間表)

・EDP作 業 月次予定表

・EDP作 業依 頼票(申 請書)

・EDp作 業月報

・EDP作 業管 理表

・インプ ット(入 力デ ータ)送 付票

・せ ん孔作業指 示票

・ア ウ トプッ ト送付票

・オペ レーシ ョン指示票(オ ペ レーシ ョン ・マニュアル)

・障害記録表,報 告書

・ラン ・プロセ スチャー ト

・デバ ッグ(ク ローズ)作 業依頼書

・デバ ッグ受付簿

・磁気 ファイル取扱い基準

・ライブ ラリ取扱い基 準

・制御 カー ド取扱い基準

・コン ピュー タ稼動状況 記録

・機器操 作法規定

・機械室環境管理基準

・用品管理基準

・障害対策手続 き規定

◎ オペ レーシ ョンの効率化

オペ レーシ ョンを円滑に遂行するためには,管 理上 の問題 もあるが,ア プリケーシ ョン・

ソフ トウエアの作 り方,コ ンピュータ ・ハ ー ドウエ ア構成 が大き く関係 する。
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表5.4オ ペ レー シ ョン効率化への考慮事項

① ソフ トウェア作成 面

・コンソールに よる指示 を少な くす る。

・磁気 テー プへのオー ト・ラベ リング機 能の採用

・ラン(ジ ョブ)に おけるタスクの連結

・磁気 テー プ使用台数 の制限

・メモ リ量 の使用 制限

オペ レーシ ョン管理 ソフ トウエアの使用

・ラン ・ジ ョブ管理 ソフ トウエ ア

・リソース管理 ソフ トウエア

・磁気 ファイル入出庫指示票(表)作 成 ソフ トウェア

・出力宛先管理 ソフ トウエア な ど

ハ ー ドウエア構成面

・磁気デ ィス ク ・ドラムの多用

・高密度磁気 テープ装置 の採用

・機器 レイ アウ ト

(2)多 重 処理 の運用

多重処理(multiprocessing)は,コ ン ピュー タ資源 の有効利用方 法 として,一 般的 な方

式 となって いる。

大型 コン ピュータでは,バ ッチ処理,リ モー ト・バ ッチ処理,タ イム ・シェア リング処理,

オ ンライン ・リアル タイム処理 を同時並行的 に,か っ,そ れぞれの処理 を多重的に運 用 して

いる例 が多 く見受け られる。

ここでは,定 常的 ・定量的なバ ッチ処理運用 は除き,オ ンライ ン ・リアルタイムお よび タ

イム ・シェア リング処理にっ いての運用管理上 の留意点 を中心に学習する。

(a)オ ン ライン ・リアルタイム処理の運用

オンライン ・リアルタイムの特性 を中心 に次のよ うな点 を説 明す る

'デ ー タの ピー クの傾向

・CPUの ボ トル ・ネックと最大処理能力

・端末機 の状況監視 と管理

'回 線状況 の把握

・並行的 に運行す るバ ッチ処理 への影響度

'障 害時の対処

一412一



・操作 ミスの防止策

・ドキュメ ンテー ション

(b)タ イ ム ・シ=ア リング処理の運用

タイム ・、シェア リングの運用の前提 として,次 のよ うな特性 を把握する。

① ユーザが任意 に使用 するため,コ ンピュー タへの負荷 が流動的 である。

② ユーザが不特定多数 である。

このよ うなことか ら,次 のような問題 が発生 する。

・並行 して処理 しているバ ッチ処理 の時間が,2～3倍 掛 か ることがある。

・約束 のター ン ・ア ラン ド・タイムが守れな くな り,ク レー ムがっ くことがある。

・保存すべ きデータや プ ・グ ラムの消失 が発生す るこ とがある。

これ らのことか ら,安 定運用のための基本事項 として次のよ うなことを設定 してお く。

① 利用範囲の設定

② 運用体制 と諸手続設定方法の明確化

③ 運用 と管理 に必要 な諸手続業務の役割分担

④ 利用 コス トに対す る考え方

タイム ・シェア リング処理 のための リモー ト使用開放 のための注意事項 としては,次

のこ とがあげ られ る。

・プログラム とデー タ使用 の事前連絡

・ジ ョブ名(プ ログラム,ア カウン ト)の 規約 を守 る。

・定 常業務 の事前連 絡

・リソースの利用限度 の決定 と事前通告

・実行優先度

・時 間帯 の指定

'プ ログラム,デ ータ保管 のルール

(3)コ ン ピュータ稼動分析 評価

単元D2,第2章 お よび第4章 で述べた コン ピュータの性能評価は,導 入に際 して のコン

～ピュータ ・システム の能力 評価 であったが,こ こでは,導 入 後の稼動評価 について説 明す る。

評価の 目的 としては,コ ン ピュー タ資源(リ ソース)の 利用状況 を知 ることによって

'ハ ー ドウエア構成 の改 善勧 告

'プ ログラムの改善勧 告

'使 用 スケジュー リングの改善

が可能 となる。
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稼動評価は,一 時的 に実施 しても効果 は少な く,継 続的に実施す ることに意味 がある。

バ ッチ ・システムと リアルタイム ・システムの評価 につ いて分 けて説明する。

(a)バ ッチ ・システムの評価

① 評価 のポイ ン ト

・単位時間当 りのジ ョブ処理件数

・ターン ・アラウン ド・タイム

・機器構成や運用形態 で変化する

・処理能力は多重 プ ログラ ミングの多重度 にかな り依存す る。

② 評価 の方法

・実行計測 を行 う

ハー ドウエ ア測定機 によるデー タ,ソ フ トウエア ・モニタによるデータ

●シ ミュレー シ ョン ・モデル を作 り予測する方法。

新 しく投入す るランの稼動予測 のツール として用意 し,大 きなシステムを建設す る

場合に利用す る。

(b)オ ンライ ン ・リアル タイム ・シス テムの評価

バ ッチ処理 と異 なる点 を説 明す る。

・データの ピー ク時の処理能力

・ターン ・アラン ド・タイムの予測

・トランザ クシ ョン別および トランザ クシ ョン ・ミックス(標 準的組合せ)の 処理能力

・トランザ クシ ョン待 ち行 列(Quing)状 況

・ファイル使用状況

(c)処 理 能力向上の ポイ ン ト

概 略,次 の ような ことが言 える。

●システム構成要素 のバ ランスがとれていること。

・CPUの 能 力が特 に重要 であること。

・バ ッチ処理 は,入 力 ・処理 ・出力 の各 プロセスのバランスが とれ ていること。

結論的 には,シ ステム構成 の改善 をはかってい く場合,コ ス ト対効果 の観点から

・1/Oの 改 善

・チャネルの改善

・メモ リの改善

を行 う。

またCPUに つ いては,年 々低 コス ト化 の傾向があ り,機 種 の リプ レースによる コ
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ス ト・パフォーマンス向上 も考 えられる。

(4)安 全 管理

コン ピュータ室の安全管理 にっ いては,コ ン ピュー タの普及 によ り問題意識が高ま りつつ

ある。 また,一 方にお いて,コ ン ピュータによる トラブルが社会的に大 きな混 乱を引 き起す

ケース もある。

ここでは,安 全管理のポイ ン トとして次の ような点 を説 明す る。

(a)災 害 の分類

人的な もの とそれ以外 に大別 され る。

① 人的災害

日本では発生率は低 い(JECC調 査 では15%),米 国 では50%で あ る。

・ソフ トウエアによる事故防止

・出入室管理の徹底

カラー識別バ ッチ

ガー ド・マンによるチェック

IDカ ー ドによる扉 の 自動 開閉

② 非人的災害

一火災 による もの一

・コンピュー タ本体か らの出火は少 ない

・フ リー アクセス床にす る

・用 紙類 は コン ピュータ室 に置かない

・電源装置は コン ピュー タ本体 とできるだけ離 して別室に置 く
。

・喫煙室 を別室 にする
。

一火災以外 の二次被害一

・水 もれ

・消化剤

・腐食性 ガス

対策 としては,次 のよ うな ものがあげ られ る。

.自 動火災探知機 ・煙探知機

・ハ ロン消火 シス テム ・二酸化炭素消化 システム

・ビル建材 の選定

③ 地震

・ビルの構造
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・耐震性床材

・コンピュー タ機器 の据 え付 け方

・コンピュー タの分散設置

(b)安 全対策 の実施状況

・安全対策 にっ いては,限 界 がないので,企 業 によって,そ の取 り組み方がまちまちで

ある。

・大規模な コン ピュー タ ・セ ンタ,ま たは,情 報処理専 門のセンタな どは・安全対策 面

の配慮が行 き届 いているので参考 になろ う。

・実施状況については,EDPユ ーザ団体連合会 による 「・EDPユ ー ザの電算 室実態調

査」 が昭和52年 にまとまってお り,こ の調査内容 が参考 にな る。

以下,そ のポイン トにつ いて列挙す る。

① 火災

警 備員 の巡回,消 火器の設置 をは じめとする基本的対策 は90%以 上 が実施している。

完全実施 は70%と 高 率。

② 出水

排水孔 の設置は,必 要性 があま り重視 されて いない。

③ 空調

独立空調,定 期点検 は実施率 が高 いが予備空調,ク ー リング ・タワーへの防災対策

への関心 は低 い。

④ 電源

日本 の場合,電 気の安定供給 が維持 されているため実施率は低 い。

⑤ 天災

地震対策 としての建築への関心は高いが機器の移動 ・転倒防止は軽視 され てい る。

⑥ 入室管理

不十分 な答 えが多 く,デ ータ管理 場所へ の入室は66%が 不十分であるとしている。

⑦ 記録媒体 の保管

・非常持 出基準の設定

・コピー,バ ックア ップ ・ファイルの保持 ・分散

・防火 ・磁気 遮蔽容器 の使用な ど完全実施 は10%と 低 い。

⑧ 組織 ・訓練

組織化 と命令系統 の明確化 はほぼ実施 されている。
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⑨ 保険

情報化保険の加入 にっいて設問 してお り,半 数以上 が必要性 を認めなが ら未着手で

あ り,最 も実施率が低 い。 .t{i

⑩ バ ック ・ア ップ計画

'バ ックアップ用 コンピュー タあ りが12%

●バ ックア ップ契約 あ りが11%と 低 く未着手の企業 が多い
。

⑪ そ の他

次のよ うな点 につ いての対策 は,ほ とん ど実施 されていない。

・ ドキュメン トの副 本保持

・安全対策方針 の確立

・火災時手順書 の常備

・棚 ・キャ ビネ ッ トの移動 ・落下防止施策

・コンピュータ室内緊急用電灯の設置

・非常持出 の設定

5.5コ ン ピ ュー タ ・ コ ス ト賦 課

コ ン ピュ ー タ ・サー ビス ・コ ス トの ユ ーザ 部 門 へ の 配 分 は ,コ ン ピ ュ ー タ部 門 の コ ス ト回 収 と,

コ ン ピ ュ ー タ ・ リ ソー ス の 使 用 量 の 割 当 と を 目 的 と して 行 な わ れ る
。

費 用 配 分 に は,決 定 的 な 回 答 は な く,い くっ か の 方 法 は あ っ て も,そ れ ぞ れ に 欠 陥 が あ る こ

と を知 っ て お く 。

(1)コ ス トの 内 訳

コ ン ピ ュ ー タ ・ コ ス トは,ハ ー ドウ エ ア ・コ ス ト と シ ス テ ム ・コ ス トに 大 別 され る 。

ハ ー ドウエ ア ・コ ス ト シ ステ ム ・コス ト

シ ステ ム

開発 コ ス ト

シ ステ ム

維 持 コ ス ト

シ ス テ ム

運 転 コ ス ト
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次のよ うな費用 があげ られ る。

① プ ・グラム開発費

・基本分析料,附 加分析料,基 本プ ログラム料,附 加プログラム料,準 備作業料または,

人 件費,コ ンピュー タ使用料,パ ンチ料,消 耗品

② コンピュータ費(直 接費)

コ ンピュー タ ・ハー ドウェアにっ いては,買 取制,リ ース制,レ ンタル制によって費用

が異 なるが,通 常 レンタル換算 によって計算 され る。

CPU,メ モ リ,磁 気ファイノv,1/Oデ バイス、端末 回線 消耗品

③ コンピュー タ費(間 接費)

・設備 コス ト

電源,空 調,建 物

●運転費用

消耗品,電 力料,水 道料

'運 用管理 の経費

人件費および経費

② 使用料金 の設定方法

ここでは,

・専用機械 の使用

・特定 のプ ロジェク トに割 り当てた費用 を除 き,コ ン ピュータ,リ ソースの共用について

のコス ト賦課 を学習 する。

学習の方法 としては,計 算 セ ンタでジ ョブを共同利用す ると仮定 しての,コ ス トに係る問

題 をク リアす る学習 も有効 であろ う。

料金の設定方法 のい くっか をあげ る。

① ジョブ優 先度 による料金設定

ジ ョブの優先度 によって標 準料金 を中心に して,料 金差 をっける。

特急は30%増,ゆ っ くりは20%引 きな どの格差。

このケースは,共 同計算セ ンタをタイムシェア リングで使用するよ うな場合 に有効であ

る。効果 としては,

'夜 間,週 末な どの利用 が促進 され る。

'ユ ーザがプログラム作成上 ,効 率 を考 える。

② 時間帯 によっての料金設定

センタが供給で きる時間 と需要 とによって価格 を決定す る。
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・マルチ ・プ ログラミング ・モー ド

・優 先度 の低 い処理

は低 い料金 を設定する。

③ 均 一料金制

全経費 を,そ の リソースが使 用 される と予想 される時間数 あるいは実際 に使用 された

時間数 で割 り振 る。

④ シフ ト料金制

③ の変型 として,シ フ トに よって料金 を変 える。 この方式 は,ピ ー クをある程度平準化

で きる作用 をす る。

(3)コ ス ト賦 課の長所 ・短所

コス ト賦課 を考 える場合,次 のよ うな長所 と短所 を把握 してお く。

(a)長 所

① データ処理サー ビスのコス トと質 を知 ることにより費用低 減の検討 がで きる。

② コンピュータ部門は,外 部の情報処理サー ビス会社 との費用比較 によ り,コ ス ト低

減 の刺激 を与 えられる。

③ リソースのよ り有効 な利用 を推進す る働 きがある。

④ コンピュー タ使用の無制限な増大に歯止 めがかかる。

(b)短 所

① コス ト賦課 システムの管理それ 自体 に コス トがかかる。

② 費用 を公正に分担 させるこ とが困難 。 とく}こ,同 一 コンピュー タ出力が多数 のユー

ザ に使用 され る場合 の問題

③ システムによる質的な効果を コス ト対 比 しにくい。

④ ユーザからの革新 的 または実務的なシステム開発 ニーズ意欲が減少 する。

(4)平 均 コス トによる配賦 に よる問題

比較的多 くとられている方式 として,総 コス トを請求可能な時間数 で割 る平均 コス トによ

る配賦 がある。 しか し,次 のよ うな欠点 があるこ とに注意す る。

・時間 による価格差 がな いので,ピ ー ク負荷 を大き くす る。

・サー ビスの需 要と供給 によって価格 が一定 しない。

・過剰な能力 を持つ リソースによるユーザ負担の増大

・コス ト面か らのシステム(プ ログラム)改 善の基準がない。



5.6EDP監 査

監査 を大別す る と次のよ うになる。

① 内部監査

・経理手続 きの公正 さの証明

・企業 の社会的責任

・株 主に対す る責任

・内部統制 のための業務監査

② 外部監査

・経理手続 きに不正 はないかの監査

・監査結果 の財務報告書への記載

●通常
,内 部監査 人に コンピュー タ監査人が存在す る。最近 は,金 融機関(全 部ではない)

のEDP監 査 がその公共性か ら法によ り義務 づけ られている。

・米 国にお いては
,1973年EquityFunding社 の事件が契機 となり,コ ンピュータ内部

処理 の公正性の監査(AuditingThroughComputer方 式)の 必要性 が認識 され,コ

ンピュー タ監査人 が登場す ることとなった。

(1)監 査 のポイ ン ト

① 稼動前監査 ・一 …最 も重要視

業務 システムの設計 における統制 ・監査上 の欠陥 を見出す。

・予備設計の レビュ

目的,機 能,実 施計画,内 容 の概要

・詳細設計 の レビュ .

セ キュ リテ ィ(安 全対策 ・機密保護),リ カ バ リの仕様

・監査証跡

・セ キュ リティ

・ リカバ リ

内部統制,監 査面か らの設計仕様 の承認

② 稼動後 の監査

仕様書通 りになっているかの確認

③ コン ピュー タ部 門の監査

EDP部 門 の内部統制の評価

・統制手順

・安 全性
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・機 密保護対策

・ リカバ リ対策

・文書化(ド キュメンテー シ ョン)

'プ ログラ ミング技法

表5.5EDP監 査 の対象項 目

項 目 特 記 事 項

シ ステ ム (Dフ ィ ー ジ ビ リ テ ィ ① もっ と も ら しい仮 定 に つ い て,そ の内容 をチ ェ ックす る。

開 発 スタデ ィ ② コ ス ト ・ベ ネ フ ィッ ト分析 。 便益 を し っか り把 握 した うえで

当該 プ ロジ ェ ク トの シ ステ ム開 発 をス ター トさせ る。

③ リ ソ一 入 ツ ー ル につ い て過 大,過 小 評価 は な いか チ ェ ッ ク

す る 。

② シ ステ ムデ ザ イ ン ④ コ ン トロー ル,監 査 可 能性 が組 み込 まれ てい る か。 これ らの

事項を組み込むことによりシステム完成の時期が延びるのであ

れ ば,そ の こ とに つ い て トップ を説 得 す る。

(3)プ ログラムデザイ ン ① プ・グラムの 分 離(テ ス ト・バーション/プbダ クション・バーシヨン)

(4)プ ログ ラム テ ス ト デ ー タ の分 離(テ ス ト ・デー タ/ラ イ ブ ・デ ー タ)

(5)シ ステ ム テ ス ト ① 設 計 目標 と対 比 して,シ ステ ム の効果 をチ ェ ッ クす る。

② オペ レー シ ョン に入 り得 る確信 を得 るま で パ ラ レル ・ラ ン を

行 な う。

(6)移 行 ①1日 シ ステ ム の ラ イ ブ ・デ ー タが滅 失 しない よ うにす る。

② コ ンパ_ジ ョ ン.シ ステ ム と して,そ のデ ザ イ ン を十 分 コ ン

ト ロ ー ル す る 。

組 織 ①DP機 能 を他の部門から独立 して組織する。

② 責任の分離
・プ ロ グ ラマ,シ ステム ・アナ リス トとオ ペ レー タの分 離

・ユ ー ザ と オペ レー タの 間 に立 ち1-0を コン トロー ル し,

例 外,ル ール外 れ を解 決 す る コ ン トロ ール ・グル ー プ を

設 け る。

③ 教育,訓 練を通して,個 々人の誠実性 を強調する。

④ プ・グラム修正,シ ステム変更にたいして正式な承認制度を

作 り文書化する。

入 力 ① データ・インプットに関する現行手続が守られているか検証

す る 。

② イ ンプ ッ ト内 容 につ い てユ ー ザ が責 任 を もつ よ うにエ ラー の

内 容 を フ ィー ドバ ッ クす る。

③ 重 要項 目に つ い てdualfieldを 考 慮 す る。

④ オ ンラ イ ン で は,一 切 のイ ンプ ッ トをシ ー ケ ンス にテ ープ ・

ロ グす る。

出 力 ① 一切 の エ ラ ー を報 告 させ,そ の理 由 を検 閲 す る。

② 正当な担当者のみにレポートが配付 されるようにする。

③ 未承認の者がコード内容を知 り得ないようにする。

プ ロ グラム ① 件数 チ ェ ック,デ ー タの論理 チ ェ ッ ク,レ ー ンジ チ ェ ッ ク

② エ ラ ー処 理 用 の ア ウ トプ ッ トとと もに,エ ラー ・コ ン ト・一

ル ・ リス トを ア ウ ト ・プ ッ トし,ミ ス対 策 に役 立 て る。

③ 再 作業 を考 慮 して プ ・グ ラム の ユニ ッ トを決 め る。
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項 目1特 記 事 項

オ ペ レ ー シ ョ ン ④ プログラムの複製を保有 し,現 に使用されているプログラム

と時 々比較 す る。

⑤ ア ウ トプ ッ トに ジ ョブ 制御 ステ ー トメ ン トを含 ませ,未 承 認

プ ロ グ ラム の使 用 を回 避 す る。

データ機密保護 ① ソ フ トお よ びハ ー ドの メ モ リー保 護 を明確 にす る。

② ライ ブ ラ リー ・シ ステ ム を作 る。消 磁 した の ち ワー ク に供 す

る フ ァイ ル を決 め る。

③ 端 末 か らキ ー イ ン され た パ ス ワー ドは端 末,セ ン ター と もア

ウ トプ ッ トしな い よ うに す る。

安全対策 ① ガ ラ ス張 りの シ ョー ケ ー ス的 コ ン ピュー タ室 は 再考 す る。

② 災害時の行動計画は,定 期的に予行演習 を行なう。

③ 重要なものを見極わめる。

④ 規定用紙 運搬具など,付 属物件視されがちなものはないか。

ハ ー ド ウ エ ア ① パ リテ ィ ・ ビ ッ ト,リ ー ド ・ア フ タ ・ラ イ ト ・チ ェ ッ ク,サ

一 キ ュ ラー診 断 ル ー チ ン

通 信 ① タ ー ミナ ル とユ ー ザ の識 別,パ ス ワー ド,ロ グ
'

② 暗号パッケージの採用

③ 専用回線に対して,ダ イアル回線をバックアップ

(2)監 査 の現状

監査の必要性は,ど の企業 で も十分認 めてはいるものの,内 部監査 としては内部組織 の確

立,専 門要員 の育成,プ ログラムへの配慮,監 査 ツールの整備 など必要 であ り,企 業 によっ

てバ ラツキが見受け られ る。

この面 を補足するため,外 部監査会社 の利用 が促進 され つつあるものの,EDP部 門 自ら

の経営への問題提起,問 題意識 と現実 的な解決 が先行す べき点である。

監査 についての学 習は,銀 行 のEDP監 査 の考 え方,実 施方法 などをモデル として行 うこ

とが望ま しい。

指導上の留意点

(1)コ ン ピュー タ室の運用管理は,さ まざまな方法が とられているので,で きるだけ具体例

を示 しながら考え方や方法を指導す るとよい。

② 設備 管理 については,実 例 を紹介 し,可 能 であれば,代 表的な計算 セ ンタの見学を折 り

込 み具体的 な管理 の仕方 を学ぶ よ う指導することが有効 である。

(3)コ ン ヒ.ユー タ室の安全管理EDP監 査 は,比 較的新 しいテーマであり,現 状 と照 らし

合 せなが ら今後 のあ り方 として指導 してい くとよい。
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第6章 情報処理サー ビス業の利用

キ ー ワー ド

情 報 提 供 サ ー ビ ス(informingservices),情 報 処 理 サ ー ビ ス(informationproces-

singservices),情 報 検 索 サ ー ビ ス(informationretrievalservices),フ ァ シ リ テ

ィ ・ マ ネ ジ メ ン ト ・ サ ー ビ ス(facilitiesmanagemantservices),コ ン サ ル タ ン ト(con-

sultant),ソ フ ト ウ エ ア ・パ ッ ケ ー ジ(softwarepackage),デ ー タ ・ エ ン ト リ ・ サ ー ビ

ス(dataentryservices),情 報 通 信 サ ー ビ ス(telecommunicationse「vices)

目 標

この章 では,情 報処理 サービス業の概要 を説明す るこ とによって,そ の効果的利用 が企業に

とって利益 にな り,ま た,情 報処理部門がかかえている顕在的,潜 在的な諸問題 を解決す る手

段であることを学習する。

情報処理サー ビス業の利用形態は,情 報処理機 能の部分的な外注か ら全 面的利用 まで多岐 に

わた ってい る。各企業 のコンピュータ処理が拡大 と複雑化の進展によ り,情 報処理部門 と経営

組織体 との不適合性 の問題 が発生 しっつ あ り,か つ,機 能 が細分化する傾向 にある。このこ と

は,情 報処理 サー ビス業利用増加 の要因 ともなってい る。

この章では,サ ー ビス業利用 の必要性 ・有 効性 と現状につい て学習するこ とを目標 とす る。

内 容

情報処理 サー ビス業の業務内容は,概 略 次の通 りである。

・システムの設計

・ソフ トウエアの開発 ・販売

・情報処理 ・情報提供

・ファシ リティ ・マネ ジメン ト

・マシ ンタイム販売

・入出力 データの作成

・教育 ・講習等

'コ ンサルテ ィング

ユーザの利用形態 は,全 面委託す るものか ら,部 分的 または組合せ があ り多様である。
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この章では,次 のことを学習する。

① サービス業利用の必要性と効果

② サービス業の種類と業務内容

③ サービス業の現状

④ サービス業の活用 と今後の方向

6.1情 報処 理サー ビスの必要性

第1章 にお いて,コ ンピュータ部門の形態はまちまちであり,ま た,部 門におけるいくっか

の問題 をかかえているこ とを学習 した。

わが国の コンピュータ導入組織体 のほとん どは,シ ステム開発,プ ログラム作成,オ ペ レー

ションおよび付帯作業など機能的に異 なるものを自社 内で実施 してきた。 しか しながら,次 の

ような問題 が顕在化 してきている。

(1}コ ン ピュータ部門における問題点

① 経営組 織上,部 門の地位が確立 され てお らず,同 部 門が企業 の生命部門であるとい う

認識 が少ない。

② 要員 に特別なスキルが要求 され,長 い教育期間 を必要 とす るため,他 部内とのローテー

ションが困難 となる。

③ コンピュータ室,い わゆるオペ レーシ ョン部門 を担当 している要員のモラル低下 と不満

の存在 。

④ コ ンピュータの稼動時間延長 による労働条件 の悪化.要 員確保の困難性 。

⑤ 付帯的業務 に従事 している要員は,他 部 門ヘ ローテーションした場合,コ ンピュータ

部門の経験が生かせない 。

⑥ 安全対策等への配慮がコス ト面な どから十分 に実施できない。

⑦ 経営か らの情報処理 コス ト引下げ要請に対 し,自 社 内では限界 がある。

② 問題解決策

これ らの問題 点を解決する方 法として,情 報処理サービス業の部分的 または,全 面的利用

であるが,そ の他,次 のような解決 方法法が あることも説明する。

・情報処理部門 を独 立会社 として発足 させ る。

・外部 の専門業者 と合弁会社 を設立す る。

・関連会社数社 のコンピュー タ室 をまとめて ,グ ル ープ計算 セ ンタとして発足 させ る。

(3)情 報処理 サー ビス業利用の効果

情報処理サービス業は,コ ンピュータ資源お よび技術力な ど共同有効利用 の場 をユーザ
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に提供す るこ とによって,コ ンピュータ業務 の効率的な運営をはかるこ とができる。

利用 の効果を列挙 すると,次 のようになるので,利 用の場合は事前 にチェ ックす るポイ

ントともいえる。

(∂ 信頼性 の確保

デー タ と処 理 機 能 の安全確保 のためには,設 備面,要 員に関する配慮 を慎重 に検討

し,か つ,実 施 しなければな らない。また,そ のためには,高 いコス トを必 要とするこ

とは,前 章 で学んだ。

サービス業 は,専 門的公的立場 から,安 全確 保について

.セ ンターへの入出館チェ ック

・データの保護設備

・管理体制

・災害時のバ ック ・ア ップ

・防災 ・防犯

などに十分 な対策 を講 じているため,安 心 して利用できる。

⑤ 技 術力の活用

専門企業 として蓄積 され ているノウハ ウを利用できる。

・高度 に専門化 した各分野 の情報技術者の経験 と知識の利用

・高 レベ ルの ソフ トウエアの利用

・コンピュータ室運営 管理 のノウハ ウの利用

ω 経済性 の向上

利用する場合,最 も多 い理 由となっているもので,次 の理 由があげ られる。

・コン ピュータの規格 にもよるが,自 社導入の場合,設 備のた めの初 期費用と運転費用

などの経費 が レンタル料の約3倍 必要である といわれ ている。

・要員育成 のための費用 が不要

・高性能の コン ピュータと豊富 な汎用 ソフ トウエアの共 同利用 による経費削減

④ 迅 速性 の確保

・自社 導入 と比較 して,コ ンピュータを導入 して稼動 させるまでの時間的制約 の排 除

・通信回線 ネッ トワークサー ビスおよびそれに付随す るタイムシェア リング ・サー ビス

を迅 速化

・量的 ・質的な オーバ ーフローの対処 の迅速化

上記 のよ うな,種 々のメ リッ トがあげ られ,そ の利用 も拡大 している ものの,

・情報処理業 に対する認識不足
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・情報処理業界 自身PR不 足

・ユーザ とな り得 る経営およびコンピュータ部門の意識

・情報処理業 自体 の歴史 の浅 さと経営基盤 の確立

な どか ら,そ の活用 は,十 分 とは言えない。 このような点か ら利用 され ない理 由につ

いても討議 し,情 報処理サー ビス業について理解 を深 める学習方法 も有効で あろ う。

6.2情 報 処理サー ビス業の種類と業務内容

情報産業 は大別す ると,コ ンピュータ産業 と情報処理産業に分類 され る。

本章においては,情 報処理産業 を広義に とらえ,情 報処理 サー ビス業 として説 明す る。

(1)情 報 処理サ ービス業の分類

ここでは,次 のよ うに分 けて説明す る。

表6.1

情報処理サービス

情報処理サービス業の構成

・駕 －Ll二1:ll

-⊥:=∴ ∴

提供サー ビス

　「藻

行政管理庁 「日本標 準産業分類 」に よれば,次 のように分類 され てい るので参考 とする。

情報サービス業(851)

・ソフ トウエア業(8511)

・情 報処理 サー ビス業(8512)

・情報提供 サービス業(8513)

・そ の他の情報サー ビス業(8519)

② 情 報処理サービス業の業務内容

表6.1に そ って説 明する。

(a)ソ フ トウエア ・サー ビス
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コンピュータ ・ソフ トウエアの開発 および開発に関 し,調 査,分 析,助 言などを行 う。

次の ようなサービスに分け られ る。

・情報システムの開発

・プログラムの作成.

・ソフ トウエア作成の コンサ ルタン ト

・ソフ トウエア要員の派 遣

・ソフ トウェア ・パ ッケージの開発 ・販売

句)処 理サー ビス

コン ヒ.ユ一夕などを用いて委託 された計算 サービス,デ ー タ ・エ ン トリサー ビスな ど

を行 う。

.委 託計算サー ビス

・計算 セ ンタ

・タイム シェア リング ・サービス

・マ シンタイム ・サー ビス

・データエン トリ ・サー ビス

・出力処理サ ービス

この処理サ ービスが,狭 義 の情 報処理サー ビス業 と呼 ばれている。

¢)情 報提 供サー ビス

各種のデータを収集 加工 ・蓄積 し,情 報 として提供するサー ビスである。

日本標準産業分類 によれば,次 のようになっている。

・不動産情報提供 サー ビス

・交通運輸情報提供サ ービス

・気象情報提供 サービス

・科学技術情報提供サー ビス

④ 関連サー ビス

情 報処理に関連 したサー ビスとして,.次 の よ うなものがある。

・要員派遣

ソフ トウエア開発,オ ペ レーシ ョン,デ ータ ・エン トリーな ど,情 報処理要員 の派遣

・要員教育

・磁 気ファイルの保管

・デ ータ配送サービス

・消耗品 ・備 品販売
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磁 気 フ ァ イ ル,帳 票,プ リ ン タ ・ リボ ン,キ ャ ビネ ッ ト類 な ど 。

●磁 気 テ ー プ ・ク リー ニ ン グ ・サ ー ビ ス

・マ イ ク ロ ・ フ ィ ル ム 作 成

6.3情 報 処理サー ビス業の現状

わが国の情報処理 サー ビス業の現状 をいくつかの角度 から学習 する。

情報処理 サービス業 は,ソ フ ト企業 と委託計算企業に分 けられ,ま た,前 節6.2の よ うに分

類 され る。 しかし,企 業 の実態 をみ ると,次 のように多角的である。

・専業的形態か ら兼業的形 態へ

・本格的EDPSを 設 置 して,ソ フ トウェア開発 から受託 計算 までを総合的に取扱 っている

企業

.ミ ニコンや端末機 の販売 をシステム込みで行 うもの。

・EDPSを 持 たずに ソフ トウエア開発 を行 うもの。

・オペ レーシ ョンのみ委託する企業

・磁気 ファイルの保管 を専業 とす る企業

(1)情 報処理 サー ビス業設立の動機

サービス業の設立動機 と経緯 を分類する と,次 のように種 々のものがある。

・大企業 の計算部門 が分離された もので,一 部,余 力 で一般企業 からも委託 してい るもの

・独立の計算委託,パ ンチ作業の委託企業,ソ フ トウエア開発など

・会計上,税 理 士が顧問会社 を主体に,専 門知識 を活用 して組織化 した もの

・電子計算 メーカ,販 売会社の一部門 としてのセ ンタ

・同業種 の中小企業 が集 まって,共 同利用 を目的 とした もの

・地方 自治体,公 企業,大 学,研 究団体等 の計算 センタ

・企業 グルー プの共 同利 用 を目的 とした もの

(2)業 界 の概況

昭和52年1月 日本電子 計算機(株),-JECC－ の調査 をもとに概 況 を説明する。

日本の情報処理産業の成 立は,ま だ 日が浅 いが,昭 和48年 に比べて,企 業数 が541企 業

か ら900企 業 に増加 しているご とく急速に発展 し,そ の業務 内容 も整備 されつつある。

① 経営 主体別セ ンタ分布

表6.2の ご とく,900事 業 体,1,505セ ンタ となっている。
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表6.2経 営主体別センタ分布状況

事業体数 セ ンタ数

独立計算委託企業 788 1,212

公 共 機 関 55 63

メー カーおよび

関係販売会社
57 230

計 900 1,505

また,業 務別内訳は,次 の通 り

・EDPSを 設 置24 .9%

・ソフ トウェア12 .3%

・関連作業62 .8%

② 規模 による分布状況

従 業員,資 本 金,売 上高 の規模別 の分布状況 を独 立計算委託企業601社 の範囲でみ る

と次の通 りである。

表6.3従 業員規模別企業分布

1～9人

10～19

20～49

50～99

100～199

200・-299

300以 上

12.3%

14.0

29.6

23.6

11.8

3.3

5.3

表6.4資 本金規模別企業数分布

100～499万 円

500～999

1,000～4,999

4,999～1億 未 満

1億 円 以 上

23.6%

22.6

40.1

6.7

7.0

表6.5売 上高規模別分布

5,000万 円 未満

5,000・v1億 円

1億 ～5億 円未満

5億 ～10億 円未満

10億 円以上

20.4%

18.1

43.8

8.5

9.2
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③ 主要企業の売上げ

わ が国の情報処理サー ビス企業 は,通 産省 が発行 している 「情報処理サ ービス企業等

台帳 総覧」 によ り,そ の内容 は,各 地方通産局管内ごとに分冊にまとめられてお り,広

く閲覧に供 され ている。 下記 の表 は,そ の中か らわが国の主要情報処理 サー ビス企業 と

して,売 上げ高 の10位 まで をピック ・アップしてみた。台帳は,申 告制 になってお り,

昭和52年10月1日 現在で申告 された ものである。

表6.6主 要 企業の売上げ(52.10.1現 在)

企 業 名 売上高(百 万円) 技術者数(人)

日本 ビジネスコンサルタン ト 16,100 1,487

三井情報開発 7,516 365

野 村 コンピュー タシステ ム 6,700 329

日本電子計算 6,444 819

日本電気情報サービス 5,940 230

日本情報 サー ビス 4,800 494

日立 ソフ トウェアエンジニア リング 4,795 1,090

テ ィ ・ ケ イ ・シ ー 4,650 314

イ ン テ ッ ク 4,550 830

セ ン チ ュ リ リサ ー チ セ ン タ ー 4,440 600

④ 売上げ高の構成比

JECCの 調 査によれば,1,276事 業 所数 についての昭和51年 度 の構成 は,表6.7の

よ うになっている。

表6.7年 間売上高構成比

事業所数

売上高合計

事務計算

その他計算

ソフト開発 ・プログラム作成

カー ドパンチ

マシンタイム販売

要員派遣

情報提供

各種調査

その他

1,276

306,969百 万 円

34.5%

4.1

15.3

13.9

5.3

10.6

3.9

8.2

4.2
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(3}情 報提供 サービスの状況

情報提供 サ ービスは,デ ー タの収集,蓄 積 に彪大な投資 を必要 とす る うえに,

・技術的な困難性 がある

・ユーザ 側の対価支払意識不足

などか ら,米 国に比較 して,ま だ十分な発展 をみ るに至 って いない。 バ.

わ が国の提供サー ビス機 関を列挙す るので参考 とすること。

① 公的 サー ビス

情報の検査および印刷 物 としての提供 サービス,コ ンピュー タ出力サー ビスがある。

・日本科学技術情報セ ンタ

.労働省,労 働市場セ ンタ

.日本特許情報 センタ

.加 工情報 センタ

・日本貿易振興会

・世界経済情報サー ビス

・日本科学 技術振興財団

・物性 デー タバ ンク

② 民間 のサービス

サー ビス企業の数 は少な いが,次 のようなサー ビスが提供 され ている。

・NEEDS

日本 経済新聞社 によ る総 合経 済 情 報提 供 システムであり,海 外 の情 報提供会社 のデー

タも取 り入れている。

・野村 総合研究所

国内主要企業の財務デ ータや株 価情報の提供 。

・市況情報 センタ

Quickと い う呼び名 で,オ ンライ ンリアルタイムによる証券取引所 の株価情報提供 を

中心 としたシステムで あ り,1976年9月 現在 でCRTデ ィスプレイは4,700台 に達 し

た大規模 システム。

・帝 国興信所

企業調査に もとついた企業情報フ ァイルのサービス

'国際医学情報セ ンタ

医学 ・医療 に関する資料提供 サー ビス

(4)情 報 通信 サービスの状況
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情報処理または情報提供 をデータ通信 により行 う情報通信 サービスは,

・電電公社

・国際電電

・民間企業

によ り営 まれている。

① 電電 公社 のサ ービス

・販売在庫管理 システム(DRESS)

1976年 末 現在 で,ユ ーザ数972,端 末数3,190と な っている。主 として中小企業が

利用 して いる。

・科学技術計算 サービス(DEMOS)

商用TSSに よ る計算 サービスで,1976年 末 ユーザ数 は921,端 末数1,202と な っ

ている。

・各種 システム ・サービス

ユーザの求めに応 じて行 うサー ビスで,オ ーダー メイ ド型 といえる。1976年 末 で6

シ ステムのサ ービスがある。

② 国際電電のサー ビス

国際 オー トメ ックスサービスと呼ばれ る国 際間 通 信 が 中心 で あ り,1976年 末 のユー

ザ数 は14,端 末数 は19と な っている。

③ 民間 のサービス

1976年 末 の郵政省 の調査によれば,企 業数は54社 となってお り,80シ ス テムのサー

ビスで,端 末数 は,1シ ス テム当 り平均128台 となって いる。

適用業務 の内容は,次 のよ うな ものがあげ られる(郵 政省調査昭52.3)

サ ー ビスの多 い順に並 らべ る。

・販売管理49.4%

・在 庫管理48・1

・科学技術計算36ユ

・経理業務35 .4

・統 計計算31.6

・生 産管理30 .4

・給 与計算30 .4

・財 務計算30 .4

・資料作成24 .1
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・運送管理

・原価計算

・メ ッ セ ッ ジ

・人事情報検査

・預金業務

21.5

20.3

19.0

16.5

15.2

6.4情 報 処理 サー ビス業の活用

情報処理サー ビス業の業務 内容 は多様であ り,利 用方法 も自社にコンピュータの導入 および

コンピュータ部門 を保持 しないで全面委託 をす るようなケースから,パ ンチの一部分 を委託す

るようなケースまで,バ ラエティに富んでいる。

ここでは,ど の ような面 で利 用 し,ま た利用上 どんな点 を留 意 した ら良いかを学習す る。

(1)サ ー ビスの利用形態

概略,次 のよ うな業務 を情報処理サービスとして利用 している。

(a)業 務 内容 による利用

・要員派遣 を受 ける

オペ レータ,SE,プ ログラマ,キ ーパ ンチャ

・ファシ リテ ィ ・マネジメン ト ・サービスの委託

・ ソフ トウエア製作

定常的またはスポ ッ ト的 なもの

・パ ンチ業務委託

・特殊 出力処理 の委託

漢字処理,COMな どの作成

.ソ フ トウエア ・パ ッケージの購入,借 入

.コ ンピュー タの時間借 り

・事務処理計算 の委託

・科 学技術計算 の委託

・オンライ ンまたはTSSの 利用

・磁気 ファイルの保管委 託

・情報提供 サービスを受ける

'コ ンサルティングを受ける

・要員教育 を委託す る

・情報 データファイルの購入



(b)適 用 分野 による利用

情報処理 センタは,巾 広 く適用業務分野 を拡大 しつつ あ り,共 同で利用 できる各種 の

システムおよび ソフ トウエアを保有 している。

そのため,業 務 のシステム化の ノウハ ウおよび ソフ トウエアの共同利用 によるコス ト・

ダ ウンが期待できる。

適用分野の概略 は,次 の通 り。

① 経営 ・事務分野

・人事関連 ……給与,社 内預金,社 会 保険等

・販売 ……顧客 管理,販 売統計,在 庫 管理

・財務 ・経理 ……一般会計 ,予 算管理,原 価管理,借 入金管理,資 金管理

・購買 ・・…発 注管理 ,資 材管理,買 掛管理

・総務……株式 業務 ,固 定資産管理

・生産……生産管理,工 程管理,品 質管理

・経営……経営管理、経営分析,投 資分析,需 要予測

・自治体 業務……税務業務 ,住 民記録

・社会 システム……医療.交 通,教 育

② 科学 ・技術分野

・土木 ・建築 ・造船 ……構 造解析,設 計計算,応 力解析

・石油 ・化学 ・原子力 ……流通分析,結 晶分析,炉 心解析

・交通 ・輸送 ……交 通網解析,輸 送量予測

・航空 ・宇宙 ……飛行計画,性 能計算,軌 道計算

・環境 ・資源… …汚染 予測 ,日 照計算,騒 音解析

・都市 ・地域 …一地 域分析 ・人 口推計,都 市計画

〔2)利 用 の状況

情報処理関係 に要 した諸経費の状況か ら,外 部委託 の状況 を見 ると,表6.8の よ うになっ

てお り,全 体の中に しめる外部 委託 の比率は低い。

表6.8情 報処理関係経費 の状況

調査対象企業数:4,432社

・導入諸掛 り

・減価償却費

・レンタル料
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4,614
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・保守料

・回線料

電算機室費用

・人件数

・その他

・ソフ トウエア購入費

外部処理費用

・ソフ トウエア委託 料

・パンチ委託料

・マ シンタイ ム借料

・計算委 託料

・要員人件費

・その他

12,967

17,466

240,629

101,726

2,042

5,670

27,924

4,203

22,066

23,166

4,840

計775,023

(3)外 部委託先の選定

委託先の決定にあたっては,長 期的な経済性を考慮し,技 術力,信 用力 も加味 して考え

なければならない。

決定の条件をあげると次のようになる。

① 総合的な企業の信用度

財務的な安定性,経 営方針,設 立の経緯と背景,経 験年数など総合的に判断する。

② 業務処理実績

・過去および現在の顧客層について

・固定業務と不定業務の比率

・得意な業務分野

③ 技術力と指導力

・設備能力 と規模

・要員の数,質 の程度,定 着性,年 令

・管理のレベルとノウハウ

・保有ソフ トウエアの質

④ 安全性 ・信頼性

安全保護設備,管 理体制,バ ックアップ体制,機 密保持

⑤ データ送運の便利性,迅 速性

距離的な便利性,オ ンライ ン・サービス,
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⑥ 価 格

・業務 の重 要性,正 確性,技 術力

・業務の量,拡 張性,

一 時的な料金の安 さに とらわれないで
,質 の高いサー ビスを適正価格で受け る。

ユーザにおける,選 択理 由をア ンケー トをもとに調査す ると,次 の よ うになっている。

表6.9セ ンターの選定理 由

・信頼 できる

・同一機種

・価格が安 い

・技術水 準が高 い

・専門技術 を持 っている

・紹 介

・企 業系列関係

・広告

・その他

昭 和48.3調 査)

40.2%

27.5

39.5

21.6

21.0

16.

15.5

(4}適 用 にあたっての留意点

人手 のかかる単純 事務計算,ア ンケー ト集計な どの一時的作業,数 値計算,技 術計算な

ど臨時的に発生する業務は,外 部委託 し易い もの と言える。

当初,利 用す る場合 は,次 の点 に留意す るとよい。

① 採算計算の しや すいもの

直接的効果 が明確 で短期間 にメ リッ トが生ずる もの。

② メイ ン業務 でな いサ ブ ・システムから適用 す ること。

③ 日常処理 よりも,月 間処理,週 間処理 などか ら着手 する。

④ 委託者側は条件整備 を十分行ない,自 社導入 と同 じ手続 を要する。

(5)委 託 料金の体系

委託料金につ いては,情 報処理サービス業 とユーザの間 にお ける契約お よび交 渉によっ

て決定 されてお り,標 準的 なものはない。 しか しながら,そ の時々の経済的,社 会的 な状

況およびサー ビスの意合度合 によって変化 していることも実情 であ り,利 用する場合,数

社 を比較す る必 要も生 じる。

委託料の内容 は次 のとお りである。

① システム分析料

システム設計に要する費用であ り,シ ステム ・エンジニアの占有度合 とレベルに よっ

一438一



て決定 され る。

② プ・グラ ミング料

コーデング,デ バ ッグを一括 してい うことが多い。 ス テ ップ 数 で ステ ップ当 りの場

合 と,プ ログラマの占有時間で計算す る場合 とあり,使 用言語 や難易度 によって異 なる。

③ イ ンプッ ト・データ作成料

パ ンチ料金 は,通 常,1タ ッチ何銭 とい う基準で計算 される。数字,英 数字,カ ナ文

字の割合,原 票の見易 さ,納 期な どか らも算定 される。

④ 消耗 品費

実 費請求 され るものがほ とんどであるが,管 理,保 管 のための費用が プラスされる。

⑤ 電算機使用料

CPU,1/0な どの使用時 間,占 有度 によって計算 され る。また,時 間貸 しの占有料

金 もある。

⑥ その他の費用

・コンサルティング料

・ファシ リテ ィ ・マネ ジメ ン ト料

・要員派遣料

・プログラム変更 ・修正料

・ソフ トウェ ア使用料

これ らの料金の原価要素 としては,

・機械 レンタル料 または購入償却費

・人件費

・賃借料

・備 品器具 ・消耗 品費

・外注費

・販売 ・管理費

な どで構成 され,委 託料金 の基礎 となっている。

6.5外 部 利用の今後の方向

今後の コンピュータ室の方向 は,ま す ます機能分化 していき,ま た,自 社 のみで処理する場

合 の問題解決 のため外部 サー ビスの利用は拡大 してい くであろ う。

コン ピュー タ室の今後 の重点施策 の方向 と考 え られるものを列挙す るが,そ の中にも多 くの

解決すべ きテーマが存在す る。
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(1)コ ン ピュー タ室の今後 の重点施策

・部 門の社 内における位置づけの強化

・コンピュータ ・システムに対する ト
ップの理 解度 の高揚

・社 内ユーザ との円滑なユ ミュニケー ション

・他部門との人事交流の活発化

'要 員 の充足 と質の向上

・入力媒体作成のための外部サー ビス業の確保

・外部サー ビス業 の有効な活用

'総 合 システムの構築

・データベース体制の確立

・標準化の確立

・情報処理 コス トの低減

② 今後 のコンピュータ室 のあ り方

ユーザ の意 識調 査(1974 .5)に よ る今後 のコンピュータ室のあ り方 は,次 のよ うに

なってお り,外 部サー ビスの利用 が活発 化す る傾向が うかがえる
。

表6.10今 後 の コン ピュータ室のあ り方

・自社 内で一切の処理 を行 う

・一時的,不 定的 に外部 を利用 す る

・技術水 準の高 い外部 を利 用する

・全面的 に外部 に委託す る

・コンヒ.ユータ室 を独立企 業にす る

・外部機関 と合弁会社 を設立 する

・関係会社 と協同のセ ンタを設立する

18.4%

38.1

11.4

3.9

12.2

0.4

15.4

指導上の留意点

(1)こ の章 では,日 本 における情報処理 サー ビス業の現状 を知 るこ とによ り,ど のよ うに利用

していったら良いか を指導する。

② 情報処理 サー ビス業 の効果的活用 とい う観点 か ら指 導す る。

(3)可 能 であれば,代 表的な総合 情報処理 サー ビス会社 の業務 内容等 について
,見 学 を含めて

紹介す ることが望ま しい。

(4)情 報処理 サー ビス業 につ いての参考文献 としては,(財)日 本情報処理 開発協会が 「コン

ピュータ白書」 を含 めて,い くっかの報告書 をまとめている。
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